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第１部 序 
第１章 研究の背景と問題意識 
中国において、1978 年の改革開放政策以降、経済の牽引力を担っているのは製造業であ
る。Made in China の製品は全世界に「氾濫」している。この中国では「モノ」を作ってい
るというイメージが非常に強い。そのために、中国は「世界の工場」と名付けられ、その
段階では低付加価値の製品が多く生産された。しかし、現実には目に見えないものも「生
産」している。この代表的な産業はソフトウエア産業である。ソフトウエア産業は現在、
世界経済競争力の根源であると言っても過言ではない。1980 年代に産業として誕生した中
国のソフトウエア産業は著しい発展を遂げた。さらに、中国経済の発展にも大きく貢献し
ている。中国のソフトウエア産業は大きく分けると、主に、国内市場向けのソフトウエア
開発とアメリカ、日本のような先進国向けの製品開発と人材サービスの輸出で構成されて
いる。 
周知のように、ソフトウエア産業は労働集約型の産業でありながら、知的（技術）集約
型の産業でもある。そのため、ソフトウエア産業は、人的資源の重要さは他の産業より一
層認識している。この人的資源は主に、ソフトウエア開発を担当するソフトウエア・エン
ジニアのことを指している。これらのソフトウエア・エンジニアの技術力はソフトウエア
製品の機能、品質を大きく左右する。 
本論文は中国・東北地域のソフトウエア産業に焦点を置きながら、ソフトウエア・エン
ジニアの人材育成に関する諸問題を取り組むつもりであるため、主要課題として、まず、
ソフトウエア産業の現状を整理したうえで、ソフトウエア産業で働いているソフトウエ
ア・エンジニアの人材育成、コンピテンシーの形成などと言った人材育成上の諸問題を明
らかにしたいと考えている。それ以外に、やや付随的課題として東北地域においてソフト
ウエア産業の発展状況が異なり、格差も大きいことに着目し、その代表的な地域を例とし
て、人材育成の差異並びに特性の違いを検討する。そのため、東北地域において、規模が
一番大きい遼寧省大連市、と吉林省の長春市と黒龍江省のハルビン市をそれぞれの地域代
表として、ソフトウエア・エンジニアの人材育成とコンピテンシー形成の異なりについて
検討する。そして、東北地域のソフトウエア産業の発展を促進するため、各地域間の発展
格差を利用し、発展規模の大きい地域から小さい地域へのニアショア開発の可能性につい
て検討する1。最後に、東北地域に立地しているソフトウエア企業、ソフトウエア産業にお
                                                  
1 情報システムやソフトウエアなどの開発業務の一部または全部を、比較的距離の近い遠隔地の事業所に
委託すること。http://e-words.jp 2015/05/05 
- 6 - 
 
ける今後の課題を明らかにする。 
 
第 2 章 用語の概念、定義について 
（1）オフショア開発とニアショア開発についての概念 
ソフトウエア開発のプロセスにおいて、海外の技術者を利用する方式がある。この方式
に対する呼び方は大きく分けると二つある。つまり、オフショア開発(offshore 
development）とアウトソーシング（BPO：Business Process Outsourcing）である。この
二つの呼び方について、総務省情報通信政策局情報通信経済室[2007]によるとオフショア
リングをネットワークや国際電話など情報通信の活用によって、海外へ業務を移すことと
捉える。企業が行うオフショアリングには「オフショア開発」、「海外への BPO（ビジネス・
プロセス・アウトソーシング）」がある。オフショア開発はシステムやソフトウエア開発を、
海外の事業者や海外子会社などに委託して、海外で開発することである。但し、日本の国
内の自社内（オンサイト）などで外国人技術者を活用するような形態は除くと定義してい
る。海外の技術者を利用する場合はオフショア開発と呼ばれている。一方、国内の開発技
術者を利用する場合はニアショア開発と呼ばれている。ニアショア開発は本来、言語や文
化、時差などが比較的近い隣接する地域にアウトソーシングすることを指している2。上述
した先行研究以外に、オフショア開発の概念について、辻洋・守安隆・盛忠起[2008]、林
海・比嘉邦彦[2011]、程祥瑞・柗本真佑・中村匡秀[2011]、なども言及している。辻洋・
守安隆・盛忠起[2008]はオフショア（offshore）とは、「沖に向かって、沖合の」と言う意
味であるが、ビジネス用語として海外を指す。元々offshore fund など金融の用語で使われ、
海外への一般的な業務についてもオフショアリング、或いはオフショア・アウトソーシン
グと呼ばれると定義した。林海・比嘉邦彦[2011]はシステムインテグレータがシステム開
発・運用管理などを海外の事業者や子会社に委託するということであると定義している。
程祥瑞・柗本真佑・中村匡秀[2011]はオフショア開発とはソフトウエア開発の全体、また
は一部を海外の企業に委託する開発形態を指す。オフショア開発において、開発作業を委
託される側をオフショア側と呼ぶ。上述したように、オフショア開発に関する概念はほぼ
同様であるが、本論文は総務省情報通信政策局情報通信経済室[2007]のオフショア開発と
ニア開発の概念を定義とする。つまり、オフショア開発はシステムやソフトウエア開発を、
海外の事業者や海外子会社などに委託して、海外で開発することである。但し、日本の国
内の自社内（オンサイト）などで外国人技術者を活用するような形態は除くと定義する。
                                                  
2 伊東暁人[2012] pp.237 
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海外の技術者を利用する場合はオフショア開発と呼ばれているが、国内の開発技術者を利
用する場合はニアショア開発と呼ばれている。 
 
第 3 章 先行研究の検討 
中国のソフトウエア産業及び人材育成に関する研究は非常に少ないが、本論文のテーマ
と関係する既存の研究を選んで、先行研究として検討する。 
 
第 1 節 中国のソフトウエア産業及び人的資源管理に関する研究 
 中国のソフトウエア産業に関する研究はいくつか存在する。この中にはソフトウエア産
業に関する研究とオフショア開発に関する研究がある。 
 
（1）中国のソフトウエア産業に関する研究 
中国ソフトウエア産業の発展歴史は非常に浅く、産業として誕生したのは 1980 年代であ
り、本格的に発展が開始されたのは「第 9次 5カ年(1996 年～2000 年)」である3。その関係
で中国国内においても、ソフトウエア産業に関する研究が非常に少なく、主に定性的分析
に留まっている。 
まず、中国ソフトウエア産業の発展段階について、劉祥栄[2005]、劉森・李孟剛［2013］
が言及した。劉祥栄[2005]は中国ソフトウエア産業の発展段階を三段階に分けている。す
なわち、①第一段階（1989 年～1991 年）。この段階の代表的な製品は WPS 中国語漢字処理
システムである。②第二段階（1991 年～1994 年）。この段階で専門性の強いソフトウエア
開発を行う企業が設立された。③第三段階（1994 以降）。この段階で外国のソフトウエア企
業が大量に中国市場に進入し、中国ソフトウエア産業の発展を促進した。劉森・李孟剛［2013］
は次の四段階に分けている。①第一段階（20 世紀 70 年代～80 年代初）。この段階で計算機
工業管理局と中軟ソフトウエア会社が設立された。②第二段階（20 世紀 80 年代初～80 年
代末）。この段階において、北京・中関村の建設によって、中国ソフトウエア協会が設立さ
れた。③第三段階（20 世紀 90 年代初～21 世紀初）。2000 年に政府が「ソフトウエア産業及
び IC 産業発展の奨励に関する若干の規定（18 号文書）」と言う政策を打ち出した。次が④
の第四段階（2000 年以降）。両研究の分け方とその段階を代表する事柄・事象は異なるが、
後者の分け方がより実態を捉えている。1980 年に中国ソフトウエア会社は中国最初のソフ
トウエア企業として設立された。1984 年に中国ソフトウエア協会の設立によって、ソフト
                                                  
3 許海珠[2005] p150 を参照。 
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ウエアは本格的にハードウエアの一部としての位置づけから、独立した一つの産業として
発展が始まった。そして、90 年代に入ってから中国政府が外国のソフトウエアパークの成
功の経験を参考にし、ソフトウエアパークの建設に乗り出して、1995 年から、「火炬計画」
が実施されて各地で 33 箇所のソフトウエアパークを建設した。2000 年に「18 号文書」の
発表によって、政策面において、ソフトウエア産業の発展を促進した。この政策は、自動
車産業を除いて、中国政府が提案した唯一の産業育成の政策であり、初めて中国ソフトウ
エア産業の将来ビジョンと具体的政策を明らかにした。その中で 2010 年までに中国のソフ
トウエア産業の研究開発と生産能力を国際先進水準に到達させると言う目標を明記してい
る4。そして、2002 年には、47 号文件とも呼ばれる「ソフトウエア産業の振興の行動綱要（2003
年～2005 年）」が立案された。この政策は中国ソフトウエア産業の発展を加速化した。 
つぎに、中国ソフトウエア産業の特徴について、袁勤倹[2003]、崔輝[2005]、劉森・李
孟剛［2013］が、それぞれ言及した。袁勤倹[2003]、崔輝[2005]、劉森・李孟剛［2013］
の見方は類似しており、以下の四点にまとめられる。①ソフトウエア産業の規模は急速に
拡大した。ただ、オフショア開発についてはグローバル市場で占める割合が低い。②ソフ
トウエア企業の資本系列は多様だが、中心となっているのは中国ローカルの企業である。
③ソフトウエア産業の発展は地域間の格差が大きい。④システム・ソフトウエアのような
製品の研究開発力が弱い。そして、許海珠[2005]は以下の二点について指摘した。①産業
全体にハイテクの技術開発能力が不十分である。②多くの中国資本のソフトウエア企業は
まだ外資系の下請けレベルに留まっている。さらに、許海珠[2008]は次の二点を指摘した。
①中国のソフトウエア企業は規模が小さく、規模の経済が形成されていない。②多くのソ
フトウエア企業は、技術レベルにおいては一定の水準に達しているが、顧客業務のコンサ
ルティング能力には欠けている。 
そして、中国のソフトウエア産業は飛躍的な発展を遂げたが、地域間の発展格差も生じ
た。この中国のローカルソフトウエア産業に関して、梅澤隆[2005][2011]、許海珠［2005］、
高洪波[2010][2011]、中井豊、田中義敏[2011]は詳しく論じた。梅澤隆[2005][2011]、許
海珠［2005］は北京市のソフトウエア産業の発展状況、特徴について言及した。梅澤隆[2005]
は北京のソフトウエア産業の特徴を次の 4 点指摘した。①中国ソフトウエア産業の中で、
北京が一番大きな比重を占めている。②急激な成長を遂げた。③比較的規模の小さいソフ
トウエア企業から構成されている。④豊富な人的資源と供給体制が存在している。それ以
                                                  
4 許海珠「第 9章中国のソフトウエア産業の現状と人的資源管理」『チャイナ・シフトの人的資源管理』 白
桃書房 2005 年 p158 
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外に北京市ソフトウエア産業の優位性についても論じた。主に三点ある。①北京市には多
くの教育機関が集中しており、優秀な人材が供給できる。②北京市の中関村に「ロックオ
ン効果」がある。③首都ならではの情報及び資源を活用できる。許海珠［2005］は北京の
ソフトウエア産業の特徴を 2 点指摘した。①輸出に力を入れている。②多国籍企業による
ソフトウエア研究開発部門の設立を積極的に支援している。高洪波[2010][2011]は東北地
域のソフトウエア産業の発展状況について紹介した。東北地域におけるソフトウエア産業
の特徴はこの地域内の発展の格差が大きいことで、具体的にソフトウエア産業の売上高と
ソフトウエア・エンジニアの従業員数からみると大連市のソフトウエア産業は東北地域の
中で、規模が最も大きく、従業員数も最も多い、しかも他の地域との格差が激しい。そし
て、中井豊、田中義敏[2011]は中国内陸部のソフトウエア企業経営者の意識の違いにより
ソフトウエア産業の発展格差が生じたと論じている。同論文は因子分析などを利用し、以
下の三つの仮設を検証した。①ソフトウエア企業の経営は市場からの距離による影響は受
けにくい。②内陸部のソフトウエア企業経営者の経営意識がやや弱い。③内陸部のソフト
ウエア企業経営者は北京や大連より海外志向が弱い。結論はソフトウエア産業の発展のカ
ギは経営者の意思決定であり、特に海外に進出することのある企業であると論じた。 
上述した研究は主に、中国ソフトウエア産業の発展段階、発展特徴及び、各地域の発展
状況をについて紹介したものである。 
 
（2）中国ソフトウエア産業の人材育成に関する研究 
中国ソフトウエア産業の人材育成に関する研究は非常に少ないために、この部分を二つ
に分けて検討したい。即ち、まず、前段階として日本における産業一般の人材育成に関す
る先行研究を検討し、次に、中国のソフトウエア産業の人材育成に関する先行研究を検討
する。 
ソフトウエア産業の人材育成を検討する前に、製造業の人材育成に関する研究は多数あ
るため、その代表的な文献を挙げて検討する。 
製造業の人材育成についてその代表的研究である小池和男[1981]は中小企業の熟練形成
について主に二点論じた。第一は内部形成方式であり、第二は外部形成方式である。日本
の中小企業では内部形成方式が主流となっており、内部人材育成の中核となるのは OJT で
ある。そして、内部形成方式と深く関係するのは企業内の移動である。つまり、職場内移
動と関連する職場間の移動である。そして、佐藤厚[2012a]は、日本の中小企業では ILM（内
部労働市場）が人材育成の基本であるとは言え OLM（職業別労働市場）的要素もあると論じ
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た。つまり、OLM（職業別労働市場）的キャリア志向者と ILM（内部労働市場）的キャリア
パスを用意できない企業群が存在している。そのために、OLM（職業別労働市場）的性格に
沿った形で、個別企業を超えたキャリア形成のための環境整備を行う必要がある。同論文
の中で中小サービス企業と従業員を対象としたアンケート調査では「一つの勤め先で長期
にわたって働き続ける」とする ILM（内部労働市場）的企業と「会社は変わっても同じ仕事
を続ける」か「一人前になるまでは同じ勤務先で働き続け、その後は会社を変わって経験
を積む」とする OLM（職業別労働市場）的企業が見出された。その結果を踏まえ、佐藤厚
[2012b]は事例を用いて OLM（職業別労働市場）的企業と ILM（内部労働市場）企業の特徴
について説明した。ILM（内部労働市場）的企業の性格につき主に三点指摘した。①経営者
が人材育成に熱心である。②新卒の確保と育成に力を入れている。③技能形成の仕組み、
仕事能力の明確化が進んでいる傾向がある、と論じている。その後、佐藤厚[2012c]は、日
本の中小製造業での基幹的人材の欠員の埋め方は内部調達（ILM）である。ILM（内部労働
市場）と OLM（職業別労働市場）の特徴は、ILM（内部労働市場）的企業は OLM（職業別労
働市場）的企業に比べ、創業が古く、規模が大きく、組織階層の数が多い。また課長の内
部昇進化率も高く、一人前になった後のキャリアパスも管理職まで伸びるようにする割合
が多い。また、難易度の高い仕事をこなす人の補充も内部昇進や異動で埋めようとする割
合が多い。一方、OLM（職業別労働市場）の企業群は社歴が新しい、規模が小さい、組織階
層の数が少ない。また、内部昇進比率が低く、キャリアパスも管理・監督的な地位まで伸
びず、難易度の高い仕事の補充は主に外部から行うと指摘している。 
そして、日本企業の人材育成の考え方と方針の変化について、奥津眞里[2007]は、日本
の企業は 2000 年頃から企業の人材育成の考え方や方針に変化があったとしている。企業側
の人材評価の基本的基準が長期的な企業への貢献度とその期待をベースにする「能力」か
ら短期間の業績を重視する「成果」へ変わった。企業側の従業員の人材育成についての認
識も変化した。具体的には、まず、人材育成を行うことについて、企業の責任から個人の
責任へ変化している。さらに、教育訓練の実施方針は「選抜重視型」から「底上げ重視型」
に変わっている。教育訓練投資の仕方は中核とする業務に重点を置いて投資する企業の割
合が多い。つまり経営上の投資効果を計算して教育訓練を計画し、実施するという傾向が
ある、と指摘している。 
以上、日本における産業一般の人材育成の研究を概観してきた。日本の企業は主に内部
人材育成を中心としているが、中小企業は職種別労働市場も形成している。2000 年代から
日本の企業が人材育成の意識についての考え方を変え始め、企業の責任から個人の責任へ
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変化する傾向があった。 
中国のソフトウエア産業の人材育成について許海珠［2008］、趙麗萍[2014]は、次のよう
に言及した。許海珠［2008］、趙麗萍[2014]は、中国ソフトウエア人材の育成は、主に、大
学・研究機関、ソフトウエア学院、職業技術学校、民間の教育訓練機構、各種資格認証プ
ログラムなどで行われている。つまり、学校教育と職業教育の教育を主たる柱としている
と言及した。余忠・李秀珠[2004]、崔輝[2005]、中国信息産業人材発展戦略研究課題組[2006]
と方慧[2008]、劉文君[2008]、刑智毅・李輝[2008]、孫軍、孔祥琦[2009]、劉森・李孟剛
[2013]等は中国ソフトウエア産業の人材構造と人材の需給状況について論じた。上述した
研究の中でそれぞれ中国ソフトウエア産業の人的資源のスキル構造はオリーブ型構造だと
指摘した。この論点については、疑問が残る。上述した論点を具体的に言えば、上流工程
を担当するソフトウエア・アーキテクチャ、システム・アナリストと下流工程を担当する
ブルーカラーのプログラマは不足しているが、中間層であるシステム・エンジニアは供給
過剰であるとの指摘である。つまり、ソフトウエア開発の上流部分を担当できるハイレベ
ルの人材と下流部分を担当できるエントリーレベルの人材が不足しており、中間レベルの
人材が過剰であるとしている。しかし、この指摘は現実との間にかなりのギャップが存在
している。上述した論点が生じた原因は、多くの研究者が大学卒業者の技術レベルに対す
る認識誤解と需要側である企業の立場から考えていないためだと思われる。確かに中国ソ
フトウエア産業の歴史は浅いため上流部分を担当できるハイレベルの人材は不足している。
しかし、下流部分を担当できるエントリーレベルの人材は非常に豊富である。理由は 2 点
である。①中国のソフトウエア産業への人材供給と人材育成である。中国の大学では理系
の学生が非常に豊富である。2013 年のデータから見るとコンピュータ・サイエンス学科と
関連分野の卒業生は毎年 115 万弱である5。新卒者が開発の経験を積むためにプログラミン
グのような下流工程の部分を担当することはソフトウエア・エンジニアの育成の観点から
考えて非常に合理的な側面を持っている。②現実の卒業生の技術力である。現行の高等教
育機関及び研究機関が養成しているソフトウエア人材は大学学部卒が主である。大学を卒
業したばかりの新入社員は理論的な知識が豊富な可能性があるが、実務的な経験が乏しい。
そのために、実際の仕事の中で主にソフトウエア開発工程のコーティングとテストなどの
工程に従事することが多く、これは仕事の内容から見れば、ソフトウエア開発工程の中で
比較的労働集約的部分である。このような段階に属しているソフトウエア・エンジニアは
エントリーレベルの人材と定義することが妥当であると考える。一方、中国大学の IT 専攻
                                                  
5 『中国軟件和信息技術服務業年鑑（2014）』p44 
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が使用しているテキストは非常に古く、それ以外にコンピュータ・サイエンスといった IT
専攻のコースは学生育成の目標と市場ニーズに一致していない。ソフトウエア企業は大学
のコンピュータ・サイエンスといった IT 専攻の教育に対する満足度が非常に低い6。このよ
うな背景の下で、中級レベルの人材を育成する可能性は低いと考えられる。この視点から
分析すれば中国ソフトウエア産業の人的資源のあり方は「オリーブ型構造」ではなく、下
流部分の人材が供給過剰なピラミッド型であると言える。教育機関が育成人材のレベルに
ついて許海珠[2008]は、大学と研究機関が育成する人材は初期段階の業務には対応できる
が、ハイレベルの実務業務には対応出来ないと論じている。李凡[2009]はソフトウエア産
業のコア人材が不足しているが、大学が育成した人材と企業の間にギャップが大きいすぎ
ると指摘した。 
以上の先行研究は主に、ソフトウエア産業の人材の構造、人材育成の供給側と需要側の
ギャップを中心として論じた定性的な研究であった。 
 
第 2 節 中国でのオフショア開発及び人材育成に関する研究 
 近年、オフショア開発は中国のソフトウエア産業の中でますます重要になっている。2013
年、中国のオフショア開発の売上高は 469 億ドルである7。以下はオフショア開発と人材育
成に関する先行研究を取りあげる。 
王如鏡・孫華燦[2009]は中国オフショア開発を四段階に分けて説明している。図 1－1は
中国オフショア開発の四段階を示しているようにレベルの低い段階からレベルの高い段階
までは付属型受注段階、協力型受注段階、モジュール型受注段階、自社ブランドの生産段
階の四段階である。第一に、付属型受注段階は本国のソフトウエア・エンジニアを現場契
約の形式で外国に派遣する形、とコーディングやテストのような付加価値の低い段階のソ
フトウエア開発のことである。第二に、協力型受注段階は多くのソフトウエア企業に連携
し、大きいなプロジェクトが共同受注を実現することである。第三に、モジュール型受注
段階はソフトウエア製品のうち、一つのモジュールについて研究開発、生産ができ、かつ、
このソフトウエア製品の要求分析、概要設計、コーディングなどの開発工程に参加する。
この段階において、要求分析、概要設計などの参加は最も重要である。第四に、自社ブラ
ンドの生産段階は上述した三段階の開発経験の累積を経て、グローバル企業と連携し、最
後に、自社のコア技術を含めているブランド製品の生産を実現する。この四段階は付加価
                                                  
6 劉森・李孟剛[2013] p202～203 
7 『中国軟件和信息技術服務業年鑑（2014）』p3 
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値の低い段階から付加価値の高い段階に移動する。現在、中国ソフトウエア産業の技術レ
ベルは付属型受注段階の技術レベルと一致していると指摘した。 
 
図 1－1 中国オフショア開発の四段階 
 
出所：王如鏡・孫華燦[2009]により、筆者作成。 
 
しかし、王如鏡・孫華燦[2009]の分け方と異なり、辻洋・守安隆・盛忠起[2008]はオフ
ショア開発を五段階に分けている。表 1－1はオフショア開発の進化段階を示している。実
験的な側面の強い第 1段階である。オフショア・ソフトウエア開発が本格的になった 20 世
紀 80 年代後半は、主たる動機がコスト削減にあった。中国、インドなどは日本と比べ人件
費が低い。第 2 段階は開発力を確保する。委託側にとって、コスト削減に加え、増大する
ソフトウエア開発に対応するためのリソース確保としての側面が増大した。第 1 段階での
苦しい経験を活かし、問題を解決する時期でもある。経験知を活用する第 3 段階である。
第 2 段階を経て、一部の企業では、双方の経営トップが信頼関係とパートナーシップの重
要性を認識し、ソフトウエア開発全体を統合的なプロセスとして、運営できるようになっ
た。第 3 段階は第 2 段階の成功体験を通じて学んだとも言える。第 4 段階では、オフショ
ア相手国・地域のポートフォリアが重要となる。調達先の一極集中はソフトウエア開発に
限らず、様々なビジネスリスクを産む。第 5 段階は最適化の実現段階である。双方で第 4
段階の施策が動的に最適化された状態である。地域・工程、開発対象についてのポートフ
ォリオは相互に協力関係と競争関係のグローバルなビジネスネットワークを形成し、各企
業はこのネットワーク上で自社のビジョンに沿った最適化を図る。技術流出は更に高速に
進むに、日本から流出するだけではなく、現在の委託先の国々からも大量に流入すること
になる。各段階に対応している性質、委託側、受託側の状況が異なり、この表から見ると
日中間のオフショア開発は第 3 段階にあると考えられる。日本企業はオフショア開発を行
自社ブランドの生産段階
モジュール型受注段階
協力型受注段階
付属型受注段階
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う委託先国として、中国が一番多く、8 割強を占めている8。伊東暁人[1999]は日本の情報
システムのアウトソーシングを内容によって、三つのパターンに分類している。機能別、
戦略別、地域別である。以下はこの三つのパターンについて説明する。 
（一）機能別分類である。この分類は各委託型の内容と目的によってさらに三つに分け
られる。つまり、処理委託型、機能雇用型、組織雇用型である。処理委託型の内容は運用
要員や運用業務、開発業務の一部をアウトソーシングするもので、目的は主に限定した業
務の効率化とコストの削減である。機能雇用型の内容はシステム開発や運用業務など企画
以外の実務作業の全面的な委託である。目的はアウトソーサーの技術・ノウハウを活用し
て、システム関連業務全体の効率化とコスト削減である。組織雇用型の内容は情報化戦略、
システム企画の立案からアウトソーサーが参画し、ユーザのシステム部の機能を代替する
もので、目的はユーザ企業が自社に十分なノウハウのない業務や機能をアウトソーサーの
利用によって補完し、グローバル化や新規事業展開などに迅速に対応することである。 
 
 表 1－1 オフショア開発の進化段階 
 
出所：辻洋・守安隆・盛忠起[2008]、p551。 
 
（二）戦略性分類である。この分類はさらに企業戦略の観点から二つに分けられる。つ
まり、請負型と戦略型である。請負型はコスト削減を通じた効率の向上を主要な目的とし
ており、戦略型は新規事業展開や事業の拡大・縮小を主要な目的としている。（三）地域別
分類である。この分類は日本を中心としたグローバルなアウトソーシングを見た際に日本
国内、対欧米、対アジア(1)、対アジア(2)の四つに分けられる。日本国内は日本のユーザ
企業と日本の IS(情報サービス)企業の間で行う発注と請負関係である。対欧米は日本のユ
ーザと欧米の IS 企業の間で行う発注と請負関係である。対アジア(1)は日本のユーザ企業
                                                  
8 伊東暁人[2012]、p238 
進化 性質 委託側 受託側
第1段階：1980年代後半～ 実験、挑戦 コストが低いから試す 新たな事業チャンス、ベンチャー
第2段階：オフショアの実行管理 オフショアの実行管理 失敗経験を活かす、ソフトウエア開発リーソスの確保 品質管理、工程管理の導入
第3段階：開発全体の統合管理 開発全体の統合管理 成功経験を活かす、受託企業を協業者として全体を統合プロセスとして管理
事業規模拡大、日本向けビジネスへの適
応、IT人材育成
第4段階：一部先進企業 ポートフォリオ
グルーバルなソフトウエア開発のポートフォリ
オ実現、製品の種類、各工程のオフショアと
内製のバランス配分
業務知識を習得し、上流工程への進出、
研究開発への拡大、グローバルな開発拠
点、体制の展開
第5段階：将来 最適化
経験的知識が有形化司関係者で共有するこ
とによる成果拡大、グローバルなポートフォリ
オから個々のプロセスまで動的に最適化する
受託事業を横断した最適化、市場、開発
拠点、人材リソースのグローバルな最適化
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とアジアの IS 企業の間で行う発注と請負関係である。日本のユーザ企業がアジア諸国のア
ウトソーサーに外部委託する形態であるが、多くの場合、プログラム開発などに留まって
おり、現状では、日本のユーザ企業に直接にアジアの IS 企業と外部委託契約を結ぶことは
少なく、日本の IS 企業が入り、仲介することが多い。対アジア(2)は日本の IS 企業とアジ
アの IS 企業の間で行う発注と請負関係である。1980 年代は韓国、台湾、中国への海外生産
移転が中心であった。1990 年代にインド、シンガポールなどの国々が加わった。 
そして、RongchunJiang and Yonghong Chen[2010]は中国のオフショア開発地域を二つの
階層に分けて、第一階層に位置している都市は北京、上海、大連、広州、シンセンと瀋陽
であり、これらの地域は中国ソフトウエア産業のベースであり、第二階層に位置している
都市は西安、成都と長沙である。現在、比較的低付加価値の業務は第一階層から第二階層
へ移動している。しかも、中国国内のローカル企業は多国籍企業の競争相手になる可能性
があると指摘した。 
中国オフショア開発の受注能力に影響する要因について、劉紹堅[2008a]は因子分析法を
利用して分析した。その結果、一番大きな影響要素は制度環境の要因であり、この因子の
中に税金優遇政策、知識財産権及び個人情報保護、産業組織によるサービスが含まれる。
二番目は市場因子であり、この因子の中に国内の経済発展状況、良好なビジネス雰囲気、
国内のソフトウエア市場、外資系ソフトウエア企業の進出、国内ソフトウエア企業間の競
争がある。三番目は発注先の政治的要因であり、この因子の中に発注先の技術管理、発注
先の失業率、発注先の研究開発に不利な影響をもたらすことが含まれる。上述の三要素は
マクロ的な視点から中国オフショア開発の受注能力に大きな影響を与えている。企業の規
模、CMMI の認証9といった企業能力と安価な人件費、文化の差異などの人材費用はオフショ
ア開発の受注能力に影響が小さい。ここからは、中国でのオフショア開発の真の目的は人
件費削減のためではなく、発注元の企業は中国のマクロ的な要素を重視し、現段階はコス
トの削減、人員の確保であるが、長期的には中国市場への参入を目指している。しかし、
発注元の企業がオフショア開発を行う目的について、丸山航也[2006]、牧野真也[2009]、
高橋信弘[2013]は、コストの削減、国内のソフトウエア・エンジニアの人材不足、中国市
場への参入をあげている。この中でコストの削減はオフショア開発を実施する最大の理由
と指摘した。そして、発注相手国を選ぶ基準は人件費の安さ、日本語人材の豊富さなどを
あげている。劉紹堅[2008c]はコストの削減はオフショア開発の最初のきっかけにすぎず、
                                                  
9 CMMI の英語表記は Capability Maturity Model Integration で案ある。組織や企業のソフトウエア・プ
ロセスの成熟度を示すことができ、組織におけるソフトウエアア開発などの能力を向上させ、能力を客観
的に判断するための指標として利用されている。 
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最終的に、自社製品の研究開発のようなコア事業に集中することが目的であると指摘して
いる。筆者は劉紹堅[2008c]の論点に同意できる。つまり、現段階はコスト削減のためだが、
これからは中国市場と人材確保を追究する段階になり、最後は自社製品の研究開発のよう
なコア事業の集中であると考えている。 
そして、オフショア開発に関する日中両国の国際分業について、梅澤隆[2007]は、日本
と中国の事例を利用して、明らかにしている。国際的アウトソーシングには大きく分ける
と二つの形態が存在する。つまり、オンサイト開発とオフショア開発である。この二つの
タイプを合わせて「国際的なアウトソーシング」と呼ぶ。そして実際の開発現場ではオン
サイト開発とオフショア開発がミックスした形が最適であると指摘した。この開発方式を
「オン・オフサイト開発（On・Off-site）」方式と定義している。オフショア開発とこの「ブ
リッジ SE」の組み合わせは、厳密なウォーターフォール・モデルを採れない、日本のソフ
トウエア開発が生み出した修正モデルだと論じている。日中間でのオフショア開発はこの
モデルを採用して行っている。田島俊雄[2008]は日本と大連、北京、上海の間で、雁行形
態的な発展を形成していると指摘した。梅澤隆[2005][2011]、高洪波[2010][2011]は、中
国のソフトウエア産業の発展は地域的な格差が大きい点について指摘した。そして、オフ
ショア開発の規模が比較的大きい大連、北京、上海などの地域の開発経験および品質管理
などは他の地域と比較すれば、優れていると考えられる。そして、これらの優位性を生か
し、他の地域と雁行形態を形成する可能性があると考えられるとしている。中国のソフト
ウエア産業の技術移転について、陸雲江[2011]は留学生や専門技術者の国際間移動ないし
彼らによる起業、そして、多国籍企業内国際間転勤などの形を通じて科学知識と技術が国
際的に移転されると言及している。劉紹堅[2008b]は、中国オフショア開発の受注能力とオ
フショア開発の受注がもたらした影響力を通じ、中国本土のソフトウエア産業の研究開発
能力を高める効果があると主張する。そして、高橋美多[2009]は、中国企業が技術的遅れ
を克服する方法を三点挙げている。①日本から送られた仕様書を通じた開発方法の習得、
②日本への中国人技術者の研修派遣や日本人技術者による現地での指導などの研修制度、
③海外からの人材の獲得、と言った三点である。この三点についての指摘は一面的な見方
だと考えられる。中国のソフトウエア・エンジニアの技術能力を高める方法は様々あり、
完全に外部要因に依存しているわけではない。この点については梅澤隆[2005、2007、2011]、
許海珠[2005]、高洪波[2010、2011]は､中国のオフショア企業の事例研究を通して論じてい
る。呉暁波、周苗、河合清博[2012]は、自社の事例を通じ、人材育成の流れを紹介してい
る。具体的には、オフショア開発の品質保証の意識と開発手順標準化の教育などを挙げて
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いる。つまり、オフショア開発はある程度エンジニアの技術力をアップしたが、それには
限界があると考えられる。オフショア開発の受注企業もソフトウエア・エンジニアの技術
力を向上させるために、積極的に OJT、off-JT のような教育方法を行っている。それ以外
に、ソフトウエア企業は自社製品の研究開発と国内市場向けのソフトウエア開発の受注に
よって、上流工程への参画を実現している。 
上述した研究は主にオフショア開発の発展段階、中国へのオフショア開発の目的などを
検討した。日中オフショア開発の国際分業が発展する中で、日中間の雁行形態が形成され
た。そして、産業発展の格差があるために、ソフトウエア開発と関わる品質管理の経験、
技術移転なども発生している。それ以外に、中国国内各地のソフトウエア産業の発展規模、
人件費を含めてコスト等の格差も非常に激しい。 
田村智輝[2007]、中央大学ソフトウエア・オフショアリング共同調査チーム[2008]、牧
野真也[2009]は、今後のオフショア開発の発展について言及している。田村智輝[2007]は
今後日本のオフショア開発がますます増大し、特に、人材獲得に問題を抱えている企業は
オフショア開発を増大する可能性は大きいと指摘している。牧野真也[2009]は今日までの
中国オフショア開発はソフトウエア開発の下流工程が中心となっている。つまり、詳細設
計やプログラマのコーティング、そして、それに対応する単体テストが中心となっている。
将来、上流工程へのオフショア開発が拡大していくと指摘した。中央大学ソフトウエア・
オフショアリング共同調査チーム[2008]は、中国でのオフショア開発は主にプログラム製
造・単体テスト工程の委託から、基本設計、機能設計、総合テストなどを含めた高付加価
値領域に対象工程の拡大を計画していると言及した。上述した研究は、具体的な開発工程
は若干異なるが、いずれも上流工程までオフショア開発を行う傾向があると論じている。 
最後、中国のハイテク産業の人事管理についての研究は Warner[1999]は中国のハイテク
産業の人事制度の変化は複雑性と混合性が同時に存在する。今でも継続している古い人事
制度にまだ影響を受けている。この古い制度を廃止するまでに非常に時間がかかる。しか
し、最近は、昔の“単位”10と言う考え方はソフトウエア企業の中で、非常に薄くなってい
ると指摘した。 
 上述した先行研究は主に定性的分析が多数で、定量的研究は非常に稀である。且つ、多
くの研究は産業発展レベルのようなマクロ的な視点に留まり、企業レベルにおいて、ソフ
トウエア・エンジニアの人材育成のようなミクロ的な視点に関する研究は不十分である。
本論文はアンケート調査のデータを利用し、ミクロ的な視点から東北地域におけるソフト
                                                  
10 中国で、政府機関、企業、各種の団体、教育機関に対する組織の呼び方である。 
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ウエア・エンジニアの人材育成の現状、職務意識などについて検討する。それから、東北
地域内において、大連地域と大連以外の地域を比較し、ソフトウエア・エンジニアの育成
上に異同を発見する。さらに、今後、オフショア開発が拡大する中で、東北地域内でニア
ショア開発を行う可能性について検討する。 
 
第 4 章 研究の課題と方法 
1.研究の課題と方法 
1.1 研究の課題 
本論文では第１章で述べた問題意識と第 3 章で明確にした先行研究の検討結果を踏まえ
て、以下の課題に取り組みたいと考えている。 
第一、中国・東北地域のソフトウエア産業の発展状況及び労働市場の状況を明らかにする。
第二、東北地域のソフトウエア産業における人材育成の現状を明らかにする。この部分は
データを利用し、ソフトウエア・エンジニアの人材育成、コンピテンシーの形成、職業意
識に関する諸人材育成の問題を明らかにする。その以外に、大連と大連以外の地域を代表
として、人材育成に関する諸問題を比較し、その異同について検討する。 
第三、東北地域において、代表都市のソフトウエア企業の事例を通じて、人材育成の違い
を検討しながら東北地域内でのニアショア開発の可能性について分析する。 
 
1.2 研究の方法 
 以上の研究課題を明らかにするため、本論文では二つの研究方法をとった。第一は文献
研究である。東北地域のソフトウエア産業及び人材育成を明らかにするための文献サーベ
イである。第二は東北地域のソフトウエア企業を対象にした実証研究である。具体的には
大連、長春、ハルビンに立地しているソフトウエア企業に対するインタビュー調査とソフ
トウエア・エンジニアを対象にしたアンケート調査を行った。本論文の中で、それぞれの
調査の概要を説明する。 
 
1.2.1 企業調査 
企業調査では、主に大連、長春、ハルビンに立地しているソフトウエア企業を対象とし
た。2009 年から 2014 年まで計 10 社のソフトウエア企業を対象にインタビュー調査を行っ
た。調査の方法は主に、基本的に総経理と人事担当者或いは部長クラスを対象にしたイン
タビューを行い、初回調査の聞き取りを整理した後に、不明な点がある場合に、再度イン
- 19 - 
 
タビュー或いはメール調査を依頼し、2次調査を行った。 
主要な調査項目は①会社概要②ソフトウエア・エンジニアの構成③人材育成の方法、④
人事制度と賃金制度⑤評価方法、昇進、昇格、必要とする能力、定着性などがある。上述
した企業調査の結果に基づき、東北地域のソフトウエア産業の人材育成の現状を把握する。 
 
1.2.2 個人調査 
 これまでソフトウエア企業或いはソフトウエア・エンジニアを対象とする調査は定性的
な調査が多く、定量的な調査は非常に少ない。本論文の課題を明確するためには、ソフト
ウエア・エンジニアは大学で勉強した専門知識がどの程度仕事に役に立っているのかの、
ソフトウエア企業が行った人材育成の有用性、コンピテンシー形成についての有用性、そ
して、職務満足度はどのようになっているか、などを明らかにする必要がある。そこで、
ソフトウエア企業で勤務するソフトウエア・エンジニアを対象に、アンケート調査を行っ
た。 
 アンケート調査の方法は二通りあり、一つは電子メールで質問紙を送り、もう一つは郵
送で質問紙を送った。調査は 2015 年 1 月 25 日から 4 月 1 日までの期間で実施した。郵送
配布とメール送付の形でソフトウエア企業に依頼し、協力を得た。その結果、東北地域全
体で 239 通の有効回答を得られ、そのうち、大連は 123 通、長春は 56 通、ハルビンは 60
通であった。 
 主要な調査項目は①個人属性②勤務する会社基本情報、③ソフトウエア会社の人材育成
の政策、④職業意識⑤年齢的限界など人材育成と深く関係する項目である。 
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第 2 部 中国・東北地域のソフトウエア産業と労働市場の現状 
最近、中国のソフトウエア産業は飛躍的な発展を遂げた。『中国ソフトウエア年鑑（2013）』
によると中国のソフトウエア産業の規模はアメリカ、EU の継ぎ第三位である。以下は中国
ソフトウエア産業の発展現状と労働市場の現状を紹介する。 
 
第 1 章 中国ソフトウエア産業の現状と労働市場の現状 
中国のソフトウエア産業は世界の先進国と比較すれば、産業として発展が始まったのは
遅かったため、80 年代までに発展はしなかった。本格的に著しく発展を遂げたのは 90 年代
以降であった。そのため、中国のソフトウエア産業の発展歴史はアメリカ、日本などの国
と比較して浅いが、近年、規模及び成長のスピードはかなり速い。中国経済の中で大きな
役割を果たしたと同時に中国の基幹産業にもなっている。2009 年から中国のソフトウエア
産業の規模は世界で 3 番目に位置している。中国のソフトウエア産業が飛躍的な発展を成
し遂げた。 
 
（1）中国ソフトウエア産業の急速な発展 
中国のソフトウエア産業は著しく成長をしている。2013 年の売上高は 30,587 万億元であ
る。2012 年より 23.35%増加した。GDP の増加と伴い、中国のソフトウエア産業の売上高も
大幅に伸びてきている。図 2-1-1 は中国のソフトウエア産業の売上高及び成長率の推移を
示している。この図から見ると 1,600 億元である 2003 年と比べて 2013 年の中国ソフトウ
エア産業の規模は約 20 倍に拡大して 30,500 億元に達し、毎年伸び続けている。つまり、
2003 年から 2013 年にかけて 10 年間の中で、中国のソフトウエア産業の規模は 20 倍まで拡
大したことが分かる。成長率について見ると二つの段階を指摘できる。第一段階は 2003 年
から 2005 年までである。図 2-1-1 を示したように、2005 年の成長率は一番高くて 57.40％
である。この三年間は中国のソフトウエア産業が非常に早いスピードで成長してきたこと
を示している。第二段階は 2005 年から 2013 年までの 8年間である。2005 年から 2006 年の
一年間で成長率は半分以下に落ちだが、その以降は中国のソフトウエア産業は不安定な成
長期に入った。この中で注目したいのが、2008 年の金融危機は中国のソフトウエア産業に
大きな影響を与えてなかったことが分かる。これは中国のソフトウエア産業が国内市場を
中心としているため、内需型の発展方式であると考えられる。 
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図 2-1-1 中国のソフトウエア産業の売上高及び成長率の推移11 
 
出所： 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（Annual Report of China Software Industry ）
（2014 年）、p7『チャイナ・シフトの人的資源管理』p152 のデータによる筆者作成、占める割合は筆者計
算した結果である。 
 
（2）中国ソフトウエア産業の総売上高の構成と輸出 
中国のソフトウエア産業の総売上高の構成を図 2-1-2 は示している。2003 年から 2013 年
まで 10 年間のデータを見ると国内市場の売上高は輸出より遥かに多い。2013 年の国内市場
の売上高は 27,547 億元に対し、輸出は 3,040 億元である。国内市場の規模は約輸出の 9倍
である。つまり、輸出は中国のソフトウエア産業総売上高の１割弱である。このために中
国のソフトウエア産業は主に国内市場を中心として成長してきたことが分かる。ここは袁
勤倹[2003]、崔輝[2005]、劉森・李孟剛［2013］らは言及したように、中国のオフショア
開発はグローバル市場の中で占める割合が低いと一致している。実際、グローバル市場を
占める比率が低いだけではなく、中国市場の占める割合も低い。しかし、輸出の売上高は
占める割合が少ないが、輸出の売上高から見ると年々増加している。2013 年度に輸出の売
上高は前年度の 2,285 億元より 755 億元を増加した。成長率は 33.04％である。輸出規模は
10 年間をわたって 2003 年の 165 億元より約 18 倍以上を成長した。 
 
 
 
                                                  
11 ％の場合は四捨五入により必ず 100にならない。 
200
3年
200
4年
200
5年
200
6年
200
7年
200
8年
200
9年
201
0年
201
1年
201
2年
201
3年
売上高(億元) 1600 2478 3900 4800 5834 7573 9513 13364 18849 24794 30587
成長率（％） 45.50 54.90 57.40 23.10 21.50 29.81 25.62 40.48 41.04 31.54 23.35
0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
70.00%
0
5000
10000
15000
20000
25000
30000
35000
- 22 - 
 
図 2-1-2 中国ソフトウエア産業の総売上高の構成 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p7『チャイナ・シフトの人的資源管理』p152 のデータより筆者作成 
 
中国のソフトウエア産業の輸出は主に三つの部分で構成されている。知的業務委託（KPO）、
ビジネス・プロセス・アウトソーシング（BPO）、IT アウトソーシング（ITO）である。2013
年、海外からの受託業務の中、ITO は一番多く 311.7 億ドル、約 50％を占めている。KPO は
214.5 億ドル、約 34.41％を占めている。BPO は 97.2 億ドルで、約 15.6％を占めている12。
中国の受託業務の輸出先としては主に日本が約 11.4％、EU が約 15.7％、アメリカは 25.9％、
香港は 11.9%である。残りのその他は 35.1%である13。この中から見ると、中国の日本向け
の受託業務は輸出の中で僅か 1 割程度を占めている。日本向けのソフトウエア開発は ITO
の一部でしかないために、この示している割合は現実にはさらに推測できる。 
 
（3）中国ソフトウエア産業の人材供給及び問題 
中国のソフトウエア産業は本格的に発展したのは 1990 年代の半ばからである。この二十
年間をかけて、急激的に発展してきて大きな成果を収めた。ソフトウエア産業は知識集約
型と労働集約型の産業であるために、人材の確保は競争力の源泉であると言われる。 
                                                  
12 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p16 
13 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p17 
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中国のソフトウエア産業への人材の供給は主に大学と研究機関である。専攻としては主
にソフトウエア専攻とソフトウエア関連専攻である。2013 年までに中国国内の 2,491 校の
四年制大学と 1,321 校の三年制大学のうちに 80％以上の大学はソフトウエア専攻及びソフ
トウエア関連専攻と言った学科を設けている14。 
図 2-1-3 はソフトウエア産業の人材供給状況を示しているものである。主に 2004 年～
2013 年までに中国のソフトウエア専攻とソフトウエア関連専攻の卒業生の供給状況である。
図 2-1-3 から見ると、中国ソフトウエア産業の人材供給は主に三段階に分けている。 
 
図 2-1-3 中国ソフトウエア産業の人材供給状況（人） 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2005 年版）p53、54（2006 年版）ｐ53、54（2007 年版）ｐ70（2008 年版）ｐ38（2009 年版）p60（2010
年版）p34（2011 年版）p40（2012 年版）p33（2013 年版）p45（2014 年版）p64 のデータにより筆者作成。 
 
第一段階は 2004 年から 2007 年までである。2004 年からソフトウエア人材の供給は年々
増加しつつであり、特に 2006 年からソフトウエア専攻及び関連専攻の卒業生数は急に増加
し 749,215 人に達し、2005 年より 318,551 人を増加した。これは 2003 年に実施した教育部
の『ソフトウエアの人材育成及びチーム建設を加速することに関する若干意見』15と言う政
                                                  
14 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p61 
15 中国語は『关于加快软件人才培养和队伍建设的若干意见』である。 
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策が功を奏したと考えられる。2005 年に卒業生のうち三年制大学卒業生の人数は 134,264
人16であるに対して 2006 年に三年制大学卒業生数は 438,598 人17である。つまり 2003 年に
入学して 2006 年に卒業した三年制大学の人数は 30 万人以上増えたということである。2007
年に卒業生のうちに四年制大学の卒業生の数は 389,068 人18であるに対し、2006 年に四年制
大学の卒業生の人数は 281,309 人19である。つまり 2003 年に入学して 2007 年に卒業した四
年制大学の人数は 10 万以上増加したことである。 
第二段階は 2008 年から 2010 年までである。この段階はソフトウエア産業の人材供給は
緩やかに増加している。2010 年はソフトウエアの人材の供給規模は 90 万人規模を超えた。 
第三段階は 2011 年から 2013 年までである。2011 年にソフトウエア産業の人材供給の規
模は 120 万人を超えて、2012 年にさらに 2万人弱を増加した。この 10 年間の中で一番大き
な規模となった。しかし、2013 年は 2012 年より 10 万程度を減少した。これはソフトウエ
ア産業への人材供給の規模から見ると初めて減少であった。年間 110 万程度の人材供給量
は中国のソフトウエア産業の規模から見ると人材の供給過剰の恐れがあると考えられる。
大学卒業したばかりのソフトウエア・エンジニアは理論的な知識が豊富であるが、実務と
実践的な技能は比較的弱く、且つ技術的知識の幅も狭く、高度な技術力とプロジェクトの
マネジメント能力を身に付けている人材は非常に少ない20。このため大学卒業したばかりの
ソフトウエア・エンジニアはソフトウエア開発工程の中で下流部分の開発しか担当できな
い。このような人材を中級レベルの人材と位置つけることが難しい。つまり初級レベルの
人材になる。現在、中国のソフトウエア産業における人材の供給状況から見ると初級レベ
ルの人材が非常に豊富で中級レベルと高級レベルの人材が非常に不足しているために、バ
ランスを失ったピラミッド型の人材供給であると言える。 
取り分け、2013 年度にソフトウエア専攻と関連専攻の卒業生のうちソフトウエア専攻の
卒業生は 1,147,797 人である。図 2-1-4 は 2013 年ソフトウエア専攻及びソフトウエア関連
専攻の学歴構成を示しているように、一番大きな割合を占めているのは大学の卒業生であ
る。637,987 人で 55.5％を占め、三年制大学の卒業生は 492,231 人であり、42.9%を占めて
                                                  
16 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2006
年版）p54 
17 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2007
年版）p70 
18 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2008
年版）p38 
19 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2007
年版）p70 
20 劉森・李孟剛[2013] p202～203、ヒアリング調査による。 
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以降である。産業としてのスタートは遅かったが大きな成果を収めた。2013 年度中国のソ
フトウエア産業の売上高は 30,587 億元である。90 年代に入ってから中国政府が外国のソフ
トウエアパークの成功経験を参考してソフトウエアパークの建設に乗り出し、現在では中
国国内にソフトウエアパーク数は 200 箇所以上である。この中に 1995 年から、国家の「火
炬計画」に実施され、各地で 35 箇所のソフトウエアパークがあり、2001 年には国に認定さ
れた国家級ソフトウエア産業基地は 11 箇所、2005 年 11 月に 6 箇所の国家級ソフトウエア
輸出基地が全部含めている。これらのソフトウエアパークは中国の 80％以上のソフトウエ
ア企業を集積し、これらのソフトウエア企業の総売上高は中国ソフトウエア産業の売上高
の 60％以上を占めている。これらのソフトウエアパークは中国のソフトウエア産業の発展
に大きく貢献した。 
 
（1）ソフトウエア産業の発展優遇政策 
ソフトウエア産業を発展させるために中国政府は様々な政策を打ち出した。大きく二つ
の分野に分けられる。つまり、ソフトウエア産業の優遇政策と人材育成の政策である。ソ
フトウエア産業を発展させるために、中国政府は様々な面において、優遇政策を打ち出し
た。第一は 2000 年 6 月 24 日に公布した『ソフトウエア産業及び集積回路産業の発展を奨
励することに関する若干政策』である。18 号文書とも呼ばれている。この政策によって、
初めて中国のソフトウエア産業の将来の発展ビジョンと具体的政策を明らかにした。2010
年までに中国のソフトウエア産業の研究開発と生産能力を国際先進水準に到達させると言
う目標を明記した。この目標は主に二点について述べている。第一はソフトウエアの生産
開発において中国のソフトウエア産業が五年から十年間をかけて、国内産のソフトウエア
製品が国内ソフトウエア市場の需要を供給できるようにする。その上で、中国製のソフト
ウエア製品をある程度みおた輸出する。第二は技術開発において先進国との格差を縮小す
る。この政策は、自動車産業を除いて、中国政府が提案した唯一の産業育成の政策である。
中国政府はソフトウエア産業の発展を重視する姿勢を見せた。その内容は投資及び融資政
策、税収政策、産業技術政策、収入分配政策、輸出政策、人材吸収及び育成政策、購買政
策、ソフトウエア企業の認定政策、知的財産権などの具体的な政策である。この政策は 10
年間実施される。 
第二は、2002年 7月に実施した「ソフトウエア産業の振興の行動綱要（2003年～2005年）」
である。47 号文件とも呼ばれている。この政策により中国ソフトウエア産業は 2005 年まで
の発展目標を具体化した。具体的には 2005 年までに、ソフトウエア産業の売上高は 2,500
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億元を達し、国内製のソフトウエア製品は国内市場の占有率を 60％に達し、輸出額は 50 億
ドルを実現するという目標である。人材育成においてはソフトウエア・エンジニアの人数
は 80 万人の規模に達すると共に、ソフトウエア・エンジニアの人材構造を改善する。この
政策は 2005 年までの目標を実現するために、ソフトウエア産業の輸出、人材育成、ソフト
ウエア企業の税制面などにおいて具体的な施策の実施を促進した。特に人材育成である。
ソフトウエア企業と労働市場の需要を満たすために、学歴教育、職業教育、継続的教育と
民間教育など多様な教育資源を利用して、ソフトウエア産業を発展させるために必要とす
る人材を育成する。そして、ソフトウエア産業の工業化を推進するために、特にコーディ
ングの人材が大規模で育成する。この政策によって、中国のソフトウエア産業の発展を一
層加速化した。 
18号文書と47号文書はソフトウエア産業を発展させるために多数な分野で支援策を打ち
出した。この二つの政策はソフトウエア産業の発展に良好な環境が整備した。 
第三はソフトウエア産業を発展するための人材を確保するために、2003 年に『ソフトウ
エアの人材育成及びチーム建設を加速することに関する若干意見』を打ち出した。中国語
は『関于加快軟件人材培養和隊伍建設的若干意見』である。この政策によって、中国政府
は 37 箇所のモデルソフトウエア学院と 35 箇所のモデルソフトウエア職業技術学院を建設
した。そして、2009 年までは 200 万人のソフトウエア・エンジニアを育成した。ソフトウ
エア産業の発展に大量の専門人材が供給した。 
上述した三つの政策は中国のソフトウエア産業を発展するための良好な政策環境と人材
育成の基盤を提供し、今後のソフトウエア産業の発展に非常に重要な役割を果たした。 
第四は 2006 年に『2006 年―2020 年国家信息化発展戦略』を公布した。この中で、中国
の情報化における発展現状及び問題、発展の目標を明記している。ソフトウエア産業に関
してはシステム・ソフトウエア、汎用ソフトウエア、集成回路などの領域で研究開発力を
推進する。この文書は中国の情報通信技術を国家戦略として発展するためのシンボルであ
る。 
第五は 2006 年、中国政府は『国家中長期科学と技術発展規画綱要（2006－2020 年）』を
公布した。この中で 2020 年まで中国政府は専用科学技術資金を設け、そのうち、集成回路
産業の発展及び研究開発は重点援助の対象としている。 
第六は 2008 年に「ソフトウエア産業及び情報産業の十一五専項計画（2006 年～2010 年）」
（中国語は軟件与信息服務業十一五専項規画である。）を打ち出した。この政策は 2013 年
までの中国ソフトウエア産業の発展目標を明確にした。つまり①国内市場の売上高は 30％
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程度の持続的増加を実現する。②2010 年にソフトウエア産業の売上高は 10,000 億元を突破
することである。そのうち国内市場は 65％以上を占める。ソフトウエアの輸出について輸
出率は毎年 28％程度の持続的増加を維持しながら、2010 年までに 100 億米ドルの輸出額に
達する。③大規模のソフトウエア企業の育成である。年間売上高は 100 億元以上の企業は
10～15 社を育成する。そして、ソフトウエア製品のブランド力を高める。④ソフトウエア・
エンジニアの規模を拡大する。2013 年までに、ソフトウエア・エンジニアの規模は 230 万
人に達する。この政策によって、中国ソフトウエア産業の規模とソフトウエア・エンジニ
アの規模、そして、大規模のソフトウエア企業とソフトウエア製品のブランド力の高める
ために力を入れた。 
 第七は 2011 年に『ソフトウエア産業及び集成回路産業の発展を更なる奨励に関する若干
政策』である。中国語は『進一歩鼓励軟件産業和集成電路産業発展的若干政策』である。4
号文書とも呼ばれている。この政策は 18 号文書の 10 年間の適用期間が満たすために、2011
年に、同政策の税制政策、投資及び融資政策などについての延長である。 
 上述した七項の政策は中国ソフトウエア産業の発展に支えている。税制政策から、人材
育成まで支援している。 
 
第 3 章 東北地域におけるソフトウエア産業の現状 
中国の地図の見ると「雄鶏」の形をしている。その「鳥」の頭の部分にあるのが東北地
域である。上から黒龍江省、吉林省、遼寧省の三省で構成されている。そのため、中国国
内で東北地域のことを「東北三省」と呼ばれている。これから、この地域において、ソフ
トウエア産業の発展現状と人材の供給状況を検討する。 
 
（1）東北地域のソフトウエア産業の現状 
東北地域のソフトウエア産業の特徴は主に以下の三つがある。 
第一は東北地域のソフトウエア産業は北京、江蘇省などの先進地域と比較して、規模は
まだ小さい。東北地域のソフトウエア産業が中国の IT 先進地域と比べ発展が非常に遅れて
いる。しかし、各地政府の積極的な支援政策と優遇政策などを打ち出すことによって、発
展を成し遂げた。図 2-3-1 は東北地域の中国ソフトウエア産業の売上高に占める割合を示
しているものである。この図を見ると 2013 年度中国全体のソフトウエア産業の総売上高は
30,587 億元であるが東北地域のソフトウエア産業の売上高は 3217.3 億元であり、10.5％を
占めている。そして、地域別にみると東北地域は北京の次に五番目である。江蘇省は中国
 ソフトウエア産業の中で一番大きいな割合を占めている
産業の規模は東北地域の約
較してみると東北三省を一つ
とは分かる。
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（
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第二は東北地域のソフトソフトウエア産業が急速に成長してきた。図
ソフトウエア産業の売上高の推移と成長率を示しているものである。
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図 2-3-2 東北地域ソフトウエア産業の売上高の推移及び成長率 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2010 年版）p9、（2011 年）P8（2012 年版）p8、P 346、（2013 年）P11、（2014 年）P8 により筆者作成、
売上高は計算した結果である。 
 
第三は東北地域におけるソフトウエア産業の発展は地域格差が大きい。図 2-3-3 は 2013
年の大連市のソフトウエア産業の売上高は東北地域に占める割合を示しているものである。 
 
図 2-3-3 2013 年大連市の東北地域ソフトウエア産業の売上高に占める割合 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p8、により筆者が計算した結果であり、東北財経大学『大連軟件和信息技術服務業発展報告』
（2014）p30 により作成である。 
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周知のように東北地域でソフトウエア産業が最も発展しているのは大連である。図 2-3-3
から見ると、大連市のソフトウエア産業の売上高は 1,350 億元であり、東北地域の総売上
高の 42％を占めている。次に、大連市を除いて遼寧省の他地域は約 44％を占めている。つ
まり遼寧省のソフトウエア産業は東北地域におけるソフトウエア産業の占める比率が最も
高く、約 86％である。遼寧省のソフトウエア産業は東北地域で最も発展していることが分
かる。つまり、黒龍江省と吉林省のソフトウエア産業の売上高を合わせて 437.8 億元で東
北地域に占める割合は僅か 14%しかない。東北地域におけるソフトウエア産業内の格差が非
常に大きい。 
 
（2）東北地域におけるソフトウエア産業の人的資源の現状 
東北地域に多数の高等教育機関が有しているために豊富な人材を供給することが可能で
ある。東北地域に立地する三年制大学と四年制大学の数を合わせて 244 校がある。2013 年
までに日本語専攻を設置している大学は 91 校である21。東北地域の大学の約 37.3％を占め
ている。このように比較的日本語の人材は豊富な地域であるため日本向けのオフショア開
発は他地域より優位性があると考えられる。図 2-3-4 は東北地域における人材の供給状況
の推移を示しているものである。 
 
図 2-3-4 東北地域における人材の供給状況の推移（万人） 
  
出所：中国国家統計局 http://data.stats.gov.cn/ 2015 年/08/03 のデータにより筆者が算出作成。 
                                                  
21 東北三省の大学別日本語人材数（2013 年） 
（http://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/tohoku/pdf/materials_students_2013.pdf） 
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図 2-3-4 から見ると 2009 年から 2013 年まで、2012 年を除いて、卒業生数は 63.34 万人
から 74.94 万人まで増加しつつであり、約 10 万人増加した。東北地域に数多くの三年制大
学及び四年制大学の卒業生を輩出し、それ以外に東北地域には国が「重点大学」と指定し
た理科系の大学も多い。例を挙げると、ハルビン工業大学、ハルビン理工大学、吉林大学、
大連理工大学、東北大学など中国で有名な大学があり、その大学にはソフトウエア学院も
設置されている。そのために豊富な人材は供給することができる。しかも、東北地域のソ
フトウエア人材は、北京、上海などの沿岸部地域へ向かっていることもある。 
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第 3 部 東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の現状 ―質問紙調査
のデータ分析を中心として― 
第二部は中国ソフトウエア産業と東北地域ソフトウエア産業の現状、特性を検討した。
次に、第三部では、中国ソフトウエア産業の発展現状と東北地域ソフトウエア産業の発展
現状を把握した上で、東北地域のソフトウエア企業において、ソフトウエア・エンジニア
の人材育成の状況を明らかにする。 
そのために、東北地域のソフトウエア・エンジニアに対するアンケート調査の結果を活
用して、中国東北地域で勤務するソフトウエア・エンジニアの人材育成について、分析を
行う。先行研究では、ソフトウエア・エンジニアの研究は主に質的な分析に留まっている
が、本論文は調査データを利用して、東北地域のソフトウエア・エンジニアの人材育成の
現状を明らかにする。 
 
第 1 章 調査概要 
 
1、調査対象の東北地域におけるソフトウエア産業の現況 
東北地域は遼寧省、吉林省、黒龍江省のことを指し、中国国内では「東北三省」と呼ば
れている。この地域でソフトウエア産業が最も発展しているのは遼寧省である。『中国軟件
産業発展研究報告（2013 年）』によると、遼寧省のソフトウエア産業の売上高は 2779.5 億
元であるに対し、吉林省と黒龍江省はそれぞれ 319.6 億元、118.2 億元である22。発展規模
の格差は一目瞭然である。そして、各省の代表地域の発展状況を 2013 年の売上高を例とし
て見ると、遼寧省を代表する大連市のソフトウエア産業の売上高は 1,350 億元であるに対
し、吉林省を代表する長春市と黒龍江省を代表するハルビン市のソフトウエア産業の売上
高はそれぞれ、228.6 億元と 89.4 億元である。これらの都市間の格差も非常に大きい23。 
さらに、代表都市に立地しているソフトウエア企業数 2013 年のデータによると大連市は
1896 社、長春市は 528 社、そしてハルビン市は 395 社である24。大連市に立地しているソフ
トウエア企業の数は長春市とハルビン市の合計の 2倍強である。企業数の格差も大きい。 
本論文は東北地域で勤務しているソフトウエア・エンジニアの人材育成の各施策、コン
                                                  
22 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p8、により筆者が計算した結果であり、東北財経大学『大連軟件和信息技術服務業発展報告』（2014）
p30 により計算した結果である。 
23 http://www.miit.gov.cn/n11293472/n11293832/n11294132/n12858477/15975087.html2015 年/10/11 
24 http://www.miit.gov.cn/n11293472/n11293832/n11294132/n12858477/15975087.html2015 年/10/11 
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ピテンシーの形成効果、職業意識、職務満足度等の人材育成に関する基本状況を知ること
が極めて重要と考えて、この地域を研究の対象とした。さらに、この地域を代表する大連
市とそれとは産業特性が異なる大連市以外の地域（長春市、ハルビン市）のソフトウエア・
エンジニアの人材育成の差異について検討する。 
 
2、データの代表性についての検討 
東北地域で勤務するソフトウエア・エンジニアの特徴について検討し、アンケート調査
のデータの代表性について見てみたい。しかし、長春とハルビンにおいて、ソフトウエア
産業の規模が非常に小さいため、この産業に関する詳細な参照データは存在しないために、
ここで大連と中国全体の既存データを参照データに名づけ、検討する。 
 
（1）大連にある既存のデータとの比較 
まず、大連で働いているソフトウエア・エンジニアの学歴を見てみる。表 3-1-1 は 2013
年に大連ソフトウエア・エンジニアの学歴構成と調査データの比較を示している。2013 年
の参照データを見ると一番多いのは大学卒で 78％であり、大学院は 11.1％である。三年生
大学及び以下の卒業者は 10.9％である。アンケート調査の学歴構成は見てみると、大学卒
の割合は最も高く、79.7％であり、参照データより 2％弱の差がある。大学院卒は 14.6％
であり、参照データより 3.5％高く、最後に、三年生大学及び以下は 5.7％であり、参照デ
ータより 5.2%が低い。大連においてアンケート調査のデータと参照データの間に 5％程度
の格差であるために、アンケート調査のデータは大連の事態を代表できると言える。 
 
表 3-1-1 2013 年に大連ソフトウエア・エンジニアの学歴構成と調査データの比較 
最終学歴の専攻分野 アンケート調査のデータ 参照データ 
三年生大学及び以下 5.7% 10.9％ 
大学 79.7% 78％ 
大学院卒 14.6% 11.1％ 
合計 100.0% 100.0％ 
出所：大連軟件和信息技術服務業発展報告［2014］p67 
 
次ぎ、企業の規模を見てみる。表 3-1-2 は 2013 年に大連ソフトウエア企業の規模分布で
あり、参照データにおいて、「100 人未満」は 64.1％を占めているために、他の項目への影
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響を及ぼしている。 
 
表 3-1-2 2013 年に大連ソフトウエア企業の規模分布と調査データの比較 
項目 100 人未満 100－299 人 300－999人 1000人以上 合計 
調査データ 18.7％ 56.1％ 13.8％ 11.4% 100.0％ 
参照データ 64.1％ 33.0％ 2.3％ 0.6％ 100.0％ 
出所：大連軟件和信息技術服務業発展報告［2014］p64 
 
そして、調査データにおいて、「1000 人以上」の企業が占める割合は参照データより 10％
高く、「100－299 人」は 56.1％であり、参照データより 23％高く、そして、「100 人未満」
と言う項目はアンケート調査のデータは参照データより 46.6％低く、そのため、アンケー
ト調査のデータは参照データの特性が十分反映されない可能性がある。つまり、すべての
項目は偏りがあると考えられる。 
 
（2）中国ソフトウエア産業と信息技術発展報告にある既存データとの比較 
まず、ソフトウエア・エンジニアの年齢構成からみると、大連及び東北地域において関
連データは存在しないため、中国ソフトウエア・エンジニアの年齢構成を利用し、比較す
る。表 3-1-3 は 2013 年中国ソフトウエア・エンジニアの年齢構成とアンケート調査の年齢
構成との比較であり、この表を見ると各項目の比率は非常に近く、すべて 5％以下の格差で
あるため、アンケート調査の分析結果はある程度中国全体の状況と一致している可能性が
高いと考えられる。 
 
表 3-1-3 中国ソフトウエア・エンジニアの年齢構成とアンケート調査の年齢構成との比較 
年齢構成 アンケート調査のデータ 参照データ 
30歳以下 70.7％ 70.4％ 
31歳～35歳 21.3％ 19.5％ 
36歳～40歳 5.9％ 6.7％ 
41歳～45歳 1.3％ 2.5％ 
46歳以上 0.8% 0.9％ 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p41 により筆者作成。 
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次に、ソフトウエア・エンジニアの学歴構成をみると、上述した表 3-1-4 は大連の調査
デートと参照データ間で検討したが、東北地域に関する関連データは大連を除く、すべて
存在しないため、中国全体の学歴状況のデータを利用し、東北地域のデータについて検討
する。 
 
表 3-1-4 東北地域ソフトウエア・エンジニアの学歴構成と 2012 年に中国ソフトウエア・エ
ンジニア学歴構成の比較 
学歴構成 アンケート調査のデータ 参照データ 
大学卒 80.3％ 74.1％ 
大学院卒 10.5％ 19.2％ 
短期大学以下卒 9.2％ 6.7％ 
合計 100％ 100％ 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2013 年版）p19 
 
表 3-1-4 東北地域ソフトウエア・エンジニアの構成と中国ソフトウエア・エンジニアの
学歴構成の比較を見ると「大学卒」について両データ間の格差は 6.2％であり、「大学院」
については 9％弱の格差であり、「短期大学以下卒」の格差は 2.5％であり、すべての項目
の格差は、10％以下であるために、東北地域のソフトウエア・エンジニアの学歴構成は中
国全体の構成と同様な傾向が見られる。 
最後、企業規模からみると、東北地域におけるソフトウエア企業の規模と中国全体の企
業規模のデータをみると、両データ間に 3％の格差であるために、東北地域の企業規模の分
布状況と中国全体の規模分布状況と非常に近いため。東北地域の企業特徴はある程度中国
全体の状況を代表できると言える。（表 3-1-5） 
 
表 3-1-5 東北地域のソフトウエア企業規模と 2013 年に中国ソフトウエア企業規模の比較 
企業規模 アンケート調査のデータ 参照データ 
大企業 6％ 9％ 
中小企業 94％ 91％ 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p12 により筆者作成。 
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上述した二つの視点から東北地域で行ったアンケートデータの特性を見たが、第一、大
連の既存データとの比較である。まず、学歴構成からみると大連のアンケートデータと大
連の既存データ間で 5％程度の格差でありために、大連のアンケートデータは大連で勤務し
ているソフトウエア・エンジニアの学歴状況を代表できると言える。しかし、企業の規模
からみるとアンケートデータと大連の参照データ間で格差が非常に大きいため、分析した
結果は偏りがあると意識した上で分析を行う。第二、中国全体の既存データとの比較であ
る。主に、三つの視点から検討する。つまり、ソフトウエア・エンジニアの年齢構成、学
歴構成、企業規模から見たが、アンケートデータと参照データ間の格差は非常に小さいた
めに、この三つの属性から大連、ハルビン、長春で行ったアンケートデータは中国全体の
状況と同様な傾向が見られる。そして、東北地域は中国の一つ地域として、エンジニアの
学歴構成と年齢構成、企業規模において、大きな差異は無いと考えている。そのために、
アンケートデータの調査結果はある程度東北地域の事実を反映できると言える。 
 
3、調査の方法 
本論文の課題を考察するために、ソフトウエア・エンジニアは大学で取得した専門知識
がどの程度仕事に役に立つと考えているのか、ソフトウエア企業でどのような人材育成の
施策を受け、どのようなコンピテンシーを形成したのか、ソフトウエア・エンジニアはど
のような仕事を一番多く担当しているのか、そしてソフトウエア・エンジニアの職業意識
と帰属意識はどのようになっているのか、などを明らかにする必要がある。そこで、東北
地域の各省を代表する大連市、長春市、ハルビン市で勤務するソフトウエア・エンジニア
を対象に、アンケート調査を行った。調査票を配布する際に、各規模、資本系列の企業に
依頼し、調査票を 500 部配布した。 
 アンケート調査の方法は二通りがあり、一つは電子メールで質問紙を送り、もう一つは
郵送で質問紙を送った。調査は 2015 年 1 月 25 日から 4 月 1 日までの期間で実施した。郵
送配布とメール送付の形でソフトウエア企業に依頼し、協力を得た。その結果、東北地域
全体で 239 部の有効回答を得られ、そのうち、大連は 123 部、長春は 56 部、ハルビンは 60
部であった。有効回答率は 48％である。 
 主要な調査項目は①個人属性、②勤務する会社の基本情報、③ソフトウエア会社の人材
育成の施策、④職業意識、⑤年齢的限界など人材育成と関係する項目である。 
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第 2 章 東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の現状 
 
第１節 アンケート調査のデータについて 
1、年齢構成 
 表 3-2-1-1 は回答者の年齢と性別の比率を示している。回答者の平均年齢は 28.9 歳で、
このうち「25 歳～30 歳」のエンジニアが最も多く、半数以上の 57.3％を占めている。 
 
表 3-2-1-1 回答者の年齢と性別の比率25（N＝239） 
構成比率 
24未満 13.4％ 
25歳～30歳 57.3％ 
31歳～35歳 21.3％ 
36歳～40歳 5.9％ 
41歳～45歳 1.3％ 
46歳以上 0.8% 
    平均年齢      28.9歳 
   性別   男性76.2％   女性 23.8％ 
   出所：アンケート調査より筆者作成。 
 
次に、「31 歳～35 歳」と「24 歳未満」が続いている。それぞれ 21.3％と 13.4％である。
調査対象は若手のエンジニアを中心にすると言う特徴が見られる。性別の分布を見ると男
性は 76.2％であり、3/4 程度を占め、女性は 23.8％であり、1/4 弱を占め、男女比率は 3:1
で、ここから、女性エンジニアの人数は男性より遥かに少ないことが見られる。 
 
2、学歴構成 
表 3-2-1-2 は回答者の学歴構成を示している。大学卒業のソフトウエア・エンジニアの
占める割合が一番高く、80.3％を占めている。三年生大学と大学院卒はそれぞれ 8.4％と
10.5％を占めている。他の学歴者は僅か 0.8％であり、主に中専卒26のエンジニアである。
「大学院博士課程」の選択肢も設けたが、大学院博士課程卒のエンジニアはいなかった。
                                                  
25 ％の場合は四捨五入により必ず 100にならない。 
26 中国で三年制の職業学校のことを中専と呼ぶ。日本の職業高校に当たる。 
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つまり、この図表から見ると、回答者のソフトウエア・エンジニアの学歴は大学卒以上の
エンジニアは 90.8％であり、データから見るとソフトウエア産業は比較的高学歴の業種で
あるといえる。 
 
表3-2-1-2 回答者の学歴構成概況（N=239） 
学歴 割合 
三年生大学 8.4％ 
大学 80.3％ 
大学院修士課程 10.5％ 
その他 0.8％ 
合計 100.0％） 
      出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表 3-2-1-3 は回答者の最終学歴の専攻分野を示している。この最終学歴の専攻を見ると、
大きく二つ、理科系と文科系に分けられるが、理科系が 90％以上を占めている。理科系の
中で一番大きな割合を占めているのは「コンピュータ・サイエンス」で、40.2％である。
その次は、「ソフトウエア工学」で、14.6％である。その後、「コンピュータ・ソフトウエ
ア工学」、「ソフトウエア・オフショア開発」と続き、それぞれ 6.7％と 5.9％を占めている。
以上の四専攻はソフトウエア開発と直接関連している学科であり、合計で 67.3％である。
「電子工学」と「オートメーション」の割合はそれぞれ 7.1％と 8.4％である。そして、理
科系卒業生の合計は 91.6％である。文科系の卒業者は合わせて 8.4％である。そのうち日
本語専攻の卒業者は 5.9％を占め、英語専攻卒業者は 0.4％で、文科系の卒業生は非常に少
ないことが分かった。外国語専攻のソフトウエア・エンジニアは主に日本向けと英語圏向
けのオフショア開発業務を担当している。東北地域のソフトウエア企業は理科系の卒業生
を主力にしているために、理科系を中心にするソフトウエア・エンジニアの採用を行い、
文科系の採用は非常に少ないことが見られる。これは日本ソフトウエア企業の文科系、理
科系に問わないの採用戦略と大きく異なっている点である。 
 
 
 
 
- 41 - 
 
表 3-2-1-3 回答者の最終学歴の専攻分野 （N=239） 
専攻分野 割合（サンプル数） 
理科系 コンピュータ・サイエンス 40.2％ 
ソフトウエア工学 14.6％ 
コンピュータ・ソフトウエア工学 6.7％ 
ソフトウエア・オフショア開発 5.8％ 
電子工学 7.1％ 
オートメーション 8.4％ 
その他の理科系 8.8％ 
理科系の合計 91.6％ 
文科系 日本語専攻 5.9％ 
英語専攻 0.4％ 
日本と英語以外の文科系 2.1％ 
文科系の合計 8.4％ 
合計 100.0％ 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
3、大学で学習した知識に対する評価 
大学で学習した知識の企業での有用性について、調査対象に回答してもらった。結果は
表3-2-1-4に示している。 
 
          表 3-2-1-4 学校で学習した知識の有用性（N=239） 
項目 割合 （サンプル数） 
全く役に立たない 7.9％ （19） 
あまり役に立たない 13.8％ （33） 
どちらとも言えない 6.4％ （15） 
やや役に立つ 46.0％ （110） 
かなり役に立つ 25.9％ （62） 
合計 100.0％ （239） 
         出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
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「あまり役に立たない」、「全く役に立たない」の項目合計は21.7％であり、仕事に「や
や役に立つ」、「かなり役に立つ」の項目合計は71.9％である。約3/4の調査対象は学校で勉
強した知識は仕事の中で役に立つとしている。具体的に見ると、最上位の「かなり役に立
つ」は25.9％であり、「やや役に立つ」が46.0％と非常に多い。かなり、評価しているよう
に見えるが、エンジニアが学校知識に対する評価は企業側より高く評価している。このギ
ャップを発生した理由は中国の大学にあるコンピュータ・サイエンス学科の教科書の更新
率は非常に遅れている可能性があると考えられる。しかも、大学で、基礎的な理論知識を
中心にし、実務的なソフトウエア開発経験が不足であるため、仕事の中に有用性は低くな
っていると考えられる。 
 
4、卒業後の転職経験の有無 
(1)転職経験の有無  
ソフトウエア・エンジニアの転職問題はソフトウエア企業にとって非常に重要な問題で
ある。学校卒業後の転職経験の有無については、表 3-2-1-5 が示しているように、転職経
験が「ない」の割合は 41％である。転職経験の「ある」の割合は 59％であり、半数以上を
占めている。ソフトウエア・エンジニアの流動性が非常に高いと言える。 
 
  表 3-2-1-5 学校卒業後のソフトウエア・エンジニアの転職経験の有無（N=239） 
転職経験 サンプル数 割合 
ない 98 41.0％ 
ある 141 59.0％ 
合計 239 100.0％ 
出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
(2)前職の転職際の有用性に対する評価 
転職経験の「ある」調査対象に「前の勤務先で習得したが技術経験は現在の会社での有
用性」について評価してもらった。「全く役に立たない」、「あまり役に立たない」、「ど
ちらとも言えない」、「やや役に立つ」、「かなり役に立つ」の選択項目で評価した。 
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     表3-2-1-6 前職の転職際の有用性に対する評価（N=129） 
項目 サンプル数 割合 
全く役に立たない 6 4.7％ 
あまり役に立たない 10 7.8％ 
どちらとも言えない 1 0.8% 
やや役に立つ 53 41.1％ 
かなり役に立つ 59 45.7％ 
合計 129 100.0％ 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表3-2-1-6を示しているように前職で形成された経験は現職で「役に立つ」、「役に立た
ない」に分け、このうち、「やや役に立つ」と「かなり役に立つ」の合計比率は86.8％で
ある。つまり、前職で形成した開発経験は現職でプラスの効果を及ぼしていることが見え
る。ソフトウエア・エンジニアは同じ職種間で流動する比率は高いと考えられる。 
  
(3)転職理由 
東北地域のソフトウエア・エンジニアの転職率は非常に高く、その転職理由について調
べた。転職者のうち、「自分の能力の向上に結びつく仕事がある」という項目が最も多く
17.6％であり、その次は、「賃金が良い」の項目で17.2％であり、この二項目が、ソフト
ウエア・エンジニアが離職する重要な原因となっている。「管理者としての能力を発揮で
きる」の項目は7.9％であり、「遣り甲斐のある仕事ができる」の項目は6.7％である。こ
の四項目はソフトウエア・エンジニアにとって、勤務しているソフトウエア企業の人材育
成、賃金、昇進などに対する不満を表しているが、そのうちで、人材育成の原因で離職す
るエンジニアが最も多い。しかし、ソフトウエア・エンジニアによく言われる「3K」27のう
ち、「帰れない」に関する項目である「労働時間が短い」の選択は僅か1.7％であり、労働
時間が長い原因で離職する傾向が見られない。つまり、東北地域のソフトウエア・エンジ
ニアにおいて、労働時間が長いために、転職するエンジニアは非常に少ないと考えられる。 
 
 
                                                  
27 IT 技術者の職場は「きつい」、「帰れない」、「結婚できない」と言った「3k」で比喩している。「3k」に
ついての内容は様々な内容があり、これはそのうちの一つである。 
 5、ソフトウエア・エンジニアの開発年数と現職の勤続年数
(1)ソフトウエア企業の資本系列とソフトウエア・エンジニアの開発年数
表3
そのうち、「中国系企業」
 
表
見れば
の 26.8
中国の
                                        
28 外資系企業の中に合弁企業も入っている。
図 3-2-
-2-1-7調査
3-2-1-8 は
開発年数は「
％である。「
ソフトウエア産業
1-1 ソフトウエア
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。
対象の資本
は
表3-2
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。
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域で「16 年以上」、「12 年～15 年」以上の開発年数を有しているソフトウエア・エンジニ
アの人数が少ないと考えられる。資本系列別に見ると、中国系企業は「3年～5年」のエン
ジニアは占める割合は最も多く、32％である。その次に、「3 年以下」は 22.7％である。
「6年～8年」、「9 年～11 年」、「12 年～15 年」、「16 年以上」の項目は開発年数が長く
なるにつれ、エンジニアの占める割合は減少している。外資系企業は「3年以下」が最も多
く、「12 年～15 年」を除く、開発年数が長くなるにつれ、エンジニアの占める割合が減少
する傾向が見られる。 
 
表3-2-1-8 資本系列別のソフトウエア・エンジニアの開発年数 
資本系列 3 年以下 3 年～5年 6 年～8年 9 年～11 年 12年～15年 16 年以上 合計 
中国系企業 22.70% 32.00% 20.30% 14.80% 7.00% 3.10% 100%(128) 
外資系企業 31.50% 27.90% 18.90% 16.20% 0.90% 4.50% 100%(111) 
合計 26.80% 30.10% 19.70% 15.50% 4.20% 3.80% 100%(239) 
出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
(2)ソフトウエア・エンジニアの勤続年数 
表3-2-1-9はソフトウエア・エンジニアの勤続年数を示している。表が示すように入社し
て「1年～3年」のエンジニアが一番多く、64.0％である。「3年～5年」勤務しているエン
ジニアは12.1％、「5年～7年」は7.9％、「7年～10年」は11.7％であり、10年以上勤務し
ているエンジニアは僅か4.2％である。同じ企業での平均勤続年数は僅か4年である。これ
はソフトウエア・エンジニアの流動性が高いことの証明である。資本系列を見ると勤続年
数は「3年以下」が最も多く、かつ、外資系企業は中国系企業より割合が高い。 
 
表3-2-1-9 資本系列のソフトウエア・エンジニアの勤続年数（N=239） 
資本系列 3 年以下 3－5年 5－7 年 7－10 年 10 年以上 合計 平均勤続年数 
中国系企業 60.20% 14.10% 7.80% 14.80% 3.10% 100%(128)  
外資系企業 68.50% 9.90% 8.10% 8.10% 5.40% 100%(111)  
合計 64.00% 12.10% 7.90% 11.70% 4.20% 100%(239) 4 年 
出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
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第 2 節 人材育成の現状 
1、企業規模と人材育成の実施 
ソフトウエア・エンジニアの人材育成はソフトウエア企業にとって非常に重要である。
そして、ソフトウエア企業の規模が大きければ、人材育成の実施効果に関係があると考え
られている。そこで、企業の規模とエンジニアの人材育成との関連を調べるために、表
3-2-2-1 作成した。 
 
       表 3-2-2-1 会社規模と人材育成の実施率 
 
 出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表 3-2-2-1 は会社の規模別に人材育成の各施策の実施率を示したものである。全体的に
「社内での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導」、「仕事の内容を易しいから難し
い仕事へ経験させる」、「社内の集合教育研修」、「社内専門技術研修」、「社内のマネジメン
ト研究」、「自学自習」、「社内での自主的な研究会への参加」と言った項目の実施率はそれ
ぞれ全体として 80％以上である。企業側が提供している人材育成の施策以外にソフトウエ
ア・エンジニア自身が自己啓発も行っている。つまり、「自学自習」は 95.4％であり、各企
業規模間において「自学自習」の差は非常に小さい。「国内大学、大学院への留学」、「海外
の大学への留学」と言った項目の実施率は比較的低く、20％以下である。ソフトウエア企
業は国内外の大学との交流が盛んではないが、実施している企業があることは分かった。
全体的に見れば、ソフトウエア企業の規模と人材育成の施策状況の間にあまり強い関係が
見られない。つまり、ソフトウエア企業は規模と関係なく、ソフトウエア・エンジニアに
様々な人材育成の機会を設けている。 
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の施策の有用性に対する評価は高くない。 
 
   表 3-2-2-2 OJT、OFF-JT、自己啓発に対する有用性の評価 
人材育成の分類 項目 平均値 
 
 
広い意味の OJT 
1.社内での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導  
 
μ=3.0 
2.仕事の内容を易しい仕事から難しい仕事へと経験させる 
3.主要な担当業務の他に、関連する業務をローテーションで経験させる 
4.他の情報サービス産業の企業への出向･派遣･出張等 
5.エンドユーザーへの出向･派遣・出張など 
 
 
 
 
広い意味の off-JT 
6.社外の専門団体のセミナー、講習会等  
 
 
 
μ＝2.0 
7.社内の集合教育研修 
8.社内専門技術研修 
9.社内のマネジメント研修 
10.社外マネジメント研修 
11.外部の異業界交流会 
12.国内大学、大学院への留学 
13.海外の大学への留学 
14.海外の各種研修 
 
 
自己啓発 
15.自学自習  
 
μ＝2.8 
16.社内での自主的な研究会への参加 
17.資格取得のための勉強 
18.社外での自主的な研究会・セミナーへの参加 
19.自主的な職業教育機関での勉強 
 出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
さらに、人材育成の 19 項目を広い意味の OJT 教育、off-JT 教育、自己啓発の三種類に分
け、平均値を算出した結果は「広い意味の OJT」（μ＝3.0）が一番高い。職場で勤務しな
がら、具体的な問題を効率的解決でき、コストの節約などのメリットを活かし、ソフトウ
エア・エンジニアの人材育成に一番役に立っていると考えられる。つまり、エンジニアに
は「総合的に」に一番貢献していると考えられる。次は、「自己啓発」（μ＝2.8）であり、
「自己啓発」のうち、「自学自習」と「社内での自主的な研究会への参加」は平均値（μ
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＝2.8）以上であり、その以外の項目はすべて、平均値（μ＝2.5）未満である。エンジニ
ア自身の勉強意欲と社内で行っている自己啓発の施策を有用性は高いが、それら以外の資
格の取得と社外の人材育成の研修などの有用性は高くないと評価している。最後は、「広
い意味の off-JT」（μ＝2.0）であり、このうち社内の一般的な「社内の集合教育研修」（μ
＝3.2）、「社内の専門技術研修」（μ＝3.3）「社内のマネジメント研修」（μ＝3.00）
は人材育成に非常に高い得点を得た。エンジニアの人材育成をする際に、企業内部が提供
している諸施策の有用性が社外の研修資源の有用性より高いと言える。 
 
3、資本系列と人材育成の各施策の関係 
東北地域ソフトウエア産業の資本系列を大きく分けると、中国系企業と外資系企業であ
り、大連軟件和信息技術服務業発展報告によると 2013 年、大連市に立地している中国系企
業の平均従業員数は 97 人、一人当たりの売上高は 55 万元であり、企業の平均売上高は 0.53
億元である。一方、外資系企業の平均従業員数は 221 人、一人当たりの売上高は 84 万元で
あり、企業の平均売上高は 1.84 億元である29。このデータからは外資系企業は平均的に規
模が大きく、資金力を持つために、地元の中国系企業より、有効性の高い人材育成の施策
が可能と考えられるため、t検定を行い、それを確かめることにした。 
分析の結果は表 3-2-2-3 に示したように、外資系資本の企業と中国系資本の企業が人材
育成施策に対する 19 項目の平均値を比べ、等分散性のための Levene の検定の上、2つの母
平均の差の検定を行った結果、以下の 5つの有意項目が得られた。 
4.他の情報サービス産業の企業への出向・派遣・主張などについて：中国系企業の 2.55＞
外資系企業の 1.98 
5.エンドユーザーへの出向・派遣・主張などについて：中国系企業の 2.54＞外資系企業の
1.95 
8.社内専門技術研究 中国系企業の 3.46＞外資系企業の 3.08 
15.自学自習について：中国系企業の 4.06＞外資系企業の 3.75 
16．社内での自主的な研究会への参加について：中国系企業の 3.48＞外資系企業の 3.0、 
このうち、4.「他の情報サービス産業の企業への出向・派遣・主張など」と 5.「エンド
ユーザーへの出向・派遣・主張など」については、前者の有意確率（両側）は（0.015）で、
効果量は d＝0.32（P<0.01）であり、後者の有意確立（両側）は（0.010）で、効果量は d＝
0.34（P<0.01）である。この両項目はいずれも広い意味の社外 OJT に属し、中国系企業が外
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資系企業より有用性が高い。資本系列から見ると、東北地域に立地している外資系企業の
多くは日本向け或いは英語圏向けのオフショア開発業務を従事することが多いため、ソフ
トウエア開発業務に関わる問題の解決、要件定義や基本設計等、顧客と直接コミュニケー
ションを取る必要のある業務はほとんど日本側、あるいは英語圏にある発注会社を経由す
ることが多い。そのため、社外にある同業他者への出向・派遣・主張とエンドユーザーへ
の出向・派遣・主張等の仕事は非常に少ない。逆に、中国系のソフトウエア企業は国内市
場を中心としているために、仕様書の確認、開発したシステムの保守・管理のような業務
を遂行するために、同業他者とエンドユーザーへの主張等は比較的多いと考えられる。 
8.「社内専門技術研修」については、有意確率（両側）は（0.072）で、効果量は d＝0.23
（P<0.01）であり、先ほど述べたように、資本系列の違いによって、ソフトウエア企業の業
務内容が大きく異なり、外資系企業はオフショア業務を中心としているため、上流工程を
携わる機会が少なく、特にコア技術である比較的高度な技術能力は必ずしも必要としない
ために、人材育成のコストから考えると高度な技術研修の機会を設けない可能性がある。
しかし、エンジニア自身は比較的高度な技術研修を期待しているあるため、エンジニアが
社内の専門技術研修についての評価は低くなる。一方、中国系の企業は商品の企画、基本
設計と言った上流工程の部分からコーディング業務まで、すべて、自社内で完成するため
に、下流工程の研修のみではなく、様々なレベルの社内技術研修を提供しなければならな
い。そのために、エンジニアが担当する業務の違いによって、必要とする技術研修を受け
るために、中国系企業のエンジニアは企業の専門技術研修についての評価は高くなる。つ
まり、外資系のソフトウエア・エンジニアはより高度の技術研修についての期待が高いが、
外資系の企業の業務とくにオフショア開発には必ずしも必要なものではなく、実施される
ものではない。他方中国系の企業はソフトウエア開発工程の上方まで担当することが多い。
そのためにより高度の技術研修が実施され、それへの評価が高くなる。 
15.「自学自習」と 16.「社内での自主的な研究会への参加」については前者の有意確率
（両側）は（0.053）で、効果量は d＝0.25（P<0.01）であり、後者の有意確率（両側）は（0.036）
で、効果量は d＝0.27（P<0.01）である。この二項目は自己啓発に属し、仕事に対する有用
性について中国系企業は外資系企業より高い。中国系ソフトウエア企業、特に大連市以外
に立地しているソフトウエア企業は国内市場の志向が強いため、エンジニアがソフトウエ
ア開発の全工程を携わるので、エンジニアに対する高度な技術力を求める可能性がある。
しかし、東北地域に立地している外資系のソフトウエア企業はオフショア開発を中心とす
                                                                                                                                                  
29 大連軟件和信息技術服務業発展報告［2014］p56－57 
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る業務が多く、そのうち、オフショア開発の下流工程を担当する会社が多いため、より高
度な技術力が求められていない。 
表 3-2-2-3 資本系列と人材育成の各施策の関係 
 
教育訓練の施策 資本系列 N 平均値 標準偏差 
平均値の
標準誤差 
t 値 有意確率 
(両側) 
1．社内での実務経験の中で、上司、
先輩による個別指導 
中国系 128 4.09 1.164 .103 .163 .871 
外資系 111 4.06 .984 .093 
2．仕事の内容を易しい仕事から難し
い仕事へと経験させる 
中国系 128 3.91 1.075 .095 .565 .573 
外資系 111 3.83 1.035 .098 
3．主要な担当業務の他に、関連する
業務をローテーションで経験させる 
中国系 128 2.53 1.890 .167 .302 .763 
外資系 111 2.46 1.767 .168 
4．他の情報サービス産業の企業への
出向・派遣・主張など 
中国系 128 2.55 1.783 .158 2.439 .015** 
外資系 111 1.98 1.789 .170 
5．エンドユーザーへの出向・派遣・
主張など 
中国系 128 2.54 1.716 .152 2.612 .010** 
外資系 111 1.95 1.734 .165 
6．社外の専門団体のセミナー、講習
会等 
中国系 128 2.27 1.901 .168 1.509 .133 
外資系 111 1.90 1.819 .173 
7．社内の集合教育研修 中国系 128 3.22 1.521 .134 .561 .576 
外資系 111 3.11 1.522 .144 
8．社内専門技術研修 中国系 128 3.46 1.547 .137 1.808 .072* 
外資系 111 3.08 1.701 .161 
9．社内のマネジメント研修 中国系 128 3.07 1.694 .150 .869 .386 
外資系 111 2.87 1.800 .171 
10社外マネジメント研修 中国系 128 1.99 1.893 .167 .154 .878 
外資系 111 1.95 1.836 .174 
11．外部の異業界交流会 中国系 128 1.68 1.853 .164 .395 .693 
外資系 111 1.59 1.816 .172 
12．国内大学、大学院への留学 中国系 128 .54 1.267 .112 -.334 .738 
外資系 111 .59 1.296 .123 
13．海外の大学への留学 中国系 128 .55 1.279 .113 -.234 .815 
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外資系 111 .59 1.351 .128 
14．海外の各種研修 中国系 128 1.19 1.796 .159 .304 .761 
外資系 111 1.12 1.772 .168 
15．自学自習 中国系 128 4.06 1.041 .092 1.950 .053* 
外資系 111 3.75 1.398 .133 
16．社内での自主的な研究会への参
加 
中国系 128 3.48 1.425 .126 2.108 .036** 
外資系 111 3.05 1.750 .166 
17．資格取得のための勉強 中国系 128 2.38 1.849 .163 -.904 .367 
外資系 111 2.60 1.922 .182 
18．社外での自主的な研究会・セミ
ナーへの参加 
中国系 128 1.98 1.888 .167 -.536 .593 
外資系 111 2.11 1.899 .180 
19．自主的な職業教育機関での勉強 中国系 128 2.05 2.029 .179 -.371 .711 
外資系 111 2.15 2.068 .196 
  注： *10％基準で、**5％基準である。  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
4、IT 関連資格の取得に対する有用性の評価 
ソフトウエア産業のIT関連資格の取得はエンジニアの人材育成にとって、非常に重要な
要素である。調査対象のIT関連資格の取得状況は表3-2-2-4の通りである。IT関連資格の取
得率は30.5％であり、約1/3を占めている。 
 
       表3-2-2-4 ソフトウエア・エンジニアの資格取得率（N=239） 
資格の取得状況 割合(サンプル数) 
持っていない 69.5％（168） 
持っている 30.5％(72) 
合計 100.0％(239) 
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
しかし、表3-2-3-5が示しているように、このうち会社の指示による資格の取得率は13.9％
しかない。エンジニア自身が仕事の業務遂行能力を高めるために、資格を取得している。
その取得率は86.1％である。このように大きな差が発生する原因はソフトウエア企業が社
会的IT関連資格を重視していない可能性があり、エンジニアの業務遂行能力に対して、関
- 53 - 
 
連資格が役に立たないと認識している可能性もある。 
 
表3-2-2-5 会社の指示によるIT資格の取得状況（N=72） 
会社の指示 割合(サンプル数) 
いいえ 86.1％（62） 
はい 13.9％(10) 
合計 100.0％(72) 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
ソフトウエア・エンジニアが取得した資格の仕事における有用性を表3-2-2-6に示してい
る。取得した資格が「現在の仕事にどの程度役に立っているのか」について、「全く役に
立たない」、「あまり役に立たない」、「どちらとも言えない」、「やや役に立つ」、「か
なり役に立つ」の選択項目で評価した。この表を見ると、「全然役に立たない」と「あま
り役に立たない」を合わせて31.9％である。つまり、約１/3が資格を取得しても仕事に積
極的に影響を及ばないと考えていることになる。「やや役に立つ」と「かなり役に立つ」
を合わせて56.9％である。資格を取得したエンジニアの半数以上が仕事に役に立つと考え
ている。 
 
表3-2-2-6 IT関連の資格が現在の仕事に有用性の評価（N＝72） 
項目 割合 
全然役に立たない 12.5％ 
あまり役に立たない 19.4％ 
どちらとも言えない 11.2％ 
やや役に立つ 47.2％ 
かなり役に立つ 9.7％ 
合計 100％ 
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
次に、取得した資格別に評価の違いを考察する。「初級プログラマ」、「中級プログラ
マ」、「高級プログラマ」、「ソフトウエア・デザイナー」、「PMP資格」の五種類の資格
取得者はいずれも5人以上であり、取得した資格の仕事に対する有用性の平均値を求めた。
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計算した結果は表3-2-2-7である。 
 
    表3-2-2-7 ソフトウエア・エンジニアのIT資格の有用性の平均値（N＝72） 
項目 有用性の平均値 割合（サンプル数） 
初級プログラマ 3.3 25％（18） 
中級プログラマ 2.62 40.3％（29） 
高級プログラマ 4.3 8.3％（6） 
ソフトウエア・デザイナー 3.44 12.5％（9） 
PMP資格 4.2 8.3％（6） 
すべての資格の有用性 3.22 100％（72） 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
このうち、「中級プログラマ」の平均値は一番低く、2.62であり、仕事に積極的な影響
が見られない。残りの四種類の資格はすべて3.00以上であるため、積極的に評価している
と言える。特に「高級プログラマ」と「PMP資格」の平均値はすべて、4.00以上であり、仕
事に対する有用性が非常に高い。この五種類の資格を分類して見ると「初級プログラマ」、
「中級プログラマ」、「高級プログラマ」の合計比率は73.6％であり、これらのプログラ
マ資格を取得するエンジニアが最も多い。最後に、調査対象すべての資格の有用性の平均
値を求めたところ、μ＝3.22である。つまり、全体的に見れば、資格の取得は仕事の有用
性に積極的な傾向が見える。つまり、ソフトウエア企業で勤務しているエンジニアにとっ
て、エンジニアの一定の基準を明示することによって、会社の業務遂行に役に立っている。
また、エンジニア自身にとっても自分のスキルの水準を位置付け把握することが可能にな
っている。 
 
5、コンピテンシーの形成 
(1)コンピテンシーの形成に対する評価 
 ソフトウエア・エンジニアが仕事を遂行するためには、様々な潜在能力及び技術力が必
要である。そこで、仕事を遂行するために、必要とする具体的な能力を八項目に分けて分
析し、評価する。そして、企業側が行った19項目の人材育成の施策はこの八項目のコンピ
テンシーの形成にどの程度役に立っているのかについて評価した。この八項目のコンピテ
ンシーは「情報志向性」、「問題解決力」、「プレゼンテーション力」、「目標達成志向
 力」、「柔軟性、協調性」、「コミュニケーション力」、「リーダーシップ」、「技術力」
である。
らとも言えない
図3-2
上であり、
力」（
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(2)資本系列によってコンピテンシーの形成状況
 ソフトウエア企業資本系列の違いによるコンピテンシー形成の
察し、
の表が示しているように、挙げられた八項目はすべて有意な結果が得られない。しかし、
この八項目のうち、「
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表3-2-2-8 資本系列別コンピテンシーの形成 
 資本系列 N 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率 (両側) 
1.情報志向性 中国系 128 3.66 1.131 -1.205 236 .230 
外資系 110 3.84 1.063 
2.問題解決力 中国系 128 3.86 1.048 -.807 236 .421 
外資系 110 3.96 .928 
3.プレゼンテーシ
ョン力 
中国系 128 3.43 1.195 -.888 235.338 .375 
外資系 110 3.55 .973 
4.目標達成志向力 中国系 128 3.84 1.146 .361 236 .718 
外資系 110 3.79 1.101 
5.柔軟性・協調性 中国系 128 3.80 1.111 -.545 236 .587 
外資系 110 3.87 1.024 
6.コミュニケーシ
ョン力 
中国系 128 3.97 1.049 .572 236 .568 
外資系 110 3.89 1.044 
7.リーダーシップ 中国系 128 3.46 1.093 -.447 236 .655 
外資系 110 3.53 1.194 
8.技術力 中国系 128 3.91 .992 1.014 236 .312 
 外資系 110 3.77 1.037 
  注： *10％基準で、**5％基準である。 出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
第 3 節 昇進 
 人材育成により、エンジニアの能力が向上したとすれば、それを何らかの形で処遇に反
映しなければならない、そうしないなら、人材育成はスパイラル的な発展はしない。そし
て、ソフトウエア・エンジニアの職位と職名が異なると業務遂行上に必要とするスキル、
コンピテンシーの形成も異なる。 
 
(1)職位と職名  
まず、調査対象のソフトウエア・エンジニアのソフトウエア企業での職位分布を図
3-2-3-1 は示している。現職の職位は「一般職」が 42.7％を占め、最も多く、その次は、「SE
クラス」と「係長クラス」であり、各 18.8％を占めている。そして、マネージャークラス
のエンジニアは 13.8％であり、最も少ないのは部長クラスのエンジニアであり、5.9％を占
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6.直属の上司 .488** 
7.能力開発機会 .478** 
8.仕事上の権限 .473** 
9.働く時間帯の自由度 .318** 
10.労働時間の長さ .350** 
11.給与・ボーナス .447** 
12.医療保険などの福利厚生 .421** 
13.会社によるキャリアアップの支援 .468** 
注：**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 、*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) 。 
 
さらに、人材育成の各項目と職務満足度（総合評価）の関係を見るために、相関分析を
行った。表 3-2-4-2 は分析の結果である。「社外の専門団体のセミナー、講習会等」、「社内
の集合教育研修」、「自学自習」、「社内での自主的な研究会への参加」の四項目は職務満足
度に正の有意な関係であり、そのうち、「社内での自主的な研究会への参加」（r＝.212、
p<0.01）は特に職務満足度と最も正の強い関係がある。 
 
表 3-2-4-2 人材育成の各項目と職務満足総合の評価に対する相関関係（N＝239） 
項目 相関係数 
1、社内での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導 .105 
2、仕事の内容を易しい仕事から難しい仕事へと経験させる .049 
3、主要な担当業務の他に、関連する業務をローテーションで経験させる .006 
4、他の情報サービス産業の企業への出向・派遣・主張など -.014 
5、エンドユーザーへの出向・派遣・主張など .095 
6、社外の専門団体のセミナー、講習会等 .156* 
7、社内の集合教育研修 .157* 
8、社内専門技術研修 .091 
9、社内のマネジメント研修 .070 
10、社外マネジメント研修 .077 
11、外部の異業界交流会 .017 
12、国内大学、大学院への留学 .068 
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13、海外の大学への留学 .029 
14、海外の各種研修 .055 
15、自学自習 .148* 
16、社内での自主的な研究会への参加 .212** 
17、資格取得のための勉強 .064 
18、社外での自主的な研究会・セミナーへの参加 .080 
19、自主的な職業教育機関での勉強 .089 
注： **. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 、*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側) 。 
 
企業が必要とするコンピテンシーの各項目と職務満足度の総合評価の関係を見るために、
両者の相関分析を行った。その結果は表3-2-4-3に示している。コンピテンシーの各項目と
すべて正の有意な結果が得られた。このうち「情報志向性」（r＝.289 、p<0.01）が職務
満足の総合評価と一番強い関係である。コンピテンシーの各項目から見ると、職務満足度
の総合評価との相関は弱いといえる。 
 
表3-2-4-3 コンピテンシーの各項目と職務満足総合の評価に対する相関関係（N＝238） 
項目 相関係数 
1.情報志向性   .289** 
2.問題解決力   .234** 
3.プレゼンテーション力   .171** 
4.目標達成志向力   .213** 
5.柔軟性・協調性   .260** 
6.コミュニケーション力   .274** 
7.リーダーシップ   .192** 
8.技術力   .227** 
注：**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側)  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
最後に、職位と職場環境の満足度に対する総合評価の関係を調べるために、各職位別に
「会社と仕事を総合的満足度」のクロス分析を行い、その結果は表3-2-3-4に示している。
各職位の「やや満足」と「満足」の合計はそれぞれ62.7％、57.8％、57.8％、60.6％、71.4％
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であり、いずれもかなり高い満足度を示している。また、「一般職クラス」と「SEクラス」
を除き役職に就いているエンジニアだけをみると、「会社と仕事を総合的に」に対する満
足度は役職が高くなるにつれ職務満足度も高くなる傾向がある。 
 
表 3-2-4-4 職位と勤務先の職場環境の満足度に対する評価 
 全く不満 不満 どちらとも言えない やや満足 満足 合計（サンプル数）
一般職クラス 2.0% 3.9% 31.4％ 44.1% 18.6% 100.0%（102） 
SEクラス 4.4% 6.7% 31.1％ 48.9% 8.9% 100.0%（45） 
係長クラス .0% 8.9% 33.3％ 46.7% 11.1% 100.0%(45) 
マネージャークラス .0% 9.1% 30.3％ 51.5% 9.1% 100.0%(33) 
部長クラス 7.1% 14.3% 7.2％ 64.3% 7.1% 100.0%(14) 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
第 5 節 ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界 
  
IT 産業界内部で、ソフトウエア・エンジニアの「30 歳定年説」「35 歳定年説」が広く流
布している。2003 年に、中国の 51 ショブ（中国語：www.51job.com）という人材紹介サイ
ドは IT 従業員を対象にし、「35 歳現象」についてアンケート調査を行った。調査の結果は
66％の IT 従業員は 35 歳現象を防ぐために、マネジメント知識の取得などを考えている30。
かつ、日本で梅澤隆[2000]ソフトウエア・エンジニアの「35 歳定年説」についての研究も
ある31。そして、中国東北地域において、ソフトウエア・エンジニアが年齢的な限界につい
ての考えを知ることにより、今後の人材育成の各施策とコンピテンシーの形成に綿密な関
係がある。 
表 3-2-5-1 はソフトウエア・エンジニアに対する年齢的限界についての認識である。「い
つでも続けられる」、「いつまでも続けられない」、「分からない」の三選択肢を設けている。
つまり、ソフトウエア開発を従事しているエンジニアにとって、年齢的限界が「ある」と
「ない」について調べた。ソフトウエア開発と言う職種が「年齢的限界がない」の項目は
「いつまでも続けられる」23.0％であり、約 1/4 である。年齢的な限界を感じている「い
つまでも続けられない」は 66.5％である。つまり、年齢的な限界がないと考えているエン
                                                  
30 呉海燕、魯耀斌[IT 業界“35 歳現象”曁員工職業生涯管理研究] p248 
31 梅澤隆[2000] p61 
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ジニアは約 1/4 であり、年齢的な限界があると考えているエンジニアは 2/3 であり、年齢
的な限界が「ある」は年齢的な限界が「ない」より遥かに多い。 
 
表 3-2-5-1 ソフトウエア・エンジニアに対する年齢的限界の認識 
項目 割合（サンプル数） 
いつまでも続けられる  23.0％（55） 
いつまでも続けられない  66.5％（159） 
分からない 10.5％（25） 
合計 100.0％（239） 
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
そして、年齢的限界を感じているエンジニアを対象に限界年齢と最も多い業務内容の関
係について調べた。表 3-2-5-2 を見ると「40 歳」は 49.0％であり、その次は「35 歳」であ
り、30.8％である。つまり、エンジニアの限界年齢は 35 歳～40 歳の間と考えているエンジ
ニアは、80.5%であり、8割強を占めている。 
年齢的な限界を感じるエンジニアの業務内容によって、「プログラミングと単体テスト」
は 40.6％と「ソフトウエアの詳細設計」は 14.7 であり、合わせて 55.3％である。調査対
象の中にこの二項目を従事しているエンジニアの多くはプログラマクラスである。これは
梅澤[2000]の中で論じたように、プログラマクラスは分業構造上の下位に位置し、キャリ
アパスの整備、キャリア開発が構造上不可能などの原因で年齢的な限界を生じた。その次、
「プロジェクト・チームの管理」は 18.9％である。 
 
表3-2-5-2 ソフトウエア・エンジニアの限界年齢(N＝143) 
項目 28歳 30歳 32歳 35歳 38歳 40歳 45歳 50歳 合計 
全般的な計画管理業務 .0% .0% .0% .7% .0% 4.9% .0% .0% 5.6% 
ソフトウエア・プロダクトの企画 .7% .0% .0% 1.4% .0% 1.4% .0% .0% 3.5% 
プロジェクト・チームの管理 .0% .0% .0% 7.0% .7% 8.4% 2.8% .0% 18.9% 
ソフトウエアの概要設計 .0% .7% .0% 2.8% .0% 2.8% .0% .0% 6.3% 
ソフトウエアの詳細設計 .0% .7% .7% 4.9% .0% 7.0% 1.4% .0% 14.7% 
プログラミンと単体テスト .7% 1.4% .0% 9.1% .0% 20.3% 8.4% .7% 40.6% 
 統合テストとシステム・テスト
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ソフトウエア・エンジニアの転職理由と転職経験の有用性、人材育成の施策、エンジニア
の職務、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界、帰属意識を考察した。その結果をまと
めると、以下の通りである。 
 
(1)調査対象の属性 
 東北地域で勤務しているソフトウエア・エンジニアの平均年齢は 28.9 歳であり、そのう
ち、25 歳～30 歳のエンジニアが一番多く、57.3％である。学歴を見ると 90％以上のエンジ
ニアは理科系の大学卒業生である。大学で勉強した知識に対する評価は「役に立つ」と考
えているのは 71.9％であり、「役に立たない」と考えているのは 21.7％である。大学で勉
強した知識には以下の二つの弱点がある。一つは、中国の大学のコンピュータ・サイエン
ス関係のテキストの更新率は低い可能性がある。学校で勉強した遅れた知識は実務の中で
利用できないこと。二つ目は、大学が理論知識を中心であるため、ソフトウエア開発の実
務学習が弱いことである32。以上の二点で、卒業生は大学で勉強した知識が役に立たないと
考えている可能性である。 
ソフトウエア・エンジニアの転職問題について、調査対象者のうち転職経験のあるエン
ジニアは 59％で、半数以上のエンジニアは転職経験がある。そして、転職理由の前三項目
は「自分の能力の向上に結びつく仕事がある」、「賃金が良い」、「管理者としての能力を発
揮できる」である。「労働時間が短い」を原因として転職するエンジニアの比率は低い。最
後、前職で累積した経験は現職で「役に立つ」と考えているエンジニアは 86.8％で、ここ
から、企業間のソフトウエア開発に一定の共通性が見られる。 
 
(2)人材育成の施策 
人材育成の施策を 19 項目に分けて、検討した。まず、人材育成の実施率は企業規模との
間に強い関係が見られない。全体的に見れば、最も有用性の高い項目は「社内での実務経
験の中で、上司、先輩による個別指導」、「自学自習」、「仕事の内容を易しい仕事から難し
い仕事へと経験させる」、「社内での自主的な研究会への参加」、「社内専門技術研修」、「社
内の集合教育研修」である。比較的有用性が低い項目は「国内大学、大学院への留学」、「海
外の大学への留学」、「海外の各種研修」である。そして、綜合的に人材育成の施策の有用
性に対する評価は高くない。人材育成の施策を、三つのパターン、即ち、広い意味の OJT、
広い意味の off-JT と自己啓発に分けて考察すると、人材育成に対する有用性の順位は高い
                                                  
32 劉森・李孟剛[2013] p202－203 
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もの順に「広い意味の OJT」、「自己啓発」、「広い意味の off-JT」であり、個別では「社内
での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導」がエンジニアの人材育成に最も貢献度
が高い。ソフトウエア・エンジニアのコンピテンシーの形成に対する有用性の順位は貢献
度の高い順に「コミュニケーション力」、「問題解決力」、「技術力」である。 
 ソフトウエア産業の IT 資格の取得率は 30.5％であり、このうち「会社の指示」で資格を
取得する比率は僅か 13.9%である。企業は社会的 IT 資格に対して重視していない可能性が
ある。しかし、取得した IT 資格が仕事に対する有用性の評価は 56.9％である。 
調査対象の資本系列は「中国系企業」は 53.6％であり、合弁企業を含めた「外資系企業」
の比率は 46.4％である。外資系企業は資本力と技術力が中国系企業より高い可能性がある
ために、資本系列の違いによる人材育成の各施策の有用性とコンピテンシー形成の有用性
の違いについて検証した。まず、人材育成の各施策の有用性については「他の情報サービ
ス産業の企業への出向・派遣・主張など」、「エンドユーザーへの出向・派遣・主張など」、
「社内での自主的な研究会への参加」の三項目のみ資本系列の違いにより有用性の違いに
有意な差があるという結果が得られた。上述した三項目の平均値はすべて中国系企業が外
資系企業より高い。資本系列から見ると、東北地域に立地している外資系企業の多くは日
本向け或いは英語圏向けのオフショア開発業務を従事している。大連のような地域でソフ
トウエア開発を行っているエンジニアは仕様書、詳細設計書等の確認はほとんど日本、英
語圏にある発注会社を経由することが多い。そして、社外にある同業他者への出向・派遣・
主張とエンドユーザーへの出向・派遣・出張等と直接の連絡は非常に少ない。逆に、中国
系のソフトウエア企業は国内市場を中心としているために、仕様書の確認、開発したシス
テムの保守・管理のような業務を遂行するために、同業他者とエンドユーザーへの主張等
は比較的多いと考えられる。「社内での自主的な研究会への参加」も有意の結果が得られ、
この項目は自己啓発に属し、中国系ソフトウエア企業で勤務しているエンジニアの「社内
での自主的な研究会への参加」の仕事に対する有用性は外資系企業より高い。中国系ソフ
トウエア企業、特に大連市以外に立地しているソフトウエア企業は国内市場の志向が強い
ため、エンジニアがソフトウエア開発の下流工程だけではなく、上流工程を含めソフトウ
エア開発の全工程を携わるので、エンジニアに対する高度な技術力を求める可能性がある。
一方、東北地域に立地している外資系のソフトウエア企業がオフショア開発を中心とする
業務が多く、そのうち、オフショア開発の下流工程を担当する会社が多いため、より高度
な技術力が求めない可能性ある。これは主な原因は業務内容の違いによって、もたらした
人材育成の施策の異なりである。企業側が人材育成の各施策によって、必要とするコンピ
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テンシーについて、八項目のうち、「コミュニケーション力」の形成について、最も役に
立っている。次に、資本系列とコンピテンシー形成の有用性の関係を調べたが、有意な結
果が得られなかった。 
 
(3)職務満足 
人材育成の効果はソフトウエア・エンジニアの職務遂行能力に直接影響する。職務満足
度と人材育成の有用性の関係は「社外の専門団体のセミナー・講習会など」、「社内の集合
教育研修」、「自学自習」、「社内での自主的な研究会への参加」と正の関係がある。このう
ち、「社内での自主的な研究会への参加」と最も強い相関がある。職務満足度とコンピテン
シー形成の有用性の関係は「情報志向性」が最も強い関係である。ここからは企業側が行
った人材育成の各施策にエンジニアの職務満足度にも影響をしている。このうち、「社内
での自主的な研究会への参加」という項目は最も強い相関である。コンピテンシーの形成
効果と職務満足度の間にやや弱い相関である。職位と職務満足度の関係について職位が高
ければ、職務満足度も高い傾向が見られた。 
 
(4)年齢的限界 
 今回の東北地域のソフトウエア・エンジニアを対象にした結果はソフトウエア・エンジ
ニアの年齢的限界を感じているエンジニアの比率は 66.5％であり、年齢的限界を感じてい
ないエンジニアは 23％である。そして、年齢的な限界を感じているエンジニアが従事して
いる業務内容から見ると「プログラミングと単体テスト」と「ソフトウエアの詳細設計」
といったプログラマクラスを担当している業務である。この二項目は 55.3％を占めている。
つまり、キャリアパスと開発構造上の原因で、年齢的限界を生じている。年齢的限界を発
生した理由について、「体力的な問題」、「集中力等の精神的な問題」、「創造性等の発想力の
問題」の項目が多く、このうち、最も多いのは「体力的な問題」である。この原因はソフ
トウエア産業にとって、納期厳守のために、残業が多く、体力が必要である。 
上述した原因でソフトウエア・エンジニアにとって、半数以上のエンジニアは確かに年
齢的な限界を感じているのは事実であり、ある一定年齢以上のエンジニアには同様な人材
育成を行うことがソフトウエア企業にとって、コストの無駄になる。ソフトウエア企業が
エンジニアの年齢限界という事情を考えながら、人材育成の施策を実施すべきである。か
つ、実施する際にソフトウエア・エンジニアの年齢階層によって、人材育成の内容を決ま
る。長年で勤務してきた 35 歳以降のソフトウエア・エンジニアの開発経験を活かして、若
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手のソフトウエア・エンジニアに伝達できるように企業側が整備するべきである。そして、
35 歳以降のエンジニアに適切な人材育成の内容を実施すべきである。したがって、ソフト
ウエア企業の人材育成にとって、年齢的限界に対して、解決策の考えは不可欠である。 
 
第 3 章 中国東北地域における大連およびそれ以外地域におけるソフトウエア・エンジ
ニアの人材育成の比較 
 
東北地域のソフトウエア産業の基本状況を通じて、東北地域内でソフトウエア産業の規
模の格差が非常に大きいことが分かった。特に遼寧省大連市のソフトウエア産業の売上高
の規模は吉林省と黒龍江省の合計規模の 3 倍程度である。そのために、本章は東北地域を
大連と大連以外の地域に分け、ソフトウエア・エンジニアに対する人材育成の現状とその
違いをアンケート調査から得られたデータを基に分析する。 
 
第 1 節 大連と大連以外基本状況 
1、大連と大連以外地域のソフトウエア・エンジニアの基本属性 
表 3-3-1-1 は大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの構成状況を示している。両
地域とも男性のエンジニアが多く、男女の比率は約 3:1 であり、大連地域において、女性
の比率が少し高い。 
表 3-3-1-1 大連と大連以外の性別構成33 
項目 大連以外 大連 合計 
女性 22.4% （26） 25.2% （31） 23.8% （57） 
男性 77.6% （90） 74.8% （92） 76.2% （182） 
合計 100.0% （116） 100.0% （123） 100.0% （239） 
出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。（ ）内はサンプル数 以下同じ 
 
表 3-3-1-2 は大連と大連以外の地域のソフトウエア・エンジニアの年齢構成を示してい
るが、両地域とも「25～30 歳」のエンジニアが一番多い。しかし、大連以外の地域におい
ては、41 歳以降のエンジニアはいない。また、平均年齢も大連がやや高い。つまり、大連
地域のソフトウエア産業の発展は大連以外の地域より早いことが見られる。 
 
                                                  
33 ％の場合は四捨五入により必ず 100 にならない。 
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表 3-3-1-2 大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの年齢構成 
地域別 24未満 25～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46歳以上 合計 平均年齢 
大連以外 12.1%（14） 69.8%（81） 16.4%（19） 1.7%（2） .0% .0% 100.0%（116） 27.66歳 
大連 14.6%（18） 45.5%（56） 26.0%（32） 9.8%（12） 2.4%（3） 1.6%（2） 100.0%（123） 30.03歳 
合計 13.4%（32） 57.3%（137） 21.3%（51） 5.9%（14） 1.3%（3） .8%（2） 100.0%（239）  
       出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
  
表 3-3-1-3 は大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの学歴構成を示している。両
地域を比較すれば、大連地域の三年生大学卒のエンジニアは 4.9％で、大連以外の地域は
12.1％であり、大連以外の地域は大連地域より三年生大学卒業したエンジニアは多い傾向
である。大学院修士課程卒のエンジニアは大連地域が 14.6％で、大連以外の地域が 6.0％
であり、大連地域は大連以外の地域より 9 ポイント弱高い。この調査の結果から見ると大
連地域のソフトウエア・エンジニアの学歴構成は大連以外の地域より高い傾向が見られる。 
 
表 3-3-1-3 大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの学歴構成 
最終学歴の専攻分野 大連以外 大連 合計 
三年生大学 12.1%（14） 4.9%（6） 8.4%（20） 
大学 81.0%（94） 79.7%（98） 80.3%（192） 
大学院修士課程 6.0%（7） 14.6%（18） 10.5%（25） 
その他 .9%（1） .8%（1） .8%（2） 
合計 100.0%（116） 100.0%（123） 100.0%（239） 
           出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表 3-3-1-4 は大連と大連以外の地域の最終学歴の専攻分野を示している。両地域におい
てコンピュータ・サイエンス専攻の卒業者が最も大きな割合を示している。大連地域は
38.2％で、大連以外の地域は 42.2％である。大連以外の地域において理科系卒のエンジニ
アは 94.7％であり、大連地域より少し高い。大連地域の文科系卒のエンジニアの採用率は
大連以外の地域より若干多く、大連以外の地域は日本語専攻の卒業者のみ採用があったが、
大連地域は「英語専攻」、「日本語と英語以外の文科系」の採用もある。ここからは大連
以外の地域において、日本語人材を活用し、将来、日本向けのオフショア開発を展開する
ことができると考えられる。 
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表 3-3-1-4 大連と大連以外の最終学歴の専攻分野 
最終学歴の専攻分野 大連以外 大連 合計 
 
 
 
理科系 
コンピュータ・サイエンス 42.2% 38.2% 40.2%（96） 
ソフトウエア工学 16.4% 13.0% 14.6%（35） 
オートメーション 10.3% 6.5% 8.4%（20） 
ソフトウエア・オフショア開発専攻 6.0% 5.7% 5.9%（14） 
電子工学 7.8% 6.5% 7.1%（17） 
コンピュータ・ソフトウエア工学 8.6% 4.9% 6.7%（16） 
その他の理科系 3.4% 13.8% 8.8%（21） 
理科系の合計 94.7％ 88.6％ 91.7％ 
 
文科系 
日本語専攻 5.2% 6.5% 5.9%（14） 
英語専攻 .0% .8% .4%（1） 
日本と英語以外の文科系 .0% 4.1% 2.1%（5） 
文科系の合計 5.2％ 11.4％ 8.4％ 
合計 100.0% 100.0% 100.0%（239） 
             出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表 3-3-1-5 は大連と大連以外の地域において企業の資本系列の分布を示すように、外資
企業は少し多く、50.4％である。しかし、大連以外の地域においては、中国系企業は 57.8％
であり、外資系企業より割合が高い。 
 
表 3-3-1-5 大連と大連以外の企業の資本系列 
項目 中国系企業 外資系企業 合計 
大連 49.6% 50.4% 100.0%（123） 
大連以外 57.8% 42.2% 100.0%（116） 
         出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
表 3-3-1-6 は調査対象の大連と大連以外の地域における、企業規模の分布状況である。
この表から見ると、大連で「100－299 人」の規模で働いているエンジニアが最も多く、56.1％
であり、その次は 1000 人以上の企業である。大連以外の地域においては「50 人以下」の規
模で働いているエンジニアが最も多く、33.6％、約 1/3 を占めている。ここから大連以外
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の地域において「50 人未満」の企業が多い傾向が見られる。その次は「100－299 人」で、
31.9％である。第三位は「51－99 人」の規模であり、25.9％であり、この三項目を合わせ
て 92.4％を占め、1000 人以上の企業で勤務するエンジニアはいない。つまり大連以外の地
域では 300 未満の企業が最も多く、1000 人以上の企業は非常に少ないことが見られる。 
 
表 3-3-1-6 大連と大連以外の企業規模の分布状況 
地域名 50人未満 51－99人 100－299人 300－499人 500－1000人 1000人以上 合計 
大連 10.6% 8.1% 56.1% 6.5% 7.3% 11.4% 100.0%（123） 
大連以外 33.6% 25.9% 31.9% 6.0% 2.6% .0% 100.0%（116） 
            出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
2、転職動向 
表 3-3-1-7 は大連と大連以外の地域のソフトウエア・エンジニアの転職動向を見ると転
職経験が「ない」の項目は大連地域が 35.0％であり、大連以外の地域は 47.4％である。大
連以外の地域は大連地域より 12.4％高い。転職経験の「ある」の項目は大連地域が 65％で
あり、大連以外の地域は 52.6％である。大連以外の地域は大連地域より 13％低い。転職経
験の「ある」と「ない」の両項目から見ると大連地域は大連以外の地域より、エンジニア
の流動性が高いことが見られる。 
  
表 3-3-1-7 大連と大連以外の転職経験の有無 
転職経験 大連以外 大連 合計 
ない 47.4% 35.0% 41.0%（98） 
ある 52.6% 65.0% 59.0%（141） 
合計 100.0% 100.0% 100.0%（239） 
          出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
第 2 節 大連と大連以外の地域における人材育成の実施 
1、人材育成の実施 
東北地域ソフトウエア産業を大連地域と大連以外の地域に分けると、大連市のソフトウ
エア産業はより早い時期に発展し、企業の規模は大連以外の地域より大きいため、エンジ
ニアの人材育成の各施策は大連以外の地域より有用性が高いと考えられる。そのことを検
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証するため、t検定を行った。分析の結果は表 3-3-2-1 に示したように、企業の人材育成の
施策の評価に対する 19 項目の平均値を比べ、等分散性のための Levene の検定の上、2つの
母平均の差の検定を行った。その結果、以下の有意項目が得られた。 
7.社内の集合教育研修について：大連地域の 3.36＞大連以外の 2.97 
12.国内大学、大学院への留学について：大連地域の 0.71＞大連以外の 0.41 
13.海外の大学への留学について：大連地域の 0.72＞大連以外の 0.41 
14.海外の各種研修について：大連地域の 1.59＞大連以外の 0.69 
16.社内での自主的な研究会への参加について：大連地域の 3.11＜大連以外の 3.46 
18.社外での自主的な研究会・セミナーへの参加について：大連地域の 1.77＜大連以外の
2.32 
19.自主的な職業教育機関での勉強について：大連地域の 1.76＜大連以外の 2.47 
有意確率の高い順に、14．(.000)、19．(.007)、18.(.025)、7．(.047)、13.(.068)、12.(.074)、
16．(.097)となっている。差異を検出した七項目のうちで、「社内の集合教育研修」、「国内
大学、大学院への留学」、「海外の大学への留学」、「海外の各種研修」の四項目については、
大連地域が行った教育訓練施策の有用性は大連以外の地域より平均値は高い。残りの「社
内での自主的な研究会への参加」「社外での自主的な研究会・セミナーへの参加」「自主的
な職業教育機関での勉強」の三項目については、すべて大連以外の地域が大連地域より平
均値が高い。 
各項目を個別にみていくと、「社内の集合教育研修」については、大連地域の 3.36＞大連
以外の地域の 2.97、有意確率（両側）（0.047）、効果量 d＝0.26（p＜0.01）である。大連
地域のソフトウエア企業の規模は大連以外の地域より大きく、しかも、50 人未満の企業で
勤務するエンジニアは大連以外の地域より少ない。そのために、エンジニアの人材育成に
関する各施策は、より整備されていると考えられる。企業訪問を通じ分かったことは、大
連に立地しているソフトウエア企業の多くは社内で、新人研修、ソフトウエア開発の基礎
知識の研修、管理層にマネジメントの集合研修などを行っている。逆に、大連以外の地域、
とりわけ、長春、ハルビンのソフトウエア企業は小規模な企業が多いため、正式な新入教
育、管理層のマネジメント研究などはコストの関係で提供できない企業が多い。研修期間
さえ設けていない企業も多い。この原因で社内の集合教育研修の有用性については大連の
平均値が大連以外の地域より高いと考えられる。 
「国内大学、大学院への留学」については、大連地域の 0.71＞大連以外の 0.41、有意確
率(両側)(0.074)、効果量 d＝0.24(p＜0.01)であり、「海外の大学への留学」については、
- 73 - 
 
大連地域の 0.72＞大連以外の 0.41、有意確率(両側)(0.068)、効果量 d＝0.24(p＜0.01)で
ある。この二項目は国内外の大学への留学という形の人材育成施策である。大連地域のソ
フトウエア企業の規模は様々であり、特に大規模なソフトウエア企業は資本力の余裕と企
業人材育成の需要があり、企業自体がソフトウエア大学或いは大連市の大学と共同でソフ
トウエア学院の設立、あるいは研究所と連携し、プロジェクトの共同開発などを展開して
いる。ソフトウエア企業は自社製品の研究開発を促進するために、比較的先端的な開発技
術を持つ大学或いは研究所にエンジニアを派遣する。そして、それはエンジニアの人材育
成にとっても役に立っていると考えられる。しかし、大連以外の地域のソフトウエア企業
は発展の成熟度、企業規模、資金力などの関係で、国内外の大学、大学院へ派遣すること
は少ない。しかも、多くのプロジェクトの受注方式はオーダー方式であり、或いは、以前、
開発したシステムの再生産、メンテナンス、保守、小さいシステムの受注のような業務が
多いため、国内外の大学、大学院の研究所に派遣して、でも取得すべきような先端技術な
どは必ずしも必要としない。その原因で国内外の大学への留学について大連は大連以外の
地域より有用性が高いと考えられる。 
「海外の各種研修」については、大連地域の 1.59＞大連以外の 0.69、有意確率（両側）
（0.000）、効果量 d＝0.52(p＜0.01)である。大連に立地しているソフトウエア企業のうち、
外資系のソフトウエア企業はオフショア開発業務を担当することが多く、最短数週間から
最長二年間の研修期間を設け、外国にある関連会社でオフショア開発に関連する業務の研
修を行うことができる。しかし、大連以外の地域にあるソフトウエア企業は業務上の関係
が少なく、コストなどの原因でこのような長い研修期間は提供できない企業が多い。そし
て、時間と研修内容の原因で、「海外の各種研修」について大連は大連以外の地域より役に
立つと考えられる。 
「社内での自主的な研究会への参加」については、大連地域の 3.11＜大連以外の 3.46、
有意確率(両側)( .097)、効果量 d＝0.22(p＜0.01)で、「社外での自主的な研究会・セミナ
ーへの参加」については、大連地域の 1.77＜大連以外の 2.32、有意確率（両側）(.025)、
効果量 d＝0.29(p＜0.01)で、「自主的な職業教育機関での勉強」については、大連地域の
1.76＜大連以外の 2.47、有意確率(両側)( .007)、効果量 d＝0.35(p＜0.01)である。この
三項目はすべて自己啓発に属している。両地域の企業規模と資本力の関係で大連のソフト
ウエア企業はエンジニアに対する社内の人材育成のシステムは整備されており、職務遂行
上必要とされる教育訓練は企業側が提供するため、自己啓発に関する人材育成の意識は薄
くなっている可能性がある。一方、大連以外の地域においては、企業規模の関係で、社内
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の人材育成に関する教育訓練が不十分であり、エンジニアは自身が技術力の向上と情報収
集などのために、社内外の自主的な研究会と職業教育機構を利用することが効果的だと考
えていると思われる。このような原因で自己啓発の三項目については大連以外の地域は大
連より評価が高いと考えられる。 
 
表 3-3-2-1 大連と大連以外の各人材育成 
教育訓練の各施策 大連と大
連以外 N 平均値 標準偏差 
平均値の
標準誤差 t 値 
有意確率 
(両側) 
1.社内での実務経験の中で、上司、
先輩による個別指導 
大連 123 4.17 1.061 .096 1.405 .161 
大連以外 116 3.97 1.099 .102 
2.仕事の内容を易しい仕事から難し
い仕事へと経験させる 
大連 123 3.88 1.098 .099 .117 .907 
大連以外 116 3.86 1.012 .094 
3.主要な担当業務の他に、関連する
業務をローテーションで経験させる 
大連 123 2.58 1.811 .163 .689 .491 
大連以外 116 2.41 1.856 .172 
4.他の情報サービス産業の企業への
出向・派遣・主張など 
大連 123 2.12 1.740 .157 -1.438 .152 
大連以外 116 2.46 1.862 .173 
5.エンドユーザーへの出向・派遣・
主張など 
大連 123 2.20 1.708 .154 -.588 .557 
大連以外 116 2.34 1.789 .166 
6.社外の専門団体のセミナー、講習
会等 
大連 123 2.28 1.888 .170 1.610 .109 
大連以外 116 1.90 1.834 .170 
7.社内の集合教育研修 大連 123 3.36 1.415 .128 2.000 .047** 
大連以外 116 2.97 1.604 .149 
8.社内専門技術研修 大連 123 3.37 1.631 .147 .795 .428 
大連以外 116 3.20 1.627 .151 
9.社内のマネジメント研修 大連 123 2.93 1.810 .163 -.402 .688 
大連以外 116 3.03 1.676 .156 
10.社外マネジメント研修 大連 123 1.92 1.818 .164 -.479 .632 
大連以外 116 2.03 1.915 .178 
11.外部の異業界交流会 大連 123 1.54 1.794 .162 -.792 .429 
大連以外 116 1.73 1.876 .174 
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12.国内大学、大学院への留学 大連 123 .71 1.389 .125 1.793 .074* 
大連以外 116 .41 1.135 .105 
13.海外の大学への留学 大連 123 .72 1.410 .127 1.836 .068* 
大連以外 116 .41 1.180 .110 
14.海外の各種研修 大連 123 1.59 1.987 .179 4.085 .000*** 
大連以外 116 .69 1.398 .130 
15.自学自習 大連 123 3.80 1.310 .118 -1.456 .147 
大連以外 116 4.03 1.126 .105 
16.社内での自主的な研究会への参
加 
大連 123 3.11 1.695 .153 -1.667 .097* 
大連以外 116 3.46 1.471 .137 
17.資格取得のための勉強 大連 123 2.46 1.878 .169 -.254 .800 
大連以外 116 2.52 1.895 .176 
18.社外での自主的な研究会・セミナ
ーへの参加 
大連 123 1.77 1.877 .169 -2.253 .025** 
大連以外 116 2.32 1.872 .174 
19.自主的な職業教育機関での勉強 大連 123 1.76 1.926 .174 -2.711 .007*** 
大連以外 116 2.47 2.108 .196 
***は 1%水準で有意、**は 5%水準で有意、*は 10%水準で有意。 
 
2、コンピテンシーの形成 
大連と大連以外の地域において、ソフトウエア企業のコンピテンシー形成の評価につい
て調べたいと考え、t検定を行った。分析の結果は表 3-3-2-2 を示したように、企業のコン
ピテンシーの形成に対する八項目の平均値を比べ、等分散性のための Levene の検定の上、
2つの母平均の差の検定を行った結果、以下の有意項目が得られた。 
1.情報志向性について：大連地域の 3.51＜大連以外の 3.99 
2.問題解決力について：大連地域の 3.78＜大連以外の 4.04 
3.プレゼンテーション力について：大連地域の 3.30＜大連以外の 3.69 
4.目標達成志向力について：大連地域の 3.62＜大連以外の 4.03 
8．技術力について：大連地域の 3.65＜大連以外の 4.05 
有意確率の高い順に、1．(.001)、8．(.002)、3.(.005)、4．(.005)、2.(.038)、5．（.077）
となっている。 
コンピテンシー形成の八項目のうち、五項目は有意な結果が得られたが、いずれも大連
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以外が大連より高くなっている。この原因は両地域の業務形態と市場形態が異なりによっ
て、もたらした結果と考えられる。 
個別にみてみると、まず、情報志向性については、大連地域の 3.51＜大連以外の地域の
3.99、有意確率(両側)(0.001)、効果量 d＝0.45(p＜0.01)である。大連地域のソフトウエア
産業はオフショア開発を中心とする業務が多く、しかも、オフショア開発の下流工程を中
心とし、主に、コーディング、詳細設計のような業務であり、エンジニアがほしいと考え
る情報をすべて取得することが不可能である。さらに、大連側にあるソフトウエア企業は
直接エンドユーザーと連絡することが少なく、プロジェクト開発に関わる情報を大連側の
企業が十分把握していない可能性もある。そして、企業側はソフトウエア・エンジニアに
適切な時期に、適切な情報を伝達しにくい部分もある。しかし、大連以外の地域において
は、オフショア開発業務に従事している企業は少数であるために、多くの企業は自社内で
営業業務を担当しているので、エンドユーザーとのコミュニケーションが比較的取りやす
くなる。そして、プロジェクト開発と関係する情報はより正確に獲得でき、開発に必要な
情報は積極的に獲得することができると考えられる。この原因で情報志向性に対する評価
は大連のソフトウエア企業は大連以外の地域より低くなったと考えられる。 
問題解決力については、大連地域の 3.78＜大連以外の 4.04、有意確率(両側)(0.038)、d
＝0.26(p＜0.01)である。上述したように、大連に立地しているソフトウエア企業はオフシ
ョア開発の業務を多く担当し、しかも多くのソフトウエア企業が比較的下流工程の受注を
メインにしている。一つのプロジェクトに多くのソフトウエア企業とエンジニアが参加し
ており、企業秘密などの関係で、プロジェクトの全体が見えない。そのため、企業側が適
切な知識と決まっている開発方法を慣れるまでに時間が長くなると考えられる。その結果、
エンジニアの問題解決力の形成に影響を及ぼしていると考えられる。一方、大連以外の地
域においては、オフショア開発の業務を担当する企業は非常に少ない。一つのプロジェク
ト或いは開発製品は最初の要件定義、或いは概要設計などに始まり、開発工程のコーディ
ング、最後の納品まですべて、同一企業社内のエンジニアが担当し、エンジニア同士或い
は顧客とのコミュニケーションが取りやすく、比較的問題も解決しやすくなる。そして、
自社のケースをテキストにし、エンジニアの問題解決力の形成に対しても有利であると考
えられる。このような原因で問題解決力については、大連以外の地域は大連のエンジニア
より高く評価したと考えられる。 
プレゼンテーション力については大連地域の 3.30＜大連以外の 3.69、有意確率(両
側)(0.005)、効果量 d＝0.36(p＜0.01)である。大連地域のソフトウエア企業はオフショア
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開発のため、エンドユーザーと接する機会は非常に少なく、したがって、プレゼンテーシ
ョンの機会も少ない。そのため、十分なプレゼンテーション力を高められるとは考えてい
ない。しかし、大連以外の地域のソフトウエア企業はプロジェクトを受注するために、エ
ンジニアが顧客に自分の考え方、提案などを正しく伝達することが求められている。その
ため、企業側とエンジニア自身も力を注ぎ、プレゼンテーション力を高めたいと考えてい
る。その原因で、プレゼンテーション力について、大連以外のエンジニアは大連のより高
く評価したと考えられる。 
目標達成志向力については大連地域の 3.62＜大連以外の 4.03、有意確率(両側)(0.005)、
効果量 d＝0.37(p＜0.01)である。大連のソフトウエア企業はオフショア開発に従事するた
めに、納期とコードの品質は最も重視することである。この点については多くのソフトウ
エア企業が達成できると考えられる。しかし、エンジニアは上流工程への参入は少ないの
で、コーディング業務を中心とするエンジニア自身のアイデアは開発したシステムへの貢
献度は低い。そして、エンジニア自身が仕事に対する目標と企業側の目標は合致しない可
能性がある。しかし、大連以外のソフトウエア企業はプロジェクトの受注から、納品まで
の一貫した開発であるために、比較的エンジニアの責任感が強くなると考えられる。エン
ジニアのアイデアはシステムを通じて、達成できる。この際に、エンジニア自身の目標は
企業の目標と一致する。そのために、大連のソフトウエア・エンジニアは大連以外の地域
より目標達成志向力についての評価は高いと考えられる。 
技術力については大連地域の 3.65＜大連以外の 4.05、有意確率(両側)(0.002)、効果量 d
＝0.40(p＜0.01)である。この項目について、主に二つの視点から分析する。第一、大連の
ソフトウエア企業はオフショア開発を従事している企業が多く、開発の下流工程を中心と
して進行したために、エンジニアに対する技術力の要求は必ずしも高くない。そして、業
務内の技術教育は十分提供するが、比較的に高度な技術教育は提供しない可能性がある。
第二、オフショア企業以外のソフトウエア開発企業、大企業を含め、エンジニアは先端的
な技術力を追求するために、企業側の原因でエンジニアの技術力に対する希望を満たさな
い可能性がある。しかし、大連以外の地域において、ソフトウエア企業が開発工程を分け
ずに、案件の要件定義から、開発、最後の納品まで担当するために、エンジニアの技術力
を高く求める。そして、技術力を高めるために、企業内部で教育を行っている。そのため、
大連のソフトウエア・エンジニアは技術力に対する評価が大連以外の地域より評価が低く
なる原因である。 
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表 3-3-2-2 大連と大連以外の各コンピテンシーの形成 
項目 大連と大
連以外 N 平均値 標準偏差 
平均値の
標準誤差 t 値 
有意確率 
(両側) 
1.情報志向性 大連 122 3.51 1.228 .111 -3.489 .001*** 
大連以外 116 3.99 .890 .083 
2.問題解決力 大連 122 3.78 1.139 .103 -2.084 .038** 
大連以外 116 4.04 .796 .074 
3.プレゼンテーション力 大連 122 3.30 1.183 .107 -2.827 .005*** 
大連以外 116 3.69 .964 .089 
4.目標達成志向力 大連 122 3.62 1.208 .109 -2.819 .005*** 
大連以外 116 4.03 .991 .092 
5.柔軟性・協調性 大連 122 3.71 1.175 .106 -1.775 .077 
大連以外 116 3.96 .936 .087 
6.コミュニケーション力 大連 122 3.83 1.096 .099 -1.597 .112 
大連以外 116 4.04 .982 .091 
7.リーダーシップ 大連 122 3.48 1.130 .102 -.224 .823 
大連以外 116 3.51 1.153 .107 
8.技術力 大連 122 3.65 1.128 .102 -3.157 .002*** 
大連以外 116 4.05 .832 .077 
注： **5％基準で、*** 1％基準である。 
 
第 3 節 小括 
 本章は大連地域と大連以外の地域において、ソフトウエア・エンジニアの人材育成を比
較した。主に、エンジニアの学歴、転職、人材育成の実施とコンピテンシー形成について
考察した。その分析の結果は以下の通りである。 
 
（1）調査対象の属性 
 大連と大連以外の地域で働いているエンジニアの基本属性を見ると、ソフトウエア・エ
ンジニアの年齢構成は大連地域においては 41 歳以上のエンジニアは存在するが、大連以外
の地域はソフトウエア企業の発展は遅かったため、比較的エンジニアの年齢も若い傾向が
みられる。学歴の構成からみると大連は大学院修士以上の学歴を持つエンジニアは大連以
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外の地域より多いと考えられる。その原因は、給料、生活環境などの関係で大連を選ぶ可
能性がある。企業の資本系列から見ると大連では外資系企業の比率は比較的高く、大連以
外の地域は中国系企業が比較的高い。転職志向について大連のエンジニアは大連以外の地
域のエンジニアより高い傾向が見られる。 
 
（2）人材育成の施策について 
大連と大連以外の地域において、人材育成の各施策の評価に関して、t検定を行った。分
析によって、「社内の集合教育研修」「国内大学、大学院への留学」「海外の大学への留学」
「海外の各種研修」「社内での自主的な研究会への参加」「社外での自主的な研究会・セミ
ナーへの参加」「自主的な職業教育機関での勉強」の七項目に有意な結果が得られた。この
うち、「社内の集合教育研修」、「国内大学、大学院への留学」、「海外の大学への留学」、「海
外の各種研修」の四項目は大連が行った人材育成の施策は大連以外の地域より平均値が高
い。この原因は主に三つである。 
第一は、ソフトウエア企業規模の問題である。 
大連地域のソフトウエア企業の規模は大連以外の地域より大きいため、エンジニアの人
材育成に関する各施策は、より整備されていると考えられる。逆に、大連以外の地域、と
りわけ、長春、ハルビンのソフトウエア企業は小規模企業が多いため、正式な新入教育、
管理層のマネジメント研究などはコストの関係で提供できない企業が多い。研修期間さえ
設けていない企業も多い。 
第二は、資金力の問題である。大連には 1000 人以上の大企業は多く、資本力の余裕と企
業側が人材育成の需要で企業自体がソフトウエア大学或いは大連市の大学と共同でソフト
ウエア学院の設立、あるいは研究所と連携し、プロジェクトの共同開発などを展開してい
る。そして、ソフトウエア・エンジニアがこのような教育機関に派遣できる。 
第三は、業務内容の異なるによって、外国の関連企業に研修生の派遣もできる。上述し
た原因で国内外の大学への留学と海外への各種研修について大連は大連以外の地域より進
んでいると考えられる。 
残りの三項目「社内での自主的な研究会への参加」「社外での自主的な研究会・セミナー
への参加」「自主的な職業教育機関での勉強」のすべて大連以外の地域は大連地域より平均
値が高い。この三項目はすべて、エンジニアの自己啓発に属し、企業規模と資本力の関係
で、大連以外の地域のソフトウエア企業は社内の人材育成に関する教育訓練が不十分であ
り、しかし、企業側が高い技術力を求めるために、エンジニア個人が技術力を向上するし
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かないと考えられる。そのために、自己啓発の三項目について大連以外の地域は大連より
評価が高いと考えられる。 
 
（3）コンピテンシーの形成効果について 
大連と大連以外の地域において、ソフトウエア企業のコンピテンシーの形成効果につい
て t 検定を行った。分析の結果は八項目のうち、五項目に有意な結果が得られた。それは
「情報志向性」、「問題解決力」、「プレゼンテーション力」、「目標達成志向力」、「技術力」
である。 
その原因は主に両地域に立地している企業の業務形態の違いにより、エンジニアのコン
ピテンシーの形成効果も異なる傾向が見られた。大連地域のソフトウエア産業は大規模な
企業が少ないが、オフショア開発の企業が多く。しかも、コーディング、詳細設計のよう
な下流工程が多い。しかし、大連以外の地域において、国内市場を中心とするために、受
注したプロジェクトは最初の要件定義から最後の納品まで一貫している。そのために、上
述した五項目のコンピテンシーの形成効果が異なると考えられる。 
上述した五項目から見ると、大連と大連以外のソフトウエア企業は各自の製品市場の違
いによって、エンジニアのコンピテンシーの形成効果にも影響を受けている。大連地域は
オフショア開発を中心としているために、技術者の各コンピテンシーの向上に必ずしも強
く求めていない。オフショア開発のうち、特に、下流開発工程は下請けの受注方式が多く、
技術者の各種のコンピテンシーの形成を重視しない可能性もある。コンピテンシーの形成
に関する教育は十分でないと考えられる。つまり、大連はオフショア開発の依存度が高す
ぎる可能性があるため、ソフトウエア・エンジニアのコンピテンシーの形成効果に影響を
及ぼしている。大連以外の地域においては、国内市場に中心としているために、受注した
プロジェクトはすべて、企業内部のエンジニアが独自で完成する。下流工程だけではなく、
上流工程も担当する。それ以外に、大連以外の地域は大連地域より流動性が低く、企業側
がエンジニアに対するコンピテンシーの形成効果に力を入れる可能性が高い。一方、大連
地域のソフトウエア・エンジニアは流動性が高いために、企業が人材育成などに投入した
コストが回収できないうちに、転職してしまう可能性が高く、コンピテンシーの形成効果
に力を注がない可能性もある。 
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第 4 部 東北地域におけるソフトウエア企業の人材育成 ―事例を中心として―  
  
東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の現状を検討したが、これから、
東北地域におけるソフトウエア企業の人材育成の事例を取り上げて、人材育成の状況と問
題点について検討する。そして、2008 年から 2014 年まで、6年間をかけて、東北地域に立
地しているソフトウエア企業を対象にヒアリング調査を行った。具体的には大連市で 5社、
ハルビン市で 2 社、長春市で 2 社、インタビュー訪問を行った。第二部の統計的なデータ
から見ると、大連市と長春市、ハルビン市のソフトウエア産業の売上高規模の格差が非常
に大きいであるため、この三つの都市を二つの地域に分けて、企業規模が大きな大連地域
と比較的規模の小さい大連以外の地域である。この二つの地域におけるソフトウエア企業
の人材育成に関する諸問題は事例を通じて検討する。インタビュー調査の対象は各企業の
総経理、人事部門の責任者或いは開発部門の責任者である。そして、各ソフトウエア企業
において、人材育成の問題を検討しながら、大連地域を日本向けオフショア開発の可能性
について検討する。 
 
第 1 章 オフショア開発の先進地域―大連の事例を中心として― 
  
大連のソフトウエア産業は輸出量が大きいために、中国国内で有名になっている。2013
年のデータによると、大連ソフトウエア産業の輸出売上高は 43 億ドルであり、中国ソフト
ウエア産業の輸出売上高の 9.2％を占めている34。このうち、日本向けの輸出額は最も大き
く、60.7％を占めている35。2012 年は日本向けの輸出売上高が 70％だったが、2013 年は前
年度より約 10％が減少した36。その原因は、中国における人件費の高騰、円安などの原因で、
中国の日本向けオフショア開発は大きな影響を受けている。日本からの発注先が中国では
なく、ベトナムなどの東南アジアに移るケースも増えている。したがって、本章は大連に
おけるオフショア開発の事例を中心にして、大連市をオフショア開発の窓口としての可能
性について検討する。 
                                                  
34 大連軟件和服務外包発展研究院編『大連軟件和信息技術服務業発展報告（2014）』p39 東北財経大学出版
社 
35 大連軟件和服務外包発展研究院編『大連軟件和信息技術服務業発展報告（2014）』p58 東北財経大学出版
社 
36 大連軟件和服務外包発展研究院編『大連軟件和信息技術服務業発展報告（2013）』p25 東北財経大学出版
社 
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第 1 節 これまでの研究と研究課題 
ソフトウエア産業の中でオフショア開発は近年重要性を増している。日本企業は中国で
のオフショア開発を 1980 年代の後半から始めて以来、大連市は日本向けのオフショア開発
の中心となってきた。以下大連のオフショア開発に関する先行研究を取りあげる。 
オフショア開発を行う原因については、丹沢安治[2009]はオフショアリング・ビジネス
の取引を行うか否かの決定要因は四点であると論じている。つまり、①人件費、②コミュ
ニケーション能力が引き起こす取引費用、③政府の支援によって差し引かれるコスト、④
企業の高い技術能力が差し引く費用の四点である。 
大連においてソフトウエア・情報サービス産業が形成した原因について、張艶、川端望
[2012]は大連のソフトウエア・情報産業と日本との間の頭脳循環と技術移転及び政府機関
や大学からの派生があると指摘した。これは大連市のソフトウエアパークと言うソフトウ
エア企業の集積地の建設によって、もたらされた効果であると考えられる。大連でのオフ
ショア開発について、井上博[2009]、熊力・木下隆史・横澤誠[2010]は言及した。井上博
[2009]はオフショア開発において、日本企業はアメリカ企業と比較すると低水準であり、
日本語や日本的取引慣行などの独特な環境によってオフショア開発をすることが多く、補
完的な機能を担わせるという認識が強いと述べる。熊力・木下隆史・横澤誠[2010]は大連
のオフショア開発の事例を利用し、オフショア開発は同質化から異質化へ移る傾向がある
と指摘した。この異質化には技術による異質化とマネジメントによる異質化がある。つま
り、これまでの日中間のオフショア開発は中国が日本から開発手法を学習するという同質
化の過程だったが、今後先端技術における共同開発、旧態技術における供給力の補完、ま
たは運営、保守業務への中国への移転、日本企業の中国市場参入などお互いの異質性を重
視した協業が増えると指摘した。 
大連のオフショア開発の人材育成について羽渕貴司[2010]、村上直樹、劉岩[2008]は言
及した。羽渕貴司[2010]は大連市を事例として中国における日本向けのオフショア開発は
帰国人材が非常に重要な役割を果たしている。つまり、日本からの帰国人材や日本語を使
えるソフトウエア技術者によってオフショア開発が支えられていると指摘した。これらの
人材は①日本での業務経験或いは留学経験を持ち、②日本語を活用しているソフトウエア
開発ができる人材であると指している。このような人材はブリッジ SE37と呼ばれ、日本向け
オフショア開発の中で、非常に重要な役割を果たしている。梅澤隆[2007]はブリッジ SE を
通じて日中間のオフショア開発において、「オン・オフサイト開発（On・Off-site）」方式
                                                  
37 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 
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を実現したと指摘している。ブリッジ SE は国境を越えたオフショア開発を円滑に進めるた
めに、IT に加えて言語、文化面、ビジネス習慣などの幅広いスキル領域について日本と中
国の両方を熟知し、橋渡しする人材のことである38。そして、北島義弘[2007]と小林雅史・
井上香・角田旭・三村道章[2009]は BSE39として必要とするスキルについて言及した。両研
究は BSE として必要となるスキルを三点にまとめた。①コミュニケーション能力。これは
主にオフショア開発で用いられる専門用語や文化や習慣、コミュニケーションに最低必要
な知識の習得である。②IT 及び適用業務の知識運用能力（技術力）。これは主にオフショア
開発で用いられる IT 専門知識、適用業務知識の習得である。③オフショア開発管理能力（管
理能力）。これは主にオフショア開発管理で必要とされる知識の習得し、リーダーシップや
プロジェクト管理能力を駆使し、プロジェクト管理を行う中級から上級レベルの能力を持
つ場合にプロジェクト・リーダーからプロジェクト・マネージャーまでを兼ねることもで
きる能力である。 
大連のソフトウエア産業の人材育成の実態については村上直樹、劉岩[2008]は企業調査
データを利用し、分析を行った。分析の結果は上流工程を受託している企業ほど、Off-JT
或いは海外研修を実施し、職場訓練に積極的な傾向があると指摘した。今後のオフショア
開発の発展状況について田村智輝[2007]、牧野真也[2009]は言及した。田村智輝[2007]は
今後日本のオフショア開発がますます増大する。特に、人材獲得に問題を抱えている企業
はオフショア開発を増大させる可能性が大きいと論じた。牧野真也[2009]は今日までの中
国オフショア開発はソフトウエア開発の下流工程が中心となっていた。つまり、詳細設計
やプログラマのコーティング、そして、それに対応する単体テストが中心となっている。
将来はさらに上流工程へのオフショア開発が拡大していくと指摘した。中央大学ソフトウ
エア・オフショアリング共同調査チーム[2008]は中国でのオフショア開発は主にプログラ
ム製造・単体テスト工程の委託から、基本設計、機能設計、総合テストなどを含めた高付
加価値領域に対象工程の拡大を計画していると言及した。上述した研究は具体的な開発工
程は若干異なるが、上流工程までオフショア開発を行う傾向があると論じている。 
上述した先行研究はオフショア開発を中心として検討したが、そして、本章では大連に
おけるソフトウエア産業のヒアリング調査に基づき、ソフトウエア企業の置かれている文
脈に配慮しながら、そこにおける人材育成の特徴を体系的に明らかにする。 
 
                                                  
38 北島義弘[2007] p271 
39 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 
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第 2 節 大連のソフトウエア産業の発展状況 
大連のソフトウエア産業は 1998 年にスタートしてから 15 年間を経過した。スタートは
北京の中関村などと比較すると遅れたが、その後、日本向けオフショア開発を活用して大
きな成果を収めた。2013 年度大連のソフトウエア産業の売上高は 1,350 億元であり40、東北
地域のソフトウエア産業の売上高は 3,217.3 億元であり、その約 42%を占めている41。 
 
（1）大連ソフトウエア産業の発展規模 
近年、大連のソフトウエア産業の売上高は増加しつつである。2013 年度大連のソフトウ
エア産業の総売上高は中国重点都市の第 10 位に位置している42。図 4-1-2-1 は 2003 年から
2013 まで、10 年間をかけて、大連のソフトウエア産業の売上高と成長率の推移を示したも
のである。大連市のソフトウエア産業には二つの特徴が見られる。第一は、大連のソフト
ウエア産業は 10 年間をかけて、急速的に成長してきた。図 4-1-2-1 によると 2003 年度大
連のソフトウエア産業の規模は 46.7 億元であったが、2013 年度大連のソフトウエア産業の
売上高は 1,350 億元の規模に達し、10 年間をかけて、ソフトウエア産業の規模は 30 倍程度
拡大した。第二の特徴は急速な伸び率から緩やかな伸び率の段階に入った。この 10 年間の
成長率をみると、主に二段階が分けられる。第一段階は 2003 年から 2006 年までである。
大連のソフトウエア産業の成長率は2003年の99％の成長率から2006年の41％まで下げて、
ソフトウエア産業の伸び率は急成長の段階から比較的緩やかな成長段階に入ったと考えら
れる。第二段階は 2007 年から 2013 年までの 6 年間である。この六年間のうち、大連のソ
フトウエア産業は 2008 年の金融危機を経験したが、2012 年を除く、成長率は緩やかに減少
した。しかし、ソフトウエア産業の売上高は依然として増加しつつである。安定的な成長
段階に入ったと考えらえる。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
40 『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年）（Annual Report of Dalian Software & Information 
Service Industry）p8 
41 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）ｐ39 により作成、占める割は筆者が計算した結果である。 
42 『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p40 
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図 4-1-2-1 大連ソフトウエア産業の売上高と成長率の推移（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年）（Annual Report of Dalian Software & Information 
Service Industry）p13、『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）（Annual Report of Dalian Software 
& Information Service Industry）p39 筆者作成。 
 
（2）大連市ソフトウエア産業の輸出状況 
大連のソフトウエア産業は著しく成長してきたが、当然、ソフトウエア産業の輸出額も
順調に拡大している。2013 年に大連ソフトウエア産業の輸出額は 43 億ドルであったが、中
国全体のソフトウエア産業の輸出額は 469 億ドルであったので、約 9.2%を占めている43。そ
のうち日本向けの輸出額は 60.7％を占めている44。大連市は中国で有数のソフトウエアの輸
出基地である。図 4-1-2-2 は 2003 年から 2013 年まで大連市ソフトウエア産業の輸出と成
長率の推移を示しているものである。この図表から見ると第一、大連市のソフトウエア産
業の輸出額は急速に拡大したことである。大連市のソフトウエア産業の輸出額は 2003 年の
1.13 億ドルから 2013 年の 43 億ドルまで伸びて 40 倍以上の成長を達した。第二、急速な成
長段階から緩やかな成長段階に入ったことである。2003 年と 2004 年の成長率が非常に高く
126％と 87.6％である。しかし、2005 年に入ってから、伸び率は前年度と比べて減少した
が、依然として高い成長率を維持している。特に 2008 年の金融危機を経過後に、大連のソ
フトウエア産業の輸出率は緩やかに増加しつつである。 
                                                  
43 『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p39 
44 大連軟件和服務外包発展研究院編『大連軟件和信息技術服務業発展報告（2014）』p58 東北財経大学出版
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図 4-1-2-2 大連市ソフトウエア産業の輸出と成長率の推移（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（Annual Report of Dalian Software & Information Service 
Industry）（2007 年版）p24、『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年版）p39 のデータにより筆者作成 
 
（3）大連ソフトウエア産業の従業員の規模 
大連ソフトウエア産業の従業員の規模は拡大しつつである。2013 年度まで大連のソフト
ウエア産業の従業員数は 21.6 万人である。そのうちにソフトウエア・エンジニアは 12.1
万人で、約 56％を占めている。図 4-1-2-3 は 2003 年から 2013 年まで大連のソフトウエア
産業の従業員数の推移と成長率を示しているものである。2003 年から 2013 年までの 10 年
間で、大連のソフトウエア産業の従業員数は年々増加し、2013 年、大連ソフトウエア産業
従業員の規模は2003年より14倍程度を増加した。2013年度のソフトウエア従業員数は2012
年度より 6 万人を増加し、38.5％を伸びた。このうち、ソフトウエア・エンジニアは 3.01
万人増加した45。大連のソフトウエア産業をスタートした以来の最高記録である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
45 『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p68 
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図 4-1-2-3 大連市ソフトウエア産業の従業員数の推移と成長率（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年 Annual Report of Dalian Software & Information 
Service Industry）（2007 年版）P34、『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p66 のデータにより筆
者作成 
 
（4）大連ソフトウエア産業の従業員の学歴構成 
 大連ソフトウエア産業の従業員の特徴は、大連ソフトウエア産業の従業員数は主に大学
卒を中心としていることである。表 4-1-2-1 を示しているように、大連ソフトウエア産業
の従業員うち、四年生大学卒の人数は最も多い。2009 年から 2013 年まで、すべて 80％程
度を占めている。残りの大学院卒業の人数は 2010 年の一万人の規模から 2013 年の二万人
規模を突破した。大学院卒と三年生大学以下卒の従業員数各 10％程度を占めている。ソフ
トウエア・エンジニアの規模はソフトウエア産業の規模と共に、増加している。 
 
表 4-1-2-1 大連ソフトウエアの従業員の学歴構成（2009 年～2013 年） 
 大学院卒 四年生大学卒 三年生大学以下卒 合計 
2009 年 従業員数 0.82 万人 6.82 万人 0.98 万人 8.62 万人 
占める割合 9.5％ 79.1％ 11.4％ 100％ 
2010 年 従業員数 1.02 万人 8.42 万人 1.06 万人 10.5 万人 
占める割合 9.7％ 80.2％ 10.1％ 100％ 
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2011 年 
 
従業員数 1.2 万人 10.14 万人 1.16 万人 12.5 万人 
占める割合 9.6％ 81.1％ 9.3％ 100％ 
2012 年 従業員数 1.60 万人 12.34 万人 1.66 万人 15.6 万人 
占める割合 10.2％ 79.1％ 10.6％ 100％ 
2013 年 従業員数 2.40 万人 2.40 万人 2.35 万人 21.6 万人 
占める割合 11.1％ 78.0％ 10.9％ 100％ 
出所：『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p67、『大連軟件和服務外包産業発展十二年研究報告』
p75 
 
（5）大連ソフトウエア産業の人的資源の供給現状 
大連のソフトウエア産業の供給ルートは主に大連市現地の 29校の高等教育機関を指して
いる。表 4-1-2-2 は 2012 年度―2013 年度、大連市における新規卒業生とソフトウエアと関
連専攻の供給状況である。この図表から見ると、2012 年に大連市の新規卒業生の人数は 7.49
万人であったが、そのうち、ソフトウエア専攻及び関連専攻の卒業生は 2.08 万人であって、
28％を占めている。2013 年に大連市の大学卒業生は 7.58 万人であったが、そのうちソフト
ウエア専攻及び関連分野の卒業生は 2.22 万人であって、全卒業者の約 30％を占めている。
2013 年度のソフトウエア産業と関連専攻の人数は 2012 年度より 1500 人が増加した。 
 
表 4-1-2-2 2012―2013 年大連市における新規卒業生とソフトウエアと関連専攻の供給状況 
項目 2012 年 2013 年 
大連の新規卒業生の人数 7.49 万人 7.58 万人 
ソフトウエア産業と関連専攻の人数 2.08 万人 2.22 万人 
占める割合 28％ 30％ 
出所：『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p71 
 
第 3 節 大連のオフショア開発企業の事例分析  
大連市のソフトウエア産業はオフショア開発を中心として発展を遂げた。しかし、オフ
ショア開発のソフトウエア企業の受注力は企業の規模、ソフトウエア・エンジニアの技術
力などによって、受注した開発工程も異なるために、本節はオフショア開発について受注
工程によって、二つに分けて、事例研究を検討する。すなわち、オフショア開発の上流工
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程46を受注できる企業とオフショア開発の下流工程47を受注する企業に分けて分析する。 
 
（1）オフショア開発の上流工程を受注できる企業の事例 
A、大連 G 軟件有限公司48 
1、会社の概要 
大連 G 軟件有限公司（以下 G 社と略す）は 2000 年 10 月に創立され、東北地域の窓口で
ある大連市に本社を置くほか、2007 年 11 月に日本の横浜に支社を設立したが、2011 年に、
千葉県の柏市に引越しした。G社は日本からの帰国技術者と中国の現地ソフトウエア・エン
ジニアによって、大連市政府の援助を受けて創立された IT 企業である。2009 年の時点で資
本金は 117 万元であったが、現在、260 万元まで増加した。従業員数は 124 人の中規模レベ
ルのソフトウエア企業である。代表取締役社長は日本の大手企業でソフトウエア開発を従
事した経験がある。日本で学んだ知識や仕事の経験などと現地のソフトウエア・エンジニ
アの技術、知識を合わせて、これを比較優位性として、市場競争が激化しつつある中で事
業展開を加速している。 
G 社のソフトウエア受託開発事業は 100％が日本向けである。より良く日本向けの事業を
展開するために、日本支社を設立した。現在、日本の柏支社には 10 人在籍している。基本
的には日本の窓口として、大連 G社と日本側の顧客の架け橋のような役割を果たしている。 
 
（2）事業内容、業務の規模、日本向け受託開発のパターン 
日本のソフトウエア企業は、競争がますます激化する中で、コストの削減或いは人員確
保などの原因で海外の開発資源を利用しオフショア開発を始めた。G社は設立以来、海外市
場を開拓することが経営戦略の中心であり、オフショア開発を業務の中心として展開して
いる。ハイレベル人材と低コストの高付加価値を武器に日本のソフトウエア企業をサポー
トしている。 
G 社の開発領域は主に四つに分けられる。第一は通信系である。最近、スマートフォンの
アプリを含めてモバイル端末と通信ネットワークの両方の開発業務を行っている。第二は
業務系であり、主に次の二つの部分から構成されている。①ソフトウエアの受注開発であ
                                                  
46 上流工程：英語で upper process であり、ソフトウエア開発の中で分析や、設計などの開発工程を上流
工程と呼ばれている。 
47 下流工程：英語で lower process であり、ソフトウエア開発の中でコーディングやテスト、導入などの
工程である。 
48 以下は大連 G 軟件有限公司については、会社のヒアリング調査、会社のパンフレット、会社の homepage
による。 
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る。これはソフトウエアの完全開発、新規開発とその追加開発である。例えば、建築、物
流、販売、製造、教育のシステム等である。②システムリフォーム・マイグレーションで
ある。これは主に 20 年前或いは 30 年前に開発されたシステムを顧客が継続利用したい場
合に前の Platform や以前開発された汎用系のシステムをオープン系に変更し、メンテナン
スするなどの業務である。例えば COBOL を JAVA に変換する等の業務がある。第三は組込み
系であり、主に車載機器、情報家電、医療機器、工業制御等である。具体的には車載シス
テムは主にカーナビ、オーデオ、ETC システム等のテジタル情報業務を展開している。また、
2012 年から医療関係の業務を開始した。具体的には CT、超音波の開発等である。第四はソ
フトウエア開発の管理ツールとコード品質検証であり、ソフトウエア開発の管理、品質検
証、評価テスティング等の業務である。具体的にはソフトウエア開発用のツール開発と開
発管理のコード品質向上支援ツールの開発である。さらに具体的には、第三者の立場から
コードの正確性をチェックする。品質向上のツールがあるが、ツールだけで不具合を防ぐ
ことができないために、最後は人間の経験で判断し、チェックする業務である。これらの
開発は主に日本向けのオフショア開発である。 
G社は大規模のプロジェクトを中心として受注している。受注工程の工数は200人月～400
人月に達する49。 
 
図 4-1-3-1 大連 G 軟件有限公司オフショア開発実績の規模 
  
 
 
 
 
 
 
 
出所：大連 G 社軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
図 4-1-3 -1 は G 社のオフショア開発実績の規模を示したものである。小規模のプロジ
                                                  
49 システム開発などの工数、仕事量を示す単位で、「人数×時間（月）」で表される。プロジェクトの大き
さを表現する場合や、1人当たりの費用月額（人月単価）を掛け合わせてシステム開発の費用算定／見積
もりに利用される。（http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/mm.html 2008/12/26） 
開発工程（全工程） 概要設計から 9 割、そのほか 1 割 
開発規模 (大規模) 
工数400人月以上：1案件 
工数300人月以上：1案件 
工数 200 人月以上:1 案件 
開発標準（厳標準） ISO9000 認証 CMM3 認証 
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ェクトはほとんど受注していない。大手企業からの受注の場合は上流設計から総合テスト
まで一貫する工程が多い。開発標準は ISO9000 認証50と CMM351の基準を守って、高品質の製
品を仕上げることを目標としている。これにより相互の信頼関係を確立するとともに継続
的かつ長期的な仕事を受託することができ、業務を増やすことも可能になる。 
日本からの業務を受注する際に、企画又は計画のような上流工程の部分は基本的に日本
側の企業が行う。しかし、企画計画、基本設計と総合テストなどを G 社が日本の企業と共
同担当し、日本でオンサイト開発を行うこともある。詳細設計、システム構築などは G 社
が大連でオフショア開発を行う。 
表4-1-3-1 はG社による日本向け受託開発の担当範囲と開発のパターンを示したもので
ある。表 4-1-3-1 を見ると、開発工程において G 社は詳細設計とテストの部分を多く担当
している。以下各開発パターンについて詳しく説明する。パターン 1 は日本の顧客側が企
画計画と基本設計と言った上流工程の部分を日本で行い、G社は詳細設計とコーティングと
結合テストと言った下流工程の部分を大連で行う。このパターンは、大連で一番多いオフ
ショア開発の方式である。作業状況、つまり、進捗、仕様変更、問題点などについて定期
的にレビューする。 
 
表 4-1-3-1 大連 G有限公司による日本向け受託開発の担当範囲と開発のパターン 
開発工程 企画計画 基本設計 詳細設計 コーディング、
単体テスト 
結合テ
スト 
総合テ
スト 
パターン 1 ● ● ☆ ☆ ☆○ ●★ 
パターン 2 ●★ ●★ ☆○ ☆ ○ ☆○ ★● 
パターン 3 ●★ ●★ ★● ★ ● ★● ★● 
パターン 4 ● ● ★○ ☆ ☆○ ● 
☆：G社担当（大連）★G社（日本）○日本企業（大連）●日本企業担当（日本） 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
パターン 2 は日本の顧客側と G 社が日本で、企画計画と基本設計と言った上流工程の部
                                                  
50 ISO 9000 は、品質マネジメントシステム関係の国際標準化機構による国際規格。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/ISO_9000 2009/01/01） 
51 CMM はソフトウエア・プロセス改善のフレームワークであり、その組織の成熟度を 5段階に評価し、ソ
フトウエア開発・保守に対するプロセス管理と品質管理のコンセプトに関するプラクティスを概説するモ
デルである。CMM3 は第三段階であること。（http://alea.co.jp/doc/cmm_main.html2009/01/01） 
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分を共同で開発し、残りの詳細設計からテストまでの下流部分までを大連で行う。この開
発モデルは開発実績の中の 90％程度を占めている。パターン 1 とパターン 2 は G 社の主な
業務開発の方法である。 
パターン 3 は G 社側が日本で企画計画から総合テストまでに一貫して行なうオンサイト
開発である。このような開発方法は G 社では少ない。この場合は G 社のソフトウエア・エ
ンジニアと日本側のソフトウエア・エンジニアが上流工程から下流工程まで一緒に日本で
開発を行う。日本の企業側は G 社のソフトウエア・エンジニアのレベルを知ることが可能
である。このような開発モデルを通じて、発注元の信頼を得ることができ、継続案件が増
えるケースが多い。  
パターン 4 は上流工程の部分は顧客側が日本で行う、そして、日本人のソフトウエア・
エンジニアが大連の現地に来て、長期間滞在する。日本のソフトウエア・エンジニアは開
発を行いながら、問題点がある際に日本の本社と直接連絡する。このような開発モデルで
は BSE52の役割は日本人が果たす。日本人が BSE となるメリットは日本人同士がコミュニケ
ーションを取るために、日本語に対する理解ミスが少なくなることである。その結果、開
発の中でバグ数53が減少する可能性があり、高品質の製品、サービスを提供することができ
る。 
 
（3）組織体制 
G 社の組織体制は図 4-1-3-2 で示されている通りである。組織図は四段階と四つの部門で
構成されている。四つの部門は事務部、営業部、品質・情報セキュリティ管理部、開発部
である。品質部門が組織図の真中に設置されていることは G 社の品質重視の態度を表して
いる。 
 
図 4-1-3-2 大連 G 軟件有限会社の組織図 
                                                  
52 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 
53 バグ(英: bug)とはコンピュータプログラムの製造（コーディング）上の誤り・欠陥を表す。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/バグ 2009/01/01） 
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出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
G 社で一番大きな部門が開発部門である。生産ラインと言われている。開発部門は 110 人
で構成されている。業務内容の違いによって、開発部門を四つの開発室に分けている。す
なわち、第 1 開発室、第 2 開発室、第 3 開発室、第 4 開発室である。第 1 開発室は組込み
系の開発を担当し、主に通信系の業務を担当する。この開発室は 30 人程度である。第 2開
発室は主にアプリ系と応用系の業務を担当する。約 30 人程度である。第 3開発室は組込み
系の業務を担当して、第 1 開発室と似ている。この開発室は主に組込み系の、テジタル情
報機器、オーデオ等である。30 人程属している。第 4 開発室は自社製品の開発を担当し、
プロダクトを生産している。この部門では開発管理用のツールを生産している。最初、自
社開発コードの品質を向上するために、この製品を開発した。2006 年からこの製品をカス
タマイズ化し、様々なニーズを合うように工夫し、販売している。この開発室の人数は一
番少なく、10 数人である。これらの開発部門のうち、第 4 開発部門を除き、全部日本から
の受託業務に従事している。その他、事務部門は 5 人であり、中は経理、人事、総務、設
備・資材管理で構成されている。営業部門と品質管理部門は各 3 人である。オフショア開
発は遠距離作業であるために、品質の保証、顧客の安心などの問題が非常に重要となって
いる。様々な問題を解決ために組織の中で、品質・情報セキュリティ管理部と言う専任部
署を設けて、責任者は役員が担当している。品質管理について、G社は主に以下の六点から
品質管理を行っている。図 4-1-3-3 は G 社の品質管理図である。第一は G 社の品質管理の
方針で、それは品質第一、納期厳守、低コスト、一流のサービスである。第二は組織構成
で、ソフトウエア開発分野では、品質がソフトウエア・エンジニアの技術力と経営者の品
取締役会
事務部（５
人）
品質部・情報セキュリ
ティ管理部（5人） 営業部（3人） 開発部（110人）
第一開発
室 第二開発室
第三開発室 第四開発室
社長
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質意識に大きく関係する。したがって、G 社の品質管理部門の責任者は取締役社長である。 
 
図 4-1-3-3 大連 G 軟件有限公司の品質管理図 
 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
第三は開発プロセスにおける認証資格の取得である。ソフトウエア開発業界での競争力
を高めるために、G社は 2003 年から ISO9001：200054、2004 年から SW－CMM Level‐355の認
証、2010 年から、ISO27001：200556の認証を獲得した。各種認証の獲得を通して、G社の計
画、分析、設計からコーディング、テスト、提出に至るまで、ソフトウエア開発の中で、
細かい管理と共同作業によって開発プロセスのモデル化を実現した。同時に高品質のソフ
トウエア開発を堅持して、製品の品質とユーザーの利益を保証することができる。G社は長
年の努力の結果、独自の品質管理体系を形成した。この体系によって、顧客の満足度を高
めることを出発点として、ISO9001:2000 及び CMM のプロセス管理の思想を融合し、会社の
品質方針・目標を実現し、優良なソフトウエアとサービスを安定且つ効率的に提供するこ
とができるようになった。結果としては 2008 年度の「中国サービス・アウトソーシング交
付保証 20 強（ランキング 9位）」称号を獲得した。第四は開発管理である。G社は開発管理
のツールがあり、基本的にそのツールの上で開発管理を行う。問題が発生する際に出来る
                                                  
54 ISO 9000 は、品質マネジメントシステム関係の国際標準化機構による国際規格。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/ISO_9000 2009/01/01） 
55 CMMI：（Capability Maturity Model Integration)は、米カーネギーメロン大学ソフトウエア工学研究所
が公表したソフトウエア開発プロセスの改善モデルとアセスメント手法である。CMMI は、組織に 5段階の
プロセス成熟度レベルに照らして等級をつけて評価するために使うことができる。
http://e-words.jp/w/CMMI.html2015/11/29 
56 ISO27001：2005 情報セキュリティ管理の国際認定であること。 
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オフショア開発の企業にとって、非常に重要な問題である。図 4-1-3-4 は G 社の情報セキ
ュリィティの方法を示している。G社は情報セキュリティ第一の考え方を確立し、全従業員
の情報セキュリティ意識を高めている。実施している情報セキュリティ管理は主に PDCA で
ある。これは ISO27001：2005 の ISMS59文書である。最初の段階は計画（Plan）を立てる段
階である。その段階で ISMS を確立する。その中に基本方針の策定、管理体制の確定、リス
クアセスメント取組方法の策定が含まれる。そして、DO の段階は ISMS の導入及び運用段階
である。この段階の中で様々な管理方法、対策を実施し、運用する。具体的には、情報資
産の機密管理、人的対策と情報セキュリティ事件・事故対応である。C の段階はチェック
（Check）であり、この段階は ISMS の監視・見直しである。実施する内容は会社内部の監
査とマネジメント・レビューである。毎年の年末に一年間のセキュリティの反省会を行う。
この一年の中で、不足な部分を評価する。つまりマネジメント・レビューを実施する。最
後の段階は A（Act）の段階である。この段階は ISMS の維持及び改善であり、主に事項処置
と予防処置である。 
 
（4）従業員の構成と日本語能力 
G 社のソフトウエア・エンジニアは 110 人である。能力によって五段階に分けている。以
下の通りである。プロジェクト・マネージャーPM）、プロジェット・リーダー（PL）、高級
システム・エンジニア（SSE）、システム・エンジニア（SE）、プログラマ（PG）である。各
ソフトウエア・エンジニアの仕事内容は以下の通りである。プロジェクト・マネージャー
（PM）は多数のプロジェクトを管理する責任者である。プロジェット・リーダー（PL）は
具体的なプロジェクトの進捗度などを把握する責任者である。高級システム・エンジニア
（SSE）は業務を調査、分析、基本設計などの仕事を担当するソフトウエア・エンジニアで
ある。システム・エンジニア（SE）は基本設計のソフトウエア・エンジニアである。プロ
グラマ（PG）は主にコーディングを担当するソフトウエア・エンジニアである。 
G 社で人数が最も多いエンジニアは PG で、約 80 人存在し、ソフトウエア・エンジニア数
の約 73％を占めている。PG には論理的な思考力と発想力が要求されるが日本語能力は基本
的には求められていない。しかし、G社には日本語が分かる PG の人数は 50 人程度いる。作
業用のパソコンはすべて日本語の OS であるために、PG たちは日本語でのドキュメントの読
み書きには問題がなく、簡単な日本語のドキュメントの作成も可能である。この日本語を
                                                  
59 ISMS：情報セキュリティ・マネジメント・システムであること。（Information Security Management 
System） 
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理解する PG たちが G 社の日本向けのオフショア開発の強固な基盤を造っている。次に PL、
SSE60、SE は合わせて 26 人である。PL を担当するソフトウエア・エンジニアには日本語の
能力とマネジメント能力が要求されており、ソフトウエア開発の工程の進捗などを把握す
る。SE のソフトウエア・エンジニアは主に詳細設計の部分を担当することが多いため日本
語の能力はそれほど強く求められていない。SE にとっては一番大切なのは技術力とチーム
内のコミュニケーション能力である。残りの 6 人は PM を担当する。この PM たちは全員、
日本の会社での勤務経験があり、日本語で日本人の担当者と業務の打ち合わせができる。
また日本流の作業と日本ビジネス慣習もよく理解している。それ以外に関連業務知識及び
プロジェクト・マネジメント能力も持っている。 
G 社には BSE という職名を設けていないが、大規模案件の場合、オンサイト開発の際に
BSE の役割を果たすソフトウエア・エンジニアが必要である。このようなソフトウエア・エ
ンジニアは大連の本部から日本に派遣する、或いは日本の支社から直接派遣すると言う二
つの方法がある。このソフトウエア・エンジニアはオンサイトで概要設計から参加し、詳
細設計から大連に持ち帰ることが多い。総合テストの段階にまた顧客側でテストを行う。 
現在、G社には BSE としての役割を果たすことができるソフトウエア・エンジニアが多く
いる。G社は定期的にソフトウエア・エンジニアを日本に派遣する制度を導入している。こ
の制度により日本に派遣するソフトウエア・エンジニアの中で BSE の役割を果たすソフト
ウエア・エンジニアが多く育成された。また、多くのソフトウエア・エンジニアは日本側
のソフトウエア・エンジニアと共同で仕事し、一定期間を経過すると、発注元の会社が G
社のソフトウエア・エンジニアの技術レベルを知り、信頼を得た G 社側がプロジェクトを
大連に持ち帰るケースも多い。 
オフショア開発の鍵はコミュニケーションだと言われている。特に G社の場合は 100％日
本向けの開発であるために、日本語でコミュニケーションを取ることが非常に重要となっ
ている。 
図 4-1-3-5 は大連 G 軟件有限公司に日本向け開発の要員の日本語能力の構成を示したも
のである。図 4-1-3-5 を見ると G社における日本語能力一級は 16 人で二級は 12 人である。
このようなソフトウエア・エンジニアは日本語でコミュニケーションができる。日本語が
分かるソフトウエア・エンジニアは全員合わせて 84 人である。G 社には日本でのソフトウ
エア開発の経験があるソフトウエア・エンジニアは 26 人いる。つまり、G 社のソフトウエ
                                                  
60 SSE はシニアエンジニアのことを指す。主に、特定の技術分野で、非常に高いレベルの知識と技術を持
った SE のことである。 
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ア開発に従事しているソフトウエア・エンジニアの中で日本語がまったくできないソフト
ウエア・エンジニアは僅かであると考えられる。 
 
図 4-1-3-5 大連 G 軟件有限公司に日本向け開発の要員の日本語能力の構成 
 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。[注]：国際日本語能力試験レベル：1級～4 級 
 
（5）G 社の学歴構成、人材の調達とその採用基準及び定着策 
現在、G 社の総従業員数は 124 人である。図 4-1-3-6 は G 社の従業員の学歴構成を示し
たものである。大学卒業以上が 89％を占めている。残りは専門学校とその他であり、僅か
11％である。ソフトウエア・エンジニアの全員がコンピュータ・サイエンス関連学科とオ
ートメーション分野、電子系、数学及びその他の理工系の卒業生である。 
 
図 4-1-3-6 大連 G 軟件有限公司従業員の学歴構成 
 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
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G 社では必要とする人材の確保方法が主に三つある。新卒者の採用と経験者の中途採用と
人材調達会社の利用である。 
まず、新卒者の採用について述べると、G社の採用方針は新卒者重視である。採用の主要
地域は東北地域や西北地域のような内陸で有名な大学である。例を挙げると、ハルピン工
業大学、吉林大学、大連理工大学、西北工業大学などの理工系大学である。2007 年に G 社
は 30 人採用したが、すべてがコンピュータ関連分野の卒業生である。2008 年は 7月までに
10 名の新卒者を採用した。2013 年には 7～8人程度採用した。2014 年に 8人を採用したが、
5人～6人はローカルの大連理工大学と大連海事大学の卒業生である。新卒者の学歴は 4年
制大学卒以上であり、ほとんどがコンピュータ・サイエンス等を専攻したものである。近
年、大学生の就職難の問題が存在しているため、新卒者の採用は必要な人材が十分に採用
できる状況にある。 
新卒者の採用基準は基本的に理工系であるために、コンピュータ・サイエンス、電子系、
電気、数学、機械等の理工系である。大学の成績はあまり重視せず、主に、人間性、協調
性、安定性と勉強能力、意欲を重視する。それ以外に、考える能力があり、性格が良い、
安定性が良い新卒者を採用している。試験は筆記試験と面接試験に分けている。筆記試験
の内容は受験生自身が得意な言語を使って回答する。例えば、JAVA、C++のようなコンピュ
ータ言語が出来なければ、中国語で回答しても良い。コンピュータの言語よりは受験生の
考え方を重視する。受験生が書いた内容から、物事に対しての考え方、論理的に考えてい
るか、細かい所を気にしているか、システムの正常の部分だけを判断して異常な部分を注
意していないのではないか、等細かい点でチェックする。 
2008 年の時点の新入社員の初任給は約 2500 元～3000 元であった。しかし、2014 年の時
点では、4000 元～4500 元である。この 6 年間の間に相場がかなり上昇したことが分かる。
この範囲の中で、新卒者の能力と、卒業した大学によって、給与が異なる。給与の構成は
基本給、語学給、技術給と特別手当などである。当然、大学院修士課程の修了者の給与は
大学新卒者より高い水準に設定している。 
 次、経験者の中途採用に関しては、G社は即戦力を確保するため並びに会社のエンジニア
の需給状況から考えて中途採用を行っている。中途採用したエンジニアは定着性があまり
良くないために、人材調達の主要な手段とはなっていない。G社は中途採用されたエンジニ
アに基本的に重要なポジションを与えず、重要なポジションは会社が安心出来る人で、長
く務めている人、すなわち自社が育成したエンジニアに任命する。中途採用で採用したエ
ンジニアは基本的にサブリーダー、或いはサポートのような職位を与える。当然、中途採
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用のエンジニアは何年間か経てから、責任者が認めて、重要なポジションを与える。基本
的には、大きな案件を受注して、現在の開発チームだけでは対応できない場合に中途採用
をする。このように中途採用を行っているが、採用人数は非常に少ない。 
2013 年は中途採用で 7 人～8 人入社した。採用条件は技術のスキルを重視し、経験年数
は重視しない。選抜方法は筆記試験と面接である。G社の業務は組込み系と通信系が多数で
あるため、C 言語、JAVA、.Net のようなコンピュータ言語が要求される。日本語レベルに
ついては受注した案件によって日本語能力を満たすエンジニアを採用する。ソフトウエア
企業にとって日本語能力と技術能力が両方高ければ一番良いが、その能力を持つエンジニ
アは給料も非常に高い。そのために、G社がバランスを取って、オフショア開発を実施して
いる。 
上述した以外に G 社は人材の調達会社からエンジニアを調達する。人材調達会社は日本
の派遣会社と同様な役割を果たしている。G社は主に、受注したプロジェクトが必要とする
エンジニア数より少し上回る際に、人材調達会社を利用する。 
 2013 年、G社の離職率は 10％程度である。二、三年前の離職率は約 20％弱であった。オ
フショア開発の景気が良い時には、エンジニアの流動率が非常に高く 20％～30％であった。
現在、G 社は、10％くらいの離職率であり、同業他社と比較する高くない。基本的に、PM
クラスのエンジニアを引き留めるため、ストックオプション制度を導入して、絶対辞めさ
せないようしている。PL クラスと SE クラスのエンジニアは給与や、開発環境等様々な方法
で出来るだけ引き留めをしている。例えば、給与に関しては、手当、ボーナス、待遇等の
面で工夫をしている。PG クラスのエンジニアはある程度離職しても大きな影響はないと考
えている。 
 
（6）人材育成 
ソフトウエア・エンジニアの開発能力を高めるためにソフトウエア・エンジニアのスキ
ルアップを図る必要がある。 
図 4-1-3-7 は G 社の社内教育のプランである。教育の方法は外部からの専門家を招くほ
か社内での経験が豊富なソフトウエア・エンジニアを講師にし、授業を行う。人材のサイ
クルによって、会社側が必要とする人材を分析し、人材教育の計画を立てる。そして、そ
れらを実施しながら、不足している部分と良い部分を分け、さらに内容を検討する。最後
に、実施の結果を評価する。人材のサイクル以外に G 社は体系的かつ長期的に教育計画・
立案及び実施のプランを立てている。この教育体系は技術レベルによって、必要とする能
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力を明確にし、具体的な教育内容を決める。PG レベルの教育には三つの段階がある。第一
は新人教育であり、第二は技術教育であり、第三は日本語教育である。まず、第一の新人
教育について述べると、PG レベルのエンジニアの中に新入社員がいるため、この段階のエ
ンジニアは新人入社教育を受ける。教育の内容は会社の制度、基本的なスキルと日本語、
品質保証・管理、ソフトウエア開発プロセス等である。この教育期間は一週間である。そ
れ以外に G社の新人教育は二つの部分で構成されている。それは off-JT と OJT である。ま
ず、off-JT の教育内容は主に日本語と技術である。教育の期間は 3か月間である。技術は
主にコンピュータ言語の勉強である。新卒者の大学で勉強した内容は浅く、表面的なもの
である。入社すると、会社側が決めた配属によって、コンピュータ言語を勉強させる。こ
の 3 か月間の勉強を通じて、多くの新卒者がコンピュータ言語の文法を分かるようにする
ことを目標としている。この期間は簡単な仕事をさせる。例えば、新しい案件を受注した
時、二、三人の新人を参加させ、テスト、仕様書、設計等の内容を読ませるなどの工夫を
している。この教育を担当する教師は社内のエンジニアであり、例えば、C 言語であれば、
C言語の開発メンバーの先輩社員を教師にする。情報セキュリティの教育であれば、セキュ
リティ部門の責任者を教師にする。会社の先輩社員或いは部門の責任者を教師にするメリ
ットは、自分が仕事の中で遭った問題を教材にし、具体的に新入社員に教えることができ
る。今後、新入社員が仕事の中で同じような問題に遭遇した時、それにある程度対処する
ことができる。3か月間を終了後に、OJT の段階になる。具体的な教育内容はプロジェクト
のチームに入って、先輩社員と一緒に仕事しながら、質問がある場合に先輩社員が指導す
る。新人教育のみではなく、中途採用者の教育も設けており、基本的に 3 か月間の OJT 教
育である。その 3 ヶ月間以外に一年間中、教育コースが設けられている。会社の各レベル
のエンジニアの教育である。 
第二の段階は技術教育である。ソフトウエア開発の領域においては、技術の変化は激し
く、絶えず更新している。その新しい技術に対応するために、開発の手法と技術の内容を
教育する。第三の段階は、日本語の教育である。G社は 100％日本向けのオフショア開発で
あるために、日本語を非常に重視している。しかし、PG レベルのエンジニアは基本的に日
本語の要求が厳しくない。以前、全員が日本語能力試験の 3 級を獲得することを目指し、
毎日、日本語教育のコースがあったが、結局、日本語が上手になり、技術もある程度良く
なって、離職してしまうケースがあった。そのために、日本語の教育期間を短縮した。現
在、PG レベルのエンジニアには日本語を厳しく要求していない。 
次は SE レベルのエンジニアと PL レベルのエンジニアの教育である。この教育は主に四つ
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の部分で構成されている。すなわち、設計能力教育、業務知識教育、日本語教育と管理能
力教育である。SE レベルのエンジニアになると、上流工程に参加する機会が多くなるため、
上流工程の設計方法と技術の教育を行う。また、業務知識教育に関しては、G社が採用する
エンジニアは全員理工系であるため、開発しているプロジェクトに関する専門的な業務知
識を教える。日本語教育は主に日本語の運用能力である。G 社は SE レベルのエンジニアに
なると日本語能力を重視するため、エンジニアに日本語を再教育する。つまり、会社に入
社して、ある程度安定してきたエンジニアに対して日本語教育を行う。特に、将来、BSE の
役割を果たすエンジニアには日本語を厳しく要求する。最後に管理能力の教育に関しては、
プロジェクトを完成させるために、必要とされるのは管理能力である。例えば、プロジェ
クトの進捗管理、問題解決の能力等である。さらに、チームメンバーのエンジニアとのコ
ミュニケーションを取る能力である。これらについて教育を行う。 
 
図 4-1-3-7 大連 G 軟件有限公司社内教育プラン 
 
 
（7）G 社の BSE の役割を果たすエンジニアの活用 
 G 社は 100％日本向けのオフショア開発であるために、BSE の役割を果たすエンジニアが
多数存在している。G 社の開発業務の中で、BSE の役割を果たす中国人エンジニア以外に、
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ビジネスパートナーの日本企業のエンジニアが BSE の役割を果たす場合もある。日本企業
のエンジニアが大連にある G 社に常駐すると、コストの面で高くなる可能性がある。しか
し、日本人が BSE の役割を果たすと、日本側の企業と比較的正確なコミュニケーションを
取れ、日本側の業務に対しての理解などのミスマッチが減少する。これらは非常に重要な
メリットである。この BSE の活用の仕方から日本側にあるパートナーと大連側の G 社の品
質重視の姿勢が見られる。G社の BSE の役割を果たすエンジニアは主に二つの部分から成っ
ている。一つは大連の G 社のエンジニアを日本に派遣する形で、もう一つは日本にある子
会社から派遣する形である。現在、日本の子会社に 10 人前後のエンジニアが在籍している
が、全て顧客の現場で開発を行っている。つまり、オンサイトと言う形で作業をしている。
G 社の BSE の役割を果たすエンジニアは基本的に日本側のパートナー企業で常駐している。
日本側で常駐しているため、当然開発の単価は多少高くなる。日本側で常駐している BSE
の役割を果たすエンジニアの仕事は以下のとおりである。まず、顧客とコミュニケーショ
ンを取りながら、最終的な仕様を見つけていく。次に進捗調整である。大きなプロジェク
トを受注した場合に、同時に一緒に開発を行う会社が何社かある。それらの会社との進捗
調整、お互いの協力などの仕事連絡も BSE の役割を果たすエンジニアが行う。各開発セン
ターとコミュニケーションを取りながら、開発のバランスを取ることも非常に重要な仕事
である。さらに、テストである。開発終了後も、各開発センターと連携して、テストを行
うことも必要である。バグなどの問題を発見すると、各大連側の開発チームと連絡して、
問題を解決する。G社の BSE の役割を果たすエンジニアは基本的に顧客側の負担を減少する
ために存在する。それ以外に BSE の役割を果たすエンジニアは品質管理とプロジェクトの
スケジュール管理を行う。そのエンジニアの技術力だけではなくて、コミュニケーション
などのヒューマンスキルに対して要求も非常に高い。BSE の役割を果たすエンジニアに対す
る要求は日本語だけではなくて、各エンジニアと開発チームに細かく説明する能力がなけ
れば務まらない。この能力は BSE の役割を果たすエンジニアにとって非常に難しいことで
ある。 
 
（8）処遇 
G 社の処遇は SE、PL と PM に要求する能力が違うために、給料の幅もかなり大きい。エン
ジニアの給与構成が明確である。G社のエンジニアの給与は基本級と諸手当とボーナスで構
成されている。会社の基本給はエンジニアの能力で決めるために、能力主義を導入してい
る。諸手当の格差はなく、全員同額である。ボーナスの支給額は業績評価の結果によって
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決まり、年一回支給する。評価は二つの部分から構成されている。一つは直属上司と同僚
の評価である。二つ目は実績の評価である。まず、直属の上司と同僚の評価であるが、評
価の担当者は直属の上司だけではなく、同僚の評価も必要とする。この結果は 3 割から 4
割を占める。例えば、PL レベルの評価は PM だけではなく、SE と PL の同僚の評価も必要で
ある。二つ目は実績評価である。会社には業務用の管理ツールがあるため、一年間の実績
が自動的に収集される。開発実績の品質、バグ数、レビューの結果は全て自動的に収集さ
れる。年末の際に、このデータを抽出し、参考規準を決める。この部分は約 6割を占める。
しかし、参加するプロジェクトの難易度が異なり、チームメンバーのレベルも違うため、
完全な業績評価は出来ない。この二つの方法以外に毎週の上司評価もある程度参考にする。
会社への貢献度なども考慮する。昇進、昇格も事業部長がソフトウエア・エンジニアの作
業成果を参考にし、同僚の主観評価も考慮に入れ出来るだけ公平な昇進を行う。G社にはエ
ンジニアの資格を取得させるための様々な支援策があり、取得した場合に奨励金制度もあ
る。例えば、日本語の能力試験の資格、プロジェクト・マネジメントの国際資格（PMP）61な
どがある。日本語の能力試験の一級を合格すると毎月が 500 元の手当を支給する。PMP の資
格を取得すると一時金の形で支給する。このような資格を獲得すると仕事に役に立つと会
社側が認識している。 
 
（9）現在業務上の課題と今後の事業展開 
G 社が抱えている課題は以下のとおりである。現在 G社が直面している最大の問題はエン
ジニアの離職問題である。去年の離職率は 10％程度だが、二、三年前は 20～30％であった。
時間とコストをかけて育成した人材が辞めてしまうことは大きな損失である。そのために、
人材育成のシステムもある程度変更した。離職の原因は主に 2 つがある。第一、給与の問
題である。大連では世界トップ 500 の大手企業が多く、より高い賃金を目指して大手ソフ
トウエア企業に転職する。日本語ができ、開発経験があるソフトウエア・エンジニアは、
大手ソフトウエア企業に転職する場合と直接日本へ転職する場合がある。日本へ転職する
場合は大連の倍くらいの給与を得ることが出来る。第二、個人的な原因で離職するエンジ
ニアもいる。例えば、チームの雰囲気が合わない、人間関係がよくない、家庭の原因、故
郷に帰りたいなどの理由で離職することもある。 
次は、人材育成の問題である。ある程度の技術力を持つ、日本語能力とマネジメント能
                                                  
61 アメリカの非営利団体 PMI(Project Management Institute)が認定しているプロジェクト・マネジメン
トに関する国際資格。 
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力のある人材は自社内で育成することは難しい。かつ、このような人材は中途採用から獲
得することも難しい。自社内で育成することは安定性を前提としているために、多くのエ
ンジニアは日本語能力が高くなると転職してしまうことがあるため、自社内で育成するこ
とが難しくなる。そして、技術力を持ち、マネジメント能力があることが中途採用の基準
になり、このような人材の獲得は極めて難しい。上述した人材育成の問題、人材流失問題
と中途採用の問題を解決することが現在の最大の課題である。 
さらに、大量のオンサイト開発は出来ないという問題がある。日本における 2020 年オリ
ンピック、東日本大震災などの原因で、日本国内の仕事が非常に増えたが、これらはオン
サイト開発の方式である。比較的少ない人数が対応できるが、突然 20 人或いは 30 人を日
本に派遣することはビザの問題、社内業務の維持などの問題であるため、実現できない。 
今後の事業展開としては次のことがあげられる。①は、G社の企業規模を拡大する必要が
あることである。事業を拡大するためには、顧客の信頼を得ることが大切である。会社の
規模が大きくなればなるほど、顧客の信用を得やすくなり、大きなプロジェクトを受注し
やすくなる。②国内向け業務の拡大である。その理由は二つである。a、日本向けのオフシ
ョア開発は為替の影響が非常に大きく、日本側のオフショア開発に対する単価も上げ難い
ため、現状のような円安では G社の利益は非常に少ない。b、両国の政治関係も安定しない。
去年（2013 年）まで、日本からのオフショア開発は非常に多かったが、今年（2014 年）は
政治などの要因で、中国へのオフショア開発は減少した。仕事の量の減少、円安、日本側
の単価が安すぎると言った要因で、会社の経営は苦しい状況である。③日本向けのオフシ
ョア開発だけではなくアメリカの市場も開拓する必要があると考えており、国際的なソフ
トウエア企業になるように会社全体で努力をしている。 
 
B、大連 P 軟件株式会社62 
（1）会社の概要 
大連 P軟件株式会社（以下 P社と略す）は 2001 年に設立され、前身は大連 H軟件グルー
プに属していた。2007 年から H グループから独立し、本社を大連に置くほか、同年、オフ
ショア開発の業務上必要であるため、東京で子会社を設立し、同時に、大阪で合弁会社も
設立した。P社の社長は大連海事大学の教授でありながら、川崎重工（大連）有限公司の勤
務経験を経て、中国で最初の大型コンピュータの研究開発、設計を経験したことがある。
                                                  
62 以下は大連 P 軟件株式公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage によ
る。 
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そして、大連 H 軟件グループの設立者の一人でもある。2008 年から現在に至るまで、H 軟
件グループの役員でありながら、P社の社長でもある。現在、従業員数は 300 名以上の中規
模のソフトウエア企業である。 
P 社のソフトウエア受託開発事業は日本向けのオフショア開発が一番多いために、前述の
通り 2007 年に東京で子会社を設立したが、その子会社の現在の従業員数は 30 名から 40 名
である。 
 
（2）事業内容、日本向け受託開発のパターン 
A：事業内容  
日本のソフトウエア企業はコストの削減、人員の不足問題の解決、海外市場の開拓など
の理由で、海外の人的資源を利用し、オフショア開発を行っている。この開発における納
期、システムの品質、コスト及び最適な解決方法などの要素は日本にある発注側の企業に
とって、非常に関心度が高い。P社は設立以来、日本向けオフショア開発は主要な業務であ
ったが、最近、中国国内ビジネスの需要の拡大と円安などの原因で日本向けオフショア開
発業務の売上高は会社の総売上高に占める割合が落ちている。現在、P社が展開している業
務は日本向けソフトウエア開発、中国国内向けソフトウエア開発、IT サービス及び人材サ
ービス業務である。 
 以下は P社の具体的な業務を説明する。 
まず、日本向けのソフトウエア開発を説明する。P 社は 2001 年に設立されて以来日本向
けオフショア開発を拡大するために、顧客に最適な解決方法を提供することを会社の対日
開発の目標としている。現在、日本向けのソフトウエア開発は CMMI63の基準に沿って、開発
を行う。P 社は 10 年以上の対日オフショア開発の経験を活かし、顧客の要望を満足させる
と同時に P 社の特徴も活かせる開発管理と品質管理のシステムを活用している。オリジナ
ルな開発管理と品質管理のシステムは多くの顧客に認められており、自社のブランド力を
高めることにもなっている。現在 P 社が対日ソフトウエア開発において担当出来る分野は
生産管理システム、金融、保険、物流、販売などである。 
次に、中国国内向けのソフトウエア開発を説明する。最近、中国国内のシステム開発の
需要が拡大している。P 社の中国国内向けのソフトウエア開発は、主に、製造業、医療系、
政府機関系、金融系、海事系、通信系、システムのコンサルティングなどの領域で展開し
                                                  
63 CMMI：米カーネギーメロン大学ソフトウエア工学研究所が公表したソフトウエア開発プロセスの改善モ
デルとアセスメント手法である CMM（Capability Maturity Model）に、有識者の意見や多くのプロセス改
善事例を反映させて作成された新しい能力成熟度モデルのこと。 
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ている。中国国内市場の占有率は競争他社より高いシェアを占めている。製造業において
は、主に、生産管理、人事管理、在庫管理、品質管理及び通関管理などのシステム開発及
び保守である。医療系においては、電子カルテ、遠距離医療、コミュニティーホスピタル・
システム、農村医療サービスの保障システム、メディカルイメージなどのシステム開発が
ある。政府機関系においては、行政管理と協同 OA システムなどである。金融系において主
に、銀行のプロジェクト管理及びそのプロジェクトのコンサルティング、銀行業務のシス
テム、銀行の投資システムの運用などである。金融系の中で一番大きな顧客は大連ローカ
ルの大連銀行である。通信系は主にチャイナ・モバイル社である。海事系のシステムは、
大連港の海事の緊急報告管理、船舶の総合管理システムなどである。システムのコンサル
ティングについては、主にソフトウエア開発のプロジェクト管理、サービス管理、設計管
理、コンサル管理、プロジェクトの研究開発管理などである。 
 三番目の業務は IT サービスである。現在、IT の時代であるために、ネットワーク・イン
フラを利用して、様々な WEB サービスを展開している。ビジネスを遂行する中で、重要な
データが増々多くなり、データを保存することも非常に複雑になっている。そうすると、
ネットワーク・インフラの高い質が要求されると同時に IT システムの充実が急務となって
いる。しかし、現在、IT システムの構築、運用、保守において多くの課題を抱えている。
この問題を解決するためには、多額のコストがかかる。P社はこのビジネスチャンスを利用
し、IT ビジネス事業を展開している。 
第四の業務は人材サービス業務である。P社の人材サービス業務は同業他社に必要の際に
人材を提供するサービスである。このサービスの利用企業にとっては人件費の削減を実現
する以外に自社内のコア業務に自社人材を集約できるというメリットがある。この業務は
日本の派遣業務のようなサービスである。図 4-1-3-8 は人材サービスの提供方法を示して
いる。このサービスを提供するときに主に 3 つの契約を結んでいる。つまり、労働契約、
技術の労務契約、セキュリティ契約である。以下はこの三つを説明する。P社とソフトウエ
ア・エンジニアの間に労働契約があるために、P社はソフトウエア・エンジニアに対し、人
事管理を実施し、ソフトウエア・エンジニアは P 社と様々な人事上の情報交換をする。人
材需要側は技術者を必要とする場合に P 社と技術の労務契約を結び、何か問題がある場合
に双方が情報交換をし、協力しながら、問題を解決する。P社が人材需要側と契約を結んだ
後に P 社からソフトウエア・エンジニアを派遣する。人材需要側の様々秘密情報が漏れる
のを防ぐために、人材需要側と派遣ソフトウエア・エンジニアとの間でセキュリティ契約
を結ぶ。その後、人材需要側はソフトウエア・エンジニアに対して業務管理を実施し、ソ
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フトウエア・エンジニアは人材需要側に労働サービスを提供する。 
 
図 4-1-3-8 P 社人材サービスの提供方法 
 
          出所：P社のヒアリングにより筆者作成。  
 
このサービスの特徴は、人材需要側にとって従業員の質を確保することができること、
ならびに人材の採用リスクと人事労務上のトラブルを減少させることができることである。 
 
B：開発のパターン 
 開発パターンは事業内容から二種類に分けられる。一つ目は国内向け業務の開発パター
ンである。二つ目は日本向けの開発パターンである。 
まず、一つ目の国内向け業務の開発パターンについて説明する。P社の国内業務の開発パ
ターンはオーダー方式を取っているために、主にウォーターフォール・モデル64の開発方式
を採用している。図 4-1-3-9 は P 社の中国国内向けの開発の流れを示している。最初の企
画計画工程も含めて、要望分析工程から最後の納品まで、全て P 社独自で開発を行う。現
在、中国国内で、オーダー方式のソフトウエア開発は非常に少ない。その原因は中国国内
のビジネス環境と伝統的な経営方法の問題である。オーダー方式は企業の具体的なニーズ
に合わせて、要件定義とシステムの設計を行う。最後に、そのシステムに関わるサービス
を提供する。     
                                                                                                                  
                                                  
64 ウォーターフォール・モデル：英語の表記は waterfall model である。システムの開発手順を示すモデ
ルの一つである。つまり、ソフトウエア開発の手順として、基本的に、企画計画、要件定義、概要設計、
詳細設計、コーティング、テストの段階に分かれている。 
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図 4-1-3-9 P 社の中国国内向けの開発の流れ 
     
出所： P 社のヒアリングにより筆者作成。 
 
次に、二つ目の日本向け受託開発のパターンについて説明する。P社は日本向け業務を現
在まで 10 年以上続けているために、かなり豊富な経験を持っている。日本向け開発業務は
日本の大手企業を対象とするものが多数である。開発業務の領域は生産管理、金融、保険、
物流、販売等がある。業務の規模は 200 人月前後まで受け入れられる。日本向けの開発パ
ターン及び開発プロセスは主に五つである。図 4-1-4-10 に示しているのは各プロセスの中
P社の日本向けソフトウエア開発のパターンである。 
        
図 4-1-3-10 P 社の日本向けソフトウエア開発パターン 
 
出所： P 社のヒアリング及び homepage により筆者作成。 
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一番左側にあるのはウォーターフォール・モデルの開発の各工程である。真ん中にあるの
は成果物である。そして右側にあるのは納品或いは検査側である。以下に紹介する各開発
パターンは P 社がその開発工程のみを担当する場合とその開発工程から参加する場合があ
る。その成果物としては当該開始工程の成果物プラスその以降の開発工程の成果物となる。
以下は P社が参加し始める工程の開発パターンとその工程の成果物を紹介する。 
パターン１は概要設計工程から担当する場合である。この工程を担当できる会社は大連
の P 社或いは P 社の日本にある子会社である。成果物としては概要設計書である。この概
要設計書が完成すれば、社内検査がある。この検査を担当しているのは日本にある P 社の
子会社である。日本子会社の社内検査をこの成果物が合格した場合に顧客に直接納品する。
子会社の社内検査が不合格の場合には大連 P社の開発センター或いは日本の子会社に戻し、
修正する。もし顧客に納品した後に、顧客の検査で不合格の場合には大連 P 社或いは日本
の子会社に戻して修正を行う。 
パターン 2 は詳細設計工程から担当する場合である。この工程も大連の P 社と日本にあ
る子会社は両方が担当でき、この工程の成果物は詳細設計書である。完成した成果物は日
本にある子会社の社内で検査を行う。社内検査で合格した場合に直接顧客に納品される。
検査が不合格の場合には大連の P社或いは日本の子会社に成果物を戻す。もう一回修正し、
社内検査をする。検査に合格すれば、顧客に納品される。顧客に引き渡した後に、顧客が
検査し、不合格の場合には、再び P 社或いは日本の子会社に戻し修正する。顧客が納得す
るまで、この修正は行われる。 
 パターン 1 とパターン 2 はオフショア開発の中で比較的上流工程の部分からを担当して
いることを示している。この二つのパターンは大連 P 社の日本事業部と日本の子会社の両
方が担当できる。プロジェクトの形態によって、大連 P 社の日本事業部と日本の子会社の
どちらが担当するかを決める。 
パターン 3 はコーティング工程から担当する場合である。この工程を担当しているのは
主に大連 P 社の開発センターである。成果物はエンジニアたちが書いたコードである。エ
ンジニア達がコーティングを終わり、大連の P社の開発センターで内部検査を行う。P社の
開発センターの検査が合格すれば、P社の BSE に渡して検査する。 
パターン 4 は単体テストの工程から担当する場合である。この工程は大連 P 社の開発セ
ンターが担当する。この工程の成果物は単体テストの報告書である。この単体テストの報
告書を作成した後に、開発センターの品質部門が検査する。この検査に合格したら、P社の
BSE に渡す。 
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パターン 3 とパターン 4 は単純なオフショア開発である。BSE 経由で開発を行うために、
成果物を BSE に渡す。この二つのパターンは P 社の開発業務の中で一番多いものである。
これは主に二つの形態がある。第一はプロジェクトの受注ができた場合に、設計に関する
作業は顧客の要求に応じて BSE を派遣する。第二は日本の子会社のエンジニアを客先に常
駐させるタイプである。プロジェクトの受注ができた場合に、設計工程の終了後に大連 P
社の日本事業部に発注する、具体的な開発作業は大連の開発センターで行う。客先常駐の
エンジニアは BSE の役割を果たす。この二つのパターンは大連側が主にコーティングと単
体テストを行う。 
パターン 5 は総合テストを担当する場合である。この工程は P 社の日本子会社が担当す
る。つまり、P社の子会社或いは P社の開発センターが完成した製品を納品する前に総合テ
ストを行う。この工程の成果物は総合テストの報告書である。この報告書を作成した後に
日本の子会社で社内検査を行う。検査合格後に、顧客に納品する。検査中で問題点が発見
された場合に日本の子会社に戻し、修正作業を行う。 
 パターン 5 の総合テストは業務に関する専門知識が必要のために、大連 P 社の開発セン
ターは殆ど担当しない。 
  
（3）従業員の構成と人材の調達及びその定着策 
 現在、P社の従業員は 300 名程度在籍している。日本事業部は約 150 名である。このうち、
P社の大連の日本事業部は約 100 名、日本にある子会社は 30 名から 40 名程度である。人員
の構成は 90％がエンジニアである。残りの 10％は事務と経理などの間接部門である。P 社
の日本事業部のソフトウエア・エンジニアは能力によって、四段階に分けられている。つ
まり、一番上から順にプロジェクト・マネージャーPM）、プロジェクト・リーダー（PL）、
システム・エンジニア（SE）、プログラマー（PG）である。この約 90 名のエンジニアのう
ち、PG レベルのエンジニアの人数が一番多く、約 2/3 を占めている。これはパターン 3 と
パターン 4を一番多く受注する原因にもなる。1/3 は SE レベルのエンジニアである。PM レ
ベルのエンジニアは 4 人で、PL レベルのエンジニアは 6 人である。PM と PL は合わせて 10
名である。P社には BSE という職位を設けてない。しかし、業務を受注する際に、大連 P社
の日本事業部或いは日本の子会社からの BSE の役割を果たすエンジニアが必要となるため
に、その際に BSE の役割を果たすエンジニアを派遣する。 
P 社の人材調達は新卒採用と中途採用両方を行っているが、現在は経営状況が良くないた
めに、新卒採用は積極的に行っていない。新卒者は主に四年制大学の学生で、2013 年に採
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用した人数は 2名である。2012 年に 10 名採用したが、試用期間を設けており、試用期間の
給料は 800 元～1000 元であり、試用期間が過ぎると 2000 元以上である。基本的にエンジニ
アの能力によって給与を決める。 
エンジニアが不足の場合に即戦力を確保するために、中途採用を行う。P社の中途採用は
殆どプロジェクトの規模とプロジェクトの要望を考慮して行う。顧客のプロジェクトの要
求に応じて、経験者採用の基準を決める。最近はプロジェクトの要求によって、殆ど 6 年
以上の開発経験を持っているエンジニアを採用している。面接の際に日本語レベル、技術
レベル、エンジニアの意識と言う三つの条件を重視する。エンジニアの意識とは、プロジ
ェクトに関する専門的な知識、作業現場での PG への指導能力、コミュニケーション能力、
管理能力など多様な能力を持つエンジニアのことである。この条件でエンジニアを採用す
るのは、殆ど BSE の役を担当するエンジニアである。これ以外に、受注したプロジェクト
が新しい言語を必要とする際に中途採用を行う。 
最後の人材調達の方法は協力会社からのエンジニアの調達である。これは主に、エンジ
ニアの採用が間に合わない時、或いはコスト削減のために行う。人材協力会社のエンジニ
アを多く利用すると、コストの把握がしやすくなる。最近、大連でこのような協力会社が
かなり多いために、人材の調達方法も変わってきた。現時点において P社の協力会社は約 4
社である。現在 P社は協力会社を通して、約 20 人のエンジニアを利用している。 
P 社はエンジニアを定着させるために、業績管理を実施している。そのため、エンジニア
個人の業績も良くなると同時に、日本事業部全体の業績も良くなった。当然、会社全体の
業績も良くなった。現段階は業績管理の第一ステップであり、第二ステップは企業文化で
あると言う。つまり、企業文化の浸透は非常に重要と認識している。 
 
（4）人材育成 
（A）新入社員の人材育成 
 P 社の新卒採用は人数的に少ないが、新人向けの教育システムはかなり充実している。P
社の人材育成のシステムは主に四つの部分で構成されている。即ち、技術教育、日本語教
育、職業意識の教育、業務知識である。 
まず、技術教育は off-JT と OJT を中心に、入社後の半年間を利用しで行われている。教
育の内容は JAVA、.NET と言った言語である。これ以外に、IOS とアンドロイドのスマート
フォンの開発技術も受講できる。開発言語以外に、オフショア開発に関連する知識も教え
る。教育の内容は全て大学で勉強した知識だが、もう一回復習させる。例えば、要件設計
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の定義など。このような教育は毎日 2時間～3時間を利用し、1ヶ月間から 2ヶ月間をかけ
て行われる。 
OJT 教育は配属された各チームの SE レベルのエンジニアがこの新卒者をフォローするこ
とにより行われる。仕事の内容はコーティングのサンプルに沿って作業を完成させること
である。この段階では作業ができるレベルに達しておれば良い。作業時に質問があれば、
現場の SE レベルのエンジニアが教える。中途採用者は経験者であるために、技術的な教育
は重視していない。主に、チームの作業方式を統一するための作業プロセスの教育である。 
次は日本語教育である。P社の主要業務は日本向けのオフショア開発であるために、日本
語教育は非常に重要である。教育の対象は SE レベル以上のエンジニアである。以前、P 社
の日本語教育は PG レベルのエンジニアを含めて全員対象だったが、日本語ができるように
なると離職するケースがあったため、会社が PG レベルのエンジニア向けの日本語教育を諦
めた。しかし、PG レベルのエンジニアは早く SE レベルに昇進したいため、自分で日本語を
勉強する。つまり、離職を抑制するために、SE レベルのエンジニアになるまでの日本語教
育は自己責任になった。SE レベルのエンジニアになると仕様書の伝達が必要であるため、
日本語能力を求められる。会社側が外部から日本語の講師を招聘し、主に文法な部分を担
当する。日常的な日本語教育は主に、社内の日本人エンジニアが担当する。それ以外に日
本の文化、日本のビジネスマナー、コンピュータの専門用語等も教えている。 
更に、職業意識の教育と業務知識の教育である。職業意識とは主にエンジニアの自分の
仕事に対する態度である。厳格かつ真面目な仕事態度を追求する。決められた作業規則を
厳守し、顧客の満足度を最優先に考えるプロ意識である。業務知識の教育は、顧客の作業
プロセスと実際の開発作業を結んで行われる。顧客の要求に対応できる専門的な知識を身
に付けることである。例えば、財務、生産、貿易等である。これらの教育は主に仕事を通
じて実践される。 
以前、P社は新入社員に対して特訓（特別訓練）の期間を設けていた。しかし、離職率が
高く、ビジネスの環境が良くないため、会社側がコストを負担できなくなってきた。その
ため、特訓を廃止し、人材育成の期間を延長した。以前は新入社員が一人前のエンジニア65
になるのは一年間であったのに対し現在は二年間である。 
 
（B）キャリア開発 
 P 社はエンジニアを PG、SE、PL、PM に分けており、PG についてはさらに三段階に分けて
                                                  
65 一人前のプログラマになることを指す。 
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いる。低いレベルから高いレベルへ PG1、PG2、PG3 である。PG1 になる必要経験年数は大体
1 年から 2 年である。PG2 になる必要経験年数は 3 年から 4 年である。PG3 になる必要経験
年数は 5年から 6年である。各レベルにおいて必要とする能力は会社側が明確にしている。
必要な能力が異なるために各レベルの給与も違う。PG1の給与は2000～2500元に設定する。
PG レベルは各レベルの間に 500 元の差を付けている。 
SE レベルのエンジニアも三段階に分けている。低いレベルから高いレベルへ SE1、SE2、
SE3 である。SE1 から SE2 になる条件はいくつかある。第一は仕事の経験年数である。第二
は日本語のレベルである。例えば、日本語能力試験の資格、日本語でのコミュニケーショ
ン能力などが必要である。第三は開発言語の把握の範囲とその内容の深さである。第四は、
プロジェクトの経験である。この中に日本でのオンサイト開発の経験と上流工程の作業経
験等が含まれる。基本的に SE1 のエンジニアは大連側で詳細設計を担当でき、主に、大連
現地で仕事をする。SE2 のエンジニアは日本側で詳細設計に参加できる能力を持っている。
SE3 は SE1 と SE2 が持つ能力以外に、管理能力と顧客とのコミュニケーション能力を持つこ
とが必要である。SE のレベルになると、求める能力が多くなるため、賃金の格差も PG より
大きい。例えば SE1 と SE2 の格差は 2000 元であり、SE2 と SE3 の間の格差はもっと大きい。 
PL になる基本的な条件は開発の経験年数である。基本的には 8 年以上の年数が必要であ
る。それ以外に技術能力、業務能力、外国語能力とリーダーシップが必要である。その他、
顧客の認可度もある程度参考にする。 
PM になる条件はプロジェクトの管理能力である。PM はプロジェクトの進捗状況等を管理
することが主たる職務である。それ以外に、プロジェクトのコスト管理能力、顧客との交
渉能力も必要である。中小の民営ソフトウエア企業にとってはプロジェクトのコスト管理
はキーである。P社は規模が大きくないため、超大型のプロジェクトの受注はできない。受
注したプロジェクトは 100 人月から 300 人月の規模である。このうち一番多いのは 100 人
月のプロジェクトである。 
 
（4）業績管理と人材育成 
現在、P社はエンジニアの人材育成はエンジニア自身の責任であると考えている。新入社
員研修終了後に全員に業績管理制度を適用する。そのために、P社はエンジニアの開発能力
と業績管理の評価を密接に結びつけている。個人の業績は給与と関連しているために、毎
月の業績が良ければ、トータルの給与総額が多くなる。年末になると、この一年間の業績
を参考にし、年末のボーナスを決める。これ以外に翌年の給与の賃上げ率も前年度の業績
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で決める。つまり、自身の人材育成（人材育成）と給与とが関連するようにしたのである。
P社は現金給与の部分を利用し、エンジニアのモチベーションを維持する。そのベースは能
力開発（人材育成）である。エンジニアの現金給与は基本給料と諸手当プラスアルファで
構成されている。この諸手当は食事手当、交通費、と冬の暖房手当で構成されており、こ
の部分は変動しない。変動する部分はアルファで、つまり業績の部分である。このアルフ
ァは生産管理システムによって決められる。エンジニアの産出と投入の比を計算する。多
く投入して多く産出すれば、アルファの部分が大きい。エンジニアの産出の計算方法であ
るが、プロジェクトに参加することを前提として、主に次の二つがある。 
1、プロジェクトの難易度が違うための計算方法である。プロジェクトごとに難易度が違
うために、産出の換算方法も違う。プロジェクトごとに難易度をいくつかの段階に分けて
いる。計算時にその難易度の係数を導入する。プロジェクトの難易度によって、エンジニ
アが必要とする時間も異なる。例えば、比較的容易な画面は一個完成するのが 2 時間だと
すれば、比較的難しい画面は 8 時間だとする。一日の仕事時間は 8 時間だと計算する。比
較的容易な画面は一日に 4 個完成すべきであり、比較的難しい画面は一個完成するべきで
ある。この場合の産出比は 100％である。もし、比較的容易な画面を 2個しか完成していな
い場合の産出比は 50％となる。これは基本的な考えであり、実際計算の際にはもっと多く
の係数を導入している。例えば、職位、プロジェクトの単価等が考慮される。 
2、質に対しての計算方法である。毎月の月末になると、プロジェクトごとに PM はエン
ジニアたちが設計したトータルの画面数を計算する。そしてトータルのバグ数も計算する。
その後に、一人ずつのエンジニアのバグ率を計算し、トータルの平均バグ率と比較する。
平均バグ率より高ければ、その高い部分を時間に換算し、今月のトータルの仕事時間数か
ら減らす。平均バグ率より低ければ、その低い部分を時間数に換算して、今月のトータル
の仕事時間数に上乗せするという計算の仕方である。例えば、あるエンジニアが 100 個の
画面を完成し、そのうち 10 画面にバグを発生したとすれば、平均より高ければ、仕事の時
間からバグ数の時間を削除すし、平均より低ければ、その低い部分の時間を上乗せする。
このような品質管理は PM が把握する。プロジェクトごとの難易度と品質要求が違うために、
プロジェクトの間ではこのような計算はできない。 
次に、P社の業績管理と人材育成の結び付け方について説明する。高い業績を得るエンジ
ニアはまずプロジェクトに参加することを前提としている。次は参加するプロジェクトの
数である。毎月、エンジニアは業績の結果をチェックしている。この業績の結果はエンジ
ニアの技術力を反映しているので、エンジニアは自ら技術力の不足を認識させられる。そ
- 116 - 
 
のため、多くのエンジニアは技術力を高める意欲が湧いてくる。例えば、今月 JAVA のプロ
ジェクトがあって、来月、このプロジェクトを終了し、.Net のプロジェクトが受注した。
そうなると、JAVA しかできないエンジニアは来月の.Net のプロジェクトで実績が少なくな
るか或いはなくなる。そうなると業績も当然少なくなる。このような場合にも、エンジニ
アのトータルの給与が減らないように、自分に必要な勉強方法を選ぶ。つまり、.Net の言
語を習う。P社はこのようにエンジニアの技術力をアップし、人材育成を行っている。 
P 社は 2009 年に業績管理システムを導入して以来、プロジェクトの PM は毎日エンジニア
の作業実績のデータを入力している。一週間一回、或いは二回、週報を作成し、人事とエ
ンジニア個人に報告する。このデータはエンジニア個人の給与と関係するために、できる
だけ期間を短縮している。週末になると人事の従業員がこのデータを抽出し、報告レポー
トを作成する。このレポートによって、各プロジェクトの管理者は個々のエンジニアの業
績をチェックできるほか進行中のプロジェクトの進捗状況も判断できる。プロジェクト毎
の情報と部門トータルの情報も共有できる。 
 
（5）BSE の役割を果たすエンジニアの活用 
BSE と言う橋渡しの役割を果たすエンジニアはオフショア開発の中で非常に重要な存在
である。発注側と受注側の真ん中に立って、双方の意思を伝達する。BSE の役割を果たすエ
ンジニアの必要能力は技術力、日本語のコミュニケーション能力がその最低限の能力であ
る。現在、P 社の日本事業部で BSE と PM を担当するソフトウエア・エンジニアは全員日本
での開発経験者である。このエンジニアたちは日本の文化と日本の作業現場の状況をよく
知り、日本語で自由にコミュニケーションを取ることができる。P社は BSE と言う職位を設
けていないが、BSE の役割を果たすエンジニアが数多くいる。大連側で SE3 レベルになっ
て、日本語能力試験の二級程度だと BSE の仕事を担当できる。現在、そのような人材は 20
名から 30 名程度である。この BSE の役割を果たすエンジニアは PL 相当である。大連側以
外では、日本の子会社のエンジニアは全員 BSE と言う役割を果たすことができる。日本に
駐在する子会社のエンジニア或いは P 社の BSE の役割を果たすエンジニアが上流工程まで
担当し、設計工程が終了後にそのエンジニアを大連に戻すこともある。一方、そのまま日
本側に駐在することもある。これは顧客の要求によって決める。この時に、大連側と SKYPE、
電話、或いはメールで連絡を取る。 
P 社はコストを削減するために、小さいプロジェクトを受注する際に PM は BSE の役割を
果たすエンジニアになることもある。例えば 10 人月、20 人月のプロジェクトは PM 自身が
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そのプロジェクトの PL を担当し、BSE の役割を果たす。この BSE の役割を果たすエンジニ
アは P 社の日本向け開発パターンの 1 から 4 までの業務の中で、非常に需要な役割を果た
している。 
 
（6）抱えている課題と今後の事業展開 
P 社は抱えている課題いくつがある。①人材の離職問題である。去年、P社の離職率は 10％
くらいである。日本事業部では約 10 人離職した。離職率はそんなに高くないと言える。離
職の原因で一番多いのが給与の問題である。この理由で離職するエンジニアは殆ど中途採
用者である。新卒者は会社の仕事内容と雰囲気が合わないという理由で離職する。その以
外に、北京、上海のような大都市ではソフトウエア関連の会社が多く、給料も大連より高
いので、そこへ移るという原因で離職するケースもある。上述した原因以外に P 社は業績
管理を行うために、業績が良くないエンジニアが離職しても会社側は引き留めをしない。
これも一つの離職原因である。②業績管理システムを導入したために、会社全体の協力体
制が不足している。このシステムの重要性を開発部門のみではなく、会社全体で認識する
必要がある。③質の高い人材の調達が困難である。有名大学の卒業生は北京、上海、或い
は海外に多数流出するために、調達し難い。④ハイテック区のインフラ設備の問題である。
停電のトラブルはよく発生するために、オフショア開発の発注先の顧客に大きな影響を与
えると共に現場のエンジニアのモチベーションにも影響がある。      
  
C、大連 Y 軟件有限公司66 
（1）会社の概要 
大連 Y軟件有限公司（以下 Y社と略す）は 2004 年に設立されたローカルのソフトウエア
企業であり、設立後約 10 年間を経過している。Y 社を設立した理由は以前、Y 社の設立者
が日本のオフショア開発を中国の大連に発注しようとしたが、良い結果を得られなかった。
そのことがきっかけとなり、受注側になってみようと考え、大連で会社を設立した。Y社は
一般のローカル企業と違って、日本の大手総合電機メーカーで「設計、製造、技術管理、
情報技術」を担当したことのある現役の日本人、そして若手デザイナーの日本人、さらに
IT（情報技術）に優れている若い中国人が共同で設立し、日本と中国の良い部分を統合す
ることを目指した企業である。顧客が安心して業務を発注でき、真の意味での顧客満足度
                                                  
66 以下は大連 Y 社軟件有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage
による。 
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を提供するために設立した会社である。資本金は 50 万元で、従業員数は 36 名である。そ
のうち、エンジニアが 32 名で、その中に日本でオンサイト開発をしているエンジニアも含
まれている。大連本社には 18 人いる。エンジニア以外の 4 人は間接部門の従業員である。
現在、日本にある子会社を分社し、新しい会社を設立し、東京を中心として、事業展開を
している。現在日本の会社には約 10 人在籍している。Y 社は日本向けのソフトウエア開発
を 10 年間経験したため、日本向けのオフショア開発の分野で、ある程度知られている企業
となった。 
 
（2）事業内容と日本向けの開発パターン 
Y 社の事業内容は多種多様である。主な業務内容は基本的にソフトウエアの開発、IT イ
ンフラ関係の導入から運用・保守、IT 関係の人材育成、オフショア開発に関するコンサル
テーションである。オフショア開発の受注が全体売上高に占める割合が一番高い。Y社の経
営者が現役の日本人であり、しかも、日本企業向けのソフトウエア開発を 10 年以上実施し
ているため、日本の習慣や考え方に精通している。すべて、日本語で対応できる。しかし、
顧客の要望によりオンサイト開発もある。業務の特徴として Matrix67と言うソフトウエアの
開発が得意である。その以外に Java68や．NET69などの言語を使って、汎用システムの開発、
自社開発の DCS（ドキュメント管理システム）の販売及びカスタマイズ（顧客業務に合わせ
た開発）、Web 系システムの開発、アニメーションやゲーム素材、ホームページの作成など
を行っている。現在、Y 社は日本企業が中国とビジネスをする際の IT 関連全般のシステム
コンサルテーションならびに日本企業の大連進出支援や大連企業の紹介などの支援も行っ
ている。 
Y 社の業務の中心、特にソフトウエア開発の部分は基本的に日本の市場に依存している。
業務のうち日本の大手電機メーカーからの発注は取引実績の 30％程度を占めている。その
以外に大手ソフトウエア企業７社と取引がある。日本以外の市場はシンガポール及び中国
現地の日系企業である。 
 Y 社は日本からのオフショア開発が売上高の中で一番大きく、この日本向けのオフショア
開発には四つのパターンがある。Y社のオフショア開発はウォーターフォール方式を採用し
ているために、開発のパターンは主に開発に参加する段階の違いにより異なる。ウォータ
                                                  
67 Matrix: 図面を管理するパッケージであること。 
68 Java:コンピュータ言語の一種類であること。 
69 .NET は Microsoft .NET Framework の略である。マイクロソフトが開発したアプリケーション開発、実
行環境であること。（http://ja.wikipedia.org/wiki/.NET_Framework 2008/12/26） 
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ーフォール方式の開発の工程は企画・計画、概要設計、詳細設計、コーティング、単体テ
スト、総合テストに分けられている。 
 
表 4-1-3-2 大連 Y 社有限公司による日本向け受託開発の担当範囲と開発パターン 
 企画・計画 概要設計 詳細設計 コーティング 単体テスト 総合テスト 
パターン 1 ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 2  ● ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 3   ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 4    ◯ ◯ ◯ 
●Y社日本 ◯Y社大連  出所：ヒアリング調査より筆者作成。 
 
大連のローカルソフトウエア企業には上流工程から下流工程まですべてを担当できる会
社が約一割しかないと言われる。表 4-1-3-2 は Y 社の日本向け開発のパターンを見ると、
パターン 1は企画工程から納品まで担当している。このパターン 1は開発実績の中の約 5％
を占めている。この工程から或いはこの工程を設けている企業は極めて少なく、大多数の
企業は自社の製品を開発する際にのみ、このパターンを採用する。パターン 2 は概要設計
からの開発である。このパターンは Y 社にとって非常に多く、概要設計から納品までの開
発工程は開発実績の約 50％を占めている。このパターンは主に海外事業部の 7 名の BSE が
日本の企業で基本設計の部分を担当して、詳細設計の部分から大連の本社で行う。これは Y
社の主要な開発モデルである。開発パターン 1と 2を合わせて、Y社のオフショア開発の中
の 55％を占めている。つまり、純粋の上流工程が半分以上を占めている。この点から Y 社
のエンジニアの人数が少ないが、エンジニアの技術力は非常に高いと考えられる。 
 パターン 3 は詳細設計から納品までの開発である。この開発のパターンは開発実績の中
の約 35％を占めている。日本側の企業も、詳細設計工程からの大連側への発注は非常に少
ない。パターン 4 は単純な開発と納品だけを担当している。この開発パターンは Y 社の実
績の中で約 10％しか占めていない。この開発のパターンは一般に大連の日本向け開発の中
で非常に多いものである。つまり、プログラミングの部分だけ担当している企業が大連に
は多く、生産型のソフトウエア企業と言える。しかし、パターン 3 は日本のソフトウエア
企業の大連へのオフショアの発注に、プログラミングだけではなくて、詳細設計の開発工
程も含まれている。 
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（3）経営戦略と組織体制 
Y 社の責任者は大連中小ソフトウエア企業連合会70の発起人である。大連の多数のソフト
ウエア企業を集めて連合会を設立した。この連合会を通じて、大手企業も安心してオフシ
ョア開発の発注ができるような環境を作った。また、日本のソフトウエア企業が長期的に
オフショア開発を発注できるような環境を作るために、将来は、大連と比較して人件費が
安い内陸部の吉林省と黒龍江省に業務を展開する予定である。また、東北地域で有名な理
系大学である吉林大学と黒龍江大学で IT 教育のボランティア活動を行っている。そして、
日本と中国の良い部分の融合を戦略的に取り入れようとしている。 
Y 社の組織体制は図 4-1-3-11 が示しているように四段階に分けられ、六つの部門で構成
されている。中で一番大きな部門は開発部である。開発人員は 32 名で、残りの 4名は間接
人員である。Y社は普通の日系企業と違って、総経理は中国人が就任し、副総経理は日本人
である。海外へ進出する日本の企業と違って、日本人である副総経理の給与は現地の賃金
水準に沿った基準で決めることにしている。新規事業部という部門を設けられているが、
この部門は主に日本の強い分野であるアニメーションの開発、ゲーム、スマートフォンの
ゲームなどの開発を担当している。特にアニメーション開発は日本人と中国人のセンスが
異なるため、現在、日本人のデザイナーが中国企業との間にブリッジデザイナーとして現
地のソフトウエア・エンジニアを指導している。このデザイナーは大連外国語大学で一年
間留学したことがあるため、中国語は非常に上手で、毎日、中国語で現地の企業で指導を
している。中国のアニメーション市場は非常に大きいが、アニメーション事業は中国のソ
フトウエア産業では新興事業であるため、日本と比較して 10 年程度遅れている。現段階で
この事業はまだ試行中である。受注に成功すると、Y社は受注の窓口として、大連現地のア
ニメーション企業に委託する。このような作業方式でパチンコ、パチスロの機械のアニメ
ーションの部分を担当して開発を行い、2008 年の夏に 4 万台のパチンコのアニメーション
部分を出荷した。Y 社側は品質管理の部分とブリッジデザイナーの部分を担当した。2014
年には北海道のソフトウエア企業からテレビ放送用のアニメーションの開発プロジェクト
を受注した。 
 
 
 
                                                  
70 大連中小企業連合会は大連市情報産業局及び西岡区政府から支援を受け、大連に有る多数のソフトウエ
ア企業及びソフトウエア関連企業に対し、育成と各種サービスを提供する連合会で、人材や企業の発展を
実現するために創立した社団法人である。「大連中小軟件企業連合会」の紹介により。 
- 121 - 
 
図 4-1-3-11 大連 Y 軟件有限公司の組織図 
 
出所：大連 Y 軟件有限公司提供した資料により筆者作成。 
 
システム開発部の中に設備管理課があり、これは日本の総合電機メーカーのパソコンネ
ットワークの管理を行っている。24 時間年中無休で、5分ごとに一回チェックをしている。
海外事業部は 7 人で、現在、全員が日本に出張をしている。長いソフトウエア・エンジニ
アは 3 年半日本に滞在している。日本の企業で上流工程の部分を担当して、詳細設計の部
分から大連で行う。この 7 名のソフトウエア・エンジニアは全員 BSE の役割を果たせる。
今後日本で BSE の役割を果たせる子会社を設立する予定がある。それ以外に品質管理課も
設けている。この品質管理課は主に会社のテストチームである。この部門には 4 人いる。
テストをする際に主に 2 つの方法がある。すなわち、プロジェクトの外から、ブラックボ
ックスとホワイボックス両方テストをする。同じプロジェクトは仕様書が分からないエン
ジニアに一回テストをし、問題がある場合に修正する。それ以外に、仕様書がわかるエン
ジニアにもう一回テストをする。正確に稼働すれば、テストを完了する。このような二つ
の方法である。残りの時間はゲーム、アニメーションのテストや、単純に画像の加工、そ
れから一部分のテスト業務である。実際、デバグのプロジェクトが非常に多い。 
 
（4）従業員の構成と人材の調達及びその定着策 
Y 社のエンジニアは 32 名在籍している。この 32 名のエンジニアは四つのレベルによって
構成されている。つまり、技術レベルの低い順から高い順まではプログラマ（PG）、プロジ
ェクトサブリーダ （ーPSL）、プロジェクト・リーダ （ーPL）、プロジェクトマネージャ （ーPM）
総経理 
副総経理 
総務部 財務部 営業部 システム開発部 
第一開発課 
第一グループ 
第二グループ 
設備管理課 教育課 品質管理課 
新規事業推進部 海外事業部 
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である。Y社は各レベルが必要とする能力を詳しく明記している。表 4-1-3-3 は Y 社のエン
ジニアの階層別の必要な能力を示している。 
 
表 4-1-3-3 Y 社のエンジニアの階層別必要能力 
 
出所：大連 Y 軟件有限公司提供した資料により筆者作成。 
 
各レベルのエンジニアに求められる能力に基づいて、Y社は人材育成をしている。その内
容は主に八項目あり、それは技術能力、日本語の会話能力、遂行能力、交渉能力、伝達能
力、統率能力、指導能力、育成能力である。各階層別に必要な能力が詳しく書かれている。
現在、Y 社では、PM レベルのエンジニアは 2 人で、PL レベルのエンジニアは 3 人である。
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残りのエンジニアは PG レベルと PSL レベルである。Y社は SE と言う職名を設けていないた
め、PG レベルのエンジニアと SE レベルのエンジニアの違いを明確にしていない。実際に仕
事の中で、SE レベルのエンジニアは 10 名程度在籍しているが、残りの半分以上は PG レベ
ルのエンジニアである。つまり PG レベルのエンジニアが一番多い。Y社は PG レベルのエン
ジニアでも日本語の読み書き能力を求めている。少人数の会社であるために、明確な役割
分担はできないと考えており、会社発展のために、PM と SE の人数を増やしたいとのことで
ある。 
Y 社の人材調達の方法は二つである。新卒採用を中心とし、中途採用は補充である。また
「終身雇用」を前提としている。この点は一般の中国ローカル企業と違って、日本の会社
の特徴を取り入れている。採用の対象は理工系の新卒である。会社の社風に合うことと協
調性を重視している。この理由もあり会社の規模は急速には拡大しない。少数精鋭部隊の
企業となるという目標を前提として、採用を行っている。より良い人材を確保するために、
Y社は早い時期でインターンシップのシステムを導入している。インターンシップを行う学
生は大連現地の学生だけではなく、日本の学生も取り入れている。対象は大学の 3 年生、
或いは 4 年生である。このインターンシップの期間は半年間と一年間の二つのコースを設
けており、学生自身が決める。3年生の後半或いは 4年生の学生は大学が必要とする卒業単
位をほぼ取得しており、Y社でのインターンシップを通じて、ソフトウエア開発の仕事内容、
会社の雰囲気などをある程度体験し、理解する。学生がインターンシップをする場合、そ
れぞれの IT 知識の把握状況と運用能力について、Y 社は終了前に評価する。この評価の点
数と業務の状況によって採用を決める。採用のあたっては他の新卒と同じような基準で行
う。Y社が採用をしているエンジニアは主にコンピュータ・サイエンス或いはソフトウエア
関係の卒業生である。大学の銘柄は重視しないため、ソフトウエア開発に興味を持ってい
る学生を採用する。それ以外にソフトウエア・エンジニアとしてのセンスも重視している。 
Y 社は基本的に中途採用をしないようにしているが、即戦力を確保するため少人数で行っ
ている。採用はインターネットを利用して、募集の条件などを配布する。一人の募集に対
し 6人～7人の応募者が来る。中途採用者は SE レベルのエンジニアのみである。PL レベル
のエンジニアと PM レベルのエンジニアは採用を行なわず、自社で育成する。採用の一番重
要な条件は性格とコミュニケーション能力である。在籍しているエンジニアと性格が合わ
ないと、採用しない。仕事の中で、隣のエンジニアとコミュニケーションをとれるエンジ
ニアを採用したいと考えている。 
 Y 社の定着率は非常に高く、離職率は 6％である。定着策として、Y 社は会社の仕事環境
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作り、雰囲気作りなどを重視している。みんなが家族のような環境づくりを目指している。
今まで、リーダーのエンジニアが一人だけ退職した。リーダーたちが残ることは非常に重
要なことであると認識している。顧客が次の仕事を安心して発注できることにつながると
考えている。PG クラスのエンジニアは多少変動しているが、大きな影響がない。次に、差
別しないことを大切にしている。日本人エンジニアも同じ条件で働き、給与も大連現地の
相場にする。みんなは中国で生活しているために、国籍に関係なく、平等にするという考
え方である。男女も関係なく努力すれば昇進できる。更に、残業しないことである。顧客
から仕事を受注して、納期までのスケジュール、或いは社内のスケジュールも適正に決め
ている。Y社は最初に一番難しい仕事からやり始めることにしており、それは時間かかるこ
とであるが、その条件としては残業をしない。8時間以内で終われるような仕事を配分する。
エンジニア自身が自分のスケジュールを管理する。Y社は朝 8時半に出社して、今日の仕事
を自ら考える。ステップバイステップで仕事を進む。午後 5時半までに退社する。 
 
（5）人材育成 
現在、Y 社の従業員数は 36 人であり、うちソフトエウエア・エンジニアは 32 人である。
技術のレベルによって、PM、PL、PSL、PG の四段階に分けている。人数は一番多いのが PG
であり、ソフトウエア・エンジニアの約半分を占めている。リーダークラスのソフトウエ
ア・エンジニアを合わせて 5人である。 
 
A、新入社員の人材育成 
新入社員の教育については、募集したエンジニアのスキルによって行う。この中で新入
社員教育の主なものは新卒者教育である。新卒者の場合は少なくでも 3 ヶ月間の教育期間
を設けているが、それ以上長く教育することはない。教育の内容は技術教育と日本語教育
である。技術教育は主にコーティングのルール、コーティングの標準化、及び効率化であ
る。以前実際に開発したプロジェクトをテキストとして、新卒者に開発させる。日本語の
教育は日本語の文章の読み方、作り方など、仕様書を正しく理解できるように教育をする。
外部から日本語の講師を招くほか、社内の日本人ソフトウエア・エンジニアが講師となり、
日本語を教えることもある。大体毎日一時間くらいの日本語のコースを設けている。それ
以外に OJT の教育がある。実際のプロジェクト開発に参加させる。つまり、現在、開発を
しているプロジェクトの比較的易しい部分を新卒者のエンジニアに開発させる。質問があ
るときはリーダークラスの人が指導と教育をする。新卒者が開発の仕事を担当出来までに
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は平均的に 3 ヶ月かかる。この 3 ヶ月に新人の教育と OJT の教育の両方を行う。この 3 ヶ
月の間は、実は簡単な仕事をしながら、教育を受ける。3ヶ月後に本当のプロジェクトに参
加する。スキルと、チームの案件によって、仕事に難易度に付け、新卒者に適切な仕事を
配分する。 
上記の新入社員の教育以外に会社の文化及び経営理念についての教育も設けている。Y社
はこのような社内の人材育成の教育にとても力を注いでいる。会社が教育費を負担してお
り、社内の日本人のソフトウエア・エンジニアが講師となって教育を実施することもあり、
社外の教育を受講することも可能である。顧客側から無料の教育を提供してくれることも
ある。 
人材育成においては、主に以下の二つの立場から実行している。 
一つ目は顧客の立場から考えることであり、それには以下の二点がある。①日本の顧客
が重視していることを理解させる。例えば、会社の雰囲気の中に、助け合い（チームワー
ク）、コミュニケーション、挨拶、前向きな姿勢、明るさなどである。②資質の中に顧客業
務が分かること、高品質、バグがないこと、責任感、速さ、提案力などを求めることであ
る。顧客を中心としての対応で、顧客満足を実現できる会社になるために、それに適合し
た人材を育成する。 
Y 社は、顧客が真に求める IT 人材を育成する。顧客が日本或いは海外にある日系企業で
あるために日本の企業が必要とする人材を育成する。これは日本の企業が安心して、業務
をアウトソーシングでき、真の意味で顧客満足度の高い製品を提供するためである。 
 
図 4-1-3-12 顧客が真に求める IT 人材の図表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：大連 Y 軟件有限公司により資料筆者作成。 
経営戦略能力 
（IT 戦略） 
 
ビジネス能力 
 
IT 技術能力 
プロジェクト 
マネジメント能力 
- 126 - 
 
 
図 4-1-3-12 は顧客が真に求める IT 人材である。Y社では PG から SE までには少なくとも
三年間かかる。SE から PM までには四年から六年間かかる。本当の SE になるために、日本
での仕事経験が必要である。プロジェクトの管理能力は実践から学ぶしかない。入社して
四年間経れば、大量のシステム開発の経験を積んで、難しいことを体験し、徐々にプロジ
ェクト・マネジメント能力や IT 技術能力を身につける事ができる。二つ目は業務遂行時に
エンジニアに顧客に対しての正しいカスタマー意識を認識させることである。つまり、会
社の売上や社員の給与などは顧客が支払っているということを徹底的に教え、顧客に感謝
の気持ちを持つように対応する。 
具体的な教育内容は五つがある。 
①顧客の業務を良く知ることである。例えば、業務の流れ、業務の概要、各人の役割分
担などを徹底的に周知する。②顧客がシステムやソフトウエアを購入した目的をよく理解
する。まず、顧客の現在の現状を改善、改革し、利益を増やすために、納期の短縮、調達
や在庫低減による経費の削減、設計や製造の効率化といった要望に対応するように努力す
る。次に、顧客が安心して使えるシステムを開発することによって、継続して業務を受注
することを実現できるようにする。これは会社の利益と綿密につながっていることを従業
員に認識させる。③日常において社内で必要な重要事項を実施することである。例えば、
プログラム（コーディング）や仕様書類の標準化、開発したプログラム（部品化）やノウ
ハウの共有化、気配り、助け合う、思いやり、感謝、尊重、ほうれんそう（報告、連絡、
相談）、5S（整理、整頓、清潔、清掃、躾）、社内のマナー（丁寧な言葉遣いや爽やかな態
度など）コミュニケーション（何時でも、何でも、気軽いに話をし、相談する関係作り）
これらが毎日意識し、常に心がけ、大切にする事項である。④問題発生時の社内の人材育
成の教育事項である。⑤三文字英語の説明である。例えば、PDM は製品のデータ管理、PLM
は製品のライフサイクル管理、CAD はコンピュータ支援による設計、CAM はコンピュータ支
援による製造、CAE はコンピュータ支援による解析など、このような三文字英語は全部 Y社
の社内で独自に定義し、日本語と中国語の二つ言語で翻訳されている。 
充実した人材育成と公平な給与査定評価を実施しているため、Y社の離職率は 6％である。
すなわち年間二人の離職者である。これは社員の会社に対する満足度の高い評価と言えよ
う。 
 
（6）給与及び評価 
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給与水準について Y 社はエンジニアの技術能力、日本語能力によって給与額が異なる。
平均給料は 4400 元である。新卒の場合は 3 ヶ月の試用期間を設け、2000 元/月である。そ
して、試用期間を過ぎると約 2500 元/月である。PG レベルのエンジニアは日本語のレベル
によって、300～500 元の語学給がある。現在、約 2 割のソフトウエア・エンジニアは日本
語を話せる。残りの 8割は話せないが、読書きはできる。Y社の PSL（SE）レベルの場合給
与は 5000 元/月である。大連の現地の大手企業の 7000 元くらいの給与と比較して低い水準
である。しかし、Y社の PSL（SE）は日本のソフトウエア・エンジニアの昇格制度を導入し
ている。これによって現地の大手企業と中小ローカル企業の SE と比較すると Y社のソフト
ウエア・エンジニアの技術レベルは高い。Y社の PSL クラスのソフトウエア・エンジニアに
なるために、日本語能力と仕様書を書く能力が厳しく求められる。エンジニアの評価は年 1
回である。評価の流れはまず、自己評価をする。その後リーダー、そして PM クラスのエン
ジニアが評価する。最後は総経理の評価である。その評価の結果によって給与を調整する。
ボーナスは年一回である。年末に支給する。みんな殆ど平均である。ただし、特に優秀な
エンジニアに多く支給する。 
 
（7）課題と今後の事業展開 
Y 社が抱えている課題として、次のことがあげられる。業務上で、日本の発注側の企業に
改善してもらいたいことが多い。具体的には発注側の企業が上に立つという意識が強すぎ
る。質問のメールを送ってもすぐ返信しない事が多く発生している。仕様書の書き方も分
かり難い、適正に書かないこともある。そのために、オフショア開発に失敗する原因にも
なる。 
今後の事業展開については、①Y社は日本と中国の間のブリッジ企業となれるように事業
を推進する。少数精鋭部隊の企業として将来、大連のコストが上昇した場合でも、日本の
企業から見て、欠かせない存在の企業となりたい。工程の開発などは単価の安い地域（黒
龍江省など）と連携する体制を整備したい。且つ、単価の安い地域としては中国以外でも
連携できる体制も考えている。②日本で BSE 会社を作りたい。日本人を BSE にすることで
ある。日本ならではのメリットを発揮させる。Y社は真の意味のオフショア開発領域でのブ
リッジになると考えている。 
 
D 小括 
事例の三社はすべて設立されてから 10年以上の日本向けオフショア開発に従事する中小
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規模の企業である。しかも、この三社は日本向けのオフショア開発を円滑に行うため、す
べて日本で子会社を設立している。三社の基本情報は表 4-1-3-4 に示している。日本向け
オフショア開発のパターンから見ると自社或いは子会社を通して上流工程までの受注と開
発を実現している。各社のソフトウエア・エンジニアの技術レベルが違うため、開発実績
の中で占める割合が異なる。しかし、詳細設計以降の開発はすべて、大連の各自社で行う。 
 
表 4-1-3-4 三社の基本情報 
 
出所：筆者作成。 
 
事例の三社はすべて上流工程の開発を担当しているが、各社の人材調達の方法は大体共
通しており、新卒採用と中途採用である。しかし、新卒採用を積極的に行っているのは G
社とY社であり、P社は経営状況によって、現段階では新卒採用は積極的に行なっていない。
その不足の部分は人材サービス会社から調達する。各社は採用方針の違いによって、人材
育成の方法とキャリアアップの方法も異なる。そして、人材育成に対する認識は会社側の
責任とエンジニア個人の責任とに分かれているが、共通点は新人教育について各社が積極
的に行うことである。技術教育と業務知識の教育などは OJT と off-JT を通じて行っている。
この段階は各会社の責任であると認識している。しかし、この段階を終了すると同時にソ
フトウエア・エンジニアのキャリアアップに対する考え方は異なり、各会社の人材育成の
認識によって、エンジニアのキャリアアップを行っている。例えば、G社と Y社は各レベル
が求める能力を明確にし、積極的、且つ階層的に教育のプランを提供している。P 社は PG
レベルのエンジニアの流動性が高いために、会社が計画した教育システムを中止し、各レ
ベルのエンジニアが必要とする能力を明確にしているために、エンジニア自身が自らから
教育を受け、スキルを高める。その評価方法は業績管理のシステムである。つまり、奥津
眞里[2007]の中で指摘したように、経営上の投資効果を計算して教育訓練を計画し、実施
する傾向があるとの考え方は大連のソフトウエア企業で検証できた。しかし、SE レベルの
エンジニアに昇進すると技術力以外に日本語能力も求められているために、各社はすべて
会社 設立年 資本系列 事業内容
従業員
数（人）
本社が担当で
きる開発工程
日本で子会
社の有無 子会社の役割 ヒアリング対象者
訪問
回数
G社 2000 中国 対日オフショア開発 124 上流、下流 ある 窓口、BSEの派遣、プロジェクトの受注 総経理 3
P社 2001 中国 対日オフショア開発、国内ソフトウエア開発 300 上流、下流 ある
窓口、BSEの派遣、
プロジェクトの受注
プロジェクト・マ
ネージャー 1
Y社 2004 中国 対日オフショア開発 36 上流、下流 ある 事業展開 董事長 3
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日本語の教育を提供している。PG レベルのエンジニアは基本的にコーディングの業務を中
心であるために、日本語能力は求められていない。しかも、このレベルのエンジニアは流
動性が高いために、会社側は日本語教育を積極的に行わない。 
三社は日本向けのオフショア業務を中心としているが、この業務の中で重要な役割を果
たすエンジニアは BSE と呼ばれているが、三社は BSE という職名を設けていないが BSE の
役割を果たすエンジニアが存在する。BSE になるために必要な能力は北島義弘[2007]と小林
雅史・井上香・角田旭・三村道章[2009]の中で言及したように、①コミュニケーション能
力であり、②IT 及び適用業務の知識運用能力（技術力）であり、③オフショア開発管理能
力（管理能力）である。BSE に必要な能力と PL 或いは PM に必要な能力が類似するために、
PL、PM を兼ねることもできる。実際、BSE の役割を果たすエンジニアはオフショア開発の
中で PL、或いは PM を担当するケースが多い。つまり、BSE の役割を果たすことは PM、或い
は PL の職務内容の一部になった。各社が直面している問題は多様だが、G 社と P 社はエン
ジニアの離職問題が共通点であるが、Y社は経営者の視点が異なり、日本側である発注元の
問題があるため、今後日本で BSE の会社を設立したいと考えている。 
 
（2）オフショア開発の下流工程を受注する企業の事例 
大連市の日本向けオフショア開発は非常に盛んになっているが、ソフトウエア企業の規
模とエンジニアの技術レベルによって、下流工程のみ受注している企業もある。しかも、
このタイプの企業は大連オフショア開発の中で一番多い。そこで本節はオフショア開発の
下流工程を受注する企業の事例を検討する。 
 
A、大連 K 数据庫工程有限公司71 
 
（1）会社概要 
大連 K 数据庫工程有限公司（以下「K 社」と略する）は 2001 年 3 月 1 日に設立された会
社である。資本金は 50 万元である。創業者は現在の社長で、日本に留学した経験があり、
日本のソフトウエア会社で 10 年以上勤めた経験もある。このため、日本の文化とビジネス
慣習を良く理解している。現在、従業員数は 150 人で、大多数はソフトウエア・エンジニ
アである。平均年齢は 27 歳である。企業の経営理念は知恵で「良品」を作りだすことであ
る。「良品」とは K社が追及する目標で、顧客の要求を適えた上で、さらにより良く、もっ
                                                  
71 以下は大連 K 社数据庫有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage
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と完璧な「良品」を目指している。 
（2）事業内容と開発能力 
K 社は設立以来、日本向けのオフショア開発に従事する以外に各種のソフトウエア製品の
企画、開発、販売、ERP72と CAD73システムの開発、販売、図面データ処理の業務なども展開
しているが、極めて少ない。オフショア開発業務は 100％日本向けで、売上高の 95％くら
いを占めている。現在までに開発の実績数は 156 案件で、規模は 2 人月から 460 人月まで
である。開発したプロジェクトは主に、製造業の生産システム、財務管理システム、農協
業務、自動車生産システム、銀行業務システムなどである。 
K 社のオフショア開発のパターンは二つである。一つは日本側の会社が上流工程の部分を
行ってから、詳細設計から単体テストまでの下流工程の部分を K社が担当して大連で行う。
この開発のパターンは K 社の主な開発方法で、実績の中で 95％以上を占めている。もう一
つの開発パターンは K 社から BSE を日本に派遣して、上流工程の部分を日本側の企業と一
緒に行ってから、開発の部分を大連で行う。この開発のパターンは K 社で極めて少なく、
オフショア開発実績の中で基本設計から担当した案件は非常に少ない。理由は日本のソフ
トウエア企業で勤めた経験者は社長以外に存在せず、日本語能力と日本のビジネス慣習に
詳しいソフトウエア・エンジニアが非常に少ないためである。中国人の BSE を日本に派遣
することを K 社の経営者は適切であると考えてはいない。これが K 社のソフトウエア開発
がプログラミングなどの下流工程に留まっている原因の一つである。K社はオフショア開発
以外に自社製品の開発も行っており、売上高の 5％くらいを占めている。多数の自社製品の
中のメイン製品としては KEYWAY－OA74と KEYWAY－ERP75と「SANAK」76製品の開発と販売であ
る。業務を拡大するために、代理店を募集している。 
 
（3）経営戦略と組織体制 
K 社の現段階の経営戦略は日本向けのオフショア開発を行いながら、蓄積した経験を自社
                                                                                                                                                  
による。 
72 ERP とは「Enterprise Resource Planning」の略で企業資源計画となる。企業の持つ様々な資源（人材、
資金、設備、資材、情報など）を統合的に管理・配分し、業務の効率化や経営の全体最適を目指す手法。
また、そのために導入・利用される統合型（業務横断型）業務ソフトウエアパッケージ（ERP パッケージ）
のこと。http://e-words.jp/w/ERP.html 2015/06/02 
73 CAD（キャド Computer Aided Design）CAD とは、建築物や工業製品の設計にコンピュータを用いること。
また、そのために用いるソフトウエアやシステム。http://e-words.jp/w/CAD.html 2015/06/02 
74 KEYWAY－OA はオフィス自動化のシステムであること。 
75 KEYWAY-ERP は中国の ERP の規範を基準にし、36 個機能モジュールで構成している。（生産、供給、販売、
コスト、在庫、設備、財務などの面から）企業にサポートしているシステムである 
76 SANAK:建設関連ソフトである。 
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製品の開発に応用し、自社製品の売上高を拡大することである。 
図 4-1-3-13 は K 社の組織体制である。組織図から見ると、組織の各部門の中で BPO 事業
部が一番大きい、この部門の 80 人が日本向けのオフショア開発を担当する。この事業部は
二つの開発室に分けられている。そして、ソフトウエア・エンジニアは能力によって、四
種類に分けられている。つまり PG、SE、PL、PM であり、SE の人数は 16 人、PL の人数は 4
人、PM は 2 人で、残りは PG である。 
 
図 4-1-3-13 大連 K 数据有限公司の組織図 
 
出所：大連 K 数据庫有限公司提供資料より筆者作成 
 
自社製品の開発部門は二つある。一つは汎用システムの企画と開発を担当するソフトウ
エア開発部門である。従業員数は 30 人で、上述した「SANAK」と言う製品はこの部門の開
発成果である。二つ目は ERP 事業部である。従業員数は 10 人で K 社のメイン製品である
KEYWAY－OA と KEYWAY－ERP はこの部門の開発成果である。 
AS/400 事業部は 20 人で、IBM の AS/400 シリーズのコンピュータを使って、日本向けの
業務を行っている。 
管理部門の中に営業部門、ネットワーク管理部、財務などが含まれている。合計人数は 9
人である。管理部門の中から独立しているのは品質管理室であり、残りの 4 人はここに所
属している。オフショア開発と自社製品の品質を確保するために、社長はこの部門の責任
者を担当している。K 社は 2003 年 9 月に ISO9000：2000 の認証を獲得した。同年度に大連
のソフトウエア産業協会に加入し、ハイテク技術企業と認定された。その結果、ソフトウ
エア産業での競争力も高くなった。 
 
（4）人材の調達と人材育成・処遇 
総経理
BPO事業部
（80人）
第一開発室 第二開発室
管理部
（5人）
品質管理部
（4人）
開発部
（30）
AS/400 事 業 部
（20人）
ERP事業部
（10人）
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K 社は 2007 年度に、新卒と中途を合わせて約 20 人を採用したが、採用の中心は大学の新
卒である。採用するソフトウエア・エンジニアはすべてコンピュータ・サイエンス専攻と
ソフトウエア関連専攻の卒業生である。新卒の給料は毎月 2500 元で、2 年～3 年間の経験
を積んだ後は 3400～3500 元である。4年以上の PG 経験があると SE に昇格して給料は 4000
～5000 元となる。マネジメント能力がある PM の給料は 8000 元である。語学給も設けてい
る。日本語能力試験の一級を合格した場合に 1000 元の奨励金を支給し、毎月 200 元を給料
に上乗せにする。K社の給料水準は普通のソフトウエア企業より高い。これは人材確保のた
めである。 
社内の人材育成は新入社員だけに実施する。教育の内容は主に日本語である。ソフトウ
エア開発環境は全部日本語であるため、日本語の教育は極めて重要となった。数多くのソ
フトウエア・エンジニアは日本語を読めるが、流暢に話す人は非常に少ない。短期間の日
本語教育を受けてから配属となる。技術の指導は主に配属先の先輩社員が行う。 
会社の就業時間は 8：30～17：30 である。残業に対して、K社は特殊な方法を導入してい
る。すなわち、通常の勤務時間内に品質の高いプロジェクトを完成した場合は、当該プロ
ジェクトの売上の 5％を奨励金として給料に上乗せにする。残業してプロジェクトを完了し
た場合には、このプロジェクトの売上の 3％を奨励金として支給する。通常勤務時間内より
奨励金は低下する。これは残業を規制するためである。ソフトウエア開発の業務量には波
があり、非常に忙しい時期に通常通り、残業制度を導入する。この時期に従業員の平均残
業時間は月 40 時間である。 
 
（5）現在の課題と今後の事業展開 
現在、K 社は直面している問題は第一に、高い離職率である。離職率は 20％以上で、大
連のソフトウエア産業の平均値より高い状況になっている。離職率を抑えるために、普通
のソフトウエア企業より高い給料を支給している。離職の原因は主に二つある。プロジェ
クトの開発が終了後、コストを削減するため、技術レベルの比較的低いソフトウエア・エ
ンジニアを解雇するケースが多い。このようなことは中国のソフトウエア産業では少なく
ない。もう一つはソフトウエア・エンジニア自身がスキルアップする希望があるのに対し、
会社側の開発プロジェクトは下流工程が多いため従業員の技術アップ希望にマッチしない
ことである。直面している問題の第二は日本の文化と日本のビジネスマナーが分かるソフ
トウエア・エンジニアの育成である。これからの事業展開は日本向けのオフショア開発の
拡大と自社製品の競争力を高め市場を拡大、開拓することである。 
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B、大連 A 科技有限公司の事例77 
（1）会社の概要 
大連 A科技有限公司（以下 A社と略す）は 2012 年 6 月に設立された大連現地のローカル
ソフトウエア企業である。現在、従業員数は 35 名で、日本で仕事経験のある元留学生と日
本でソフトウエア開発経験のあるソフトウエア・エンジニアで構成されている。A社の業務
は主に日本向けのオフショア開発、中国国内向けのソフトウエア開発、BPO 業務、ソフトウ
エア・エンジニアの派遣業務である。自社製品の研究開発は主に日本向けのオフショア開
発と国内向けのソフトウエア開発を終了後の空く期間を利用して行う。 
 
（2）事業内容、ソフトウエア開発のパターン 
a、事業内容 
A 社の事業内容は主に四つの部分で構成されている。第一は日本向けのオフショア開発、
第二は中国国内のソフトウエア開発、第三は人材の派遣業務、第四は BPO 業務である。 
まず、日本向けのオフショア開発について説明する。A 社は 2012 年から日本向けのオフ
ショア開発業務を開始し、現在までに、生産管理、流通管理、販売管理、金融管理の分野
で開発経験がある。日本向けオフショア開発の売上高は全社業績の半分以上を占めている
が、小規模のプロジェクトを多く受注している。現在までに、受注した中で一番大きなプ
ロジェクトは 80 人月で、金融系の債権管理システムである。このシステムは主に、機械販
売、代理店、エンドユーザーの債権・債務情報を管理する。管理者は一つの画面上で各代
理店の債権・債務管理を照会できるために、経営方針など迅速に意思決定できる。各部門
も素早く該当部門の業務管理を照会・監視できる。A社はオフショア開発以外に日本でのオ
ンサイド開発も行っている。この業務は主に PM クラスのエンジニアが担当する。オンサイ
ト開発はオフショア開発より難しく、臨機応変な能力を求められる以外に、ソフトウエア
開発管理の経験、日本語のコミュニケーション能力、日本文化に対する理解の程度なども
求められる。 
次は中国国内向けのシステム開発である。大連の人件費の高騰などの原因によって大連
への発注は減少する傾向にある。そのために、ソフトウエア企業はオフショア開発業務を
受注しながら、国内市場も開拓している。国内向けのシステム開発で実績があるのは運転
教習所の管理システムであり、30 人月の小規模なプロジェクトである。 
                                                  
77 以下は大連 A 社については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage による。 
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さらに、人材の派遣業務と BPO 業務がある。この二つの業務は A 社の売上高の中で占め
る割合は非常に少ない。人材の派遣業務は主に、国内向けの開発業務と日本向けの業務で
ある。BPO 業務は主に日本から受注したデータ入力の業務である。 
 
b、ソフトウエア開発のパターン 
 A 社のソフトウエア開発は二つの部分に分かれている。一つは国内向けの開発パターンで、
もう一つは日本向けの開発パターンである。 
まず、中国国内向けの開発パターンについて説明する。表 4-1-3-5 は A 社の中国国内向
けの開発実績を示している。この開発実績からみると（ア）A社の作業範囲を見ると要件定
義からシステムのテスト及び運用まで自社で担当する。ここからは国内向けの技術水準が
非常に高いことは分かった。（イ）開発システムの規模は小さい。表 4-1-3-5 を見ると 30
人月の規模が一番大きなプロジェクトである。残りの二つは 10 人程度のプロジェクトであ
る。（ウ）開発言語から見ると三つの実績は多様な言語を利用するが、JAVA 言語と JSP 言語
78が一番多く使われている。これは開発のエンジニアにとって、少なくとも二つの開発言語
を把握することが必要である。 
 
表 4-1-3-5 A 社中国国内向けの開発実績 
プロジェクト名 開発言語 データベース 規模 作業範囲 
運転教習所管理システム Java、JSP、SSH Oracle11g 30 人月 要件定義～システ
ム・テスト 
世論リアルタイム閲覧アプリ Android、iOS、JAVA、
JSP、SSH 
SQL SERVER2005 12 人月 要件定義～運用 
オンライン情報連携 Android、iOS、JAVA、
JSP、Jquery 
MySQL 10 人月 要件定義～システ
ム・テスト 
出所：A社のヒアリング調査により筆者作成。 
 
次に、日本向けの開発パターンである。受注したプロジェクトの規模は中小規模中心で、
最も大きい規模は 80 人月である。そして、多様な開発言語を利用し、そのうち、JAVA 言語
は一番多く使われている。表 4-1-3-6 は A 社日本向けの開発実績を示している。作業範囲
                                                  
78 Java Server Pages の略語であること。Java 言語を利用して Web サーバで動的に Web ページを生成し、
クライアントに送信する技術。http://e-words.jp/w/JSP.html2014/11/21 
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から見ると、すべて詳細設計から単体テストまでである。 
表 4-1-3-6 A 社日本向けの開発実績 
プロジェクト名 開発言語 データベース 規模 作業範囲 
業務支援システム VB、.Net2010  SQL SERVER2010 15 人月 詳細設計～テスト 
アフターサービス管理システム JAVA、jQuery、Flex Oracle11g 25 人月 詳細設計～テスト 
債権管理システム JAVA、JS、Extjs Oracle11g 80 人月 詳細設計～テスト 
出所：A社のヒアリング調査により筆者作成。 
 
図 4-1-3-14 は A 社のオフショア開発を担当する工程を示している。日本向けのオフショ
ア開発は要件定義と基本設計工程を日本の発注元の企業が行い、大連側の A 社は部門の管
理者である PM 或いは BSE を日本に派遣し、基本設計の途中からオンサイト開発を行う。し
かし、A 社が設立されてから僅か 2 年間であるために、PM と BSE の役割を果たすエンジニ
アは人数的に非常に少ない。そのため、この開発のパターンは現在まで受注していない。
受注している開発パターンは詳細設計工程から、コーティング（PGM 開発＝プログラマー開
発）とテストまで大連で行うものである。これは単純な下流工程の受注開発であるがオフ
ショア開発の実績の中で 90％以上を占め、この開発チームは SE レベルのエンジニアと PG
レベルのエンジニアで構成されている。 
 
図 4-1-3-14 A 社のオフショア開発を担当する開発工程の範囲 
 
出所：A社の資料から筆者作成。 
 
（3）組織体制 
A 社の組織体制は図 4-1-3-15 で示すように主に 4 つの部門で構成されている。この中で
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一番大きな部門はシステム開発事業部で、30 人のエンジニアが在籍している。このシステ
ム開発事業部は二つに分けられている。開発一部と開発二部である。開発一部は日本向け
の開発事業で、エンジニアの人数は比較的多く、全体の約７割程度を占め、20 人程度であ
る。開発二部は国内向けの開発事業部で、エンジニア数は 10 人程度である。各部門間で柔
軟的な対応策を取っているため、国内向けのエンジニアは日本向けのプロジェクトへの参
加も可能である。 
 
図 4-1-3-15 大連 A 科技有限公司の組織図 
 
出所：聞き取り調査により、筆者作成。 
 
A 社のエンジニアは殆ど日本向けのソフトウエア開発を体験したことがあるため、この二
つの開発部門間で協力体制を取っている。業務の比率から見ると A 社は日本向けが約 7 割
であるに対し、中国国内向けの業務は約 3 割である。エンジニアは業務量により配属して
いる。 
システム開発事業部以外に営業部、総務部、財務部を設けている。総務部の中に人事部
門が含まれている。会社は規模が小さいため、このような間接部門の人数は非常に少なく、
仕事の内容は明確にしていない。 
 
（4）従業員の構成及び人材の調達 
a、従業員の構成 
 A 社のソフトウエア・エンジニアの人数は 30 人である。技術能力と日本語能力によって
五つの段階に分けられている。即ち、高い順に、プロジェクト・マネージャー（PM）、プロ
ジェクト・リーダー（PL）、ブリッジシステム・エンジニア（BSE）、システム・エンジニア
総経理
システム開発事業部
（30人）
開発一部（日本向け）（20人）
開発二部（国内向け）（10人）
営業部 総務部 財務部
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（SE）、プログラマー（PG）である。この五つの段階の中で PG レベルのエンジニアは 15 名
で全体の半分を占めている。この段階のエンジニアは主にコーティングの部分を担当して
いる。SE レベルのエンジニアは 10 名で、このうち半分のエンジニアは日本語ができ、BSE
になっている。A社は他の会社と違って BSE と言う職名を設けている。残りの 5名は普通の
システム・エンジニアである。PL と PM は合わせて 5 名である。固定している PL は 2 人で
ある。残りのエンジニアは PM である。 
 
b、人材の調達 
 A 社は即戦力を求めるために人材調達を中途採用中心で行っている。採用の中心は二、三
年間のソフトウエア開発の経験者であり、転職回数の多いエンジニアは安定性が良くない
と認識して採用しない。中途採用において重視するのは人柄とチームワークである。各プ
ロジェクトが必要とする言語が異なるが、最近、受注しているプロジェクトは JAVA 言語が
多くため、JAVA 言語のエンジニアのウエートが比較的大きい。採用したエンジニアは以前
の経験を活かせる仕事を担当させる。中途採用の場合に試用期間を設けているため、プロ
ジェクトを通じて、エンジニアの能力及びエンジニアの人柄などを判断する。多くのプロ
ジェクトに参加することによって、エンジニアの能力が分かり PL レベルに昇進することも
ある。管理能力が乏しくても、日本語能力が高ければ、BSE に昇進することもある。 
現在、A社は新卒採用を補助策として行っており、その比率は 10：1である。即ち、経験
者 10 人を採用し、新卒者 1人を採用することである。この比率で採用する理由は三つある。
第一、会社側が人材育成のコストを負担できる。第二、先輩の経験者が OJT 教育をする時
間的余裕がある。第三、会社にとって組織を活性化させられる。それ以外に、大連現地の
大学三年生と四年生を対象に、インターンシップを行っている。インターンシップ期間の
給料は 1000 元である。上述した以外に A社は大連現地の協力会社を活用し、優秀な人材を
確保している。様々な人材調達の方法を利用することにより、案件別に柔軟な開発体制を
維持することが可能になる。 
 
（5）人材育成 
A 社の人材育成は三つの部分から構成されている。①off-JT の教育、②OJT の教育、③社
員の自己啓発である。以下はこの三つの人材育成の方法について説明する。 
①off-JT の教育。教育の内容は日本語の教育、日本のビジネスマナーの教育、技術的教
育の三つの部分から構成されている。まず、日本語の教育と日本のビジネスマナーの教育
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であるが、A社は日本向けのオフショア開発を行っているために、日本語能力を非常に重視
している。現段階では、日本語レベルの差が大きいが 4 割程度のエンジニアが日本語で仕
事ができる。日本語の教育は週一回で、仕事の時間を利用し、仕事の中にあった問題とよ
く使う日本語を教材として、2時間の日本語コースを設けている。講師は社内の日本語能力
試験の一級の合格者が担当する。各エンジニアは自分のプロジェクトの進捗状況に応じて
参加する。日本語の授業以外に毎週の金曜日に、社内で「日本語交流会」も設けている。
この二つの方法でエンジニアの日本語能力をアップしている。次に、日本のビジネスマナ
ーの教育である。A社は顧客に良い印象を与えるためにエンジニアに日本のビジネスマナー
教育を行っている。特に日本へ出張する前に、ビジネスマナーの教育を受ける。例えば、
服、名刺の交換方法などがある。日本での開発経験があるエンジニアが担当する。さらに、
技術的教育であり、主に、技術の勉強会である。受注したプロジェクトは新しい言語、或
いは技術を利用する際に、プロジェクトの要求を満たすため、外部或いは社内の経験者を
招いて勉強会を開く。それ以外に PM 以上の管理層向けの無料教育を数多く提供している。
教育の内容は主にマネジメント知識、企業を上場するために必要な知識などである。 
②OJT の教育である。新しいエンジニアが入社してから、新入社員と先輩社員が 1:1 で一
組を組んで、OJT 教育を行う。コミュニケーションを取りやすくするために、席なども調整
する。 
③自己啓発である。会社側が提供する教育方法以外にエンジニアは民間の教育機関も利
用し、資格などを取得する。例えば、日本語能力試験の資格、PMP の資格などである。この
ような資格を取得すれば会社が一時金を支給する。しかも、会社側にとって非常に重要な
資格であれば、その費用を負担する。 
 
（6）処遇 
 A 社の処遇はエンジニアの技術レベルによって異なる。新卒者の初任給は 2800～3000 元
である。中途採用は能力及び経験によって違う。給与の構成は基本給、職務給、諸手当、
勤続給である。給与の中で基本給は 70％を占め、職務給は約 20％で、残りの 10％は諸手当
と勤続給である。諸手当は通勤手当、食事手当、資格給などとなっている。毎月 500 元定
額である。資格給は資格によって一時金を支給する。例えば、日本語能力試験二級合格者
に 200－300 元を支給する。ボーナスは年一回支給する。 
 
（7）定着策 
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A 社は 2012 年に設立して以来、4人が離職した。離職率は高くないが離職する原因は帰郷
或いは、ソフトウエア開発を従事したくないなどである。A社はエンジニアを定着させるた
めに様々な政策を取っている。①社員内部のコミュニケーションを活発化するために不定
期的にパーティー、バドミントンのサークルなどを開いている。会社が費用を負担し、社
員が自由に参加できる。②それ以外に、毎年社員旅行は二回設けている。③エンジニアの
誕生日などにギフトカードを支給する。 
 
（8）現在業務上の課題と今後の事業展開 
現在 A 社が業務上抱えている問題は主に次の 2 つである。①会社の規模を拡大するため
の資金問題である。②日本から受注したオフショア開発のプロジェクトは比較的小規模で
あるため、もっと大きなプロジェクトを受注したいと考えているが、この受注力をアップ
するための人材の確保問題である。それ以外に自社製品の研究開発に力を注ぎたいと考え
ている。 
 
C、小括 
 表 4-1-3-7 は事例の二社の基本情報であり、この二社はすべて、中小規模のソフトウエ
ア企業であり、すべて日本向けのオフショア開発に従事しているが、日本で子会社を持っ
ていない。日本向けのオフショア開発のパターンについて、BSE のような上級レベルの人材
不足問題と経営者の考え方によって、実績の中で上流工程が占める割合が非常に少ない。
多数のプロジェクトは詳細設計工程に留まっている。 
 
           表 4-1-3-7  事例二社の基本情報 
 
 
人材調達の方法について両社は異なっている。K社は新卒採用を中心とするが、A社は即
戦力を求めるために、中途採用を中心とする。A社は人件費を削減するために、自社内でエ
ンジニアは育成しないために、受注したプロジェクトによって、エンジニアの採用と調達
を行う。人材育成の方法について、両社は日本向けのオフショア開発に従事し、開発の環
会社 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 日本で子会社の有無 ヒアリング対象
K社 2001年 中国 BPO業務、ソフトウエア製品の開発、販売 150人 詳細設計 なし 総経理
A社 2012年 中国 国内向けのソフトウエア開発、日本向けオフショア開発 35人 詳細設計 なし 総経理
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境はすべて日本語であるために、日本語教育を非常に重視している。社内で日本語コース
を設ける以外に日本語能力試験の資格を取得すると一時金を支給する。A社は日本語の教育
だけではなく、日本のビジネスマナー、日本文化への理解などの教育も積極的に提供して
いる。技術教育については、両社は主に先輩社員よりの OJT 教育である。A社は先輩社員の
経験者と新入社員は 1:1 の比率で一組を組んで、OJT 教育を行う。自己啓発は社員自身が民
間の教育機関を利用し、資格を取得すれば、一時金などを支給する。人材定着策について
は両社が異なり、K社は他のソフトウエア企業より、高い賃金を支払っているが、エンジニ
アのスキルアップができないため、離職するケースと開発工程が終了後にコスト削減のた
めに、解雇することがある。これはエンジニアの定着に悪影響を与えている。A社の定着策
は社員間のコミュニケーションを図る以外に社員の誕生日にギフトカードを支給する。業
務上の問題については、K社は離職問題と日本の文化とビジネスマナーを知るエンジニアの
不足問題である。A社は会社の規模を拡大するために必要とする資金の不足問題と大きなプ
ロジェクトを受注できる人材の確保問題と自社製品の研究開発である。 
 
第 4 節 第 4 部の小括 
事例研究のソフトウエア企業五社はすべて、大連ローカルの中小規模のソフトウエア企
業である。この中は、ソフトウエア企業の開発工程の受注力によって、二種類に分けられ
る。第一は、上流工程まで受注するソフトウエア企業の事例であり、第二は、下流工程か
ら受注する企業である。この二種類の企業はすべて日本向けのオフショア開発に従事する
が、異なる部分がいくつかある。①上流工程まで受注する企業はすべて、日本で子会社を
設立している。即ち、日本側にある子会社或いは大連本社の技術レベルの高いエンジニア
と日本語レベルの高いエンジニアによって、上流工程までの開発を実現した。つまり、上
流工程から受注したプロジェクトはオン・オフサイトの開発方式で行われている。日本で
子会社を設立することによって、直接顧客側と連絡を取りやすくなり、上流工程までの受
注開発に積極的な影響を与えている。②五社の事例からは人材育成・調達の方法、エンジ
ニアのキャリアアップの仕方なども異なり、上流工程を受注する企業は日本語教育を重視
する以外に、各レベルのエンジニアによって、必要な技術能力、マネジメント能力も明確
にしている。各社の施行方法が異なるが、上流工程を受注している事例から見ると G社と Y
社は会社側が積極的に教育を提供するが、P社は新人教育の段階を除き、すべて自己責任に
し、自己啓発と言った人材育成の施策を運用する。そして、業績管理のような制度を導入
し、エンジニアのキャリアアップを図っている。上流工程を受注している企業はある程度
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エンジニアに積極的人材育成とキャリアアップの機会を提供できる。つまり、各社はエン
ジニアが新入社員から長期的に勤務する環境を整備しているが、下流工程から受注する企
業は経営者の意思決定と企業の規模などの要因によって BSE の役割を果たすエンジニアが
十分活用されていない。下流工程を受注している二社の事例から見ると、例えば、K社の総
経理は中国人の BSE を日本へ派遣するビジネスの方法は適切できないと考えており、この
考え方は K 社が下流工程の受注に留まっている原因の一つとなっており、上流工程の受注
に積極的ではなく、そして、エンジニアの技術力が高められないため、長期間で下流工程
の開発工程に停滞する。そして、エンジニアの離職にもつながり、悪循環を続けている。A
社は基本設計工程の途中から参入できる BSE のエンジニアがいるが、開発工程の受注はな
いため、上流工程までの開発は実現しない。つまり、受注する開発工程にボトルネックが
ある場合エンジニアのキャリア形成に不利な影響を与え、キャリアアップができないとい
う理由で、エンジニアの離職問題が発生する。 
五社の共通点もいくつかある。まず。詳細設計工程以降の開発工程はすべて大連の本社
で行う。ここからは二点が考えられる。第一、大連側のソフトウエア・エンジニアの技術
能力で詳細設計工程まで担当できる。第二、オフショア開発が活用しているウォーターフ
ォール・モデルが開発の工程別に必要なエンジニアの能力を比較的明確しているために、
受注した開発工程によって、エンジニアの人材育成に限界があると考えられる。次に、会
社側は積極的に日本語教育を行い、日本語を重視する姿勢が見られる。五社の事例から日
本語の教育について考え方が分かれている。主に二種類分けられる。即ち、①PG レベルの
エンジニアから日本語教育を行う会社がある。事例の Y 社である。②離職率を抑えるため
に SE レベルのエンジニアになってから日本語教育を提供する会社もある。事例の P社であ
る。 
 
第 2 章 オフショア開発の後進地域におけるソフトウエア企業の人材育成 ―ハルビ
ン、長春の事例を中心として― 
東北地域において、遼寧省以外に黒龍江省と吉林省の省都であるハルビン市と長春市は
比較的内陸部の都市であり、ソフトウエア産業の発展状況は大連市のような沿岸部と異な
るために、大連以外の地域として、ハルビン市と長春市に立地しているソフトウエア企業
の事例を紹介する。 
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第 1 節 ハルビンと長春のソフトウエア産業の発展の現状 
 ハルビンと長春のソフトウエア産業は大連と比較して規模が非常に小さいために、存在
しているデータも非常に少ない。現在、唯一にあるデータはこの三年間の売上高である。
そして、以下は最近三年間のデータを利用し、ハルビンと長春のソフトウエア産業の規模
を紹介する。 
 
（1）ハルビンと長春のソフトウエア産業の発展規模 
図 4－2－1 は長春とハルビンのソフトウエア産業の売上高の推移であり、この三年間の
データを見ると、まず、両地域の売上規模を比較する。長春のソフトウエア産業はハルビ
ンより売上規模が大きい、特に 2012 年では、格差が最も大きく、2.5 倍程度である。次に
地域別に売上規模を見てみる。長春の売上規模は 2012 年に最も大きく、261.3396 億元に達
し、2013 年に、128.1239 億元まで減少し、半分以下になった。そして、2014 年に、163.723
億元までに回復し、35 億元程度増加した。長春のソフトウエア産業の売上規模の変化は非
常に激しい。しかし、ハルビンのソフトウエア産業の売上規模の変化は比較的緩やかであ
る。2014 年が、最も大きく、121.3148 億元になり、2013 年は最も小さく、98.8684 億元で
ある79。 
 
図 4－2－1長春とハルビンのソフトウエア産業の売上高の推移（2012 年―2014 年） 
 
出所：http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3337137/content.html 2014 年（1－11 月）、 
http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3336212/content.html 2013 年（1－11 月）、
                                                  
79 両地域のデータは 2012 年に、1 月から 12 までのデータであり、2013 年、2014 年はすべて、1 月から
11 月までのデータで、両地域の 12 月のデータは存在しない。 
261.3396億元
128.1239億元
163.7230億元
108.9328億元
98.8684億元
121.3148億元
2012年 2013年 2014年
長春 ハルビン
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http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3335496/content.html 2012 年（1－12 月）2015
年 11 月 9 日 
 
第 2 節 ハルビンのソフトウエア企業の事例 
A、ハルビン東悟科技有限公司80 
(1)会社概要 
ハルビン東悟科技有限公司（以下東悟科技と略す）は 2013 年 3 月に設立され、現在、従
業員数は 60 人程度で、ハルビンで比較的中規模のソフトウエア企業である。主に、日本向
けのソフトウエア開発とゲーム開発、デジタルメディアなどの業務を中心としている。総
経理は日本で有名なソフトウエア企業で三年間の勤務経験がある。 
東悟科技は日本でグループ会社を持っており、このグループ会社は主に、中国への進出
関連のコンサルティング及び M&A 事業などのサービスを提供している。東悟科技は日本の
グループ会社の営業を通して、プロジェクトを受注している。 
 
(2)業務内容 
東悟科技の業務内容は主に次の三つである。①日本向けのオフショア開発。②日本向け
のビジネス・プロセス・アウトソーシングサービス（BPO 業務）。③IT サービス・製品に関
する中国市場進出のコンサルティングサービス。日本向けオフショア開発は主に二つの部
分から構成されている。第一は、日本でのプロジェクト受注後のハルビンでのオフショア
開発で、第二は、日本でのオンライン開発業務である。この二つの業務以外に人材派遣業
務も行っている。 
 
        図 4-2-2-1 ハルビン東悟科技有限公司の事業部門の分類 
                                                  
80 以下はハルビン東悟科技有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage
によるものである。ハルビン東悟科技有限公司の許可を得て、会社名を披露する。 
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出所：東悟科技からの資料から筆者作成。 
 
東悟科技は自社の業務を四つの事業部門に分けている。図 4-2-2-1 はハルビン東悟科技
有限公司の事業部門の分類である。即ち、オフショア開発事業部、BPO 事業部、CG 制作事
業部と国内市場推進部である。まず、オフショア開発事業部を説明する。この部門は二つ
の部分から構成されている。第一は単純な日本向けオフショア開発で、第二は技術総括で
ある。BPO 部門はデータ入力等の事務処理、人事・経理事務等のバックオフィス事務、Ｅコ
マースなどの受発注処理、画像加工業務などを担当する。現在、日本向けの金融系の業務
を担当している。このような金融系のデータを送る際に基本的なルールがあるために、そ
の規定に沿って日本からのデータを入力する。主に経理データであるため、入力後にチェ
ック作業を行うシステムがあって、自動的に照合する。これは一回目のチェックであり、
それを終了後にもう一回人間がチェックする。このようにチェック作業は合わせて二回行
う。基本的にペアのオペレータで対応する体制であり、主に、BPO 経験が豊富なベリファイ
及びチェッカーから構成されている。 
CG 部門は主にアニメの開発とゲームの開発である。この部門は 20 人程度である。現在、
この部門のエンジニアは中国の天津市にある日系企業に派遣されている。将来、東悟科技
の業務発展によって、この三つの部門を統合し、対日オフショア開発部門を設立する予定
である。 
最後に、国内市場推進部は日本の IT サービス・製品の中国市場進出に関するコンサルテ
ィングサービスを提供する。日本の製品は中国の市場で非常に人気があるために中国市場
で販売する予定である。 
 
(3)オフショア開発の体制及び開発のパターン 
 東悟科技のオフショア開発には主に二つの体制がある。パイロット案件
あり、それぞれのチームが担当している。
ョア開発体制である。
 
 
 
 
    
 
パイロット案件は日本語が堪
に、上流工程
に、日本の顧客向けにラボ契約も実施する。顧客の要望に応じ、必要なスキル、必要な人
数を確保することで、継続的に顧客の開発プロジェクトを受注することが可能になる。日
本向けの
                                        
81 新しい技術を利用する開発方法である。この開発の方法はリスクが
82  このラボ契約はある一定期間で発注する仕事量の最低保証を行う契約のことを指す。
http://www.offshore
図 4-2-
まで担当できる体制になっている。一方、安定的な開発体制を確保するため
オフショア開発
 
2-2 ハルビン東悟科技有限公司のオフショア開発体制
出所：
は主にラボ
         
-kaihatsu.com/faq/lab.php
ハルビン
能で日本での作業経験が豊富な技術者を配置しているため
契約の
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東悟科技提供
開発体制である
2015 年/7/27
-2 ハルビン東悟科技有限公司のオフシ
の資料から筆者作成。
。この開発体制
ラボ契約より大きい。
 
 
 
81とラボ案件
のメリット
 
82で
 
は比
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較的リスクが低く、安定的に開発ができることである。そして、現在、ソフトウエア開発
のパターンは主に四つある。(表 4-2-2-1) 
 
表 4-2-2-1 東悟科技の日本向け受託開発の担当範囲と開発のパターン 
開発パターン 基本設計 詳細設計 コーディング テスト 
パターン 1 ★ ☆ ☆ ☆ 
パターン 2  ☆  ☆ ☆ 
パターン 3   ☆ ☆ 
パターン 4      ☆ 
出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 注：★日本 ☆東悟科技 
パターン 1 は基本設計工程からテストまで受注するプロジェクトである。これには主に
二つのケースがある。第一は以前にオフショア開発のパートナーの信頼を得た結果、引き
続きプロジェクトを受注するケースである。第二は日本語が堪能で業務経験が豊富なエン
ジニアが担当するケースである。つまり、そのような BSE のエンジニアを日本に派遣する
か、或いはグループ会社のエンジニアに日本で基本設計工程を担当させることになる。基
本設計工程終了後はハルビンで開発を行う。しかし、この開発のパターンは開発実績の 5％
程度である。 
パターン 2 は詳細設計工程から受注するプロジェクトである。東悟科技が詳細設計から
テストまで担当し、開発も行う。このパターンは一般的なオフショア開発のモデルであり、
東悟科技の開発実績の 15％程度を占めている。しかし、パターン 1 とパターン 2 が東悟科
技で占める割合は 2割しかない。 
パターン 3 はコーティングからテストまで受注するプロジェクトである。このパターン
は東悟科技の中で一番多く、60％を占めている。パターン 4 はテストのみの業務である。
このパターンは 20％を占めている。パターン 3 とパターン 4 はオフショア開発の中で、一
番多く、8割を占めている。単純な加工工程であるために、オフショア開発の中で単純な労
働集約的な部分である。 
東悟科技が受注する日本向けのプロジェクトは比較的長期であるが、プロジェクトの数
はあまり増えていない。逆に、最近、中国国内向けのソフトウエア開発が増加している。
中国国内向けのソフトウエア開発は主にパイロット体制である。この開発体制はリスクが
高いが人月単価の見積もりも高い。国内のプロジェクトの開発方式は主に、要件定義から
最後のテストまですべて東悟科技一社で担当する。 
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(4)従業員の構成と人材の調達 
 現在、東悟科技には 60 人程度のエンジニアが在籍している。主に 4つの部門に分けられ
ており、各部門は 15 人程度である。このうち社外で作業を行っているエンジニアは 30 人
程度である。この部分のエンジニアは二つの部分で構成されている。第一は CG 部門のエン
ジニアである。この部分のエンジニアは天津にある日系のソフトウエア企業でゲームとア
ニメのプロジェクトの開発を担当している。これは中国国内のオンサイト開発である。第
二はハルビン市にある郵便局のプロジェクトであり、20 人のエンジニアを派遣して、オン
サイト開発を行っている。 
この 60 人のエンジニアは三つのレベルに分けられている。最も高いレベルである PM（プ
ロジェクト・マネージャー）は 6人で、東悟科技ではこの PM レベルのエンジニアは BSE を
兼任している。つまり、このレベルのエンジニアは日本語能力が求められている。次のレ
ベルの PL（プロジェクト・リーダー）のエンジニアは 10 人で、この PL は SE レベルのエン
ジニアである。残りの部分は PG レベルのエンジニアで一番多く、34 人である。 
東悟科技は規模を拡大するために、エンジニアの採用を積極的に行っている。採用の対
象は主に新卒者と中途採用である。東悟科技には人材調達の方法が三つある。第一はハル
ビン市にある有名大学との連携教育である83。主な大学はハルビン理工大学、ハルビン工程
大学、黒龍江大学などで、対象はソフトウエア工学とコンピュータ・サイエンス専攻の学
生である。提携教育を行うために、大学と東悟科技と学生本人の三者で契約を結んでおり、
契約を結んだ後、学生は東悟科技でソフトウエア開発の授業を受ける。東悟科技は学生に
実際の開発現場とプロジェクトを提供する。学生は実際のプロジェクト開発の流れと仕事
の環境を体験することができる。現在、実施中のクラスは二つである。一つのクラスは 30
人～50 人であり、教育の期間は半年間から一年間である。学生は東悟科技で専用の研修プ
ログラムを受ける必要がある。主な内容は次の三つである。①大学で勉強した基本的な知
識の復習。②日本語教育。日本語能力試験４級レベルに達する目標を設けている。③開発
に必要なコンピュータ言語とデータベースの技術及びスキルの習得。研修期間終了後に、
大学 4 年生の前半から半年間フルタイムで実際のプロジェクトの開発チームに参加する。
この提携教育の期間終了後に東悟科技で就職したい学生を採用する。半年間或いは一年間
のインターンシップを通し、優秀な人材を確保する事ができる。大体一つのクラスから優
秀な学生を 10 人程度採用している。東悟科技にとっては、非常に良い人材確保の機会であ
                                                  
83 企業と大学が共同で人材を育成するシステムである。 
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り、採用コストを削減することもできる。これらのメリット以外に会社のブランド宣伝に
もなる。現在、提携教育は最初の段階であるが、今後、東悟科技は最先端のコンピュータ・
サイエンス或いはソフトウエア工学の知識及び技術を学生に教え、学生に実験基地を提供
したいと考えている。このような提携教育を行うことによって、大学が育成した人材と企
業側が必要とする人材のギャップを縮小することができる。大学では基礎的な知識しか教
えてないために、学生は実務的な経験が非常に不足している。特に、中国の大学生は試験
のために、学校で教えた知識を理解せずに暗記し、期末試験をパスすれば単位を獲得でき
る。その結果、実際に作業をさせると、不明な事が非常に多い。この両者の間にあるギャ
ップを縮小するために、東悟科技はこの人材採用の方法を展開している。 
第二は新卒採用である。新卒者を 2013 年には 20 人、2014 年には 10 人採用した。採用の
際には安定性を重視するため、ローカルの人材を積極的に採用する。非常に優秀な人材で
あれば、上海、北京、大連からの人材も採用する。この新卒者の初任給は 2000 元である。
大連、北京、上海などの地域と比較すれば低い。東悟科技は採用後に試用期間を設けてい
る。中国の労働法によると、試用期間が 1か月間であれば、契約の期間は 1年～3年間であ
り、試用期間が 3 か月間であれば、契約の期間は少なくとも 3 年間である。東悟科技は法
律を守ってエンジニアの試用期間を決めている。 
 第三は中途採用である。東悟科技は 2013 年に設立された会社であるために、自社内の人
材育成では間に合わない可能性があり、即戦力を求めて、中途採用を行う。 
 
(5)人材育成 
図 4-2-2-3 はハルビン東悟科技の人材育成システムである。東悟科技の人材育成のシス
テムは二つに分けられている。即ち、入社前の人材選抜体制と入社後の人材育成体制であ
る。入社前の人材選抜は提携教育の段階である。現地人材の採用により定着率を高めるた
め、ハルビン現地の一流大学との提携教育を行い、その参加者から人材を選抜する。その
後入社候補者の研修を受けさせる。入社後の人材育成体制は四つの段階に分けられている。
第一段階は新人教育である。この段階からエンジニア自身の能力を伸ばしながら、キャリ
アアップを図っている。必要な能力は日本語能力と日本の開発ルール・開発意識の養成で
ある。候補者は日本語能力試験の 4 級を目指したが新人教育の段階は日本語能力試験の 3
級を習得することを目的としている。それ以外にプロジェクト開発のプロセスなどの教育
も設けている。新人教育終了後、第二段階となる。つまり、PG レベルの教育に入る。この
段階は実案件を通して開発技術の向上を図る。新入社員はこの段階の教育終了後に全員社
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外の派遣業務を担当させる。原因は、派遣業務は社外で仕事をするので、社外現場の仕事
環境と顧客側の立場から考える意識を付けられることである。通常派遣期間は 3 か月間か
ら半年間である。新人のエンジニアを社外に派遣させることは自身の成長に、メリットが
あると東悟科技は考えている。 
 
 
 
 
 
 
図 4-2-2-3 ハルビン東悟科技の人材育成システム   
 
出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
第三段階は SE レベルのエンジニアの育成である。SE レベルの人材育成を目標が立てられ
る確実なキャリア形成と呼んでいる。この段階では日本語能力が非常に重要であるために、
日本語能力試験は 1 級を目標としている。そして、日本向けの業務を拡大するために、日
本文化、日本の風習、異文化の理解などの教育も行っている。技術面においてはプロジェ
クトの分析能力、設計能力の修得が求められている。第四段階は PM レベルのエンジニアの
人材育成である。この段階では日本語能力試験の 1 級レベルは必須となっている。この段
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階のエンジニアは BSE の仕事を兼任するために、日本語の運用能力は非常に高く要求され
ている。BSE を兼任するために、日本の現場で作業することが多いので、日本流の開発手法、
ルールなどを徹底的に把握する必要がある。 
採用したエンジニアが日本語の出身者であれば、開発言語の基礎知識の教育を受けてか
ら実際の開発作業を担当する。技術出身者であれば、日本語教育を受けてから、実際のプ
ロジェクト開発に参加する。そして、開発の経験を積んで PG レベルのエンジニアになった
後に、実際の開発経験と技術能力を高めることによって、詳細設計などの作業を担当する。
オフショア開発にとって、セキュリティ管理は非常に重要であるため、エンジニア全員に
セキュリティ教育と社内規則の教育を設けている。 
 
図 4-2-2-4 東悟科技昇進モデル 
 
出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
図 4-2-2-4 は東悟科技の昇進モデルである。具体的には四段階で構成されている。即ち、
成長段階、リーダーシップ段階、変革段階、経営段階である。まず、成長段階である PG レ
ベルのエンジニアは三つのランクに分けられている。このランクは主に入社前の評価と仕
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事の経験によって決められる。入社後業績制度が適用されるので、各エンジニアはその業
績によって昇進が行われる。この三ランクは以下のとおりである。即ち、S1（スタッフ 1）、
S2（スタッフ 2）、S3（スタッフ 3）である。例えば、S1 から S2 への昇進には、主に次の二
点を重視する。一つは仕事の経験で、もう一つは仕事の業績である。S3 を超えて、S4 にな
るとリーダーシップの川を超えて、リーダークラスになる。S4 は SE レベルのエンジニアで
ある。ここからは管理職であるために、マネジメント能力が求められる。つまり、マネジ
メント能力がないエンジニアにとって、一番高い職位は S4 までである。非常に優れている
新入社員は一年間の経験で、S4 レベルのエンジニアに昇進できる。しかし、S4 レベル以後
は難しい。求められる能力は多くなるためである。S4 から P1 に昇進すると事業視点の川を
超えて変革の段階に入る。つまり、この段階から会社の事業の視点から考える必要があり、
エンジニアのプロ意識も必要である。この段階では、エンジニアを 3 つのレベルに分けて
いる。つまり、P1（プロフェッショナル 1）、P2（プロフェッショナル 2）、P3（プロフェッ
ショナル 3）である。P3 からさらに昇進すると、二つの道に分かれる。つまり、PE と PM で
ある。PE（プロフェッショナルエキスパート）は技術系のプロを育成する道であり、PM（プ
ロフェッショナルマネージャー）は業務系の管理者を育成する道である。このレベルから
管理系と技術系を分離し、専門職の初級レベルになる。更に、PSE（プロフェッショナルシ
ニアエキスパート）と PGM（プロフェッショナルゼネラルマネージャー）になると部長レベ
ルの管理職である。つまり、業務系の部長と技術系の部長である。最後は経営視点の川を
超えて、経営陣に昇進して、EM（エグゼクティブマネージャー）となる。会社が設立され
てからまだ二年であるため、部長レベルのエンジニアはまだなく、一番上位に昇進したエ
ンジニアは P3 である。これから、P3 以上の人材を育成する。 
 
（6）評価制度 
東悟科技はエンジニアのモチベーションを維持するため、比較的公平な評価制度を運用
している。この評価制度は主に 2 つの部分で構成されている。つまり、目標評価制度と総
合的な評価制度である。まず、目標評価制度について説明する。図 4-2-2-5 は東悟科技の
評価制度を示している。 
 
             図 4-2-2-5 東悟科技の評価制度 
- 152 - 
 
 
出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 
この評価制度はまず、業務の目標等を制定する。そして、その目標を達成するための業
務遂行の段階に進行する。業務遂行の中で不適切なところがあった場合、期中で見直し、
修正のうえ業務を進行する。さらに、遂行した業務の基づき、直属の上司が目標達成度の
評価を行う。最後に、評価の結果を反映させたうえで、新たな目標を設定する。これが一
つのサイクルである。 
この目標評価制度以外に総合的評価制度も設けている。図 4-2-2-6 東悟科技の総合的評
価制度である。この総合的評価制度は三つの部分から構成されている。つまり、資格制度、
評価制度、報酬制度である。まず、資格制度は職種やグレードの体系である。この資格制
度はビジネス戦略を踏まえた複線型職種制度であり、今後の事業改革のコア人材を対象と
する。評価制度は個人の実力評価である。つまり、中長期の人材育成のため、実力評価を
導入する。そして、職種ごとの実力評価基準を設定する。報酬制度は資格制度と評価制度
によって決められる。報酬制度は主に評価の結果と資格の結果によって昇降給を調整し、
社員の生活安定のための手当も含まれる。そして、この三つの制度の真ん中にあるのは実
力主義である。ここから東悟科技が実力を重視する会社であることが分かる。 
 
図 4-2-2-6 東悟科技の総合的評価制度 
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出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
東悟科技は業績管理の考課制度を導入している。その考課方法はエンジニアの実際の仕
事の中にあるバグ数、コーディングの速さ、品質、新入社員のサポート数などの項目を数
字化する。標準を設けており、各エンジニアの業績の結果と標準を比較し、エンジニアの
業績評価が決まる。業績評価の結果と総合的評価の結果を合わせて到達しているレベルま
で直接昇進する。業績評価の結果により、新入社員でも、能力が高いエンジニアは一か月
後に PG レベルのエンジニアに昇進する事がある。 
各部門にこのような業績評価制度を設けている。表 4-2-2-2 はハルビン東悟科技 BPO 部
門の業績評価表である。 
 
表 4-2-2-2 ハルビン東悟科技 BPO 部門の業績評価表 
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出所：ハルビン東悟科技有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
以下は業績評価についての評価基準である。 
ルール： 
コマンドごとに 2 ポイント、品質は 1 ポイント、工数は 1 ポイントである。標準工数に
より、品質と工数のポイントも増減する。 
工数のポイントルール： 
予定通りに完成すると、工数の 1 ポイントを獲得する。予定より早く完成すると、工数
の 1 ポイントに加え励ましの 1 ポイントが上乗せされる。予定より遅れ、残業で完成する
場合、工数の 1 ポイントがなくなる。予定より遅れ、残業しても完成できなければ、工数
の 1ポイントをマイナスにする。 
品質のポイントルール： 
現時点では内部レビューの結果により評価している。将来、外部の故障対応により評価
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する予定である、内部指摘数＜＝10 個の場合、品質の 1 ポイントがもらえる。内部指摘数
＜＝5 個の場合、品質の 1 ポイントを獲得し、励ましの 1 ポイントが上乗せされる。10 個
＜内部指摘数＜20 個の場合、品質の 1 ポイントがなくなる。内部指摘数＞＝20 個の場合、
品質の 1ポイントをマイナスにする。 
チーム内の貢献ポイントルール： 
一般的に管理者と優秀なメンバーは、同じ評価を行う。管理者はメンバーの人数ごとに 2
ポイントを獲得できる。工数と品質から評価する。 
工数の評価： 
メンバーの作業が計画通りに完成すると、管理者または優秀なメンバーは 1 ポイント獲
得する。メンバーの作業が予定より遅れ、残業を通して完成した場合、管理者としての 1
ポイントがマイナスになる。メンバーの作業が予定より遅れ、残業しても完成できなけれ
ば、管理者としての工数の 1 ポイントをマイナスにする。メンバーの作業は予定より早く
完成した場合に、管理者または優秀なメンバーは 1 ポイントに加え励ましの 1 ポイントを
上乗せされる。 
品質の評価： 
メンバーの作業の品質が基準通りの場合（＜10 個）、管理者または優秀なメンバーは 1ポ
イント獲得する。メンバーの作業の品質が基準より良い場合（＜5 個）、管理者または優秀
なメンバーは 1ポイントを獲得し、励ましの 1ポイントも獲得する。 
メンバーの作業の品質が基準より悪く評価される場合（＞10 個且＜20 個）、管理者とし
て 1 ポイントがマイナスになる。メンバーの作業の品質が基準よりとても悪い場合（＞＝
20 個）、管理者から品質の 1ポイントをマイナスにする。現時点では東悟科技は以上のルー
ルに基づいて評価している。これは具体的な業績評価の方法である。 
 
（7）BSE の活用 
東悟科技では BSE と言う職名を設けている。現在、PM レベルのエンジニアは BSE を兼任
している。プロジェクト受注後に、BSE のエンジニアは日本で 2ヶ月～3ヶ月間滞在した後
プロジェクトをハルビンに持ち帰り、ハルビンで開発を行う。或いは、プロジェクトを受
注して、日本にあるグループ会社を通じて、日本現地で BSE を派遣し、そのまま日本で常
駐する。この場合はハルビンからエンジニアを派遣しない。コストを削減するために、自
社から BSE を派遣する事は少ない。プロジェクトは日本のグループ会社経由でほとんど受
注している。しかし、PM レベルのエンジニアを育成するために、1～3ヶ月程度日本で、作
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業の流れ、技術などの能力を身に付けてから、ハルビンに戻って、プロジェクト・マネー
ジャーに昇進する。日本の文化或いは日本のソフトウエア開発の流れを知るために、派遣
している。 
 
（8）抱えている課題と今後の事業展開 
現在、東悟科技が抱えている問題は主に次の四つである。第一に、開発経験が豊富なエ
ンジニアの育成と確保の問題である。ハルビンのソフトウエア産業の規模は比較的小さい
ため、開発経験が豊富なエンジニアは少ない。そして、自社内の人材育成は間に合わない
ため、大量のプロジェクトの受注をできない。第二に、離職問題である。現在、東悟科技
の離職率は 30％で、ハルビン市では比較的低いが、自社発展のためには、非常に高いと認
識している。離職しているエンジニアは主に、PG レベルのエンジニアである。そのうち、
新卒者が一番多い。離職の原因はエンジニア自身の能力が会社の要求する能力に達してな
いため、離職するケースが発生する。社員同士のコミュニケーションを図るために、ファ
ミリーな雰囲気作りに力を注いでいる。例えば、各部門に活動経費を付け、毎年社員旅行
を行なっている。また、パーティー、カラオケなどの娯楽活動にも参加できる。第三に、
案件の拡大である。現在、東悟科技が受注している案件は比較的小規模であるために、現
在より大きな案件を開発したいと考えている。第四に、3～5 年をかけて専門性の強いオフ
ショア開発部門と自社製品の研究開発部門を設立することである。そして、オフショア開
発部門を国内向けのソフトウエア開発部門と外国向けのオフショア開発部門に分け、2015
年までに会社の規模を 200 人とし、国内ソフトウエア開発部門とオフショア部門を各 100
人規模に拡大する予定である。 
 
B、E 社の事例84 
(1)会社の概要 
E 社は 1992 年 8 月に黒龍江省のハルビン市に設立されたソフトウエア企業である。この
会社の創業者は 1982 年から 1990 年まで日本の北海道大学に留学し、卒業後に、日本のソ
フトウエア会社で勤務した経験がある。帰国後に黒龍江大学で教授をしながら、この会社
を設立した。E社は黒龍江大学と日本のソフトウエア会社との合弁企業であり、日本に留学
し帰国したソフトウエア・エンジニアを中心として、日本向けのオフショア開発とソフト
ウエア製品の研究開発及び人材育成を行い、産学連携をしている企業である。比較的早い
                                                  
84 以下 E社の事例については同社へのヒアリング、同社の会社案内、同社のウェブサイトによる。 
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段階から日本向けのソフトウエア開発を行っている企業である。2009 年に同じくハルビン
市に立地しているソフトウエア企業と合併し、現在、従業員数は 48 人である。E 社のオフ
ショア開発の事業は 100％日本向けであり、より良く日本向け事業を展開するために、2007
年 8 月に新潟にあるソフトウエア会社と新潟に合併会社を設立した。現在、その新潟の合
併会社には 3人在籍しており、主に営業を担当している。 
 
(2)事業内容と開発のパターン 
E 社は事業部門を二つに分けている。中国国内向けの事業部門と日本向けの事業部である。
事業内容は主に開発受託、パッケージ開発、組込み系開発と技術者派遣の四つである。2009
年にハルビン現地の企業と合併した後に業務も拡大し、現在、日本向けのオフショア開発
のみではなく、国内市場のシェアも持っている。国内向け事業は主に国内の石油、電力、
鉱山、金融、保険、病院、交通、製造業などの分野である。 
E 社は日本向けのオフショア開発を 15 年以上行っており、取引先の企業は合わせて 20 社
である。殆ど中小企業であり、大企業は数社しかない。対日プロジェクト開発は累計 140
件余りである。表 4-2-2-3 は E 社最近の日本向けオフショア開発の実績である。 
 
 表 4-2-2-3 E 社日本向けの開発実績 
プロジェクト名 規模 作業範囲 
1、ある市の観光システム 10 人月以内 コーディング～単体テスト 
2、Iphone、Ipad ゲームソフト 10 人月以内 コーディング～単体テスト 
3、生産管理システム 36 人月/1 年 詳細設計～保守 
4、水道料金管理システム 24 人月/1 年 詳細設計～保守 
5、財務管理システム 57 人月/5 か月 概要設計～保守 
6、農家台帳管理システム 23 人月/4 か月 概要設計～保守 
出所：E社の提供資料から筆者作成。 
実績から見れば、E社が受注するプロジェクトは比較的小規模であり、短期のプロジェク
トである。その作業範囲には三つの開発パターンがある。それらは、コーディング工程か
ら単体テストまで、詳細設計から保守まで、そして概要設計から保守までの三つである。 
まず、コーディングから単体テストまでの開発パターンを説明する。このパターンの開
発方法は主に、日本の新潟にある合弁会社から仕様書が E 社に送付され、E 社の PG レベル
のエンジニアがコーディングを行う。そして、進捗状況を日本の合弁会社の SE がチェック
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する。不明な点があれば、Q/A 管理表と MSN、SKYPE を利用し、確認する。コーディングが
完成すれば、E社の社内で単体テストを行う。現在、オフショア開発は非常に受注が困難な
時期であるために、どんなプロジェクトも断らない。その結果、小さいプロジェクトもあ
り、コーディングからの開発工程もある。 
次に、詳細設計から保守までの開発パターンを説明する。表 4-2-2-3 を見ると、プロジ
ェクトの 3 と 4 は詳細設計工程から保守までである。開発の方法は E 社が BSE のエンジニ
アをプロジェクト・リーダーにし、日本側の顧客と仕様書を確認しながら、コーディング
の作業を進める。BSE は不明な点があれば、Q/A 管理表以外に、オンラインの MSN、SKYPE、
などのアプリを利用し、確認する。そして、進捗の確認は日本側の SE が担当する。E 社は
週一回進捗度を報告し、特別の問題があれば随時報告する。 
最後に、概要設計から保守までの開発方法を説明する。E 社が PL 或いは BSE を日本に派
遣し、日本人の SE と一緒に日本で設計する。概要設計終了後に、設計のドキュメントを E
社に持ち帰り、オフショア開発の作業を実施する。PL 或いは BSE の帰国後は日本側の SE が
毎月一回、E社へ出張し、E社のエンジニアのシステムの理解度と進捗状況を把握する。そ
れ以外に、週一回進捗度を報告し、特別問題があれば、随時報告する。日常的な連絡は Q/A
管理表の他、オンラインの MSN、SKYPE などのアプリを利用し、不明点を確認している。 
この三つ開発パターンはいずれも日本からプロジェクトを受注する際に概要設計のよう
な上流工程の部分は日本の関係会社が担当し、E社で開発を行うのは、主に詳細設計からテ
ストまでである。 
それ以外に、開発業績の中で多くを占めているのはシステムの移植85である。これは、例
えば、以前.Net で開発したシステムを顧客の要求に応じて JAVE 言語で再構築することであ
る。今後、このような開発パターンが拡大する傾向にある。 
 
(3)従業員の構成と人材調達・育成 
 現在、E 社には主に二つの事業部門があり、従業員数は 48 名である。学歴構成は全員大
学卒である。事業部のうち、中国国内のソフトウエア開発事業部は 20 名程度であり、日本
向けのオフショア開発事業部は 20 名程度である。これらの従業員は能力によって、四つの
レベルに分けられている。即ち、PG、SE、PL、PM である。このうち、PG の人数が一番多く、
約 2/3 を占めている。SE は 5 人で、PL は 5 人、PM は 1 人である。各レベルのエンジニアは
                                                  
85 あるシステム向けに開発されたソフトウエアを別のシステムで動作するよう修整・再構築すること。
http://e-words.jp/w/E7A7BBE6A48D.html 2010/07/06 
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各々必要な能力が異なる。PG レベルのエンジニアは大学卒業して開発経験が 3 年未満のエ
ンジニアである。現在、E 社が自社育成する SE レベルのエンジニアは少なくとも育成に 3
年間かかる。PG レベルの賃金水準は 3000 元～5000 元である。SE レベルのエンジニアに必
要な能力はまず、3年から 5年間の開発経験であり、日本語能力は日本語能力試験二級以上
の資格取得である。E 社は SE レベルのエンジニアに対し、日本語能力を強く求めている。
実際、E 社の SE レベルのエンジニアはすべて BSE のことを指しているため、すべて BSE の
役割を果たすことができる。これもコストを削減するためである。SE レベルの賃金水準は
5000 元～7000 元である。PL レベルのエンジニアは技術力と日本語能力が求められる以外に
チームのマネジメント能力も必要である。それ以外に、コミュニケーション能力が必要で
ある。E 社の日本向けオフショア開発事業部には 5 人の PL が在籍するが、比率から見れば
比較的高いといえる。PL レベルの賃金水準は 7000 元以上である。最後に、PM のエンジニ
アは一人である。この PM を担当しているエンジニアは日本で 2年間の開発経験があり、必
要な能力は事業部全体的マネジメント能力と各プロジェクトの進捗管理能力である。PM レ
ベルの賃金水準は 10000 元程度である。実は、E社は賃金をハルビンにある同業他社より高
く支給している。エンジニアを定着させるための施策であると考えられる。 
去年、E社は日本から帰国したエンジニアを 6人採用した。この 6人は全員日本でソフト
ウエア開発を行ったことがあるために、このエンジニアたちは PL と PM を担当している。 
E 社の人材調達の方法は新卒採用と中途採用である。黒龍江大学と深い関係があるため、
会社のコア人材は殆ど黒龍江大学の卒業生である。E社は黒龍江大学のソフトウエア学院の
実践基地であるために、学生に大学の 4 年生から E 社で実際にソフトウエア開発を体験さ
せている。成績が良ければ、採用することもある。これは E 社にとって、非常に重要な人
材獲得のルートである。新卒者の賃金水準は 2500 元/月程度である。採用した新入社員は
新入教育を受ける。主に日本語教育とプロジェクト教育である。日本向けのオフショア開
発を展開しているために日本語の教育を非常に重視している。日本語教育はすべて黒龍江
大学の日本語学部の教員を招聘し、その教員が担当する。一日 1 時間の日本語コースを設
けており、教育期間は 2 年間である。もし日本語能力試験一級の資格を取得すれば、会社
は 1000 元の一時金を支給する。SE レベルのエンジニアの日本語能力は日本語能力試験の二
級以上を求めている。プロジェクトの教育は主にプロジェクトごとの OJT 教育である。新
入社員は配属後にそのプロジェクトと関わる知識を、仕事をしながら先輩社員に教えても
らう。 
採用の方針は新卒を中心であるが、即戦力を求めるために中途採用も行っている。中途
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採用者に求める能力は日本語能力と開発経験である。日本語能力は少なくとも日本語能力
試験の三級レベルであり、開発経験は 2 年以上である。最近、多くのプロジェクトは.NET
と JAVA であるために、この言語のエンジニアを採用している。 
E 社の定着策は賃金水準を高く設定することであるが、それ以外に、コミュニケーション
を活発化するために、毎年、社員旅行と BBQ のような活動を設けている。 
 
(4)業務上の課題と今後の事業展開 
現在、E社が直面している問題は次の四つである。①円安の問題である。去年から日本政
府が円安政策を進め始め、中国側のオフショア開発の会社にとって、利益が出難くなり、
経営が非常に難しくなってきた。ハルビン市の日本向けのオフショア開発の単価は本来大
連のような沿岸部より安く、１人月当たり 20 万円程度である。②比較的大きい案件を受注
したいこと。今まで小規模且つ短期の案件が多いため、今後は比較的大きく且つ、長期的
な開発案件を受注したい。③人材の育成問題である。今後 2、3年間は会社の成長が非常に
早くなると考えており、毎年エンジニアの規模を 20%～50%増やしたいが、技術力と日本語
能力が高いエンジニアは少ない。④今後の事業展開について経営のモデルを変えることで
ある。為替レードなどの問題で経営上不安であるため、日本向けのオフショア開発で積ん
だ経験で国内市場を開拓する。 
 
C 小括 
 表 4-2-2-4 はハルビンにおけるソフトウエア企業の事例二社の基本状況である。ハルビ
ン市のソフトウエア企業の事例はすべて、100 人未満の中小規模の企業である。これもハル
ビン市に立地しているソフトウエア企業の特徴である。小規模の企業が非常に大きな割合
を占めている。この二社の事例はすべて日本向けのオフショア開発に従事し、日本で子会
社或いは関連会社を持っている。そして、日本にある関連会社を活用し、上流工程までの
オフショア開発を実現している。しかも、関連会社はすべて、日本で営業の窓口のような
役割を果たしている。東悟科技は日本にグループ会社があるために、基本設計工程は基本
的にハルビンから BSE のエンジニアを派遣せず、日本にあるグループ会社から直接派遣す
る。E社は日本の関連会社のエンジニアが不足しているため、ハルピンから日本に BSE を派
遣する。そして、日本の関連会社の SE と共同で基本設計を行い、終了後にプロジェクトを
ハルビンに持ち帰る。両社はハルビンで主に、詳細設計以降の開発を行う。 
 
- 161 - 
 
     表 4-2-2-4 ハルビンにおけるソフトウエア企業の事例二社の基本状況 
 
出所：筆者作成。 
  
人材調達の方法について両社は若干異なるが、似ている部分もある。東悟科技はハルビ
ン市にある複数の一流大学と提携教育を行っているために、そこから積極的に人材を採用
する。東悟科技の事業範囲が比較的広く、選抜しやすく、人材の質は比較的高い可能性が
ある。しかし、E社は黒龍江大学と深い関係があるために、自社を黒龍江大学の実践基地に
し、この機会を利用して、人材の採用を行っている。一校のみであるために、限界がある
と考えられる。両社とも新卒採用を中心とするが、即戦力を求めるために中途採用も行っ
ている。特に、東悟科技は設立されて僅か二年であるために、自社で育成した人材は間に
合わないという事態が発生するために、即戦力を求めて中途採用を行っている。人材育成
の方法については、両社とも日本向けのオフショア開発を主たる事業としているため、日
本語教育を非常に重視する。両社とも PG レベルのエンジニアから日本語教育を行い、社内
で日本語コースを設け、日本語能力試験の資格を取得すると一時金を支給する。技術教育
については、両社は配属後にプロジェクトの中で仕事をしながら、OJT で行っている。人材
の定着策については、両社とも社員間のコミュニケーションを重視する。共通する課題は
比較的大きな案件を受注する事と人材の育成と確保問題である。東悟科技は開発経験が豊
富なエンジニアの育成と確保が難しい。E社は技術力と日本語能力が高いエンジニアは不足
である。 
 
第 3 節 長春のソフトウエア企業の事例 
A、長春市 W科技有限公司86 
(1)会社の概要 
長春 W科技有限公司（以下 W社と略す）は 2004 年に長春理工大学をベースにして、設立
されたソフトウエア企業である。現在、長春理工大学に限らずに、吉林大学、北京大学な
どの有名大学と連携し、ソフトウエア製品の研究開発を行っている。同時にロシア科学院
会社名 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 日本での子会社或は関連会社
ヒアリン
グ対象
東悟科技 2013年3月 中国 日本向けオフショア開発、BPO業務、ITサービス・製品の中国市場進 60人
基本設計、詳
細設計、テスト 有 董事長
E社 1992年8月 中国 日本向けオフショア開発、中国国内のシステム開発 48人
基本設計、詳
細設計、テスト 有 総経理
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とベラルーシ国立技術大学などの外国の有名な研究機関の先進的なソフトウエア開発の技
術を吸収し、会社の競争力としている。現在、従業員数は 136 人で、このうちエンジニア
は 125 名で、残りは品質保守部門、技術統合部門、営業部門などの従業員である。長春市
では、中規模の生産型のソフトウエア企業であり、国内向けのソフトウエア開発企業であ
るが、CMM3 のレベル認定も取得しており、それ以外に ISO20000、ISO20001 の認定も取得し
ている。 
 
(2)事業内容 
W 社は主に中国国内のソフトウエア開発であり、業務内容は主に二つである。一つは、民
間の企業と政府・公共の機関向けの自社製品の研究開発である。同社が開発した製品は様々
な分野で使用されている。公共医療機関のシステム、人的資源管理のシステム、金融系の
システムなど 20 項目以上のシステムを研究開発した。最近では、金融系のシステムが一番
多い。もう一つは、軍需産業向けのシステム開発である。主に軍隊の倉庫管理、人員管理
などの部門を対象としている。 
 
(3)従業員の構成 
現在、W社のエンジニアの人数は 125 名であり、ソフトウエア・エンジニアには技術能力
と開発の経験年数によって、六つのランクがある。即ち、初級レベルのエンジニア、中級
レベルのエンジニア、高級レベルのエンジニア、シニアエンジニア、準プロジェクト・マ
ーネージャー、プロジェクト・マネージャーである。 
初級レベルのエンジニアは主に、新卒から開発経験が一年以内のエンジニアで、基本な
開発言語ができるか、或いは、ソフトウエア開発に興味を持ち、会社側が提供している教
育プログラムの参加を通じて、基本な開発言語を勉強している者である。このレベルのエ
ンジニアは現在 35 人程度在籍している。採用した新卒レベルのエンジニアの賃金は
2500-3000 元であり、一年間の開発経験者は 3000 元―4000 元である。各ランクのエンジニ
アの給料差は 1500-2000 元であるが、一番高いプロジェクト・マネージャーの賃金は 8000
元である。 
中級レベルのエンジニアは一般的に 2-3 年間の開発経験があり、独立的にプロジェクト
を参加した経験があるか、或いは、独立的なプロジェクト経験はないが、コーディングの
経験が豊富であり、各開発領域の知識を持ち、且つチームリーダーを担当できる者である。
                                                                                                                                                  
86 以下は長春市 W科技有限公司について、会社のヒアリングによる。 
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現在、この中級レベルのエンジニアは 20 人である。 
高級レベルのエンジニアはコーディングと各分野の専門知識に精通しており、エンドユ
ーザーと仕様確認をすることもできる、主に 3-5 年間の開発経験を有するエンジニアであ
る。実際には、高級レベル以上のエンジニアについては仕事の内容に関して明確にしてい
ないが、給与面では異なり、現在このレベルのエンジニアは 15 人である。 
シニアエンジニアが必要な能力は高級レベルのエンジニアとの相違点は開発の経験年数
とプロジェクトの経験及び業務知識の豊富さであり、開発経験年数は 6-7 年間必要である。
準プロジェクト・マーネージャーは一つの開発チームをマネジメントするために、担当プ
ロジェクトの専門知識を持ち、エンドユーザーと仕様確認、開発技術確認を行える能力が
あり、開発経験が 8 年以上のエンジニアである。シニアエンジニアと準プロジェクト・マ
ーネージャーは合わせて 8人である。 
プロジェクト・マネージャーはいくつのプロジェクトを同時に管理運営し、各プロジェ
クトの進捗を管理する能力が必要である。主にマネジメント能力が重視され、10 年程度の
開発経験を有するエンジニアである。現在、プロジェクト・マネージャーは 7 人である。
これらリーダークラスのエンジニアのうち 15 人は自社が育成した人材で、残りはすべて、
外部から調達した人材である。 
この専門開発を担当するエンジニア以外に W 社は研究開発部門を設けている。この研究
開発部門は自社製品を生産するためではなく、受注したプロジェクトに関し顧客の要望に
応じて、概要設計と基本設計などを担当する部門である。つまり、プロジェクトの上流工
程の部分はこの研究開発部門で完成する。W社は CMMI3 レベルの認定を取得したため、ウォ
ーターフォール・モデルの開発方式を採用し、自社の開発環境に合うようにその方式を改
善している。改善した理由は CMMI3 の基準に沿って開発すれば、冗長な部分が多いためで
ある。その改善モデルを利用し、自社内で上流工程と下流工程を分け、上流工程は研究開
発部門が担当する。下流工程は他のエンジニアが担当する。現在、同部門で働いているエ
ンジニアは 30-40 人である。 
エンジニアの昇進決定の際には主に次の四つの要因を基準としている。即ち、開発の経
験年数、プロジェクトの開発経験、個人の能力、エンジニアの安定性である。 
 
(4)人材の調達と人材育成 
W 社の従業員はすべてコンピュータ・サイエンス専攻の卒業生であり、学歴の構成は博士
が 6人、修士が 16 人で、残りのエンジニアはすべて大卒である。人材調達の方法は中途採
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用を中心として、新卒者採用を補助策としている。中途採用のルートは主にインターネッ
トと同社社員の推薦である。高級レベルのエンジニアを推薦すれば、一人につき 3000 元の
一時金を支給する。新卒の場合は主に大学の推薦で、比較的成績と人柄が良い学生を採用
する。この採用の方針は主に開発の業務量と新卒者の安定性により決めた。新卒者の定着
率が低いために、コストをかけて教育した人材が短期間で退職する可能性があり、そのた
めに、開発途中のプロジェクトが影響を受けることになる。現段階では、業務量が非常に
多く、即戦力のエンジニアが必要であり、これも中途採用を中心とした原因の一つである。
今後、業務量が減少すれば、新卒者の採用を増加する計画があり、そして、自社で育成し、
人材を蓄積したいと考えている。現段階では、新卒を育成する時間的な余裕がないため、
採用する人数は少ない。 
経験者は採用後に、会社の社内の人材育成の教育を受ける。この中途採用のエンジニア
の育成は四段階に分けられている。第一は新人教育である。この段階は主に会社の制度の
教育と基本的な技術教育である。まず、会社の制度の教育とは、主に企業文化と会社の制
度に関する教育である。教育の期間は二日である。終了後に具体的なプロジェクトに参加
し、プロジェクトの中で、仕事をしながら技術を取得する。採用したエンジニアは経験者
であるために、比較的早く吸収し、早く理解できる。新卒者の教育は中途採用者と同じよ
うに、会社の制度の教育があり、その後に基本的な開発言語の教育がある。大体一ヶ月間
で終了する。その後は、プロジェクトに参加しながら、勉強する。経験が浅いエンジニア
或いは新卒者は一人前になるまでには一年から一年半かかり、1対 1の OJT 教育を行う。こ
れが初級レベルのエンジニアの教育である。 
中級レベルのエンジニアの教育は各部門の専門分野の知識が異なるために、共通の部分
を教育する。主にフレームワークとコードの最適化の教育を行う。例えば、JAVA 言語の場
合に、よく使う JAVA 言語のフレームワークを教える。 
高級レベルのエンジニアの研修は比較的少ないが、次の二つのタイプがある。第一は、
外部から専門の講師を招聘し、会社の内部で研修する。主に、新しい技術を利用する際に
技術的な教育を受ける。第二は、エンジニアを外部へ派遣する。これは主に関連機構が実
施している技術的或いは、マネジメントに関わる講座にエンジニアを参加させるものであ
る。 
このような階層的な教育以外に会社は様々な研修会も設けている。主に技術的な研修で
ある。この教育は一週間 2回、毎回 90 分間で、通年で行う。各プロジェクト・チームにな
り、仕事に必要な知識を教える。ソフトウエア開発には波があり、忙しくない時は、高級
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レベル以下のエンジニアはすべて参加する必要がある。講師は主に会社の研究開発のエン
ジニア或いは高級レベル以上のエンジニアで、自分で課題を出して、研修を行う。例えば、
金融系のシステム開発であれば、主に、ツールの使い方、フレームワークなどである。部
門ごとに研修回数を設けているために、講師の人数もそれぞれ決めている。 
また、プロジェクトの要求に応じて、研修会を開くこともある。例えば、新しいプロジ
ェクトを受注した際、使う開発言語或いはツールが分かるエンジニアが非常に少ない場合
に、このプロジェクトと関わるエンジニアを集め、基礎な知識を教える。その後に、プロ
ジェクトに参加して、OJT の形で教育する。質問があれば、先輩のエンジニアの指導を受け
て、問題を解決する。仕事をしながら新しい技術を勉強する。 
上述した教育以外に、システムに関する専門的な知識も研修する。この研修は少人数で
基本的に 1 対 1 或いは 1 対 2 の形である。例えば、金融系のシステムであれば、このシス
テム開発のエンジニアのみこの講座に参加する。銀行のシステムの場合、銀行の内部での
作業の流れがあるため、開発担当のエンジニアがこの内部の作業流れを理解する必要があ
る。 
W 社はエンジニアが専門的な資格を取得するために様々な支援政策を設けている。特に会
社に有利な資格を取得すると一時金を支給する。資格の難易度によって一時金の金額も異
なる。同じ資格を取得したいと考えるエンジニアが多い場合には会社が専門の講師を招聘
して社内で授業をする。少数の場合は外部の教育機関を利用し、その費用を会社が負担す
る。会社にとって非常に重要な資格であれば、資格の取得に関わる費用はすべて会社が負
担する。例えば、プロジェクト・マネージャーの PMP 資格87があり、この資格を取得すると
一時金を支給する以外に、毎月 300 元給料に上乗せする。資格は昇給或いは昇進の際にメ
リットがある。 
 
(5)賃金の決定と考課制度 
賃金の構成は基本給に加えて業績給与、諸手当、ボーナスである。諸手当は主に通勤手
当、資格手当、食事手当である。給与の構成比率は基本給と業績給は 90％であり、基本給
は定額で変動しないが、業績給は評価によって決められ、毎月異なる。業績評価は制度面
の考課と技術面の考課に分けられている。例えば、社員カードを付けなければ、10 元の罰
金とする。技術面において、専門のシステムを利用し、バク率を計算する。一定の基準を
                                                  
87 PMP（Project Management Professional）資格はプロジェクト・マネジメント業務を 4500 時間・3年以
上経験などが求められる。http://e-words.jp/w/PMP.html2015/01/15 
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超えれば、減点する。これは客観的な部分である。それ以外にエンジニアの仕事に対する
態度も評価する。この中でエンジニアのモチベーション、プロジェクトの中での問題解決
能力など主観的な部分も考察する。W社はすべて客観的な考課は良くないと考えて、主観的
な考課も取り入れたとしている。 
W 社は比較的公平な昇進、昇級制度を適用するために、自己申告制度を設けている。会社
が申告を提出したエンジニアを再度評価し、昇進と昇給を決める。それ以外に、W社のエン
ジニアの満足度は非常に高い。2014 年 7 月に W 社が行った従業員調査によると会社に対す
る満足度は 95％以上である。 
W 社のボーナス制度については、一年間に 13 カ月分の給料を支給する。そのうち一か月
分の給料はボーナスであり、この一か月分の給料を 7月と 12 月に分けて支給する。これを
離職の防止策としている。エンジニアの離職率は非常に低く、試用期間を過ぎたエンジニ
アの離職率は 5％程度である。試用期間で会社の要求を満たさないエンジニアを含めれば、
離職率は 15％である。この比率は長春のソフトウエア産業の平均 30％と比較すれば非常に
低い。 
 
(6)今後の課題 
 現在、一番大きな問題は経営者がソフトウエア開発に関する技術が分からないために、
エンジニアの本音が経営者まで届かないことである。特に、プロジェクト・マネージャー
以上の管理者が自分の昇進のために、エンジニアの意見を無視することがある。そして、
エンジニアのモチベーションが低下して、離職するケースが発生している。その他、不必
要な残業なども発生するために、コストが増加している。このようなマネジメント上の問
題が発生している。 
 
B、長春 M 研究所88 
(1)会社概要 
 長春 M 科学研究所（以下は M 社と略す）は 1977 年に設立された創業 35 年以上のソフト
ウエア企業である。M 社の前身は中国国営の石炭分野の研究所であったが、2005 年に私有
化して、株式会社になったが、社名は変更しない。主たる業務の内容は石炭採掘関係のシ
ステム開発で現在、石炭関係のプロジェクトを多く取扱っている。会社全体の従業員数は
150 名、そのうち、ソフトウエア・エンジニアは約 50 人、研究部門の研究員は 32 名で、残
                                                  
88 以下は長春 M 社について、会社のヒアリングによる。 
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りはハードウエアの技術者と補助部門の従業員である。 
 
(2)事業内容 
 M 社は主に石炭の採掘用製品の研究開発に従事しており、中国の東北地域において、特に
石炭の採掘分野で非常に重要な役割を果たしている。石炭の採掘分野の製品は東北地域だ
けではなく、内モンゴル自治区、山西省、新疆などの地域にも販売している。主な事業内
容は採掘現場の安全性問題、自動化装置の導入、採掘者のマネジメントシステム、新しい
エネルギーの研究開発などである。M社は生産にあたっては中国政府の厳しい安全基準に基
づいて、製品の性能を決めている。 
システムを開発する際に、主に五つの段階に分けている。第一段階はフレームワークの
設定である。つまり、この段階で、システムの基本的な機能を設計する。同じ業界のシス
テム開発において、フレームワークを変更することは非常に少ない。第二段階でこのフレ
ームワークの上で石炭の採掘に関する専門的な知識を活用して、モジュールを開発する。
第三段階は、ユーザインタフェース（UI）のデサインである。第四段階は使用現場でのテ
ストである。第五段階は納品である。 
 
(3)従業員の構成 
 現在、M 社の従業員は 150 人であるが、ソフトウエア開発と関わるエンジニアは 50 人程
度しかいない。M社はソフトウエア・エンジニアを四段階に分けている。つまり、プログラ
マレベルのエンジニア、SE レベルのエンジニア、プロジェクト・リーダー、プロジェクト・
マネージャーである。各レベルにおいて必要な能力は異なる。プログラマレベルのエンジ
ニアは仕事内容が基本的にコーディングであるために、必要な能力は主にプロジェクト・
リーダーが分配した各モジュールをコーディングできることである。この段階のエンジニ
アは主に二年或いは三年間の経験者で、人数は 35 人程度で、給料は新卒者より高く 5000
元程度である。SE レベルのエンジニアが必要な能力は独自でプロジェクトの一部を担当で
き、或いは、一つのモジュール的なシステム開発が担当できることである。また、システ
ム全体の概要設計をある程度理解し、専門的な知識もある程度知る必要がある。現在、こ
のレベルのエンジニアは 10 人くらいで、給料は 6000 元～8000 元である。プロジェクト・
リーダーが必要な能力は担当するプロジェクトを全体的に把握し、各モジュールの機能が
分かり、プロジェクトの進捗管理ができることである。このレベルのエンジニアは 5人で、
給料は 9000 元程度である。プロジェクト・マネージャーは同時にいくつのプロジェクトを
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担当するために、各プロジェクトのニーズ及び概要を知り、各プロジェクトの研究開発の
方向性を導くことができなければならない。現在このレベルのエンジニアは 3 人在籍して
いる。 
 
 (4)人材の調達と人材育成 
M 社の人材調達は中途採用を中心として、新卒採用を補充的とする政策を採っている。ま
ず、中途採用について説明する。M社は不定期的な採用を行っており、エンジニアが不足な
時期のみ募集する。採用対象は主に二、三年間の C 言語のソフトウエア開発の経験者であ
る。定着させるために、吉林省出身のエンジニアを優先的に採用している。採用のプロセ
スはまず、筆記試験を行ってから、面接試験を行う。筆記試験は主に受験者の基礎知識と
勉強の能力を考察する。例えば、コーディングの能力、エンジニアの思考力などを考察す
る。筆記試験の合格者のみ面接試験を受ける。面接の際に受験者の勉強力、コミュニケー
ション能力、思考力などの項目を考察する。試験問題は試験日の三日前に受験者にメール
で通知する。そして、面接の際に試験問題の解答だけではなく、その解答になった理由も
述べさせる。ここから受験者の勉強力とコミュニケーション能力などを把握できる。ソフ
トウエア・エンジニアは技術革新が日進月歩であるために、絶えず勉強する必要があると
言う特性を有している。採用者は採用後に、二日間の会社制度の教育を受けてから、直接
プロジェクトに参加し、技術的な教育を受ける。コストを削減するために、中途採用者の
新人教育は仕事をしながら、先輩社員がサポートする OJT 教育である。M社は普通のソフト
ウエア企業より、専門性が強いために、先輩社員が蓄積した経験を後輩に伝達することは
非常に重要である。 
次に、補充政策としての新卒採用について説明する。新卒採用は極めて少ないが、新卒
に求めている資質は非常に高く、人柄から技術まである。この中で一番重視するのは人柄
である。M社は二年間で新卒者から一人前のエンジニアにするという計画を立てている。一
年目は主に技術教育で、二年目は主に、製品の特性を理解することと現場への出張である。
この二年間を四つの半年間に分けて、教育する。最初の半年間にソフトウエア開発の基礎
知識について教育する。主にコンピュータ言語の基本文法、開発用のデータベースなどを
把握させる。M社は C言語のみを利用するために、この言語だけを教育する。基礎的な知識
教育以外に実際開発した小規模のプロジェクトを教材にし、講義を行っている。講義終了
後に、エンジニアが講義中のプロジェクトを独自でもう一回開発させる。この期間は単純
な技術教育で、約１ヶ月程度である。この基本知識の教育終了後に少しずつ実際の開発プ
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ロジェクトに参加させ、勉強しながら経験を積む。 
第二の半年間は主に実践的な教育である。教育の方法は主に、小規模のプロジェクトを
与えて独自で開発を行わせる。M社は自社製品を生産するために、ソフトウエア開発だけで
はなく、ハードウエア関連の知識もある程度把握する必要がある。例えば会社の通信関連
のハードウエアに関する知識などである。このような経験は小規模のプロジェクトを通じ
て蓄積する方法が一番いいと考えている。 
第三の半年間は、開発したプロジェクトだけでなく、会社が有する全部の製品を理解さ
せるための教育である。このような教育を行う理由は二つある。①顧客に製品の機能を説
明する能力が必要であること。②顧客が使っているシステムにエラーがあった際に、修理
できなければならないこと。しかし、現在まで、使用しているシステムは様々なタイプが
あり、量的にも非常に多く、大変な教育である。 
最後の半年間は主に、先輩社員と一緒に鉱山現場への出張である。出張の現場には最近
開発した製品のみではなく、以前に開発した製品も含まれている。そのために、二年目の
前半に会社が開発した製品を全部理解することが要求されている。鉱山現場に出張する目
的は開発したシステムに問題を起こった際の問題の解決能力の教育である。それ以外に、
製品の使用環境と顧客現場での効果などを調査する。現場の環境が違うことによって、違
う効果が出る可能性ある。この二年間をかけて、新卒者のエンジニアは専門的な知識を勉
強しながら仕事をし、製品の開発現場と製品の応用現場を全部理解した上で、初級レベル
のエンジニアになる。 
 
(5)業績管理と給与の構成 
 M 社の給与は主に四つの部分で構成されている。基本給、勤続年数給、業績給と諸手当で
ある。基本給はエンジニアのランクによって異なり、中途採用者の基本給は地域の平均基
本給と会社内部の同じレベルのエンジニアの給与によって決める。基本給は現金給の約 8
割程度を占めている。勤続年数給は毎年 20 元である。諸手当は様々で、通勤手当、食事手
当、暖房手当などがある。最後に業績給であるが、エンジニアのモチベーションを維持す
るために導入している。同社の業績分配は二つの部分に分けられている。第一は会社全体
の業績を各プロジェクト・マネージャーに分配するもので、プロジェクト・マネージャー
は分配された業績を各エンジニアと相談後に月単位に分解する。第二に、プロジェクト・
マネージャーは自分の業務目標を各エンジニアの月単位で配分した後にさらに週単位で配
分する。週ごとの仕事計画は各エンジニア自身で決めた後に、プロジェクト・マネージャ
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ーに報告する。プロジェクト・マネージャーはプロジェクトの進捗状況によって、各エン
ジニアの計画を調整する。 
各エンジニアは計画通りに完成すれば、その完成の品質によって、A、B、C、D 四段階に
分けられる。この業績給の決め方は、まずチームのエンジニア全員の給与合計の 20％を業
績給として支給し、各エンジニアの業績給は業績評価の結果によって支給する。3か月間に
一回業績給を支給する。 
上述したエンジニアの現金給与以外に、同社はプロジェクトの奨励金制度も設けている。
この制度は一つのプロジェクト終了後に、開発チームのエンジニアに奨励金を支給するも
ので、プロジェクトによって、金額も違い、各人の金額はプロジェクトの中で担当する役
割によって決まる。 
 
(6)今後の課題と方針 
現在、M 社が抱えている一番大きな問題はエンジニアの離職問題である。2014 年の離職
率は約 15％であり、離職の理由はエンジニアの給与満足度が低いことである。 
 
C、小括 
長春におけるソフトウエア企業の事例はすべて、150 人程度の中小規模のソフトウエア企
業である。表 4-2-3-1 は長春におけるソフトウエア企業の事例二社の基本情報を示してい
る。二社の業務はすべて、中国国内公共機関向けのシステム開発を行っている。これも長
春のソフトウエア産業の特徴である。 
 
表 4-2-3-1 長春におけるソフトウエア企業の事例二社の基本情報 
 
出所：筆者作成。 
人材調達の方法は両社共同じように、中途採用を中心として、新卒採用を補充策として
いる。その原因は主に次の二点である。第一は、新卒者の定着率が低いことである。長春
市では、大学卒業後に、仕事経験を二年或いは三年間を積んで、転職のピークを迎える。
コストをかけて、育成した人材が離職してしまう。第二は、大学で勉強した知識と会社が
必要な知識の間にギャップが大きいことである。大学で勉強した知識は企業側が必要な知
会社名 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 ヒアリング対象
W社 2004年 中国 公共機関のシステム・軍需システム 136人 システム全般
人的資源管理
部門の責任者
M社 1977年 中国 石炭のシステム 150人 システム全般 人的資源管理部門の責任者
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識よりかなり遅れている。しかも、実際に開発の際に全然使わない知識も教えている。両
社は新卒者の技術レベルを初級レベル或いは入門レベルであると評価している。開発経験
が豊富な新卒者も存在するが、極めて少ない。また、中レベルに達している新卒者も非常
に少ない。上述した二つの原因で新卒採用を抑え、中途採用を行う。両社の開発方法はシ
ステム開発の始めから最後まで自社で担当するために、社内には上流工程を担当する上級
レベルのエンジニアから下流工程を担当するプログラムレベルのエンジニアまですべて存
在する。人材育成の方法は、両社とも経験者に対し、すべて仕事をしながら、開発の技術
を身に付けさせる方法である。新卒採用者には具体的な教育プランを立てている。両社が
抱えている最大の問題は W社が経営管理の問題であり、M社は離職の問題である。 
 
第 4 節 小括 
ハルビンと長春のソフトウエア産業の規模は大連と比較して、両地域とも格差が大きい。
この二地域を大連以外として、事例研究をしたが、いくつの相違点が考察できる。まず、
両地域のソフトウエア企業の事例はすべて、中小企業であるが、しかし、ハルビンの二社
の事例はすべて日本向けのオフショア開発をしながら、国内市場も多少開拓している。し
かし、長春は完全に国内市場向けのソフトウエア企業である。この前提として、両地域の
人材調達、人材育成などの異同を検討する。まず、ソフトウエア開発を担当する工程から
見ると、長春はソフトウエア開発のシステム先般を担当するが、ハルビンは基本設計工程
が日本にある関連企業或いは BSE のエンジニアを日本に派遣し、詳細設計からテストまで
の部分はハルビンが担当する。つまり、ハルビンに立地しているソフトウエア企業は主に、
オフショア開発の下流工程のみ受注している。次に、人材調達においては、長春は主に中
途採用を中心として、採用条件は開発の経験を重視する。そして、新卒採用を補充策とし
ている。自社内で育成した人材の人数は極めて少ない。しかし、ハルビンの二社とも優秀
な人材を確保するために、大学と連携教育を行っている。その上で、即戦力を求めるため
に、中途採用を補充策として採用している。日本向けのオフショア開発を従事するために、
採用条件は開発経験以外に日本語能力も重視する。それから、人材育成の方法について長
春は経験者に対して、OJT 教育を行い、新卒者に対して、具体的な教育プランを立てる。ハ
ルビンは新卒者に対して、教育を二項目に分け、日本語教育と技術力であり、日本語教育
は外部から講師を招聘して、日本語教育を行う。そして、技術教育はプロジェクトを参加
しながら、OJT 教育を行う。両地域のソフトウエア企業の業務内容は異なり、ハルビン市の
二社の事例から見ると日本向けのオフショア開発を行い、かつ、下流工程を中心である。
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そして、エンジニアの採用も新卒採用を中心にし、中途採用を補充策として行っている。
採用後にエンジニアに日本語教育を実施する。ここからも下流工程のソフトウエア開発は
エントリーレベルのエンジニアにとって日本語をある程度教育すれば、開発が担当できる
と考えられる。しかし、長春の二社の事例から見ると、すべて、中国国内市場向けのソフ
トウエア開発であるため、人材の採用は中途採用を中心として、新卒採用は補充策として
いる。長春のソフトウエア企業の事例はエンジニアの技術力に対して強く求めている傾向
があると考えらえる。ソフトウエア企業の業務内容の違いによって、人材の採用、人材の
育成などの方法も異なっている。長春の事例は企業規模と資金力の関係、安定性のために、
新卒者の採用は非常に少なく、中途採用を中心として行っている。そして、人材育成は技
術形成を中心にして、多くの場合は OJT 教育を通じて行っている。しかし、ハルビンは新
卒採用を中心にして、大学と提携教育を行っている。人材育成の方法は技術教育以外に日
本語教育も行い、OJT と off-JT 教育は両方行っている。 
 
第 3 章 事例から見た東北地域のソフトウエア企業の人材育成 
  
東北地域におけるソフトウエア産業の事例を九社紹介したが、これらの事例を通じて、
東北地域のソフトウエア企業の人材育成を検討し、そして、東北地域内でのニアショア開
発の可能性について検討する。 
 
（1）事例から見た人材育成 
東北地域のソフトウエア企業における九社の事例はすべて中小規模のローカル企業で、
その事業内容から二つに分けられる。表 4－3－1 は事例九社の基本状況を示している。一
つは日本向けのオフショア開発に従事している企業であり、主に大連とハルビンの企業で
ある。これらは、さらに開発工程から二種類に分けられる。上流工程を担当する企業と下
流工程を担当する企業である。上流工程を担当する企業は事例から見ると大連の G、P、Y
社とハルビンの二社であり、下流工程を担当する企業は大連の K、A社である。もう一つは
中国国内向けのソフトウエア開発に従事する企業であり、主に長春のソフトウエア開発の
企業である。この事業内容、開発工程が異なることによって、ソフトウエア・エンジニア
に求める能力、調達方法、教育方法なども違う。 
 
表 4－3－1 東北地域におけるソフトウエア企業の事例九社の基本状況 
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出所：筆者作成。 
 
最初に、日本向けオフショア開発に従事する企業七社の事例を考察する。まず、設立時
期から見ると、最も早い時期に設立されたのはハルビンの E 社で、1992 年である。ここか
ら、ハルビンは比較的早い時期で日本向けのオフショア開発が開始したことが分かる。残
りの企業はすべて、2000 年以後に設立されている。上流工程まで担当する五社は日本での
関係企業を通じて、上流工程までの開発を実現した。つまり、BSE の役割を果たすエンジニ
アによって、上流工程の開発が実現したもので、ブリッジ SE は上流工程の開発を行う際に
非常に重要な役割を果たしたといえる。上流工程までの受注について大連とハルビンの企
業に、大きな差異が見られない。下流工程の部分は東北地域にある企業が担当する。しか
し、両都市に立地しているオフショア開発企業は受注したプロジェクトの数、種類と規模
の違いによって、オフショア開発企業の成熟度が異なる。つまり、大連のオフショア開発
企業はハルビンの企業より成熟度が高く、オフショア開発の経験が豊富である。しかし、
大連では下流工程のみ受注しているオフショア開発の企業も存在する。これは事例の K 社
と A 社である。この二社はすべて、日本に関連会社は有してないため、上流工程までの開
発は実現できないと考えられる。 
 次に、事例の各社の人材調達及び人材育成の方法は二タイプに分けられる。一つは、新
卒採用を中心とし、中途採用は補充策とするタイプである。もう一つは中途採用を中心と
し、資金的余裕がある際に新卒採用を行うタイプである。そして、その採用方法の違いに
よって、人材育成の方法も異なる。新卒者のソフトウエア・エンジニアに対する教育は大
きく分けると、技術教育と業務知識の教育であり、これらの教育は主に企業側が提供して
会社名 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 本社が担当する開発工程
日本で子会
社の有無 子会社の役割 ヒアリング対象
会社訪
問回数
電話・
メール
Ｇ社 2000年 中国 対日オフショア開発 124人 上流、下流 有 窓口、BSEの派遣、プロジェクトの受注 総経理 3回 数回
Ｐ社 2001年 中国 対日オフショア開発、国内ソフトウエア開発 300人 上流、下流 有
窓口、BSEの派遣、
プロジェクトの受注
プロジェクト・
マーネージャ― 1回 数回
Ｙ社 2004年 中国 対日オフショア開発 36人 上流、下流 有 事業展開 董事長 3回 数回
Ｋ社 2001年 中国 BPO事業、ソフトウエア製品の開発、販売 150人 詳細設計以下 無 無 総経理 1回 数回
Ａ社 2012年 中国 国内向けのソフトウエア開発、日本向けのオフショア開発 35人 詳細設計以下 無 無 総経理 1回 数回
東悟科技 2013年 中国 日本向けオフショア開発、BPO業務、ＩＴサービス、製品の中国市場進出 60人
基本設計、詳
細設計、テスト 有
BSEの派遣、プロ
ジェクトの受注 董事長 1回 数回
Ｅ社 1992年 中国 日本向けオフショア開発、中国国内のシステム開発 48人
基本設計、詳
細設計、テスト 有
BSEの派遣、プロ
ジェクトの受注 総経理 1回 数回
Ｗ社 2004年 中国 公共機関のシステム・軍需システム 136人 システム全般 無 無 人的資源管理責任者 1回 数回
Ｍ社 1977年 中国 石炭のシステム 150人 システム全般 無 無 人的資源管理責任者 1回 数回
大連
長春
ハルビン
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いる OJT、off－JT を通じて、行っている。この中で、日本向けのオフショア開発に従事す
るために、日本語の教育と日本のビジネスマナーの教育も行っている。多くのソフトウエ
ア企業は以前、PG レベルのエンジニアから日本語教育を行っていたが、最近、離職を防ぐ
ために、SE レベルのエンジニア昇進後に、日本語教育を行うことになった。中途採用者の
教育については、多くの企業は直接プロジェクトに参入し、業務を進行しながら、OJT 教育
を行う。そして、安定性がよく、SE レベルのエンジニアに昇進した後に、企業側が日本語
の教育を提供しる。企業が提供する教育以外に、エンジニアが資格を取得した場合、企業
は一時金を支給し、資格取得を奨励している。 
さらに東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成について検討した。この
九社の事例を通じて、担当している開発工程から見ると大連は主に下流工程の開発を中心
としている。そうすると大連では下流工程のレベルに達したエンジニアはとても多いと考
えられるが、上流工程まで担当できるエンジニアは非常に少ない。つまり、大連では上流
工程まで担当できるエンジニアが必要とされる能力を保持するエンジニアは非常に少ない
可能性がある。そのために、大連のソフトウエア企業、特にオフショア開発企業は各種の
教育方法を活用して、エンジニアの技術力を高めることが極めて重要と考えられる。これ
は大連のソフトウエア企業のレベルアップにつながることになる。しかし、これから、長
春とハルビンは大連のオフショア開発の発注先になるためには、エントリーレベルから下
流工程の開発を担当できるまでの人材育成が極めて重要である。つまり、詳細設計工程ま
で担当できる PG レベルの人材育成である。これはハルビンと長春のソフトウエア企業の規
模拡大につながると考えられる。 
 
（2）ニアショア開発についての検討 
東北地域のソフトウエア産業の発展状況とソフトウエア企業の事例を通じて検討したが、
以下は主に三つの要素からニアショア開発の可能性を検討する。一、人件費、二、エンジ
ニアの技術力、三、地理的の要素である。以下この三つの要素について詳しく分析する。 
第一に、人件費の要素である。長春とハルビンは内陸地であるために、平均的な給料水
準は大連より低い。表 4－3－2は 2009 年～2012 年の大連市、ハルビン市、長春の労働者の
平均月給を示している。この表から見ると、大連市の平均給料が最も高く、ハルビン市が
最も低い。第二、オフショア開発の人月単価から見ると、高橋信弘[2013]によると大連の
人月単価は 27 万円で、長春の人月単価は 22 万円であり89、ハルビン市の人月単価は 20 万
                                                  
89 高橋信弘[2013] p4 
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円である90。大連とハルビンの間に7万円の差であり、大連と長春の間に5万円の差である。
上述した二点から見るとコスト削減のために、ニアショア開発を行う可能性がある。 
 
表 4－3－2 2009 年～2012 年、大連市、長春市、ハルビン市の労働者平均月給 
 
出所：日本貿易振興機構大連事務所 『大連市概況』2014 年 6 月、『長春市概況』、『ハルビン市概況』2015
年 6 月  
 
第二に、エンジニアの技術力の要素である。オフショア開発はウォーターフォール・モ
デルによって、ソフトウエアの開発工程を大きく二種類に分けられる。つまり、上流工程
と下流工程である。上流工程は具体的に概要設計と基本設計の部分で、即ち、大連の G社、
P 社、Y 社、とハルビン市の東悟科技、E 社が上流工程の開発を担当できる。下流工程は詳
細設計、コーディング、単体テストなどの工程で、大連の K社、A社は担当できる。当然な
がら、上流工程の開発実績は各社によって、占める割合が異なる。しかし、上流工程を担
当できるエンジニアは存在するが、規模的に小さい。ハルビンにおいて、日本向けのオフ
ショア開発を行っているために、下流工程を担当する技術力を持つ。長春において、長期
間で中国国内向けのソフトウエア開発を行って、システム開発全般に必要とする技術力を
持つ。そして、大連のソフトウエア企業は日本向けのオフショア開発が十年以上を行い、
且つ、受注したプロジェクトの規模、数、専門性などについて、他の地域より豊富である。
日本から受注したプロジェクトを大連のオフショア開発の経験を活用し、ハルビンと長春
のソフトウエア企業に発注する。大連のソフトウエア企業がこの契機を掴んで、より高付
加価値の上流工程に転換する。オフショア開発の発注側である日本の企業と中国国内のソ
フトウエア企業にとって、コストの削減、開発人員の確保も実現できる。上述したように、
ニアショア開発を実行する技術力を有している可能性は高い。第三に、地理的な要素であ
る。大連は東北地域の窓口であり、東北地域で一番大きな港である。2012 年 12 月 1 日に中
国東北地域（遼寧省、吉林省、黒龍江省）を縦断するハルビン市から大連までの高速鉄道
                                                  
90 事例の東悟科技と E社から聞き取り調査による。 
都市名 2009年 2010年 2011年 2012年
大連市 3231元 3718元 4144元 4568元
長春市 2537元 2977元 3456元 3890元
ハルビン市 2438元 2700元 3039元 3481元
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（哈大高鉄）が開通した。ハルビンまで主張すれば、日帰りができる。この高速鉄道の開
通によって、非常に便利となった。地理的に大連から長春とハルビンまでのニアショア開
発は可能である。 
上述した人件費、技術力、地理的という三つの要素から分析すれば、大連からハルビン
と長春へのニアショア開発の可能性がある。しかし、このような三つの要素を活用して、
日本からハルビンへの直接オフショア開発の可能性もある。そのために、大連とハルビン
は競争相手になる可能性がある。しかし、直接日本からハルビン或いは長春にプロジェク
トを発注すると、最初段階に、大連で起こったオフショア開発の問題はハルビンと長春で
もう一回繰り返さなければならない。例えば、日本流の開発方法、コミュニケーションの
取り方、日本語人材の育成などがある。しかし、大連を通して、ハルビンと長春へのニア
ショア開発を行うメリットは主に二点ある。第一、日本語人材の問題を解決する。日本か
ら大連へのオフショア開発は十年以上行っているために、非常に豊富な日本語人材を育成
した。第二、大連のエンジニアのオフショア開発の経験を活用し、想定内のミスなどを防
止できる。 
このニアショア開発を通じて、人件費を削減、人員の確保等のメリットが活かしながら、
大連以外の東北地域において、ソフトウエア産業の発展が促進できると考えられる。 
  
- 177 - 
 
第 5 部 終章 結び ―要約と結論― 
第 1 章 要約 
 
 中国のソフトウエア産業は 1980 年代に誕生して以来、著しい発展を遂げた。そして中国
経済の発展に大きく貢献している。 
承知のように、ソフトウエア産業の特徴は労働集約型の産業でありながら、知的（技術）
集約型の産業でもある。そのため、人的資源は他の産業より一層重要である。この人的資
源は主に、ソフトウエア開発を担当するソフトウエア・エンジニアのことを指している。
文献研究では、中国ソフトウエア産業、とりわけ東北地域に関するソフトウエア産業の人
材育成についての研究は、非常に少ない。かつ、多くの研究は質的分析に留まっている。
そのため、本論文では中国・東北地域のソフトウエア産業に焦点を置きながら、ソフトウ
エア・エンジニアの人材育成に関する諸問題を検討する。 
主要課題として、まず、ソフトウエア産業の現状を整理したうえで、ソフトウエア産業
で働いているソフトウエア・エンジニアの人材育成、さらにはコンピテンシーの形成など
と言った人材育成上の諸問題を明らかにしたいと考えている。それ以外に、やや付随的課
題として東北地域においてソフトウエア産業の発展程度が異なり、格差も大きいことに着
目し、東北地域において、その代表的な地域を事例として取りあげ、人材育成の差異並び
に特性の違いを検討する。そのため、東北地域で、規模が最も大きい遼寧省大連市と吉林
省の長春市と黒龍江省のハルビン市をそれぞれの地域代表として、ソフトウエア・エンジ
ニアの人材育成とコンピテンシーの形成の現状や違いについて検討する。そして、東北地
域のソフトウエア産業の発展策の一つとして、各地域間の発展格差を利用し、発展規模の
大きい地域から小さい地域へのニアショア開発の可能性について検討する91。最後に、東北
地域に立地しているソフトウエア企業、ソフトウエア産業における今後の課題を明らかに
する。 
以上の研究課題を明らかにするため、本論文では文献研究を基づきながら、さらに東北
地域のソフトウエア企業を対象にした実証研究を行った。具体的には大連、長春、ハルビ
ンに立地しているソフトウエア企業に対するインタビュー調査と東北地域で働いているソ
フトウエア・エンジニアを対象にしたアンケート調査である。つまり、定性アプローチと
定量的アプローチの両アプローチを併用し、より具体的に中国、東北地方のソフトウエア
                                                  
91 情報システムやソフトウエアなどの開発業務の一部または全部を、比較的距離の近い遠隔地の事業所に
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産業の現状を把握しようと試みた。 
東北地域ソフトウエア産業の人材育成に関して、個人レベルのアンケート調査と九社の
事例調査を通じて、考察した。考察に先立って、「第二部中国・東北地域のソフトウエア産
業と労働市場の現状」においてマクロ的な視点から中国のソフトウエア産業の発展状況を
見た。具体的には、まず、中国ソフトウエア産業の総売上高の構成と輸出の状況である。
これらは急速な増加傾向を示している。次に、中国ソフトウエア産業の人材供給及び人材
供給を見た。これらはやや過剰の傾向がある。最後に中国政府によるソフトウエア産業を
推進させるための政策を見た。これには人材の育成政策と産業振興政策がある。中国の全
体的なソフトウエア産業の現状以外に東北地域のソフトウエア産業の発展状況と人材の供
給状況も紹介した。そして、中国東北地域のソフトウエア産業の発展現状と基本データを
分析した上で、東北地域で勤務しているソフトウエア・エンジニアを対象にし、企業側が
行った人材育成について分析した。 
第三部において、東北地域のソフトウエア企業に対するアンケート調査の結果に基づき、
ソフトウエア・エンジニアの転職理由と転職経験の有用度、人材育成の施策、エンジニア
の職務満足度、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界、を分析した。この部分は二章で
構成されている。その分析の結果は以下の通りである。 
第一章は東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の状況を検討し、次の
ことが明らかになった、 
第一、転職経験のあるエンジニアの割合が非常に高く、転職原因は主にエンジニアが企
業の人材育成、賃金、昇進などに不満があるためである。 
第二、人材育成とその関係要素について検討したが、まず、人材育成は企業の規模と強
い相関が見られない。次に、人材育成の三つのパターンは広い意味の OJT、off-JT、そして、
自己啓発である。このうち人材育成に最も有用性の高い順は広い意味の OJT、自己啓発、off
－JT である。そして、資本系列の違いによって、人材育成の五項目について違いを発見し
た。その五項目とは、「他の情報サービス産業の企業への出向・派遣・主張など」、「エンド
ユーザーへの出向、派遣、主張など」、「社内専門技術研修」、「自学自習」、「社内での自主
的な研究会への参加」、であり、残りの項目について差異は見られない。そして、コンピテ
ンシーの形成については、コミュニケーション力がコンピテンシー形成に最も貢献してい
ることが分かった。最後に、資本系列とコンピテンシーの形成とには相関関係がなかった。 
第三、昇進については、東北地域のソフトウエア・エンジニアは職位上では係長とマネ
                                                                                                                                                  
委託すること。http://e-words.jp 2015/05/05 
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ージャークラスの待遇を受けているが、プロジェクト受注後に相当な職名を与えられる可
能性が高いことが分かった。 
第四、ソフトウエア・エンジニアの職務満足度に対する評価はすべての項目において高
いが、このうち、「直属の上司」に対する満足度が最も高く、次は「上司や同僚とのコミュ
ニケーション」と「職場の雰囲気」である。そして、人材育成の施策と職務満足度の相関
関係は四項目だけ観察された。しかし、コンピテンシー形成と職務満足度の間には相関関
係がなかった。 
第五、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界については、6割以上のエンジニアが感じ
ている。そして、年齢的限界を感じる原因は「体力的な問題」が最も多く、その次は「集
中力等の精神的な問題」である。やはり、ソフトウエア開発は厳しい納期の原因で、残業
が多いために、体力と集中力が最も重要である。 
第二章は東北地域を大きく二つの地域すなわち大連地域と大連以外の地域に分けて、こ
の二地域のソフトウエア・エンジニアの人材育成について比較した。その結果次のことが
明らかになった。 
第一、基本属性の平均年齢から見ると大連は大連以外の地域よりやや高い。つまり、総
合的に見れば、大連のソフトウエア産業の開始は大連以外の地域より早いことが推測でき
る。企業規模と外資が占める割合から見ると大連は大連以外より大きい。転職動向も大連
は大連以外より大きく、流動性が高い。 
第二、大連と大連以外の地域における人材育成の実施施策である。大連地域のソフトウ
エア企業は規模、企業の資金力、企業の市場特徴により、「社内の集合教育研修」、「国内大
学、大学院への留学」、「海外の大学への留学」、「海外の各種研修」については、大連は大
連以外の地域より進んでいると考えられる。しかし、「社内での自主的な研究会への参加」、
「社外での自主的な研究会・セミナーへの参加」、「自主的な職業教育機関での勉強」と言
った自己啓発の項目については、大連以外は大連より効果的である。 
第三、コンピテンシーの形成について、すべての項目において、大連以外は大連より平
均値が高い。つまり、大連地域はオフショア開発への依存度が高いため、ソフトウエア・
エンジニアのコンピテンシー形成への影響も及ぼしている。 
第四部において、東北地域のソフトウエア企業の事例を通じて人材育成を考察した。こ
れらの事例を二つの部分、大連地域と大連以外の地域に分けて分析した。このうち大連地
域についてはオフショア開発を担当する企業が多いため、これらの事例を開発工程の段階
によって、分析した。 
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第一章は大連におけるソフトウエア企業の人材育成である。前述の通り、大連にはオフ
ショア開発の上流工程を受注できる企業とオフショア開発の下流工程しか受注できない企
業がある。 
まず、オフショア開発の上流工程を受注できる企業の事例をまとめると、次のことが明
らかになった。事例からは日本国内で設立された関連会社が上流工程までの受注に非常に
重要な役割を果たしていることが分かった。上流工程を担当する BSE のエンジニアなどは
日本にある関連会社或いは大連現地から派遣し、日本国内にある受注企業と共同開発を行
う。しかし、開発コストの問題で大連現地から日本への派遣は比較的少ない。そして、上
流工程までの開発終了後にそのプロジェクトを大連に持参し、その次にある下流工程から
の開発を大連現地で行う。次に、オフショア開発の下流工程のみを受注しているソフトウ
エア企業の事例をまとめる。事例の二社はすべて、日本で関連企業を有しないため、上流
工程までの受注ができず、日本にある企業が上流工程までの開発をすべて完成し、詳細設
計以降の下流工程を大連で開発を行う。この五社の事例から開発工程の異なりによって、
各ソフトウエア企業の人材育成の方法も異なることが分かった。下流工程を担当するソフ
トウエア・エンジニアにはコストと離職率を抑えるために、PG レベルのエンジニアに日本
語教育を提供しない。そして、SE レベルに昇進してから、はじめて日本語の教育を提供す
る。企業が日本語能力研修を通じて、PG レベルのエンジニアの離職率を抑えていることが
分かった。技術力においては、企業側は OJT、off-JT などを通じて技術力を高めている。
その結果、大連のソフトウエア産業においては、PG レベルのエンジニアが多く存在してお
り、SE レベル以上のエンジニアも存在するが、数的には非常に少ない。つまり、企業が受
注できる開発工程はある程度エンジニアの開発能力に左右されているが、一方で上流の開
発工程を受注できなければ、上流工程まで担当できるエンジニアの育成は難しい。ここか
ら、ソフトウエア・エンジニアの技術力とソフトウエアの開発工程の間に綿密な関係があ
ることが分かった。 
第二章は大連以外のソフトウエア企業の人材育成であり、つまり、長春とハルビンの事
例である。この二地域のソフトウエア企業の事例を見ると同じように規模が小さいが、両
地域の発展モデルには違いがある。長春は完全に国内市場向けのソフトウエア企業であり、
ハルビンは早い段階から日本向けのソフトウエア開発を展開したが、企業の発展状況は大
連の同じ時期、1991 年に設立された Neusoft 社92の規模と比較すると格差が非常に大きい。
両地域の人材育成は非常に異なっている。長春は国内向けのソフトウエア開発であるため
                                                  
92 http://www.neusoft.com/cn/about/0021/ 2015 年 11 月 5 日 
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に、受注したシステムは下流工程から上流工程まで担当する。企業規模と資金力の関係で、
しかも、新卒者は卒業後の二年間は離職者が多いために、企業側がコストを抑えるために、
このような新卒者の採用は非常に少なく、中途採用を中心として行っている。そして、人
材育成は技術形成を中心として行い、多くの場合 OJT 教育を通じて人材育成を行っている。 
最後に、東北地域内でのニアショア開発についての検討であるが、主に三つの要因から
分析した。第一に、三都市の労働者の平均給料と三都市のソフトウエアの開発単価から見
ると、最も高いのは大連、最も安いのはハルビンである。コスト削減の観点から東北地域
内でニアショア開発の可能性はある。第二に、技術的要因から分析すると、ハルビンでは
PG レベルの人材がいるが、ソフトウエア産業の規模によって、ソフトウエア・エンジニア
の規模はあまり豊富ではない可能性がある。長春は国内市場を中心として展開しているた
めに、企業自身が製品の要件定義から開発、そして最後の納品まですべて、一社内で完成
する。企業内部でプロジェクトを分解し、上流工程と下流工程に分けて、社内で開発を行
う。そのために、長春ではソフトウエア・エンジニアのレベルは上流工程と下流工程を担
当できるエンジニアがすべて存在する。ただし、産業規模の問題でソフトウエア・エンジ
ニアの規模は小さい可能性があるが、ニアショア開発を実行する技術力を有している可能
性は高い。第三に、地理的要素であるが、東北三省を縦断するハルビンから大連までの高
速鉄度の開通によって、大幅に短縮した。そのために、地理的要素から考えると実行の可
能性がある。上述した三要因からみると東北地域内でニアショア開発実行の可能性は高い。 
以上のように東北地域のソフトウエア産業における人材育成の方法、コンピテンシーの
形成、職業意識、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界、オフショア開発の受注工程の
違いによる人材育成への影響、東北地域内でのニアショア開発の可能性などについて分析
した。 
中国のソフトウエア産業は 1980 年代に誕生して以来、大きな成果を成し遂げてきた。し
かし、経済発展の不均等などの影響がソフトウエア産業にももたらされている。各地域の
ソフトウエア産業の規模からエンジニアの人数規模まで、格差が非常に大きい。とりわけ
同じ東北地域内である遼寧省、吉林省、黒龍江省の三省のソフトウエア産業の規模格差は
非常に大きい。そして、そのエンジニアの人材育成の差異がソフトウエア産業の市場特性
によって、発生している。輸出型の企業は受注した開発工程のレベルによって、必要とす
るエンジニアのレベルも異なる。そして、企業側は必要とする能力の教育のみエンジニア
に提供している。しかも、このような開発工程を通して、エンジニアを育成する方法は企
業にとっても技術力と業務地域の形成に限界がある。これはオフショア開発に依存するデ
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メリットといえる。国内市場向けの企業はプロジェクトを全体的に受注しているために、
企業内でプロジェクト開発と関わるエンジニアは開発工程に関する技術力と業務知識をす
べて育成する必要がある。このような企業が育成したエンジニアはプロジェクトの全体を
経験するために、エンジニアの人材育成において合理的であると考えられる。 
 
第 2 章 結論 
 
以上のように東北地域のソフトウエア産業における人材育成の方法、コンピテンシーの
形成、職業意識、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界、オフショア開発の受注工程の
違いによる人材育成への影響、東北地域内でのニアショア開発の可能性などについて分析
した。 
中国のソフトウエア産業は 1980 年代に誕生して以来、大きな成果を成し遂げてきた。し
かし、経済発展の不均等などの影響がソフトウエア産業にももたらされている。各地域の
ソフトウエア産業の規模からエンジニアの人数規模まで、格差が非常に大きい。取り分け、
同じ東北地域内である遼寧省、吉林省、黒龍江省の三省のソフトウエア産業の規模格差は
非常に大きい。そして、アンケート調査と事例調査を通じて以下の結論を得られた。 
（一）アンケート調査の分析から得られた人材育成 
（1）東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の現状から 
第一、東北地域のソフトウエア・エンジニア企業が行った人材育成の各施策を OJT、off-JT、
自己啓発に分けてみると、最も役に立っているのは広い意味の OJT である。OJT という人材
育成の方法は伝統的な製造業でのみ有効ではなく、ソフトウエア産業にも最も有効な方法
となっている。 
第二、コンピテンシーの形成について、企業の資本系列とソフトウエア企業の市場形態
によって異なり、そして、その形成効果はエンジニアの職務満足度にも影響を及ぼしてい
る。職位が高いエンジニアは職務満足度も高い傾向が見られた。 
第三、ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界について、半数以上のエンジニアは年齢
的限界があると考えている。この問題が発生した原因は主に企業のキャリアパスの不十分
さとソフトウエア開発構造上の問題である。オフショア企業で納期厳守、技術革新などの
原因で、ソフトウエア・エンジニアの体力、集中力に問題が発生する。特に、下流工程に
従事するエンジニアが年齢的限界を感じやすくなる。 
（2）東北地域における大連および大連以外の地域におけるソフトウエア・エンジニアの人
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材育成の比較から 
本論文は東北地域のソフトウエア産業の規模の大きさにより、大連地域と大連以外の地
域に分けて、人材育成について検討した。 
第一、大連地域は大連以外の地域に比べて、ソフトウエア企業の資金力が十分であるた
めに、エンジニアの人材育成に関する各施策は、より整備されていると考えられる。大連
以外の地域において、正式な新入教育、管理層のマネジメント研修などはコストの関係で
提供できない企業が多く、研修期間さえ設けていない企業も多い。 
第二、大連では大企業の技術力アップのための体制整備が進んでいる。 
大企業がソフトウエア大学或いは大連市の大学と共同でソフトウエア学院の設立、ある
いは研究所と連携し、プロジェクトの共同開発などを展開している。そして、ソフトウエ
ア・エンジニアをこのような教育機関に派遣することもできる。しかし、大連以外の地域
であるハルビンと長春はこのような人材育成の施策は提供できない。 
第三は、市場形態の違いによって、大連のソフトウエア企業は海外へ研修生を派遣する
制度がある。一方、大連以外のソフトウエア企業はこのような人材育成の施策を提供でき
ない。そして、人材育成の方法の中でエンジニアの自己啓発が最も役に立っている。 
そして、両地域に立地している企業の業務形態の違いによって、エンジニアのコンピテ
ンシーの形成も違う。 
（二）九社のソフトウエア企業の事例から見た人材育成 
大連のソフトウエア企業の事例の五社はすべて、ローカルの中小規模のソフトウエア企
業であり、かつ、オフショア開発を行っている。このうち、上流工程を担当できる企業は
三社であり、下流工程だけを担当する企業は二社である。 
以下、大連のソフトウエア企業五社の共通点について述べる。 
第一、この二種類の企業はすべて日本向けのオフショア開発に従事している。 
第二、詳細設計工程以降の開発工程はすべて大連の本社で行う。ここから、二つのこと
が言える。①大連のソフトウエア・エンジニアの技術力は詳細設計工程まで達しているが
それより高い技術力のエンジニアは少ない可能性がある。②オフショア開発が利用してい
るウォーターフォール・モデルは開発の工程別に必要なエンジニアの能力を比較的明確し
ているために、受注した開発工程によって、エンジニアの人材育成に限界がある。つまり
開発工程によって見えない壁があり、高い技術力を持つエンジニアの人材育成の障害とな
っている。 
第三、人材育成の方法について、二つのカテゴリに分けている。新人教育と中途採用の
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教育である。この中で会社は日本語教育と企業制度に関する教育は off-JT を通じて行い、
エンジニアの技術教育は主に OJT 教育を通じて、プロジェクトに参加しながら、行ってい
る。 
次は相違点である。 
第一、上流工程まで受注する企業はすべて、日本に子会社を設立している。即ち、日本
側にある子会社或いは大連本社の技術と日本語レベルの高いエンジニアによって、上流工
程までの開発が実現した。つまり、上流工程から受注したプロジェクトはオン・オフサイ
トの開発方式で行われている。日本に子会社を設立することによって、直接顧客と連絡を
取りやすくなり、上流工程までの受注に積極的な影響を与えている。そして、ソフトウエ
ア企業が受注した開発工程によって、エンジニアの人材育成に影響を与える。 
 次に、大連以外の地域としての長春のソフトウエア企業二社とハルビンのオフショア開
発企業二社の違いについて述べる。 
ハルビンのソフトウエア企業の事例はすべて日本向けのオフショア開発を中心とし、国
内市場も多少開拓している。しかし、長春は完全に国内市場向けのソフトウエア企業であ
る。両地域のソフトウエア企業は主な市場が異なることを前提として人材育成と人材調達
及び企業の業務特徴の相違点を述べる。 
第一、人材育成の方法については、長春は経験者を中心であるため、技術形成は主に開
発プロジェクトに参加しながら、OJT で行う。新卒者に対しては、具体的な教育プランに沿
って行う。ハルビンは新卒者採用を中心とし、教育の内容は主に日本語教育と技術教育で
あり、日本語教育は off-JT を通じて行い、技術教育はプロジェクトに参加しながら、OJT
で行う。ここから、ソフトウエア企業の市場の違いによって、人材の採用・育成などの方
法も異なっていることが分かる。 
第二、人材調達については、長春は主に中途採用を中心とし、採用者の経験年数を最も
重視し、新卒採用は補充策としている。しかし、ハルビンは新卒採用を中心とし、中途採
用を補充策としている。このハルビン二社は優秀な人材を確保するため、大学と連携教育
を行っている。 
第三、ソフトウエアの開発工程から見ると、長春の企業はソフトウエア開発のシステム
全般を担当しているが、ハルビンの企業は基本設計工程を日本にある関連企業或いは BSE
のエンジニアを日本に派遣することによって行い、詳細設計からテストまでの下流工程を
ハルビンで担当する。つまり、ハルビンのソフトウエア企業は社内で下流工程のエンジニ
アを多く育成し、長春のソフトウエア企業は社内でシステム全般を担当できるエンジニア
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を多く育成していると考えられる。 
アンケート分析と事例分析を通じて、資本系列と市場形態とソフトウエア企業が担当す
る開発工程が異なることが人材育成に最も影響している要因であることが分かった。これ
はオフショア開発に依存するデメリットでもある。そして、東北地域のソフトウエア企業
はオフショア開発企業と国内向け企業の各自のメリットを活用し、ソフトウエア産業の発
展に最適な人材育成の施策を行うべきである。 
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付録 1 
                        整理番号： 
東北地域におけるソフトウエア産業の人材育成に関する調査票 
  
ご記入にあたってのお願い 
 
1、この調査は中国東北地域で働いているソフトウエア・エンジニアを対象として実施するも
のです。ソフトウエア・エンジニアのキャリア形成の方法、職務の経験などを調べることに
より、東北地域におけるソフトウエア・エンジニアの人材育成の施策を明らかにするのが目
的です。 
 
2、なお、この調査表は統計的に処理されますので、あなた個人に関する情報が外部に出るこ
とは絶対にありません。 
 
3、右上の整理番号はサンプル数を確認するためで、個人を特定するものではありません。 
 
4、調査表が紙の場合、ご記入の終わった調査票は返信用の封筒に入れ、密封の上に、担当者
に渡してください。 
 
5、メールで送る場合、記入の終わった調査票は保存した上で添付ファイルにて以下のメール
アドレス（54231545@qq.com）に、送ってください。 
 
6、本調査票は 2015 年 3 月 15 日までに送ってください。調査の結果については、メールでお
知らせします。  
 
7、調査に関するお問い合わせは以下にお願いいたします。 
    
            
実施責任者：国士舘大学大学院博士後期課程 高洪波 
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Q1.あなたについてお尋ねします。 
Q1-1 あなたの性別は何ですか。（  ）   1.男性   2.女性 
Q1-2 あなたの年齢は、何歳ですか。満（   ）歳  
Q1-3 あなたの最終学歴は何ですか。該当番号一つに記入してください。該当番号 （   ） 
 1.三年制大学 2.大学 3.大学院修士課程 4.大学院博士課程 5.その他（具体的に ） 
Q1-4 最終学歴の専門分野について、該当番号一つに記入してください。該当番号（   ） 
1.コンピュータ・サイエンス 2.ソフトウエア工学 3.オートメーション 4.ソフトウエア・オフシ
ョア開発専攻 5.電子工学 6.コンピュータ・ソフトウエア工学 7.日本語専攻 8.英語専攻 9.日、英
以外の文科系 10.その他の理科系（具体的に       ） 
Q1-5 あなたはソフトウエア・エンジニアとしての経験は何年目ですか。該当番号一つに記
入してください。（ただし 6ヶ月以上は切り上げ、6ヶ月未満は切り捨ててください。） 
該当番号（   ） 
1.3 年以下 2.3 年～5年 3.6 年～8年 4.9 年～11 年 5.12 年～15 年 6.16 年以上 
 
Q2.あなたの資格についてお尋ねします。 
 
資
格 
1.初级程序员 2.中级程序员 3.高级程序员 4.系统规划与管理师 5.信息系统运行管理员 6.信息处理技术员 7.软
件评测师 8.软件设计师 9.软件过程能力评估师 10.系统架构设计师 11.嵌入式系统设计师 12.系统集成项目管理
工程师 13.系统分析师 14.信息系统监理师 15.数据库系统工程师 16.信息系统管理工程师 17.信息系统项目管理
师 18.信息技术支持工程师 19.项目管理专业人员资格认证（PMP）20.其他（具体的に         ） 
Q2-1 上述の資格のうち、どの資格を取得しましたか。 （   ） 
1．はい →【Q2-1-1】、【Q2-1-2】、【Q2-1-3】  2．どの資格も取得していない→ Q3 
【Q2-1-1】取得した資格の番号を記入してください。該当番号（   、  、  、  ） 
【Q2-1-2】取得のきっかけは企業の指示によるものですか。該当番号（   ） 
          1．はい 2．いいえ 
【Q2-1-3】取得した資格は現在の仕事にどの程度役に立っていますか。該当番号一つに記
入してください。 
 かなり役に立つ←←やや役に立つ←←どちらとも言えない→→あまり役に立たない→→全く役に立たない 番号 
1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q3.学校で勉強した知識は現在の仕事にどの程度役に立つかについてお尋ねします。該当番
号一つに記入してください。 
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 かなり役に立つ←←やや役に立つ←←どちらとも言えない→→あまり役に立たない→→全く役に立たない 番号 
1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q4.あなたを雇用している会社についてお尋ねします。 
Q4-1 現在、あなたが勤めている会社全体（本社、支店、営業所などを合わせた）の従業員
は何人ですか。 下から選んで番号を記入してください。該当番号（   ） 
1.9 人以下 2.10－29 人 3.30－49 人 4.50－99 人 5.100－299 人 6.300－499 人 
7.500－999 人 8.1000－2999 人 9.3000 人以上 
Q4-2 あなたを雇用している会社の資本系列は以下のどれですか。該当番号（   ） 
1.中国系企業 2.日本系企業 3.アメリカ系企業 4.ヨーロッパ系企業 5.その他（具体
的に       ） 
Q4-3 会社の主な（売り上げが最も多い）事業は何ですか。該当番号（   ） 
1.組込み系のソフトウエア開発事業 2.アプリケーション系のソフトウエア開発事業 
3.ソフトウエア開発以外の情報関連事業 4.インターネット関連 5.通信業 6.その他
（具体的に      ） 
 
Q5.あなたの現在の仕事についてお尋ねします。該当番号一つに記入してください。 
Q5-1 あなたの現在の会社での勤続年数は何年間ですか。（ただし 6 ヶ月以上は切り上げ、6
ヶ月未満は切り捨ててください。） 現在の会社での勤続年数 （   ）年間 
Q5-2 あなたの会社での職位は何ですか。該当番号（   ） 
1.役員クラス 2.部長クラス 3.マネージャークラス 4.係長クラス 5．SE クラス 6.一
般職クラス 
Q5-3 あなたの職名（Job Title）は次のどれに当たりますか。該当番号（   ） 
1.初級プログラマ 2.中級プログラマ 3.上級プログラマ 4.システム・エンジニア 5.ソフトウエア開発のグ
ループ・リーダー6.プロジェクト・マネージャー7.ソフトウエア技術営業（セールス・エンジニア）8.オペレ
ーター・システム管理運用者 9.部門長 10.経営者 11.その他（具体的に        ） 
Q5-4 あなたは、現在のプロジェクトで主にどのような業務をしていますか。下の欄から当
てはまるもの全てを記入してください。該当番号（   、   、   、   、   ）  
1．全般的な計画管理業務       2.ソフトウエア・プロダクトの企画 
3.プロジェクト・チームの管理    4.ソフトウエアの概要設計 
5.ソフトウエアの詳細設計      6.プログラミングと単体テスト 
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7.統合テストとシステム・テスト   8.ソフトウエアの保守 
9.その他（具体的に     ） 
Q5-5 上で選んだ現在の主な仕事の中で最も中心（投入時間が最も長い）となる仕事は何で
すか。該当番号を一つだけ選んで記入してください。主要な仕事（   ） 
 
Q6.現在の仕事の職場環境についてお尋ねします。該当番号一つに記入してください。 
項目 全く不満←←不満←←どちらともいえない→→やや
満足している→→満足している 
番号 
1.職場の雰囲気 1･････2････3･････4・････5  
2.人事評価（または制度）の公正さ 1･････2････3･････4・････5  
3.昇進・昇格の機会 1･････2････3･････4・････5  
4.上司や同僚とのコミュニケーション 1･････2････3･････4・････5  
5.プライベートとの両立 1･････2････3･････4・････5  
6.直属の上司 1･････2････3･････4・････5  
7.能力開発機会 1･････2････3･････4・････5  
8.仕事上の権限 1･････2････3･････4・････5  
9.働く時間帯の自由度 1･････2････3･････4・････5  
10.労働時間の長さ 1･････2････3･････4・････5  
11.給与・ボーナス 1･････2････3･････4・････5  
12.医療保険などの福利厚生 1･････2････3･････4・････5  
13.会社によるキャリア・アップの支援 1･････2････3･････4・････5  
14.会社と仕事を総合的に 1･････2････3･････4・････5  
 
Q7.あなたの会社が行っている以下の項目について、どの程度仕事に役に立っているかを該
当番号一つに記入してください。 
項目 かなり役に立つ←←やや役に立つ←
←どちらとも言えない→→あまり役
に立たない→→全く役に立たない 
実 施 し
て い な
い 
番号 
1.社内での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導 1･････2････3･････4・････5 6  
2.仕事の内容を易しい仕事から難しい仕事へと経験さ 1･････2････3･････4・････5 6  
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せる 
3.主要な担当業務の他に、関連する業務をローテーショ
ンで経験させる 
1･････2････3･････4・････5 6  
4.他の情報サービス産業の企業への出向･派遣･出張等 1･････2････3･････4・････5 6  
5.エンドユーザーへの出向･派遣・出張など 1･････2････3･････4・････5 6  
6.社外の専門団体のセミナー、講習会等 1･････2････3･････4・････5 6  
7.社内の集合教育研修 1･････2････3･････4・････5 6  
8.社内専門技術研修 1･････2････3･････4・････5 6  
9.社内のマネジメント研修 1･････2････3･････4・････5 6  
10.社外マネジメント研修 1･････2････3･････4・････5 6  
11.外部の異業界交流会 1･････2････3･････4・････5 6  
12.国内大学、大学院への留学 1･････2････3･････4・････5 6  
13.海外の大学への留学 1･････2････3･････4・････5 6  
14.海外の各種研修 1･････2････3･････4・････5 6  
15.自学自習 1･････2････3･････4・････5 6  
16.社内での自主的な研究会への参加 1･････2････3･････4・････5 6  
17.資格取得のための勉強 1･････2････3･････4・････5 6  
18.社外での自主的な研究会・セミナーへの参加 1･････2････3･････4・････5 6  
19.自主的な職業教育機関での勉強 1･････2････3･････4・････5 6  
 
Q8.会社側が行われている人材育成の政策はどの程度に役に立っていますか。該当番号一つ
に記入してください。 
項目 かなり役に立つ←←やや役に立つ←←どちらとも言え
ない→→あまり役に立たない→→全く役に立たない 
番号 
1.情報志向性（必要な情報や知識を取り入れ、仕事に活かす） 1･・･･2････3････4・･･･5  
2.問題解決力（与えられる課題に対して関心を持ち、能力・
知識を総動員させて取組む） 
1･・･･2････3････4・･･･5  
3.プレゼンテーション力（効果的な表現や方法で相手の関心
を意図する方向と導く） 
1･・･･2････3････4・･･･5  
4.目標達成志向力（粘り強く最後まで仕事に取組み、目標を 1･・･･2････3････4・･･･5  
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きちんと達成する） 
5.柔軟性・協調性（チームワークが円滑に取れる） 1･・･･2････3････4・･･･5  
6.コミュニケーション力（相手とポイントのずれない会話を
することで意思疎通を図る） 
1･・･･2････3････4・･･･5  
7.リーダーシップ（自ら率先して行動するとともに、他者に
効率的動機つける） 
1･・･･2････3････4・･･･5  
8.技術力 1･・･･2････3････4・･･･5  
 
Q9.人事労務管理及び賃金についての考え方お尋ねします。該当番号一つに記入してくださ
い。 
Q9-1 あなたの年間の給料の決定に当たって、以下の項目を会社は、どの程度重視していま
すか。 
項目 かなり重視している←←やや重視している←←どちらともいえ
ない→→あまり重視していない→→全く重視していない 
番号 
1．年齢、勤務、学歴などの属人的要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2．本人の能力・技術力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3．本人の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4．担当する職務の難しさ・重要度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5．担当したプロジェクトの業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6．所属部門の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
Q9-2 あなたは現在より、会社側が給料を決定する際に、以下の要因をどの程度重視してほ
しいですか。 
項目 かなり重視してほしい←←やや重視してほしい←←どちらともいえ
ない→→あまり重視する必要はない→→全く重視する必要はない 
番号 
1．年齢、勤務、学歴などの属人的要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2．本人の能力・技術力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3．本人の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4．担当する職務の難しさ・重要度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5．担当したプロジェクトの業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6．所属部門の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
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Q10.あなた自身は、個人的な事情が無いならば、いつまでも年齢に関係なくソフトウエア
技術者を続けられると思いますか。 
 1．いつまでも続けられる →Q11 
 2．いつまでも続けられない → （   ）歳まで続けられる → Q10-1 
 3．わからない 
Q10-1 どのような問題により、その年齢までしか活躍できないと考えますか。該当する番
号記入して下さい。（  、  、  、  、  ）  
1.体力的な問題 2．集中力等の精神的な問題 3.創造性等の発想力の問題 
4.新しいテーマ・プロジェクトに対するチャレンジ精神の問題 
5.急速な技術変化についていけない   6.プロジェクト管理業務による多忙 
7.ソフトウエア開発以外の仕事（会議、顧客の接待、予算書類の作成など） 
8．その他（具体的に     ） 
 
Q11．あなたが最も帰属意識・一体感を感じているものは何ですか。該当番号を一つだけ記
入してください。該当番号（  ） 
1.会社 2.所属部門 3.直属上司 4．職場の先輩や同僚 5．あなたが所属するプロジェ
クト・チーム 6．ソフトウエア技術者という職種 
 
Q12.転職についてお尋ねいたします。 
Q12-1 あなたは転職したことがありますか。（  ） 
1．ない → Q13   2．ある →   回（転職回数には現在の会社への就職も含めて
ください）→【Q12-1-1】と【Q12-1-2】へ 
【Q12-1-1】前職からの転職理由について、一番重要な理由は何ですか。該当番号一つに記
入してください。転職が複数の場合は、最近の転職についてご回答ください。 
該当番号（   ） 
1.賃金が良い 2.労働時間が短い 3.勤務地が近い 4.出張がない 5.派遣や客先常駐がない 6.
雇用が安定している 7.自分の能力の向上に結びつく仕事がある 8.管理者としての能力を発揮でき
る 9.人間関係が良い 10.仕事の自由度 11.遣り甲斐のある仕事ができる 12.前の会社のリストラ
や 倒 産  13. 会 社 が 認 め た 能 力 は つ い て い け な い  14. そ の 他 の 理 由 （ 具 体 的
に           ） 
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【Q12-1-2】前の勤め先で習得した技術経験は現在の会社でどのぐらい役に立ちますか。該
当番号一つに記入してください。 
かなり役に立つ←←やや役に立つ←←どちらとも言えない→→あまり役に立たない→→全く役
に立たない 
番号 
1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q13.今後の働き方についてお尋ねします。あなたは、将来のキャリアをどのように考えて
いますか。該当番号一つに記入してください。 該当番号（   ） 
1.専門能力を活かしてソフトウエア・エンジニアとして働きたい 
2.プロジェクト・リーダーとして働きたい  
3.ブリッジ SE として働きたい 
4.プロジェクト・マネージャーとして働きたい  
5.ソフトウエア・エンジニア以外の職種（例：営業など）で働きたい    
6.会社の管理職として働きたい  7.その他（具体的に       ） 
 
自由記入欄 
中国でのソフトウエア・エンジニアとしての仕事に関して、あなたのご経験やご意見を
自由に書いてください。（中国語でお書きください。） 
                                         
                                         
                                         
                                         
                                         
調査結果についてご興味のある方はメールアドレスを書いてください。後日、メールで
送ります。 
  E-mail:                                   
これで質問は終わりです。本調査へのご協力、有難うございました。  
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付録 2 
表 1、アンケート調査単純集計の結果 
 
設問 回答 度数 比率 大連 
大連以外の地域 
ハル
ビン 
長春 合計 
性別 
男性 182 76.2％ 92 42 48 90 
女性 57 23.8％ 31 18 8 26 
年齢 
24 歳未満 32 13.4％ 18 4 10 14 
25 歳～30 歳 137 57.3％ 56 51 30 81 
31 歳～35 歳 51 21.3％ 32 5 14 19 
36 歳～40 歳 14 5.6％ 12 0 2 2 
41 歳～45 歳 3 1.3％ 3 0 0 0 
46 歳以上 2 0.8％ 2 0 0 0 
学歴 
三年生大学 20 8.4％ 6 9 5 14 
大学 192 80.3％ 98 48 46 94 
大学院修士課程 25 10.5％ 18 3 4 7 
その他 2 0.8％ 1 0 1 1 
ソフトウエア・
エンジニアの経
験年数 
3 年以下 64 26.8％ 33 13 18 31 
3 年～5年 72 30.1％ 23 34 15 49 
6 年～8年 47 19.7％ 26 10 11 21 
9 年～11 年 37 15.5％ 27 3 7 10 
12 年～15 年 10 4.2％ 5 0 5 5 
16 年以上 9 3.8％ 9 0 0 0 
資格取得状況 
ある 73 30.5％ 43 8 22 30 
無し 166 69.5％ 80 52 34 86 
取得のきっかけ
は企業の指示に
よるものか 
はい 10 13.9％ 6 1 3 4 
いいえ 62 86.1％ 37 6 19 25 
取得した資格は 全く役に立たない 9 12.5％ 4 1 4 5 
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現在の仕事にど
の程度役に立っ
ていますか。 
あまり役に立たない 14 19.4％ 9 1 4 5 
どちらとも言えない 8 11.1％ 5 1 2 3 
やや役に立つ 34 47.2％ 18 4 12 16 
かなり役に立つ 7 9.7％ 7 0 0 0 
学校で勉強した
知識は現在の仕
事にどの程度役
に立つか 
全く役に立たない 19 7.9％ 7 10 2 12 
あまり役に立たない 33 13.8％ 19 8 6 14 
どちらとも言えない 15 6.3％ 6 7 2 9 
やや役に立つ 110 46％ 54 26 30 56 
かなり役に立つ 62 25.9％ 37 9 16 25 
現在、勤務して
いる会社の規模 
50 人以下 52 21.8％ 13 27 12 39 
51 人～99 人 40 16.7％ 10 18 12 30 
100 人～299 人 106 44.4％ 69 13 24 37 
300 人～499 人 15 6.3％ 8 2 5 7 
500 人～1000 人 12 5％ 9 0 3 3 
1000 人以上 14 5.9％ 14 0 0 0 
会社の資本 
系列 
中国系企業 128 53.6％ 61 27 40 67 
日本系企業 66 27.6％ 36 16 14 30 
アメリカ系企業 7 2.9％ 1 6 0 6 
ヨーロッパ系企業 11 4.6％ 0 11 0 11 
その他 27 11.35％ 25 0 2 2 
会社の主な（売
り上げが最も多
い）事業 
組込み系のソフトウエア開
発事業 
59 24.7％ 40 7 12 19 
アプリケーション系のソフ
トウエア開発事業 
113 47.3％ 62 16 35 51 
ソフトウエア開発以外の情
報関連事業 
27 11.3％ 8 16 3 19 
インターネット関連 27 11.3％ 9 13 5 18 
通信業 12 5％ 4 7 1 8 
その他 1 0.4％ 0 1 0 1 
現在の会社での 3年以下 153 64％ 69 52 32 84 
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勤続年数 3 年～5年 29 12.1％ 11 8 10 18 
5 年～7年 19 8％ 17 0 2 2 
7 年～10 年 28 11.7％ 18 0 10 10 
10 年以上 10 4.2％ 8 0 2 2 
会社での職位 
一般職クラス 102 42.7％ 51 20 31 51 
SE クラス 45 18.8％ 26 15 4 19 
係長クラス 45 18.8％ 21 9 15 24 
マネージャークラス 33 13.8％ 18 10 5 15 
部長クラス 14 5.9％ 7 6 1 7 
職名 
初級プログラマ 50 20.9％ 25 8 17 25 
中級プログラマ 30 12.6％ 11 13 6 19 
上級プログラマ.システム・
エンジニア 
28 11.7％ 12 10 6 16 
システム・エンジニア 59 24.7％ 33 10 16 26 
ソフトウエア開発のグルー
プ・リーダー 
21 8.8％ 7 8 6 14 
プロジェクト・マネージャー 27 11.3％ 14 8 5 13 
部門長 12 5％ 9 3 0 3 
その他 12 5％ 12 0 0 0 
主な仕事の中で
最も中心（投入
時間が最も長
い）となる仕事 
全般的な計画管理業務  10 4.2％ 5 1 4 5 
ソフトウエア・プロダクトの
企画 
8 3.3％ 5 3 0 3 
プロジェクト・チームの管理 42 17.6％ 26 10 6 16 
ソフトウエアの概要設計 13 5.4％ 5 6 2 8 
ソフトウエアの詳細設計 32 13.4％ 16 11 5 16 
プログラミングと単体テス
ト 
100 41.8％ 46 19 35 54 
統合テストとシステム・テス
ト 
26 10.9％ 15 8 3 11 
ソフトウエアの保守 6 2.5％ 4 2 0 2 
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その他 2 0.8％ 1 0 1 1 
現在の仕事の職場環境について 
職場の雰囲気 
全く不満 1 0.4％ 0 0 1 1 
不満 24 10％ 17 5 2 7 
どちらともいえない 27 11.3％ 20 1 6 7 
やや満足している 125 52.3％ 52 39 34 73 
満足している 62 25.9％ 34 15 13 28 
人事評価（また
は制度）の公正
さ 
全く不満 2 0.8％ 0 1 1 2 
不満 21 0.9％ 17 4 0 4 
どちらともいえない 72 30.1％ 37 12 23 35 
やや満足している 106 44.4％ 51 38 17 55 
満足している 38 15.9％ 18 5 15 20 
昇進・昇格の機
会 
全く不満 3 1.3％ 0 2 1 3 
不満 41 17.2％ 24 15 2 17 
どちらともいえない 76 31.8％ 45 8 23 31 
やや満足している 92 38.5％ 45 29 18 47 
満足している 27 11.3％ 9 6 12 18 
上司や同僚との
コミュニケーシ
ョン 
全く不満 2 0.8％ 0 1 1 2 
不満 8 3.3％ 6 2 0 2 
どちらともいえない 28 11.7％ 16 7 5 12 
やや満足している 134 56.1％ 64 39 31 70 
満足している 67 28％ 37 11 19 30 
プライベートと
の両立 
全く不満 3 1.3％ 2 0 1 1 
不満 35 14.6％ 23 11 1 12 
どちらともいえない 50 20.9％ 27 9 14 23 
やや満足している 101 42.3％ 48 32 21 53 
満足している 50 20.9％ 23 8 19 27 
直属の上司 
全く不満 2 0.8％ 1 0 1 1 
不満 8 3.3％ 6 2 0 2 
どちらともいえない 31 13％ 18 4 9 13 
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やや満足している 119 49.8％ 51 43 25 68 
満足している 79 33.1％ 47 11 21 32 
能力開発機会 
全く不満 2 0.8％ 3 2 1 1 
不満 8 3.3％ 22 12 2 2 
どちらともいえない 31 13％ 40 6 21 13 
やや満足している 119 49.8％ 35 31 17 68 
満足している 79 33.1％ 23 9 15 32 
仕事上の権限 
全く不満 6 2.5％ 3 2 1 3 
不満 25 10.5％ 14 7 4 11 
どちらともいえない 70 29.3％ 39 12 19 31 
やや満足している 91 38.1％ 44 29 18 47 
満足している 47 19.7％ 23 10 14 24 
働く時間帯の自
由度 
全く不満 9 3.8％ 3 2 1 3 
不満 53 22.2％ 39 10 4 14 
どちらともいえない 43 18％ 24 9 10 19 
やや満足している 99 41.4％ 41 33 25 58 
満足している 35 14.6％ 13 6 16 22 
労働時間の長さ 
全く不満 10 4.2％ 5 3 2 5 
不満 73 30.5％ 55 12 6 18 
どちらともいえない 33 13.8％ 18 7 8 15 
やや満足している 88 36.8％ 35 27 26 53 
満足している 35 14.6％ 10 11 14 25 
給与・ボーナス 
全く不満 13 5.4％ 6 5 2 7 
不満 45 19% 30 9 6 15 
どちらともいえない 60 25% 35 6 19 25 
やや満足している 87 36% 38 30 19 49 
満足している 34 14% 14 10 10 20 
医療保険などの
福利厚生 
全く不満 5 2% 2 2 1 3 
不満 22 9% 9 9 4 13 
どちらともいえない 57 24% 37 3 17 20 
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やや満足している 99 41% 42 33 24 57 
満足している 56 23% 33 13 10 23 
会社によるキャ
リア・アップの
支援 
全く不満 14 6% 6 7 1 8 
不満 44 18% 22 17 5 22 
どちらともいえない 75 31% 46 7 22 29 
やや満足している 64 27% 30 18 16 34 
満足している 42 18% 19 11 12 23 
会社と仕事を総
合的に 
全く不満 5 2% 0 4 1 5 
不満 16 7% 11 4 1 5 
どちらともいえない 72 30% 47 7 18 25 
やや満足している 114 48% 52 38 24 62 
満足している 32 13% 13 7 12 19 
あなたの会社が行っている以下の項目について、どの程度仕事に役に立っているか 
社内での実務経
験の中で、上司、
先輩による個別
指導 
実施していない 5 2% 1 1 3 4 
全く役に立たない 3 1% 1 1 1 2 
あまり役に立たない 16 7% 11 1 4 5 
どちらとも言えない 15 6% 11 3 1 4 
やや役に立つ 106 44% 38 47 21 68 
かなり役に立つ 94 39% 61 7 26 33 
仕事の内容を易
しい仕事から難
しい仕事へと経
験させる 
実施していない 3 1% 1 0 2 2 
全く役に立たない 6 3% 3 2 1 3 
あまり役に立たない 19 8% 12 2 5 7 
どちらとも言えない 27 11% 18 3 6 9 
やや役に立つ 120 50% 49 49 22 71 
かなり役に立つ 64 27% 40 4 20 24 
主要な担当業務
の他に、関連す
る業務をローテ
ーションで経験
させる 
実施していない 68 29% 31 16 21 37 
全く役に立たない 11 5% 7 2 2 4 
あまり役に立たない 18 8% 11 4 3 7 
どちらとも言えない 48 20% 27 7 14 21 
やや役に立つ 64 27% 28 28 8 36 
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かなり役に立つ 30 13% 19 3 8 11 
他の情報サービ
ス産業の企業へ
の出向･派遣･出
張等 
実施していない 74 31% 38 20 16 36 
全く役に立たない 13 2% 11 0 2 2 
あまり役に立たない 30 1% 16 11 3 14 
どちらとも言えない 36 7% 23 5 8 13 
やや役に立つ 65 6% 26 20 19 39 
かなり役に立つ 21 44% 9 4 8 12 
エンドユーザー
への出向･派
遣・出張など 
実施していない 67 28% 34 16 17 33 
全く役に立たない 21 9% 13 5 3 8 
あまり役に立たない 30 13% 15 12 3 15 
どちらとも言えない 42 18% 24 7 11 18 
やや役に立つ 60 25% 29 17 14 31 
かなり役に立つ 19 8% 8 3 8 11 
社外の専門団体
のセミナー、講
習会等 
実施していない 86 36% 41 16 29 45 
全く役に立たない 18 8% 7 7 4 11 
あまり役に立たない 25 11% 10 13 2 15 
どちらとも言えない 33 14% 22 6 5 11 
やや役に立つ 51 21% 27 15 9 24 
かなり役に立つ 26 11% 16 3 7 10 
社内の集合教育
研修 
実施していない 25 11% 9 6 10 16 
全く役に立たない 13 5% 5 5 3 8 
あまり役に立たない 30 13% 13 12 5 17 
どちらとも言えない 39 16% 28 7 4 11 
やや役に立つ 93 39% 42 26 25 51 
かなり役に立つ 39 16% 26 4 9 13 
社内専門技術研
修 
実施していない 32 13% 16 6 10 16 
全く役に立たない 8 3% 2 3 3 6 
あまり役に立たない 24 10% 14 5 5 10 
どちらとも言えない 22 9% 12 3 7 10 
やや役に立つ 102 43% 47 38 17 55 
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かなり役に立つ 51 21% 32 5 14 19 
社内のマネジメ
ント研修 
実施していない 46 19% 27 2 17 19 
全く役に立たない 9 4% 2 5 2 7 
あまり役に立たない 20 8% 9 7 4 11 
どちらとも言えない 34 14% 26 3 5 8 
やや役に立つ 89 37% 32 39 18 57 
かなり役に立つ 41 17% 27 4 10 14 
社外マネジメン
ト研修 
実施していない 99 41% 51 15 33 48 
全く役に立たない 10 4% 5 4 1 5 
あまり役に立たない 19 8% 9 9 1 10 
どちらとも言えない 38 16% 29 5 4 9 
やや役に立つ 55 23% 19 23 13 36 
かなり役に立つ 18 8% 10 4 4 8 
外部の異業界交
流会 
実施していない 119 50% 65 20 34 54 
全く役に立たない 15 6% 4 8 3 11 
あまり役に立たない 11 5% 7 4 0 4 
どちらとも言えない 37 16% 23 6 8 14 
やや役に立つ 42 18% 17 17 8 25 
かなり役に立つ 15 6% 7 5 3 8 
国内大学、大学
院への留学 
実施していない 195 82% 94 59 42 101 
全く役に立たない 5 2% 4 0 1 1 
あまり役に立たない 3 1% 2 0 1 1 
どちらとも言えない 26 11% 17 0 9 9 
やや役に立つ 4 2% 2 1 1 2 
かなり役に立つ 6 3% 4 0 2 2 
海外の大学への
留学 
実施していない 196 82% 94 59 43 102 
全く役に立たない 3 1% 3 0 0 0 
あまり役に立たない 6 3% 3 0 3 3 
どちらとも言えない 21 9% 16 0 5 5 
やや役に立つ 6 3% 3 0 3 3 
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かなり役に立つ 7 3% 4 1 2 3 
海外の各種研修 
実施していない 161 67% 71 50 40 90 
全く役に立たない 4 2% 1 1 2 3 
あまり役に立たない 9 4% 4 1 4 5 
どちらとも言えない 24 10% 17 1 6 7 
やや役に立つ 23 10% 14 7 2 9 
かなり役に立つ 18 8% 16 0 2 2 
自学自習 
実施していない 11 5% 7 0 4 4 
全く役に立たない 4 2% 1 2 1 3 
あまり役に立たない 12 5% 10 1 1 2 
どちらとも言えない 20 1% 13 4 3 7 
やや役に立つ 112 11% 52 46 14 60 
かなり役に立つ 80 2% 40 7 33 40 
社内での自主的
な研究会への参
加 
実施していない 34 14% 21 2 11 13 
全く役に立たない 3 1% 1 0 2 2 
あまり役に立たない 17 7% 11 6 0 6 
どちらとも言えない 42 18% 29 2 11 13 
やや役に立つ 94 39% 32 42 20 62 
かなり役に立つ 49 21% 29 8 12 20 
資格取得のため
の勉強 
実施していない 73 31% 37 6 30 36 
全く役に立たない 9 4% 5 4 0 4 
あまり役に立たない 21 9% 13 6 2 8 
どちらとも言えない 30 13% 18 5 7 12 
やや役に立つ 77 32% 33 31 13 44 
かなり役に立つ 29 12% 17 8 4 12 
社外での自主的
な研究会・セミ
ナーへの参加 
実施していない 99 41% 59 9 31 40 
全く役に立たない 5 2% 4 1 0 1 
あまり役に立たない 21 9% 6 8 7 15 
どちらとも言えない 37 16% 25 6 6 12 
やや役に立つ 56 23% 18 30 8 38 
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かなり役に立つ 21 9% 11 6 4 10 
自主的な職業教
育機関での勉強 
実施していない 105 44% 60 10 35 45 
全く役に立たない 7 3% 4 2 1 3 
あまり役に立たない 11 5% 9 1 1 2 
どちらとも言えない 30 13% 23 3 4 7 
やや役に立つ 47 20% 10 28 9 37 
かなり役に立つ 39 16% 17 16 6 22 
会社側が行われている人材育成の政策はどの程度に役に立つか  
情報志向
性 
全く役に立たない 13 6% 8 2 3 8 
あまり役に立たない 23 10% 21 1 1 21 
どちらとも言えない 35 15% 25 2 8 25 
やや役に立つ 108 45% 37 50 21 37 
かなり役に立つ 59 25% 31 5 23 31 
問題解決
力 
全く役に立たない 8 3% 6 0 2 6 
あまり役に立たない 15 6% 11 2 2 11 
どちらとも言えない 36 15% 26 7 3 26 
やや役に立つ 111 47% 40 50 21 40 
かなり役に立つ 68 29% 39 1 28 39 
プレゼン
テーショ
ン力 
全く役に立たない 15 6% 10 2 3 10 
あまり役に立たない 29 12% 20 6 3 20 
どちらとも言えない 58 24% 38 4 16 38 
やや役に立つ 97 41% 32 44 21 32 
かなり役に立つ 39 16% 22 4 13 22 
目標達成
志向力 
全く役に立たない 12 5% 7 3 2 7 
あまり役に立たない 25 11% 20 2 3 20 
どちらとも言えない 28 12% 18 7 3 18 
やや役に立つ 102 43% 44 40 18 44 
かなり役に立つ 71 30% 33 8 30 33 
柔軟性・協
調性 
全く役に立たない 10 4% 5 2 3 5 
あまり役に立たない 22 9% 18 2 2 18 
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どちらとも言えない 33 14% 22 6 5 22 
やや役に立つ 106 45% 39 43 24 39 
かなり役に立つ 67 28% 38 7 22 38 
コミュニ
ケーショ
ン力 
全く役に立たない 7 3% 4 2 1 4 
あまり役に立たない 22 9% 14 5 3 14 
どちらとも言えない 30 13% 19 7 4 19 
やや役に立つ 100 42% 47 37 16 47 
かなり役に立つ 79 33% 38 9 32 38 
リーダー
シップ 
全く役に立たない 19 8% 6 11 2 6 
あまり役に立たない 23 10% 17 5 1 17 
どちらとも言えない 62 26% 39 8 15 39 
やや役に立つ 90 38% 33 31 26 33 
かなり役に立つ 44 19% 27 5 12 27 
技術力 
全く役に立たない 6 3% 4 1 1 4 
あまり役に立たない 24 10% 18 3 3 18 
どちらとも言えない 35 15% 28 4 3 28 
やや役に立つ 109 46% 39 38 32 39 
かなり役に立つ 64 27% 33 14 17 33 
人事労務管理及び賃金について  
会社が重視
する要素 
  
    
  
年齢、勤務、
学歴などの
属人的要素 
全く重視していない 16 7% 9 6 1 9 
あまり重視していない 36 15% 11 24 1 11 
どちらともいえない 68 29% 36 10 22 36 
やや重視している 82 35% 47 15 20 47 
かなり重視している 36 15% 19 5 12 19 
本人の能
力・技術力 
全く重視していない 5 2% 3 1 1 3 
あまり重視していない 9 4% 3 6 0 3 
どちらともいえない 25 11% 15 3 7 15 
やや重視している 88 37% 44 37 7 44 
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かなり重視している 111 47% 57 13 41 57 
本人の業績 
全く重視していない 6 3% 2 3 1 2 
あまり重視していない 19 8% 17 2 0 17 
どちらともいえない 49 21% 26 7 16 26 
やや重視している 85 36% 36 38 11 36 
かなり重視している 79 33% 41 10 28 41 
担当する職
務の難し
さ・重要度 
全く重視していない 11 5% 3 7 1 3 
あまり重視していない 25 11% 17 8 0 17 
どちらともいえない 47 20% 30 7 10 30 
やや重視している 80 34% 40 27 13 40 
かなり重視している 75 32% 32 11 32 32 
担当したプ
ロジェクト
の業績 
全く重視していない 9 4% 1 7 1 1 
あまり重視していない 15 6% 5 10 0 5 
どちらともいえない 59 25% 33 8 18 33 
やや重視している 90 38% 53 27 10 53 
かなり重視している 65 27% 30 8 27 30 
所属部門の
業績 
全く重視していない 7 3% 4 2 1 4 
あまり重視していない 18 8% 9 8 1 9 
どちらともいえない 79 33% 49 9 21 49 
やや重視している 80 34% 31 32 17 31 
かなり重視している 54 23% 29 9 16 29 
エンジニアが重視する要素 
年齢、勤務、
学歴などの
属人的要素 
全く重視していない 35 15% 24 8 3 24 
あまり重視していない 30 13% 16 12 2 16 
どちらともいえない 41 17% 26 0 15 26 
やや重視している 82 34% 39 20 23 39 
かなり重視している 51 21% 18 20 13 18 
本人の能
力・技術力 
全く重視していない 1 0% 1 0 0 1 
あまり重視していない 7 3% 6 0 1 6 
どちらともいえない 13 5% 7 1 5 7 
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やや重視している 67 28% 34 25 8 34 
かなり重視している 151 63% 75 34 42 75 
本人の業績 
全く重視していない 2 1% 1 0 1 1 
あまり重視していない 2 1% 1 0 1 1 
どちらともいえない 23 10% 17 0 6 17 
やや重視している 84 35% 49 23 12 49 
かなり重視している 128 54% 55 37 36 55 
担当する職
務の難し
さ・重要度 
全く重視していない 5 2% 4 0 1 4 
あまり重視していない 13 5% 10 2 1 10 
どちらともいえない 28 12% 20 3 5 20 
やや重視している 78 33% 41 29 8 41 
かなり重視している 115 48% 48 26 41 48 
担当したプ
ロジェクト
の業績 
全く重視していない 5 2% 2 2 1 2 
あまり重視していない 6 3% 4 1 1 4 
どちらともいえない 36 15% 25 4 7 25 
やや重視している 99 41% 52 28 19 52 
かなり重視している 93 39% 40 25 28 40 
所属部門の
業績 
全く重視していない 11 5% 5 3 3 5 
あまり重視していない 23 10% 21 2 0 21 
どちらともいえない 40 17% 24 5 11 24 
やや重視している 87 36% 42 26 19 42 
かなり重視している 78 33% 31 24 23 31 
ソフトウエ
ア・エンジ
ニアとして 
いつまでも続けられる 55 23% 34 9 12 34 
いつまでも続けられない 159 67% 73 51 35 73 
分からない 25 11% 16 0 9 16 
帰属意識・
一体感 
会社 63 27% 44 8 11 44 
所属部門 31 13% 20 6 5 20 
直属上司 17 7% 4 12 1 4 
職場の先輩と同僚 33 14% 8 12 13 8 
あなたが所属するプロジェクト/ 64 27％ 31 11 22 31 
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チーム 
ソフトウエア・エンジニアという
職種 
30 13％ 15 11 4 5 
転職したこ
とあるか 
ない 98 41% 43 26 29 43 
ある 141 59% 80 34 27 80 
転職の経験
は現在の会
社で役に立
つか 
全く役に立たない 6 5% 3 1 2 3 
あまり役に立たない 10 8% 4 6 0 4 
どちらとも言えない 1 1% 1 0 0 1 
やや役に立つ 53 41% 24 19 10 24 
かなり役に立つ 59 46% 42 4 13 42 
今後の働き
方 
専門能力を活かしてソフトウエ
ア・エンジニアとして働きたい 
65 27％ 37 15 13 37 
プロジェクト・リーダーとして働
きたい 
49 21％ 29 8 12 29 
ブリッジ SE として働きたい 11 5% 3 8 0 3 
プロジェクト・マネージャーとし
て働きたい 
40 17％ 15 6 19 15 
ソフトウエア・エンジニア以外の
職種 
20 8％ 9 8 3 9 
会社の管理職として働きたい 44 19% 25 13 6 25 
その他 9 4% 4 2 3 4 
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付録 3 
                        整理编号:     
 
中国东北地区软件产业的人才培养调查表 
 
填 表 说 明  
1、 调查对象: 
本调查表针对工作在中国东北地区, 以从事软件开发的技术人员为对象, 而进行的一次
学术性调查。 
2、 调查目的: 
本次调查的主要目的是, 在了解软件开发人员的技术能力形成方式和职务经验之后，提出
适合东北地区软件产业发展的人才培养方案。 
3、 调查信息用途: 
调查中所得到的个人信息绝对不会外泄。该信息只会被用于数据的分析以及统计。 
4、右上角的整理编号是用于统计调查表的数量，不是针对您个人。 
5、如果您收到的是纸质形式的调查表，请您在填写完后放入信封，并密封好，然后交给您的
负责人。 
6、如果您收到的是邮件形式调查表，请填好后以添加附件的方式发送至  ○○@qq.com。 
7、为了促进东北地区软件产业的发展，希望您能够花费少许时间完成该调查。 
如果调查表填写后，请务必于  年 月 日之前将此调查表邮寄。 
8、如果您想了解本次调查的结果，本研究所会在结果出来后，以邮件的形式告知您。 
9、如您对此调查表之中的问题有不解之处，请和下面的联络方式进行联系。 
 
 
実施責任者：国士舘大学大学院博士課程：高洪波 
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Q1 基本信息。请填入适当的选项。 
Q1-1 您的性别。（  ）   1.男性   2.女性 
Q1-2 您的年龄 （   ）周岁。 
Q1-3 最终学历。 选项（   ） 
 1.三年制的大专 2.大学本科 3.硕士 4.博士 5.其他（具体是                  ） 
Q1-4 最终学历的专业。  选项（   ） 
  1.计算机科学      2.软件工学        3.自动化     4.软件外包开发    
  5.电子工学        6.计算机软件工学  7.日本语专业  8.英语专业  
  9.日语和英语以外的文科专业     10.其他的理科专业 （具体是                    ） 
Q1-5 您从事软件开发工作几年了。选项（   ）（满 6 个月的算为一年，未满 6 个月请舍去） 
1.3 年以下  2.3 年～5年  3.6 年～8年  4.9 年～11 年  5.12 年～15 年  6.16 年以上 
 
Q2.关于软件行业的资格。请填入适当的选项。 
 
資
格 
1.初级程序员 2.中级程序员 3.高级程序员 4.系统规划与管理师 5.信息系统运行管理员 6.
信息处理技术员 7.软件评测师 8.软件设计师 9.软件过程能力评估师 10.系统架构设计师
11.嵌入式系统设计师 12.系统集成项目管理工程师 13.系统分析师 14.信息系统监理师 15.
数据库系统工程师 16.信息系统管理工程师 17.信息系统项目管理师 18.信息技术支持工程
师 19.项目管理专业人员资格认证（PMP）20.其他（具体是                          ） 
Q2-1 您有取得软件行业的相关资格吗？选项（   ） 
1．有 →【Q2-1-1】、【Q2-1-2】、【Q2-1-3】  2．没有 → Q3 
【Q2-1-1】请将取得资格的号码写在下面的横线上。如果有多个资格，请将所有的号码全部
填入。如果上面的方框中没有您取得的资格，请具体填写资格的名称。 
 选项（   、  、  、    、      、     ） 
【Q2-1-2】因为公司要求所以才取得的资格吗？选项（   ） 
          1．是的         2．不是 
【Q2-1-3】您所取得的资格在工作当中有帮助吗？ 
很有帮助←←有一点儿帮助←←不清楚→→几乎没有帮助→→完全没有帮助 选项 
1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q3. 您刚开始工作时，在学校所学的相关专业知识，对您的工作有帮助吗？ 
很有帮助←←有一点儿帮助←←不清楚→→几乎没有帮助→→完全没有帮助 选项 
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1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q4.关于您现在公司的基本情况。填入恰当的选项。 
Q4-1 您现在所在的公司有多少名员工。（总公司和分公司的总人数）选项（   ） 
1.9 人以下 2. 10-29 人 3. 30-49 人 4. 50-99 人 5.100-299 人 6.300-499 人 
 7.500-999 人 8.1000－2999 人 9.3000 人以上 
Q4-2 您公司的资本形式是下面的哪个选项。选项（   ） 
1.中资企业 2.日资的企业 3.美国企业 4.欧洲企业 5.其他（具体是              ） 
Q4-3 公司的主营业务（销售额最多的业务）是什么。选项（   ） 
1.嵌入式软件开发  2.应用型软件开发  3.软件开发以外的信息产业 
4.网络相关的产业 5.通讯产业 6.其他（具体是                              ） 
 
Q5.关于您现在的工作情况。填入适当的选项。 
Q5-1 您在现在的公司工作几年了？（满 6 个月的情况下按照一年来计算，不满 6 个月请舍掉
去）满   （   ）年 
Q5-2 选择您在公司的级别。选项（   ） 
1. 总经理（或同级） 2.部长（或同级） 3. 课长（相当 PM）   
  5. 组长（相当 PL）          6.SE          7.普通员工（相当 PG） 
Q5-3 选择您的职位名称。选项（   ） 
   1.初级程序员  2.中级程序员 3.高级程序员  4.软件工程师  5.软件开发部门的小组长 
   6.项目经理    7.软件销售工程师  8.操作系统的管理运用者 9.部长 10.经营者  
   11.其他（具体是        ） 
Q5-4 您在现在的项目中，都从事哪些工作。从下面的选项当中选出。 
选项（   、   、   、   、   ）  
  1．整体的计划和管理业务   2.软件产品的企划       3.项目团队的管理               
  4.软件的概要设计           5.软件的详细设计    6.编程和单体测试 
  7.综合测试和系统测试      8.系统的维护     9.其他（具体是                ） 
Q5-5 在上面所从事的工作当中，请选出您投入时间最长的一种。 选项（    ） 
 
Q6.关于您现在的工作环境，请选择适当的选项。 
项目 完全不满←←不满←←不清楚→→有一点满足→→很满足 选项 
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1.公司的氛围 1･････2････3･････4・････5  
2.人事评价或制度的公正性 1･････2････3･････4・････5  
3.晋升和升职的机会 1･････2････3･････4・････5  
4.和上司或同事的交流 1･････2････3･････4・････5  
5.公事和私事的平衡关系 1･････2････3･････4・････5  
6.直属的上司 1･････2････3･････4・････5  
7.个人能力发展的机会 1･････2････3･････4・････5  
8.工作上的权限 1･････2････3･････4・････5  
9.工作时间的自由度 1･････2････3･････4・････5  
10.工作时间的长短 1･････2････3･････4・････5  
11.工资和奖金 1･････2････3･････4・････5  
12.医疗保险等福利 1･････2････3･････4・････5  
13.公司对您职业生涯的支援 1･････2････3･････4・････5  
14.对公司和工作的综合评价 1･････2････3･････4・････5  
 
Q7.公司所开展的下列各项，对您的工作有帮助吗？ 
项目 很有帮助←←有一点帮助←←不清楚→→几乎
没有帮助→→完全没有帮助 
选
项 
未曾 
经历 
1.在实务经验形成的过程中，来自上司和前
辈的指导  
1･････2････3･････4・････5  6  
2.您工作的内容是从易到难 1･････2････3･････4・････5  6 
3.主要的担当工作之外还有相关工作的轮岗  1･････2････3･････4・････5  6 
4.去其他相关企业出差、派遣或调职 1･････2････3･････4・････5  6 
5.去终端客户出差、派遣和调职 1･････2････3･････4・････5  6 
6.公司外部的专业团体所举行的专业学习会  1･････2････3･････4・････5  6 
7.公司内部的集体培训 1･････2････3･････4・････5  6 
8.公司内部的专业技术培训 1･････2････3･････4・････5  6 
9.公司内部的管理培训 1･････2････3･････4・････5  6 
10.公司外部的管理培训 1･････2････3･････4・････5     6 
11.公司外部的其他行业的交流会 1･････2････3･････4・････5  6 
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12.国内大学的留学 1･････2････3･････4・････5  6 
13.国外大学的留学 1･････2････3･････4・････5  6 
14.国外的各种研修 1･････2････3･････4・････5  6 
15.自己自学 1･････2････3･････4・････5  6 
16.积极主动参加公司内部的研讨会 1･････2････3･････4・････5  6 
17.考取资格的学习 1･････2････3･････4・････5  6 
18.积极主动参加公司外部的学习研讨会  1･････2････3･････4・････5  6 
19.积极去职业培训机构培训 1･････2････3･････4・････5  6 
 
Q8.公司实施的人才培养措施当中，对于您的下列工作能力的形成有帮助吗？（请逐项回答） 
项目 很有帮助←←有一点帮助←←不清楚
→→几乎没有帮助→→完全没有帮助 
选
项 
1.信息的收集能力（获取必要的信息和知识、活用于工作当中） 1･・･･2････3････4・･･･5  
2.问题的解决能力（对工作中出现问题感兴趣，调动自己全部
的能力和知识去完成）  
1･・･･2････3････4・･･･5  
3.表现宣传力（运用有效的表现方式和方法来引导和诱发客户
对我方的兴趣）  
1･・･･2････3････4・･･･5  
4.目标实现力（有韧性，将工作坚持到底，到最后达成目标） 1･・･･2････3････4・･･･5  
5.灵活性 协调性（与同事的协作与配合） 1･・･･2････3････4・･･･5  
6.沟通能力（通过和对方进行要点明确的对话寻求沟通，准确
传达信息并有进行沟通的能力） 
1･・･･2････3････4・･･･5  
7.领导能力 1･・･･2････3････4・･･･5  
8.技术能力 1･・･･2････3････4・･･･5  
 
Q9.关于您公司的人事劳务管理和薪酬状况。选择正确的选项。 
Q9-1 在决定您年薪的时候，公司重视下列哪些选项。 
项目 很重视←←有一点重视←←不清楚→→几乎不重视→→完全不重视 选项 
1.年龄、工作、学历等个人的基本要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2.本人的能力和技术能力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3.本人的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
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4.担当职务的难易度和重要程度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5.担当项目的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6.所属部门的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
Q9-2 在决定年薪的时候，您希望公司应该重视下列的哪些选项。 
项目 很重视←←有一点重视←←不清楚→→几乎不重视→→完全不重视 选项 
1.年龄、工作、学历等个人的基本要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2.本人的能力和技术能力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3.本人的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4.担当职务的难易度和重要程度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5.担当项目的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6.所属部门的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
 
Q10.从您个人的角度来讲，如果除去个人的原因，无需考虑年龄的因素，可以一直持续的做
软件开发人员吗？ 选项（       ） 
 1．可以一直持续 →Q11 
 2．不可以一直持续 → 可以持续到（       ）岁 → Q10-1  
 3．不知道 
Q10-1 您认为不能持续的做软件开发人员的原因是什么？填入适合的选项。（可填多个选项）
如果选项中没有您认为合适的原因，请具体写下来。 （  、  、  、  、  ）  
1.体力问题  2．注意力不能集中 3.创造性的想象力不足 
4.对于一个新的课题和项目的挑战性不足    5.追不上高速的技术革新   
6.项目管理等业务过于繁忙  7.从事软件开发以外的工作过于繁忙（会议、接待客户、做预
算材料等）         8．其他（具体是                                       ） 
 
Q11．您认为归属感和一体感是属于下列的哪项？选项（       ） 
  1.公司   2.所属部门  3.直属上司  4．公司的前辈和同事 
 5．所属的开发团队 6．软件开发这份工作  
 
Q12.关于转职的问题。 
Q12-1 您有转职的经历吗？（  ） 
1.有 →   回（包括本次转职的经历）→【Q12-1-1】、Q12-1-2】  2.没有 → Q13     
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【Q12-1-1】最近的一次转职的原因是什么 选项（       ） 
 1.工资高  2.工作的时间短  3.离工作的地点近  4.没有出差  5.没有派遣和到客户方常
驻  6.较稳定   7.有可以提高自己能力的工作   8.可以发挥作为管理者的能力   9.人际
关系良好   10.工作的自由度较大   11.可以从事比较有挑战性的工作   12.前一家公司裁
员或倒闭  13.达不到公司所要求的能力  14.其他原因（具体是                       ）  
【Q12-1-2】以前在工作中积累的经验在现在的工作当中有帮助吗？ 
很有帮助←←有一点帮助←←不清楚→→几乎没有帮助→→完全没有帮助 选项 
1・・･・･････2・・･・････3･・・･・････4・・・･･････5  
 
Q13.您对将来的职业生涯是如何规划的。选项（   ） 
1.活用自己的专业能力，作为软件工程师努力工作 
2.作为项目的管理者努力工作 
3.作为 BSE 努力工作 
4.作为项目经理努力工作 
5.从事软件工程师以外的工作  例如:销售等   
6.作为公司的管理层     7.其他（具体是                                  ） 
 
自由书写拦 
 
请写一下您在东北地区作为软件技术人员的体会和相关见解。 
                                         
                                         
                                         
                                         
 
 
如果想了解本次调查的结果，请写下您的邮箱地址。以便告知。 
 
      E-mail:                                   
至此问卷内容结束，感谢您的配合。 
